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１．「バリアフリー法」制定の経緯 
急速な高齢化と少子化が同時進行し、かつて経験したことのない人口減少社会となった我が国では、

高齢者や障害者なども含めた、あらゆる人たちが社会活動に参加し、自己実現するための施策が求めら

れている。そこで、平成 18 年 12 月 20 日から「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律」（以下「バリアフリー法」という。）が施行された。この法律により、ハード・ソフト両面の施策を

充実させ、高齢者や障害者なども含めた、すべての人が暮らしやすいユニバーサル社会の実現を目指し

ている。 

＜新たに盛り込まれた内容＞ 

① 対象者の拡充：身体障害者のみならず、知的・精神・発達障害者など、すべての障害者を対象 

② 対象施設の拡充：これまでの建築物及び交通機関に、道路・路外駐車場・都市公園・福祉タクシーを追加 

③ 基本構想制度の拡充：バリアフリー化を重点的に進める対象エリアを、旅客施設を含まない地域にまで拡充 

④ 基本構想策定の際の当事者参加：基本構想策定時の協議会制度を法定化。また、住民などからの基本構想の作成

提案制度を創設 

⑤ ソフト施策の充実：関係者と協力してバリアフリー施策の持続的・段階的な発展を目指す「スパイラルアップ」

の考え方を導入。また、国民一人一人が高齢者や障害者などが感じている困難を自らの問題として認識する「心

のバリアフリー」の促進 

 

１－１．我が国におけるバリアフリー化の取組 

（１）高齢社会対策と共生社会の実現が重要な課題 

今日の我が国では、他の先進諸国に例を見ない急速な高齢化が進んでいる。平成 27 年には国民の四人

に一人が六十五歳以上の高齢者となる本格的な高齢社会を迎えることとなり、高齢社会対策は喫緊の課

題である。 

少子化も同時進行し、かつて経験したことのない人口減少社会を迎えた。こうした社会では、高齢者

が様々な生き方を主体的に選択できるよう、自立支援のための施策などを進める必要がある。 

また、障害者が障害を持たない人と同じように、自分の意思で考え、決定し、社会のあらゆる活動に

参加・参画できる共生社会の実現（ノーマライゼーション）が求められている。そのため、障害者が自

らの能力を発揮し、自己実現できるように支援するための施策などを進める必要がある。 

 

（２）ハートビル法と交通バリアフリー法でバリアフリー化を推進 

平成 6 年に、不特定多数の人たちや、主に高齢者や身体障害者などが使う建築物のバリアフリー＊化

を進めるため、「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（以

下「ハートビル法」という。）が制定された。 

ハートビル法では、デパートやスーパーマーケット、ホテルなど、不特定多数の者が利用する建築物

を特定建築物とし、その建築主は、建物の出入口や階段、トイレなどに、高齢者や身体障害者などが円

滑に利用できるような措置を講じるよう努めなければならないとされた。また、平成 14 年の改正では、

高齢者や身体障害者などが円滑に利用できる特定建築物の建築を一層促進するため、不特定でなくとも

多数の者が利用する学校や事務所、共同住宅などを特定建築物として範囲の拡大が行なわれた。併せて、

特別特定建築物（不特定多数の者または主に高齢者や身体障害者等が利用する特定建築物）の新築等に

ついて利用円滑化基準（基礎的な基準）に適合することを義務付けるとともに、認定を受けた特定建築
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物について容積率の算定の特例、表示制度の導入等の支援措置の拡大を行う等の所要の措置が講じられ

た。 

さらに、平成 12 年には、駅・鉄道車両・バスなどの公共交通機関と、駅などの旅客施設周辺の歩行空

間のバリアフリー化を進めるための「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の

促進に関する法律」（以下「交通バリアフリー法」という。）が制定された。 

この交通バリアフリー法により、公共交通事業者による鉄道駅等の旅客施設及び車両のバリアフリー

化と、市町村が作成する基本構想に基づいた、鉄道駅等の旅客施設を中心とした一定の地区における旅

客施設や周辺の道路、駅前広場等の重点的・一体的なバリアフリー化が推進された。 

このような立法措置と、補助・税制などの様々な助成措置を併せて講じることで、建築物や公共交通

機関・公共施設などにおいて、段差の解消や視覚障害者誘導用ブロックの設置など、バリアフリー化の

整備は着実に進められてきた。 

 

（３）一体的・総合的な施策の推進が課題 

今日の我が国では、男性も女性も互いにその個性と能力を十分に発揮するための男女共同参画のため

の取組が推進されている。一方、国際化が進む中で、ビジネス・観光など、様々な分野で外国人と我が

国とのかかわりが深まってきている。 

これらの変化などを受けて、平成 17 年 7 月には、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」とい

うユニバーサルデザイン＊の考え方を踏まえた国土交通行政を推進するため、バリアフリー施策の指針

となる「ユニバーサルデザイン政策大綱」がとりまとめられた。 

この「ユニバーサルデザイン政策大綱」をとりまとめる議論の過程で、「『公平』であること」「『選択

可能性』があること」「当事者の『参加』が図られること」といったユニバーサルデザインの考え方か

ら、これまでのバリアフリー化の取組を見たときに、必ずしも十分とはいえない点があることが明らか

になってきた。 

例えば、バリアフリー化を促進するための法律が別々につくられていることで、バリアフリー化自体

が施設ごとに独立して進められ、連続的なバリアフリー化が図られていないといった問題や、バリアフ

リー化が駅などの旅客施設を中心とした地区にとどまっているなど、生活や利用者の視点に立ったバリ

アフリー化が十分ではないことが指摘された。 

また、ハード面の整備だけでなく、国民一人一人が、高齢者、障害者などの自立した日常生活や社会

生活を確保することの重要性について理解を深めるとともに、このような人たちの円滑な移動や施設の

利用に積極的に協力していくという「心のバリアフリー」や情報提供など、ソフト面での対策が不十分

であるなどの課題が挙げられた。 

さらには、様々な観点から段階的・継続的に取組を進めるプロセスが必ずしも確立していないといっ

た点も問題として指摘された。 

 

１－２．「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」が成立 

（１）バリアフリー法の施行 

国土交通省では、「ユニバーサルデザインの考え方に基づくバリアフリーのあり方を考える懇談会」

を開催するほか、「ユニバーサルデザイン政策推進本部」を設置し、様々な課題について議論を進める

中で、今後、バリアフリーに関する法制度をどうするべきかについて検討を重ねてきた。 
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その結果、「ユニバーサルデザイン政策大綱」の施策の一つである「一体的・総合的なバリアフリー

施策の推進」のためには、ハートビル法と交通バリアフリー法の一本化に向けた法制度の構築が必要と

いう判断が下された。 

そこで、ユニバーサルデザイン政策の柱として、ハートビル法と交通バリアフリー法を統合・拡充し

た「バリアフリー法」が第 164 回通常国会において成立し、同年 6月 21 日に公布、12 月 20 日から施行

されることとなった。 

 

（２）ハード・ソフト両面の施策を充実 

バリアフリー法には、ハートビル法と交通バリアフリー法で既に定められている内容を踏襲しつつ、

時代の変化と両法の狭間に位置する新たな内容が盛り込まれた。 

バリアフリー法で新たに盛り込まれた内容は、次のとおりである。 

 

○すべての障害者が対象に 

ハートビル法・交通バリアフリー法のいずれも、法の名前には「高齢者、身体障害者等」とあった。

これが、バリアフリー法では、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」と、「身体障

害者」ではなく「障害者」となった。 

これは、バリアフリー法では、身体障害者のみならず、知的障害者・精神障害者・発達障害者を含む、

すべての障害者が対象となることを明確にしたものである。 

 

○生活空間におけるバリアフリー化を推進 

バリアフリー法では、バリアフリー化の義務を負う対象者として、ハートビル法の建築主等や交通バ

リアフリー法の公共交通事業者等に加え、道路管理者・路外駐車場管理者等・公園管理者等を規定して

いる。 

これにより、バリアフリー化基準に適合するように求める施設等の範囲は、公共交通機関・建築物だ

けではなく、道路・路外駐車場・都市公園にまで広がった。このように、バリアフリー法は、高齢者や

障害者などが日常生活や社会生活において利用する施設を広く面的にとらえ、生活空間における総合的

なバリアフリー化を進めることとしている。 

また、公共交通機関においても、交通バリアフリー法の対象とされていなかったタクシー事業者を法

の対象に新たに取り込んだ。その上で、高齢者や障害者等の輸送を目的とした、車いす、寝台（ストレ

ッチャー）のまま乗降できるリフト等を備えたいわゆる「福祉タクシー」について、新たに導入する際

には、鉄道車両やバス同様、基準に適合させることとした。 

さらに、日常生活で利用される施設等を幅広く取り込み、既存の特別特定建築物についても基準適合

努力義務を課すこととした。 

このように、バリアフリー法には、ハートビル法と交通バリアフリー法の一本化に伴い、いずれの法

律においても対象とされていなかったものが新たに取り込まれ、また、すでに取り込まれていたものも

義務の内容が拡充するなど、バリアフリー法は個別施設単体ごとの規制が拡充された内容となっている。 
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○駅がない地域でも重点整備地区に 

市町村は、移動等の円滑化を図ることが必要な一定の地区を重点整備地区とし、移動等の円滑化に係

る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本構想を作成することができることとなった。 

この基本構想の対象となる範囲は、交通バリアフリー法では、大きな鉄道駅など「特定旅客施設（主

として、一日当たりの利用客数が五千人以上の大規模な旅客施設）」と呼ばれる大規模な旅客施設の周

辺の徒歩圏域のみに限定されていた。これを、バリアフリー法では、一日当たりの利用客数が五千人に

満たない場合や、そもそも旅客施設が存在しない市町村であっても、日常生活に不可欠なエリアとして

認められる場合には基本構想を策定することができるようにした。 

また、交通バリアフリー法では、公共交通機関・道路・信号機等の三分野に限って、バリアフリー化

を進めるための事業を「特定事業」として位置づけていた。バリアフリー法では、これら三分野に加え、

建築物・路外駐車場・都市公園、さらにはこれらの施設の間を結ぶ経路も、特定事業に位置づけること

が可能となった。 

このような柔軟な制度の下、地域の実情に即した一体的・総合的なバリアフリー化が計画的に進むと

期待されている。 

 

○当事者の参画で利用者の視点を反映 

基本構想を策定する際の当事者の参画についても制度を充実させた。次に挙げる新しい制度により、

利用者の視点を十分反映したバリアフリー化が進むことが期待される。 

①協議会制度を法定化 

まず、基本構想の作成の際、高齢者や障害者などの計画段階からの参加の促進を図るため、作成

に関する協議等を行う協議会制度を法律に位置づけた。この協議会は、特定事業の実施主体はもと

より、高齢者、障害者、学識経験者、その他市町村が必要と認める者で構成される。 

加えて、バリアフリー化の対象となる事業の実施主体は、市町村から通知を受けた場合に、正当

な理由がある場合を除き、必ず協議会に参加することとした。これまで、特定事業の実施主体がバ

リアフリー化の実施に消極的な場合には、市町村が調整を行うこと自体が困難であったが、バリア

フリー法では、協議の場の設定を法的に担保することで、調整プロセスの促進を図っている。 

 なお、この協議会は、基本構想の作成に関する協議のみならず、基本構想の実施に係る連絡調

整も行う。これにより、基本構想に基づく事業の実施状況などの追跡調査も可能になることから、

後述する「スパイラルアップ」を促進するためのツールとなることが期待される。 

②構想作成提案制度を創設 

基本構想を策定する市町村の取組を促す観点から、基本構想の内容を、高齢者や障害者など住民

自身が市町村に対し具体的に提案できる提案制度を新たに設けている。 

提案できる者には、事業実施が見込まれる者はもとより、整備対象となる施設の利用に関して利

害関係のある高齢者や障害者などの利用者や、地域住民なども含まれる。また、この制度の実効性

を担保する観点から、提案を受けた市町村に検討結果の公表義務と、提案を採用しない場合には、

その理由を説明する義務を課している。 
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○スパイラルアップと「心のバリアフリー」 

 バリアフリー法では、ハード整備だけではなく、ソフト施策の充実を念頭に、様々な責務についても

位置付けている。 

①「スパイラルアップ」の導入等 

高齢化や、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方

が進展する中、バリアフリー化を進めるためには、具体的な施策や措置の内容について、施策に関

係する当事者の参加の下、検証し、その結果に基づいて新たな施策や措置を講じることによって段

階的・継続的な発展を図っていくことが重要である。 

このような考え方は「スパイラルアップ」と呼ばれている。 

バリアフリー法では、このスパイラルアップを国の果たすべき責務として新たに位置づけている。 

また、地方公共団体も、国の施策に準じてバリアフリー化を促進するために必要な措置を講じる

こととされており、地域レベルで国の施策と同様の施策を実施する、あるいは、国の施策の実施に

あたり連携を図ることになる。 

さらにバリアフリー法の規制対象以外の施設でも、高齢者や障害者などが日常生活や社会生活に

おいて利用できる施設を設置・管理する者がバリアフリー化に向けた取組を図るべきであるとした。 

また、バリアフリー法の規制対象となる施設の管理者は、ソフト面での対応などにも取り組むべ

きである。そのため、施設を設置・管理する者には、バリアフリー法で法的義務として課せられて

いる施設整備における基準適合義務以外にも、バリアフリー化のために必要な措置をとるべきとの

幅広い責務が課せられた。 

②「心のバリアフリー」の促進 

バリアフリー法では、バリアフリー化の促進に関する国民の理解を深め、バリアフリー化の実施

に関する国民の協力を求める、いわゆる「心のバリアフリー」についても規定している。 

この「心のバリアフリー」を深めていくことを国の責務として定めるとともに、国民の責務とし

て新たに位置づけている。高齢者や障害者などが円滑に移動し施設を利用できるようにすることへ

の協力だけではなく、高齢者や障害者などの自立した日常生活や社会生活を確保することの重要性

についての理解を深めることが、国民の責務として定められているのである。 

今日、視覚障害者誘導用ブロックの上に自転車を止めてしまう、あるいは、車いす使用者用駐車

施設に障害を持たない人が駐車してしまうといった問題がよく指摘される。こういった問題の根本

には、国民一人一人の理解不足があると考えられる。 

現在、国土交通省では、駅などの施設で、車いすなど福祉用具を利用した高齢者や障害者などの

負担を疑似体験する「バリアフリー教室」を開催するなど、「心のバリアフリー」の推進に向けた

様々な施策を行っている。 

「心のバリアフリー」によって、ユニバーサルデザインの考え方が形となったユニバーサル社会

が実現するためには、国民一人一人が、いかにこの問題について理解を深めていくかが鍵となる。 

［キーワード］本文で＊をつけた言葉 

● バリアフリー 

高齢者、障害者等が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去（フリー）すること。物理的、社会的、

制度的、心理的な障壁、情報面での障壁などすべての障壁を除去するという考え方。 

● ユニバーサルデザイン 

あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザイ

ンする考え方。 
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（図１ バリアフリー法の構成） 
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（図２ バリアフリー法の概要） 

  

  

 

 

 

○主務大臣は、移動等円滑化の促進に関する基本方針を策定



- 1-8 - 

（図３ 建築物特定事業の実施までに関わる主体） 

 

※命令に従わないで、建築物特定事業を実施しない

場合は、罰則の適用あり（100 万円以下の罰金）。

対象地区：重点整備地区（§２二十一） 

要件：① 生活関連施設（旅客施設、官公庁施設、福祉施設等）が集積し、その間の移動が通常

徒歩で行われる地区 

② 生活関連施設、生活関連経路（施設相互間の経路）についてバリアフリー化のための

事業が特に必要と認められる地区 等

市町村による基本構想作成の発意 住民等からの基本構想の作成提案制度※（§27）

市町村が施設管理者等に協議（§25⑦） 市町村、施設管理者、利害関係者等からなる協

議会を設置※（§26） 

移動等円滑化基本構想：市町村が重点整備地区について作成（§25①②） 

内容：① 重点整備地区のバリアフリー化に関する基本方針 

② 重点整備地区の位置及び区域 

③ 生活関連施設、生活関連経路とこれらのバリアフリー化に関する事項（将来像） 

④ 生活関連施設、特定車両等のバリアフリー化のために実施すべき特定事業等 

⑤ その他の関連する事項（面的整備事業での配慮事項、駐輪場の整備に関する事項等）

※ 施設管理者に建物所有者

が含まれる。 

建物所有者等による建築物特定事業の実施※（§

35） 

① 特別特定建築物のバリアフリー化に関する事業 

② 特定建築物における生活関連経路のバリアフリ

ー化に関する事業 

支援措置 

補助事業【社会資本整備総合交付金】

（バリアフリー環境整備促進事業 

国 1/3，地方公共団体 1/3， 

事業者 1/3 等） 

※ 市町村は、作成・変更につ

いて遅滞なく公表。作成等

しない場合は理由を明示。 

建物所有者等による建築物特定事業計画の策定※（§35） 
 
内容：① 建築物特定事業を実施する特定建築物 
   ② 建築物特定事業の内容 

   ③ 建築物特定事業の実施予定期間、必要資金額・調達方法 

   ④ その他建築物特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項 

※ 関係する市町村（又は都道府県）及び施設管理者

に事業計画を送付しなければならない。 

・ あらかじめ、関係

する市町村及び施

設管理者の意見を

聴かなければなら

ない。 
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２.チェックリスト 

２－１．建築物移動等円滑化基準チェックリスト  

   

※施設等の欄の「第○条」はバリアフリー法施行令の該当条文  

   

○一般基準  

施設等 チェック項目  

廊下等 

（第 11 条） 

①表面は滑りにくい仕上げであるか  

②点状ブロック等の敷設 （階段又は傾斜路の上端に近接する部分） ※１  

階段 

（第 12 条） 

①手すりを設けているか（踊場を除く）  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③段は識別しやすいものか  

④段はつまずきにくいものか  

⑤点状ブロック等の敷設 （段部分の上端に近接する踊場の部分） ※２  

⑥原則として主な階段を回り階段としていないか  

傾斜路 

（第 13 条） 

①手すりを設けているか （勾配１／１２以下で高さ１６ｃｍ未満の傾斜部分は免除）  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③前後の廊下等と識別しやすいものか  

④点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分） ※３  

便所 

（第 14 条） 

①車いす使用者用便房を設けているか （１以上）  

(1)腰掛便座、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

②水洗器具（オストメイト対応）を設けた便房を設けているか （1 以上）  

③床置式の小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５cm 以下のものに限る）その他これらに類する小

便器を設けているか （１以上） 

 

ホテル又は 

旅館の客室 

（第 15 条） 

 

①客室の総数が５０以上で、車いす使用者用客室を１以上設けているか  

②便所（同じ階に共用便所があれば免除） －

(1)便所内に車いす使用者用便房を設けているか  

(2)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか （当該便房を設ける便所も同様）  

(3)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか （当該便房を設

ける便所も同様） 

 

③浴室等（共用の浴室等があれば免除） －

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  
※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・自動車車庫に設ける場合 

※２ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 
・自動車車庫に設ける場合 
・段部分と連続して手すりを設ける場合 

※３ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 
・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・自動車車庫に設ける場合 
・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
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○一般基準  

施設等 チェック項目  

敷地内の 

通路 

（第 16 条） 

①表面は滑りにくい仕上げであるか  

②段がある部分 －

 (1)手すりを設けているか  

 (2)識別しやすいものか  

 (3)つまずきにくいものか  

③傾斜路 －

 (1)手すりを設けているか （勾配１／１２以下で高さ１６ｃｍ未満又は１／２０以下の傾斜部分は免除）  

 (2)前後の通路と識別しやすいものか  

駐車場 

（第 17 条） 

①車いす使用者用駐車施設を設けているか （１以上）  

 (1)幅は３５０ｃｍ以上であるか  

 (2)利用居室までの経路が短い位置に設けられているか  

標識 

（第 19 条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることの表示が見やすい位置に設けて

いるか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

案内設備 

（第 20 条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板等があるか（配置を

容易に視認できる場合は除く） 

 

②エレベーターその他の昇降機、便所の配置を点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による案

内）により視覚障害者に示す設備を設けているか 

 

③案内所を設けているか（①、②の代替措置）  

 

○視覚障害者移動等円滑化経路 （道等から案内設備までの１以上の経路に係る基準） 

施設等 チェック項目  

案内設備 

までの経路 

（第 21 条） 

①線状ブロック等・点状ブロック等の敷設又は音声誘導装置の設置 （風除室で直進する場合は免除）

※１ 

 

②車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか  

③段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか ※２  
※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 

・自動車車庫に設ける場合 
・受付等から建物出入口を容易に視認でき、道等から当該出入口まで線状ブロック等・点状ブロック等や音声誘導装
置で誘導する場合 

※２ 告示で定める以下の部分を除く（告示第 1497 号）  
・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・段部分又は傾斜部分と連続して手すりを設ける踊場等  
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○移動等円滑化経路 （利用居室、車いす使用者用便房・駐車施設に至る１以上の経路に係る基準） 

施設等 チェック項目  

（第 18 条第 2

項第一号） 
①階段・段が設けられていないか （傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を併設する場合は免除） 

 

出入口 

（第二号） 

①幅は８０ｃｍ以上であるか  

②戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

廊下等 

（第三号） 

①幅は１２０ｃｍ以上であるか  

②区間５０ｍ以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

傾斜路 

（第四号） 

①幅は１２０ｃｍ以上（階段に併設する場合は９０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下（高さ１６ｃｍ以下の場合は１／８以下）であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

エレベーター 

及 び そ の 乗

降ロビー 

（第五号） 

①かごは必要階（利用居室又は車いす使用者用便房・駐車施設のある階、地上階）に停止するか  

②かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

③かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

④乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

⑤かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか  

⑥かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

⑦乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

⑧不特定多数の者が利用する 2,000 ㎡以上の建築物に設けるものの場合 －

 (1)上記①から⑦を満たしているか  

 (2)かごの幅は、１４０cm 以上であるか  

 (3)かごは車いすが転回できる形状か  

⑨不特定多数の者又は主に視覚障害者が利用するものの場合 ※１ －

 (1)上記①から⑧を満たしているか  

 (2)かご内に到着階・戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか  

 (3)かご内及び乗降ロビーに点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による案内）により視覚障害

者が利用しやすい制御装置を設けているか 

 

 (4)かご内又は乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けているか  

特 殊 な 構 造

又 は 使 用 形

態のエレベー

ターその他の

昇降機 

（第六号） 

①エレベーターの場合 －

 (1)段差解消機（平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第九号のもの）であるか  

 (2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか  

 (3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか  

 (4)かごの床面積は十分であるか （車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）  

②エスカレーターの場合 －

 (1)車いす使用者用エスカレーター（平成 12 年建設省告示第 1417 号第 1 ただし書のもの）であるか  

敷地内の 

通路 

（第七号） 

①幅は１２０ｃｍ以上であるか  

②区間５０ｍ以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

④傾斜路 －

 (1)幅は１２０ｃｍ以上（段に併設する場合は９０ｃｍ以上）であるか  

 (2)勾配は１／１２以下（高さ１６ｃｍ以下の場合は１／８以下）であるか   

 (3)高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか （勾配１／２０以下の場合は免除）  

（第３項） ⑤上記①から④は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口までに限る  
※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1494 号） 

・自動車車庫に設ける場合  



- 1-12 - 

 

２－２．建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト  

   

※施設等の欄の「第○条」はバリアフリー法誘導基準省令の該当条文  

   

○一般基準  

施設等 チェック項目  

出入口 

（第２条） 

①出入口 （便所・浴室等の出入口、基準適合出入口に併設された出入口を除く） －

(1)幅は９０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②一以上の建物出入口 －

(1)幅は１２０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は自動に開閉し、前後に水平部分を設けているか  

廊下等 

（第３条） 

①幅は１８０ｃｍ以上（区間５０ｍ以内ごとに車いすのすれ違いに支障がない場所がある場合、１４０ｃｍ以上）であ

るか 

 

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③点状ブロック等の敷設 （階段又は傾斜路の上端に近接する部分） ※１  

④戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

⑤側面に外開きの戸がある場合はアルコーブとしているか  

⑥突出物を設ける場合は視覚障害者の通行の安全上支障とならないよう措置されているか  

⑦休憩設備を適切に設けているか  

⑧上記①、④は車いす使用者の利用上支障がない部分（※２）については適用除外  

階段 

（第４条） 

①幅は１４０ｃｍ以上であるか （手すりの幅は１０ｃｍ以内まで不算入）  

②けあげは１６ｃｍ以下であるか  

③踏面は３０ｃｍ以上であるか  

④両側に手すりを設けているか （踊場を除く）  

⑤表面は滑りにくい仕上げであるか  

⑥段は識別しやすいものか  

⑦段はつまずきにくいものか  

⑧点状ブロック等の敷設 （段部分の上端に近接する踊場の部分） ※３  

⑨主な階段を回り階段としていないか  
傾斜路又はエレ
ベーターその他
の昇降機の設置 
（第５条） 

①階段以外に傾斜路・エレベーターその他の昇降機（２以上の階にわたるときは第７条のエレベーターに限

る）を設けているか 
 

②上記①は車いす使用者の利用上支障がない場合（※４）は適用除外   

※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号）  
・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・自動車車庫に設ける場合 

※２ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる廊下等の部分（告示第 1488 号） 
※３ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号） 

・自動車車庫に設ける場合 
・段部分と連続して手すりを設ける場合 

※４ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場等のみに通ずる階段である場合（告示第 1488 号） 
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○一般基準  

施設等 チェック項目  

傾斜路 

（第６条） 

 

①幅は１５０ｃｍ以上（階段に併設する場合は１２０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

④両側に手すりを設けているか （高さ１６ｃｍ以下の傾斜部分は免除）  

⑤表面は滑りにくい仕上げであるか  

⑥前後の廊下等と識別しやすいものか  

⑦点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分） ※１  

⑧上記①から③は車いす使用者の利用上支障がない部分（※２）については適用除外  

エレベーター

（第７条） 

 

①必要階（多数の者が利用する居室又は車いす使用者用便房・駐車施設・客室・浴室等のある階、地上階）に停止

するエレベーターが１以上あるか  

 

②多数の者が利用するすべてのエレベーター・乗降ロビー －

(1)かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

(3)乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

(4)かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

(5)乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

③多数の者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー －

(1)②のすべてを満たしているか   

(2)かごの幅は１４０ｃｍ以上であるか  

(3)かごは車いすが転回できる形状か  

(4)かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか   

④不特定多数の者が利用するすべてのエレベーター・乗降ロビー －

(1)かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

(3)乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

(4)かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

(5)乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

(6)かごの幅は１４０ｃｍ以上であるか   

(7)かごは車いすが転回できる形状か  

⑤不特定多数の者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー －

(1)④(2)、(4)、(5)、(7)を満たしているか  

(2)かごの幅は１６０ｃｍ以上であるか  

(3)かご及び昇降路の出入口の幅は９０ｃｍ以上であるか  

(4)乗降ロビーは水平で、１８０ｃｍ角以上であるか  

(5)かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか  

⑥不特定多数の者又は主として視覚障害者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー

※３ 

－

(1)③のすべて又は⑤のすべてを満たしているか  

(2)かご内に到着階・戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか  

(3)かご内及び乗降ロビーに点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による案内）により視覚障害

者が利用しやすい制御装置を設けているか 

 

(4)かご内又は乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けているか  
※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号） 
   ・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
   ・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
   ・自動車車庫に設ける場合 
   ・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
※２ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる傾斜路の部分（告示第 1488 号） 
※３ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1486 号）  

・自動車車庫に設ける場合 
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○一般基準  

施設等 チェック項目  

特殊な構造又

は使用形態の

エレベーター

その他の昇降

機 

（第８条） 

①エレベーターの場合 －

 (1)段差解消機（平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第九号のもの）であるか  

 (2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか  

 (3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか  

 (4)かごの床面積は十分であるか （車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）  

②エスカレーターの場合 －

 車いす使用者用エスカレーター（平成 12 年建設省告示第 1417 号第 1 ただし書のもの）であるか  

便所 

（第９条） 

 

①車いす使用者用便房を設けているか（各階原則２％以上）  

(1)腰掛便座、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)車いす用便房及び出入り口は、幅８０ｃｍ以上であるか  

(4)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②水洗器具（オストメイト対応）を設けた便房を設けているか（各階 1 以上）  

③車いす使用者用便房がない便所には腰掛便座、手すりが設けられた便房があるか（当該便所

の近くに車いす使用者用便房のある便所を設ける場合を除く） 

 

④床置式の小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５ｃｍ以下のものに限る）その他これらに類する小

便器を設けているか（各階１以上） 

 

ホテル又は旅

館の客室 

（第 10 条） 

 

①車いす使用者用客室を設けているか（原則２％以上）  

(1)幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②便所（同じ階に共用便所があれば免除） －

(1)便所内に車いす使用者用便房を設けているか  

(2)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか （当該便房を設ける便所も同様）  

(3)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか （当該便房を設

ける便所も同様） 

 

③浴室等（共用の浴室等があれば免除） －

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  
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○一般基準  

施設等 チェック項目  

敷地内の通路 

（第 11 条） 

 

①幅は１８０ｃｍ以上であるか  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

④段がある部分 －

 (1)幅は１４０ｃｍ以上であるか （手すりの幅は１０ｃｍ以内までは不算入）  

 (2)けあげは１６ｃｍ以下であるか  

 (3)踏面は３０ｃｍ以上であるか  

 (4)両側に手すりを設けているか  

 (5)識別しやすいものか  

 (6)つまずきにくいものか  

⑤段以外に傾斜路又は昇降機を設けているか  

⑥傾斜路 －

 (1)幅は１５０ｃｍ以上（段に併設する場合は１２０ｃｍ以上）であるか  

 (2)勾配は１／１５以下であるか   

 (3)高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか （勾配１／２０以下の場合は免除）  

 (4)両側に手すりを設けているか （高さ１６ｃｍ以下又は１／２０以下の傾斜部分は免除）  

 (5)前後の通路と識別しやすいものか  

⑦上記①、③、⑤、⑥(1)から(3)は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口までに限

る 

 

⑧上記①、③、④、⑥(1)から(3)は車いす使用者の利用上支障がないもの（※１）は適用除外  

駐車場 

（第 12 条） 

①車いす使用者用駐車施設を設けているか （原則２％以上）  

 (1)幅は３５０ｃｍ以上であるか  

 (2)利用居室等までの経路が短い位置に設けられているか  

浴室等 

（第 13 条） 

 

①車いす使用者用浴室等を設けているか（１以上）  

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

標識 

（第 14 条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることの表示が見やすい位置に設け

ているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

案内設備 

（第 15 条） 

 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板等があるか（配置

を容易に視認できる場合は除く） 

 

②エレベーターその他の昇降機、便所の配置を点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による案

内）により視覚障害者に示す設備を設けているか 

 

③案内所を設けているか（①、②の代替措置）  
※１ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、段等のみに通ずる敷地内の通路の部分（告示第 1488 号）  
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○視覚障害者移動等円滑化経路 （道等から案内設備までの主な経路に係る基準） ※１  

施設等 チェック項目  

案内設備まで

の経路 

（第 16 条） 

①線状ブロック等・点状ブロック等の敷設又は音声誘導装置の設置 （風除室で直進する場合は免除）

※１ 

 

②車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか  

③段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか ※２  
※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号） 

・自動車車庫に設ける場合 
・受付等から建物出入口を容易に視認でき、道等から当該出入口まで線状ブロック等・点状ブロック等又は音声誘導
装置で誘導する場合 

※２ 告示で定める以下の部分を除く（告示第 1497 号） 
・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 
・段部分又は傾斜部分と連続して手すりを設ける踊場等  
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３．認定特定建築物等の支援制度（平成２４年度）について 
（１）税制上の特例措置 

認定を受けた特別特定建築物（2,000 ㎡以上 50,000 ㎡未満の昇降機を設けたものに限る。）の新築、

増築、改築について、所得税、法人税の割増償却（10%、5 年間）【租税特別措置法第 14 条の 2，第 47

条の 2】 

 

（２）低利融資制度 

○ 日本政策金融公庫による低利融資 

日本政策金融公庫の国民生活事業・生活衛生貸付を利用して、店舗のバリアフリー化など、高齢

者、乳幼児を抱える女性などが利用しやすい店舗にするための設備投資について、特別の融資を受

けることができる。（利用対象者：生活衛生関係営業を営む会社・個人） 

・ 融資対象： 高齢者等対応施設・設備 

        （例）手すり、リフト付車両、子育て支援対応施設の設置 

           訪問サービス対応施設・設備 

        （例）携帯営業設備、訪問サービスを行うための店舗内設備の設置 

・ 融資額 ： 通常の融資額＋３，０００万円以内 

・ 返済期間： １８年以内（振興事業貸付の場合） 

１５年以内（一般貸付の場合 ※一般公衆浴場の場合は３０年以内） 

・ 利率  ： 特利Ｃ（振興事業貸付の場合） 

        特利Ｂ（一般貸付の場合） 

※詳細は、http://www.jfc.go.jp/k/yuushi/seikatsu/setsubi/tokurei/38_fukushi_m.html を参

照。 

 

（３）補助制度〔バリアフリー環境整備促進事業〕 

① 市街地における道路空間等と一体となった移動ネットワーク形成 

・ 基本構想等の作成 

・ 基本構想等に基づく以下の移動システム＊１等の整備 

(1) 屋外の移動システムの整備 

(2) 屋内の移動システム（市街地空間における移動ネットワークを形成するものに限る。）の

整備 

(3) 移動システムと一体的に整備されるパブリックスペース（広場、空地等）の整備 

(4) 移動案内装置の設置  等 

② 認定特定建築物（病院、劇場、図書館等不特定多数の利用する建築物又は社会福祉施設等の建築物

で特定行政庁の認定を受けたもの）の整備 

・ 屋外の移動システムの整備（建築物敷地内の平面通路に限る。） 

・ 屋内の移動システムの整備（特別特定建築物の用途（専ら商業用に供するものを除く。）

に至る経路に係るものに限る。） 

・ 移動システムと一体的に整備されるパブリックスペース（広場、空地等）の整備 

・ 移動案内装置の設置 

【国費率】 

地方公共団体、協議会、都市再生機構：１／３以内 

民間事業者：２／３以内（国１／３以内、地方公共団体１／３以内） 
 

＊１ 移動システム：動く通路、スロープ、エレベーターその他の高齢者等の快適かつ安全な移動を確保するための施設

（当該施設に付属する高齢者等の移動のための案内装置を含む） 
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４．Ｑ＆Ａ 
 
Ｑ１ バリアフリー法に基づく是正命令と建築基準法に基づく命令との関係について 

Ｑ 建築物移動等円滑化基準に適合していない場合の建築基準法及びバリアフリー法上の扱いに

ついて教えてください。 

Ａ バリアフリー法の建築物移動等円滑化基準を建築確認対象法令とすることにより、同基準への

適合性について建築基準法第６条の建築確認又は第７条の完了検査等を受けていない場合に

は、同法第９条の規定に基づき、同法第６条等の規定に従うよう施工停止等の命令の対象とな

ります。他方、建築基準法第９条の規定に基づく是正命令は建築基準法に基づく規定への違反

に限り行うことができ、建築物移動等円滑化基準に適合していない場合の是正命令については、

バリアフリー法第１５条の規定に基づき行う必要があります。 

 

Ｑ２ 条例による用途の追加方法等について 

Ｑ 条例で色々できる仕組みになっているようですが、できないこともあるのでしょうか。 

Ａ 条例では①義務付け対象用途に政令上特別

特定建築物に含まれていない特定建築物用

途（学校等）を追加すること②義務付け対

象規模を政令の規模(原則 2,000 ㎡)未満に

設定すること③建築物特定施設の構造及び

配置に関する基準を付加することが可能で

す。ただし、特定建築物用途以外の用途（倉

庫、一戸建て住宅等）を義務付け対象とす

ることや建築物特定施設以外の施設に係る

制限等建築物特定施設と無関係な制限の付

加はできません。 

 

Ｑ３ 性風俗関連施設の取扱いについて 

Ｑ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する性風俗関連特殊

営業に係る施設は令第４条第１５号の特定建築物に含まれるのでしょうか。 

Ａ  性風俗関連特殊営業に係る施設は特定建築物に含まれません。そのため、努力義務も課せられ

ておりません。 

 

Ｑ４ 努力義務の場合に適用される基準について 

Ｑ 法第１６条第１項に基づく努力義務のみが課せられる建築物（学校や共同住宅など）について

はどのように建築物移動等円滑化基準は適用されるのでしょうか。 

Ａ 特別特定建築物以外の特定建築物を建築しようとする場合は、条例で特別特定建築物に追加さ

れた場合に適用される基準に適合するよう努める必要があります。そのため、令第２３条の規

定により、「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する」とあ

るのを「多数の者が利用する」と、「特別特定建築物」とあるのを「特定建築物」と読み替え

た基準への適合に努めていただくこととなります。

留意点：条例の制定 

・2011年11月時点で、高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律第１４条第３項に基づく

付加条例を制定している都道府県は、岩手県、山形

県、埼玉県、東京都、神奈川県、石川県、京都府、

大阪府、兵庫県、鳥取県、徳島県、大分県、熊本県

の13箇所である。 

・市区町村では、東京都世田谷区、東京都練馬区、神

奈川県横浜市、神奈川県川崎市、岐阜県高山市、京

都府京都市の６箇所である。 



- 1-19 - 

 

東京都におけるバリアフリー法付加条例の例 

東京都では、バリアフリー法に基づき、以下のような付加条例を制定している。 

名称：高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例（建築物バリアフリー条例） 

＜対象建築物の拡充＞ 

＜階段＞ 

・ 階段の蹴上げ寸法、ふみ面寸法、有効幅員の拡充 等 

＜浴室＞ 

・ 床仕上げ材の規定 

・ 出入り口幅の拡充 等 

＜駐車場＞ 

・ 車いす使用者用駐車施設を設ける場合、経路の誘導表示を設ける 

＜移動等円滑化経路＞ 

・ 寸法規定の拡充 

・ 階段下端への視覚障害者誘導用ブロックの付設を規定 

・ 5000 ㎡以上の建物における授乳及びおむつ交換場所の設置を規定 

・ 傾斜路の幅、こう配、仕様の規定 

・ 5000 ㎡以上の建物におけるエレベーターの規模規定 

・ 特定経路に関する規模等の規定 

・ 地上階又は直上階若しくは直下階のみに利用居室を設ける場合の移動等円滑化経路の確保 等 

＜増築等に関する適用範囲＞ 

・ 適用範囲を規定 

特別特定建築物  床面積の合計  

学校   

病院又は診療所（患者の収容施設を有するものに限る。）  

集会場（一の集会室の床面積が200㎡を超えるものに限る。）又は公会堂  

保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署  

老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの  

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの  

博物館、美術館又は図書館  

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に

供するもの  

公衆便所  

診療所（患者の収容施設を有しないものに限る。）  500㎡以上  

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗  

飲食店  

郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス

業を営む店舗  

自動車の停留又は駐車のための施設（一般公共の用に供されるものに限る。）  

劇場、観覧場、映画館又は演芸場  1,000㎡以上  

集会場（すべての集会室の床面積が200㎡以下のものに限る。）  

展示場  

ホテル又は旅館  

体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場  

公衆浴場  

料理店  

共同住宅 2,000㎡以上 

備考 床面積の合計の欄に定めのない特別特定建築物は、規模にかかわらず、建築物移動等円滑化基準に適合させなければなら

ないものとする。  
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Ｑ５ 複合用途等の場合の基準適合義務の取扱いについて 

Ｑ 特別特定建築物の 2,000 ㎡以上の建築等は義務付け対象となるようですが、複合施設について

はどう判断するのでしょうか。各特別特定建築物が 2,000 ㎡以上なのか、又は特別特定建築物

の合計が 2,000 ㎡以上とするのでしょうか。 

Ａ 特別特定建築物の用に供される部分のうち、2,000 ㎡以上の用途部分について適合義務が発生

します。例えば、1,000 ㎡の物販店舗と 3,000 ㎡の劇場からなる複合建築物の場合、劇場部分

について適合義務が発生します。また、条例で義務付け対象規模の引き下げられた用途につい

ては当該用途の用に供する部分が条例で設定された規模以上か否かで判断することになりま

す。 

 

Ｑ６ 増改築の場合の基準適合義務の適用範囲について 

Ｑ 増改築部分以外の部分の各階便所についてはどのように建築物移動等円滑化基準は適用され

るのでしょうか。（例えば、10 階建ての百貨店の１～３階部分について 2,000 ㎡の増築を行っ

た場合、百貨店のすべての階の利用者用便所も改修しなければならないのでしょうか。） 

Ａ 増築部分からの一の経路が基準を満たす車いす使用者用便房を一つ整備すればＯＫです。なお、

当該車いす使用者用便房は増築部分又はそれ以外の部分のいずれにあってもよいこととなっ

ています。 

 

Ｑ７ 点状・線状ブロック等の敷設などの適用について（建築物移動等円滑化基準） 

Ｑ 点状・線状ブロック等の敷設や音声等による案内・誘導はすべての用途で対応する必要がある

のでしょうか。 

Ａ 点状ブロック等の敷設などの措置は不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が

利用する部分に適用を限定しております。（令第１１条第二号、第１２条第五号、第１３条第

四号、第１８条第２項第五号リ、第２１条第１項、第２１条第２項第二号ロも同様。）したが

って、特別特定建築物の中でも通常の老人ホーム等には適用されず、自動車教習所など特定の

者が利用し、かつ、主として視覚障害者が利用する部分を有しない建築物が条例で義務付け対

象用途に追加されたとしても適用されません。 

 

Ｑ８ 便所・駐車場関連基準の適用について（建築物移動等円滑化基準） 

Ｑ 通常便所や駐車場を設けないような建築物でも、車いす使用者用便房・駐車施設の設置を求め

られることとなるのですか。（令第１４条、第１７条関係） 

Ａ 車いす使用者用便房・駐車施設に関する基準が適用されるのは、建築物に不特定かつ多数の者

が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所・駐車場を設ける場合に限られます。 
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Ｑ９ 車いす使用者用駐車施設の利用について（建築物移動等円滑化基準） 

Ｑ 令第１７条に定める「車いす使用者用駐車施設」は、車いす使用者だけにその利用を限定して

いるものですか。 

Ａ 当該駐車施設の構造及び配置上の内容が車いす使用者にとっても利用しやすく配慮されたも

のであるため、「車いす使用者用駐車施設」と規定していますが、法令上、車いす使用者だけ

でなく、身体の機能上の制限を受ける高齢者・障害者等であれば、「車いす使用者用駐車施設」

を利用することは可能です。 

 

Ｑ10 廊下等の基準について（建築物移動等円滑化基準） 

Ｑ 移動等円滑化経路上の廊下等に求められる「車いすの転回に支障がない場所」とは具体的にど

のような場所をいうのですか。（令第１８条第２項第三号ロ関係） 

Ａ 具体的には車いすの車輪中央を中心に 180°回転が可能となる幅 140cm、奥行き 170cm 程度の

スペースや 360°回転が可能となる 150cm 角の部分、さらには、十字・Ｔ字の交差部も含まれ

ます。 

 

Ｑ11 昇降機のかご内の表示装置について(建築物移動等円滑化基準） 

Ｑ 移動等円滑化経路上の昇降機のかご内に設置が求められる「かごが停止する予定の階を表示す

る装置」は、行き先階登録ボタンの応答灯を整備すれば足りるのですか。（令第１８条第２項

第五号へ関係） 

Ａ 当該規定は、かご内の者が自らの目的階にかごが停止するようボタンを押す必要があるか確認

できるようにすることが目的であり、ご指摘のような応答灯で建築物移動等円滑化基準を満た

すものと考えられます。 

 

Ｑ12 昇降機のかごの幅について(建築物移動等円滑化基準） 

Ｑ 移動等円滑化経路上の昇降機の１以上のかごの幅140cm以上とすることや音声装置等を設ける

ことは、条例により特別特定建築物に追加された共同住宅などにおいても適用されるのでしょ

うか。（令第１８条第２項第五号チ、リ関係） 

Ａ 令第１８条第２項第五号チ（かごの幅 140cm 以上等）の基準は「不特定かつ多数の者が利用す

る建築物（2,000 ㎡以上）」の場合に限られます。また、同号リの基準（音声案内、操作盤の点

字表示）は「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用する昇降機及び乗

降ロビー」に限られます。したがって共同住宅などには適用されません。 
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○認定等に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ１ 修繕の場合の便所の適用について（建築物移動等円滑化誘導基準） 

Ｑ 修繕部分以外の部分の各階便所についてはどのように建築物移動等円滑化誘導基準は適用さ

れるのでしょうか。（例えば、10 階建ての百貨店の 10 階部分を修繕して認定を受けようとした

場合、百貨店のすべての階の利用者用便所も改修しなければならないのでしょうか。） 

Ａ 修繕部分に共用の便所がある場合は、各階において修繕部分の便房数の原則２％以上の車いす

使用者用便房を整備すればＯＫです。なお、当該特定建築物が共用の便所を有するものの修繕

部分に共用の便所を設けない場合は、修繕部分以外に一つの車いす使用者用便房を設け、修繕

部分からの一以上の経路を基準に適合させればよいこととなっております。 

 

Ｑ２ 廊下等の基準の適用範囲について（建築物移動等円滑化誘導基準） 

Ｑ すべての廊下等や敷地内通路を車いす使用者が円滑に利用できる構造とする必要があるので

しょうか。 

Ａ 階段のみ
．．

に通ずる廊下等など車いす使用者の利用が想定されない部分については幅員等の基

準は適用されません。 

 

Ｑ３ 特別特定建築物における基準の適用について（建築物移動等円滑化誘導基準） 

Ｑ 特別特定建築物の場合も、「多数の者が利用する」建築物特定施設全体を基準に適合するよう

に整備しなければ認定を受けられないのでしょうか。 

Ａ 令第５条で定める特別特定建築物の場合は「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢

者、障害者等が利用する」建築物特定施設部分のみ建築物移動等円滑化誘導基準を満たせばよ

いこととなります。なお、学校や共同住宅などを条例で特別特定建築物に追加した場合には、

認定を受けるためには「多数の者が利用する」特定施設全体が基準を満たす必要があります。 

 

Ｑ４ 表示について 

Ｑ 増築などで認定を受けた場合は、利用者にとって建築物移動等円滑化誘導基準を満たしている

部分と満たしていない既存部分との違いが一見しただけではわかりづらいのではないかと思

いますが、どうしたらよいのでしょうか。 

Ａ シンボルマークの表示と共に、建築物移動等円滑化誘導基準を満たしている部分を図等でわか

りやすく示すことが利用者の利便性を確保する上で望ましいと考えられます。 
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第１章 高齢者、障害者等に配慮した環境整備の促進について 

 
１．１ 高齢者、障害者等に配慮した建築物整備の考え方 

（１）すべての人に使いやすい建築物とは 

すべての建築物は可能な限りあらゆる市民の利用を想定しておくことが望まれる。本設計標準

の目的はすべての人に使いやすい建築物整備にあたり、建築主、設計者に適切な設計情報を提供

すること、高齢者や障害者等の設計配慮に対して具体的な考え方及びその手法を示すことにある。

さらに建築物を維持管理する人々、建築物を利用する人々に対しても必要な情報を提供するもの

である。以下に使いやすい建築物を目指した考え方を述べる。 

・すべての人に使いやすい建築物とは、地域で生活し、あるいは地域を移動するすべての人

の利用を目標として整備された建築物のことである。建築物の範囲は、公共施設、民間施

設を問わず、また、働く場であるか、遊ぶ場であるか、学ぶ場であるかを問わず地域に存

在する大半の建築物のことである。 

・建築物の整備において、すべての人の公平な利用に供することは決して容易なことではな

いが、市民、事業者、行政などさまざまな人々が、それぞれの立場で協力し合い、支え合

い、高齢者や障害者等の円滑な利用に配慮した物理的環境整備を図ることが求められる。 

・すべての人に公平に使いやすい建築物を計画するためには、さまざまな利用者の利用特性

を十分検討する必要がある。そのためには、建築主や設計者は、必要に応じて市民，利用

者の意見を聞き、参画を求め、利用者のニーズを理解し、可能な限りすべての人に使いや

すい建築物を実現するよう努める必要がある。 

・建築物のバリアフリー化を図る際には、建築物内部の対応はもちろんのこと、道路や敷地

内通路から所要諸室（利用居室）まで連続的かつ安全に移動・利用できるよう物的整備・

人的配置等を総合的に計画する必要がある。 

・バリアフリー法において、高齢者、障害者等とは、「高齢者又は障害者で日常生活又は社会

生活に身体の機能上の制限を受けるもの、その他日常生活又は社会生活に身体の機能上の

制限を受ける者をいう。」とされており、妊産婦、けが人など一時的に制限を受ける人々や、

身体の機能上の制限を受ける知的障害者、精神障害者及び発達障害者もすべてバリアフリ

ー法に基づく施策の対象とされている。またこのような法的解釈の上に立って、すべての

市民の利用を考えることになる。 

・移動と利用が円滑な建築物は、ハード的な整備だけでは達成されるものではない。整備さ

れた建築物が適切に管理され、維持されることが重要である。使用開始後は利用者の意見

を聞き、運営上、設備上改善の必要あれば、順次改善していくことも考えなければならな

い。設計者や施設管理者はこうした利用後の意見を蓄積して、よりよい建築物、生活環境

の整備に努める必要がある。 
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（２）高齢者、障害者等の対応の考え方 

すべての利用者のうち，高齢者、障害者、児童・乳幼児等、そして外国人については、特にそ

の利用特性を把握する必要がある。例えば，車いすを使用する人の場合、下肢、上肢、あるいは

体幹の障害部位、車いすを移動する推進力等によって車いすを利用する特性は異なる。視覚障害

者であれば，受障年齢、視覚障害の内容、見え方、受障後の生活訓練体験，就労経験、外出頻度、

単独での外出者であるか等によって建築物の利用に係るニーズが異なることもある。聴覚障害者

の場合は、文字情報伝達手段の必要性は共通であるが、ろう者と中途聴覚障害者では手話などコ

ミュニケーション手段に相違が見られるので、これらの相違についても学習する必要がある。 

知的障害者や発達障害者は、コミュニケーションや情報の発信、情報の入手が不得手な人が多

い。静かな環境などを確保するなど、物理的環境や周囲の人間関係からの不安を生じさせないこ

とが重要である。精神障害者の場合も同様に、環境不安を生じさせない分かりやすい空間計画、

施設運営に努める必要がある。 

また、乳幼児などが主として利用する保育所などの施設にあっては、乳幼児の行動特性を十分

に観察し、移動や利用の安全性の確保に努めることが必要である。 

 

上記の考え方を踏まえ、建築物を計画していく上で、特に留意すべき点を以下に示す。 

・本設計標準は建築物のバリアフリー化に共通的な考え方と目標を示したものであるが，利

用者の特性や施設用途，あるいは工事費や立地環境等により整備方法が異なる場合があり、

建築主や設計者の工夫が求められる。利用や用途の特性を十分に検討し、設計標準を画一

的に適用することがないよう努める。 

・基本的には、法に基づく建築空間や設備等によるバリアフリー化を第一に考えなければな

らないが、福祉用具や職員配置（介護、手話通訳、誘導案内等）による支援もあわせて検

討する。例えば、児童や知的障害者等の利用を想定した場合は、物理的な環境整備を進め

るだけではなく、利用を支援する職員配置にも留意する。 

・高齢者、障害者等は火災や地震などの非常災害の際に特に避難上の制約を受けやすいので、

安全な避難動線の確保、避難場所の整備、非常通報の設備等について十分留意する。特に

専ら高齢者、障害者等が利用する建築物の計画に際しては特に留意しなければならない。 
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（３）ソフトとハードの相互補完と対応について  

高齢者、障害者等の社会参加を進めるためには、建築物の利用に際してソフトとハードの両面

からのサポートが必要である。このため、以下の点について留意する。 

・建築的な対応によってバリアフリー対応を行うことを基本とするが、施設の運営、管理、

人的対応等のソフトによって、より利用しやすいように工夫する。 

・施設は使用開始後に利用者のニーズが増加し、多様化することが考えられるので、建設後

の改修についても柔軟に対応できるように維持管理、運営面での配慮が求められる。 

・優先課題と思われる非常時の安全対策には、施設、設備的な配慮に加えて、人的サポート

も包含した総合的なバリアフリーの観点からの防災システムの構築が必要である。 

・盲導犬、聴導犬、介助犬等補助犬を利用している方々の施設利用については十分に配慮す

る。 

 

（４）使いやすい建築物整備に向けた情報の蓄積 

すべての人が使いやすい建築物の設計を行うためには様々な設計経験、施工経験、運営経験の

蓄積が重要となる。利用者個人の情報提供も重要な設計情報である。建築主、設計者、施設管理

者、行政は設計や施設運営に必要となる情報の収集と情報の公開に努め、それらの経験を次の設

計、改修事例につなげていくことが求められる。こうした作業を繰り返すこと（スパイラルアッ

プ）によって、利用者のニーズに対応したきめの細かい建築物の設計や施設管理が達成される。 
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１．２ 建築物全体の計画のポイント 

（１）すべての人に使いやすい建築計画の手順 

建築の計画や設計手順は、建築主、設計者及び用途や規模等により多様であるが、本設計標準

を適用するにあたり必要とされる事項について述べる。 

 

① 整備方針を設定する 

・整備方針ではすべての利用者に公平に対応することを原則とする。 

・整備方針では、まず建築物全体のバリアフリー化の目標水準を検討しなければならない。

バリアフリー法の遵守を基本として施設全体でどのようなバリアフリー化が達成できるか

について検討する。バリアフリー化は建築物の立地条件、用途、規模等によっても整備方

針が異なると思われる。 

・その場合、単に建築部位や単位空間のみの整備を目標としてはいけない。部分的な整備に

目をうばわれると、建築物全体の利用のしやすさが不完全になってしまうこともあり、常

に建築物全体を通しての利用しやすさ、使いやすさを念頭に置くことが重要である。 

・既存建築物にあっては、利用者ニーズを見極めると同時に、改修する際の構造や工事費の

制約、また、主たる経路の整備が困難な場合に対して代替的な経路の確保が可能か、十分

に検討する。人員配置、設備的整備等により容易にバリアフリー化が進展する場合もある。

既存建築物にあっては施設用途によって整備箇所の優先順位が求められるので十分に注意

する。 

② 利用者の特性とニーズを把握する 

・既に述べたように利用者の特性を把握するため、あるいは施設用途による利用者ニーズを

適切に把握するために必要に応じて利用者等の意見を聴取し、設計・計画への参画を求め

ることが必要となる。 

③ 設計標準等で示した整備水準の適用を検討する 

・バリアフリー法に基づく建築物移動等円滑化基準をはじめ、本設計標準や地方公共団体が

制定している福祉のまちづくり条例あるいはバリアフリー条例の整備基準への適合、整合

性を検討しなければならない。これら条例等で設定されたより望ましい努力義務等の基準

に即した整備ができにくい場合にはその原因について整理し、いつでも利用者からの問い

合わせに説明できるようにしておくことが大切である。 

・設計標準に掲げられている対応がすべてではなく、地域や施設毎に設計者が工夫しなけれ

ばならない場合も多く存在する。 
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④ 建築主や従業員の理解を促進する 

・整備の方針を固めていく上で重要な点は、建築主や従業員（職員）等の理解である。特に、

既存建築物の改修ではこの点がポイントになる。物理的な対応と人的な対応の組み合わせ

方、バリアフリーやユニバーサルデザインの理解の促進を図ることが大切である。利用者

の個々の要求は異なるので、そうした違いを理解する従業員教育が不可欠となる。 

・高齢者や障害者と共に施設利用の体験学習あるいはワークショップを通して、利用者の気

持ちや利用特性を理解することが必要である。 

⑤ 整備の経済性、効率性について検討する 

・経済性、効率性を加味した建築計画、空間の効果的な活用を検討する。新築、改修を問わ

ず過度の整備を避け、できる限り広範かつ容易に利用しやすさが推進される方法を検討す

る。同時に、施設使用開始後の整備水準のアップ、利用者ニーズへの柔軟な対応・工夫の

必要性も予め想定しておくことが望ましい。 

・既存建築物等においてはバリアフリー対応の段階的整備や人的なバリアフリー対応につい

て十分検討する。 

⑥ 火災や地震など非常時の対応を考える 

・災害時の対応については、できる限り平時の利用時における安全性、移動等の円滑性に配

慮し、敷地内及び施設内事故を予防する。また災害時における適切な緊急通報（視覚、聴

覚通報の両面）、二方向避難経路の確保、避難場所の確保等避難方法について検討しなけれ

ばならない。 

・施設毎に高齢者、障害者等避難上の制約を有する利用者に対する避難・誘導方法マニュア

ルを作成する。 

⑦ バリアフリー対応に係わる適切な運営を図る 

・施工後の維持管理には特に留意する。視覚障害者誘導用ブロック、屋内外の床材、車止め

の位置、案内板、エレベーター等の維持・管理を徹底する。定期点検、良好な維持管理は

不可欠である。 
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（２）建築計画の要点 

～高齢者や障害者等の利用を考慮した使いやすい水準からより快適な水準へ～ 

①連続的な移動動線を計画する 

・バリアフリー法の趣旨に則り、道路、敷地内通路から目的となる所要諸室（利用居室）ま

で安全に移動できることがすべての基本である。この移動動線は用途により重点的に整備

すべき箇所が異なると考えられる。例えば、レストランであれば食事スペースから便所ま

で、スポーツ観戦施設では客席まで、劇場では客席の他に楽屋、ステージへの上下移動も

対象となる。ホテルや旅館では各客室、あるいは共同浴場までの円滑な利用が必要である。 

・施設案内の全体表示及び各拠点における案内表示など、サインは連続的かつ円滑な移動を

支援する装置、設備として必要不可欠なものである。特に音声案内や視覚障害者誘導用ブ

ロックの利用を必要とする視覚障害者の誘導に関しては十分に配慮する。 

②利用時の安全計画を徹底する 

・段差を設ける場合の適切な措置、利用時の転落事故や突起物による衝突防止等を図る。 

・代替移動手段がある場合、あるいは機能上特段の問題が生じない場合を除き不用意な段は

設けない。 

③適切な寸法を計画する 

・利用者のニーズ把握によって得られた各種動作寸法、介護動作寸法、車いす使用者等の方

向転換寸法、開口部やスイッチ類の高さ、サインの位置等について検討を行い、利用時に

おける適切な空間寸法を算出する。 

④経済性、柔軟性、及び効率性に配慮する 

・高齢者や障害者等に特別に対応するのでなく、利用者が共通に利用できる空間や設備を

計画することは、建設コストの低減、空間の効率的な使用にも繋がる。 

・車いす使用者用駐車施設を相当数確保したり、車いす使用者用便房では機械的に多機能化

するのではなく、機能を十分に理解し、オストメイト用設備や乳幼児連れ利用者に配慮し

た設備を有する便房を別に設けることにより機能の分散を図ったり、男女別に広めの便房

を十分に設置するなど利用者の円滑な利用を図る。集会施設や劇場等では、男女別の便房

数の変更が可能な計画を行う。 

・建築物内のサインについては、隣接又は併設する施設とのサイン統一を図るなど利用しや

すさの検討を行う。 

・集会施設や劇場等の客席計画では、可動客席や取り外し可能な客席等を適宜配置して利用

者の増減に適切に対応することも求められる。客席の選択が可能な対応も必要である。 

⑤操作性と認知性を確保する 

・基本は建築物全体のわかりやすさであるが、児童や高齢者、あるいは視覚障害者や上肢障

害者にも分かりやすく利用しやすい形状の戸の取っ手、スイッチ等設備にも十分配慮する。 

・建築物のサイン計画等については、知的障害者や多言語表記により外国人へのわかりやす

さも求められる。
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⑥利用特性に応じた人的配置を計画する 

・利用上、地形上どうしても人的な支援が必要な場合、災害時の場合など、視覚障害者への誘

導案内、聴覚障害者への手話通訳及び要約筆記、発達障害者への適切なサポート、災害時の

誘導体制等を検討しておくことが望まれる。 

 

（３）建築計画のチェックポイント 

以下の各項目は、基本的な空間整備のチェックポイントである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●人的対応チェックポイント 

・案内誘導、説明誘導できる従業員の配置 

・手話や筆談ができる従業員の配置 

・外国人への案内対応 

・非常時の通報、避難誘導人員の確保 

●全体のチェックポイント 

・動線計画は、わかりやすくコンパクトか

・情報伝達・サイン（音、文字、ピクト、

視聴覚障害者誘導用ブロック等）の配置

の適切さ、分かりやすさ、見やすさ等は

どうか 

●設備的対応チェックポイント 

・だれでも利用しやすい設備が整備されてい

るか 

・だれでも利用しやすい構造の便所が複数あ

るか 

・乳幼児のためのおむつ交換場所、授乳スペ

ース等が確保されているか 

・カウンター、スイッチ、鏡類は適切に配置

され、関連設備等の操作性は確保されてい

るか 

・視覚障害者、聴覚障害者などに対応した情

報・コミュニケーション機器の配備、筆記

用具の確保はされているか 

・非常時の通報、避難設備の整備はされてい

るか 

参考 不特定多数利用施設

便所

楽屋 

 

楽屋 

受 付 

⑥傾斜路 ⑤便所・洗面所 

⑦駐車場 
③通路

④エレベーター 

③階段 

①敷地内通路 

②出入口 

●空間的対応チェックポイント 

①敷地内通路 

・利用しやすい安全な経路となっているか 

・高齢者、障害者等が安全に通行できる幅員か 

②出入口 

・必要な寸法の確保、利用しやすい適切な構

造となっているか 

③通路、階段 

・適切な幅員、形状、勾配等となっているか 

④エレベーター 

・適切な形状、大きさのかごとなっているか 

⑤便所・洗面所 

・設備、広さ、便房数は適切か 

⑥傾斜路 

・適切な幅員、勾配か 

⑦駐車場 

・車いす使用者用の区画（広さ、通路、区画

数）、配置等は適切か
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（４）用途別のチェックポイント 

・不特定かつ多数の者が利用する建築物（不特定多数利用施設）では、様々な要求を一般化

して満たすような配慮を行うことが重要となる。一方、利用者が特定される建築物（特定

多数利用施設）では、利用者特性に対応した設計上の工夫や配慮が求められる。 

・建築物のうち、一部は不特定多数利用施設として利用され、さらに別の部分は、特定多数

によって利用される場合もある。この場合、施設の利用実態に応じた設計を行うことが重

要である。例として、特別養護老人ホームに地域交流スペースやデイサービスセンターが

併設されている場合や、工場において就労スペースと見学・展示スペースが併設されてい

る場合がある。 

・特に、高齢者施設や乳幼児施設を設計し改修する場合には、本設計標準の内容についても

十分に検討し、適切に利用する。 

・公共施設などで利用者がある程度特定される用途の建築物の場合は、設計段階で利用予定

者が参加することにより、適切な配慮の実現が可能になる。以下、公共施設の整備におい

て利用者の参加によって設計を進めた事例を紹介する。 

 

  
 

障害のある当事者の参加事例：逗子市公共施設整備福祉適合検討委員会 
 

① 経緯 

 公共施設の整備について、実施設計の段階で福祉のまちづくり条例の整備基準を遵守する等、行政内部でのバリ

アフリー化の検討を行い、対応してきた。しかし、実際に施設が出来上がると利用者からは指摘や批判を受けるこ

とがあった。 

 逗子市では、出来上がってから指摘の部分を改修する

のではなく、事前に利用者から意見を聞き設計に反映さ

せようと、障害を持つ当事者をメンバーに加えた「逗子

市公共施設整備福祉適合検討委員会」を発足させた。 

② 委員会の概要 

 委員は１１人以内で、構成メンバーは、知識経験を有

する者、障害者等及び障害者関係団体の代表者、市民、

高齢者関係団体の代表者、逗子市福祉協議会の職員、市

職員、その他市長が必要と認めるものとなっている。 

③ 実績 

 平成19年5月現在までに24回委員会を開催。 

 検討建物の用途は市営住宅、集会所、トイレ、公園、

道路(歩道整備)、子育て支援センター、文教ゾーン、協

議事項は主に、サイン関係、トイレ、駐車場、スロープ

など。 

④ 委員会の流れ 

 福祉課は年度当初に当該年度中に予定される公共施設の整備・改修等について各主管課に照会をかける。 

□1 工事主管課から施設整備に係る協議書が福祉課に提出される。 

□2 福祉課は「逗子市公共施設整備福祉適合検討委員会」を開催。 

□3 委員会での協議事項のまとめ。 

□4 事務局で精査し、「委員会審査結果報告書」を市長へ報告すると共に主管課へ送付。 

□5 主管課は報告書の内容を各事業に反映。 

委員会福祉課 各公共事業 各主管課 5 

1

4 3 

2 

障害者用更衣室（プール） オストメイト設備 

障害者用トイレ案内板 

＜事例＞平成1９年度 文教ゾーン内の市民交流センター

において、協議され整備されたものの例 

センサー、背もたれ 
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利用者の参加によるバリアフリーデザインの実現：草加市立病院 
 

① 経緯 

埼玉県草加市は2003年6月に「そうかユニバーサルデザイン指針」を制定し、デザイン制定への当事者の参画など

の取り組みを進めている。従来の草加市立病院の移転新築に伴い、この精神に基いて以前から考慮されていた各種障

害者だけでなく、新たに色弱者にも配慮した案内表示の設計を実施した。（366床、2002年着工・2004年夏開業、設

計監理：久米設計、サイン工事：プルアンドプッシュ。） 

病院では「○色の×番の部屋に行って下さい」のように色を用いて患者を検査室や病室に誘導することが多いが、

色覚障害者は指示された色が分からずに困難を感じることがある。また、各種の案内表示も従来のデザインでは見づ

らい場合が少なくない。眼科を持つ総合病院では利用者に占める色覚障害者の割合が一般の施設に比べて高いため、

この問題は重要である。 

② ゾーン色の制定 

そこでデザインの問題に詳しい色覚障害者のグループと協同して、当初のデザイン原案をベースに改善作業を行っ

た。まず、当初は施設を10以上の色に区分する予定だったが、色数が多すぎると区別が難しくなるため、利用者の誘

導に必要十分な要素を考え、診察・救急・検査・東病棟・西病棟・その他の6つの区分（6色）に絞り込んだ。 

これらの塗り分けに使う色は、病院では白内障の利用者も多いため黄色と白の識別が難しいことや、弱視やP型（1

型）色覚の人には赤が黒に近く見えることを考慮し、橙・緑・水色・青・赤紫・灰色の6色とした。案内地図ではさ

らに、灰色だけは格子状のハッチングを施すことで“５色+１（模様あり）”とし、明瞭に区別できるようにした。 

色弱者の色の見分けやすさはわずかな色調の違いで大きく変化するので、実際に案内表示の製作に用いる材料（塩

ビシート）の色見本から、各色それぞれについて色調の異なる5種類程度の候補色を用意し、P型（1型）・D型（2型）

の強度・弱度の色弱者が実際にこれらの色見本を比較することにより、もっとも見分けやすい色の組み合わせを選定

した。色の見え方はサイズによっても大きく変化するので、選んだ色を使った原寸大の表示を試作し、見え方を確認

した。 

また、色が見分けられても色名を誤認する場合が少なくないことや、色の区別がほとんどつかない患者も来院する

ことを考慮し、全ての案内表示に色名を表記した。色名は弱視の人や背の低い人にも見やすいように低い位置に表示

し、誰でも読めるようにひらがなにした。色名表記を最初からデザイン要素のひとつとして取り入れることにより、

わかりやすさとデザインの統一感を両立できた。 

③ その他の配慮点 

トイレ個室の空きと使用中を示すドアノブ表示は、標準の赤と緑の組み合わせから赤と青に変更した。男女トイレ

のピクトサインは朱色と水色の組合せにし、案内地図の現在位置表示は、朱色を用いて黒と対比すると共に、枠で囲

って他と区別しやすくした。また、サインの掲出高さに注意し、いちばん利用頻度の高い情報が、弱視の人が見やす

い高さに来るように配慮した。携帯電話などの禁止標示は、赤の色調に留意すると共に、赤い斜線と外周の回りに縁

取りを設けて、黒いサインや周囲の木目に対して分かりやすくした。 

一方、車イス用トイレの扉開閉ボタン、エスカレーターの進行方向を示す電光表示、病室の空調装置のパイロット

ランプなどは、メーカーから販売されている製品自体に分かりにくい色調の赤と緑が使われていたため、やむを得ず

そのまま使用した。今後はこのような製品レベルでの色覚への配慮も望まれる。 

④ 作業の流れ 

作業の流れ 
役 割 

内   容 
デザイナー 当事者 

デザイン原案の説明 ○ ○ 当事者グループのうち色彩デザインに詳しい人と面談 

設置場所の選定と色数の確定 ○ ○ メールによる設計画像ファイルのやりとり 

色見本の提供 ○  実際に制作に用いる材料のメーカー作成の見本の確認 

色の選定と提案  ○ 

当事者グループのうちの数人が、数百の色見本の中から見や

すい色の候補をまず絞り込む。ついでより多くの当事者を集

めて、どの人にも見分けやすい色を選択 

試作品の制作と送付 ○  特に重要な代表的箇所についてのみ実施 

視認性の確認  ○ 当事者グループのうちの数人が確認 

修正案の作成 ○ ○ 
メールによる設計画像ファイルのやりとり。配色以外に工夫

すべき要素についても相談 

報告書の作成 ○ ○ 完工後の資料とする 

⑤ 施工結果と課題 

実際に誘導表示を設置したところ、同じ色の案内表示でも照明の具合によってかなり違う色に見えることが判明し

た。色名表記が色弱者だけでなく一般の人の誤認防止にも有効なことが示せた一方、今後の建築ではサインと連動し

た照明計画が必要になることが示唆された。また、公立の病院では職員が定期的に異動してゆくため、当初の設計時

に配慮した項目や使用した色に関する情報が、表示の更新や改装工事を行う将来の担当者まできちんと受け継がれて

ゆく体制の維持も重要になる。（＊この結果設置された案内表示は、２．１３Ｇ．２ 設計例に写真掲載）
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・施設用途ごとに利用者を想定しつつ、特に次のような点に留意して設計を進める。 
 

 

 

④エレベーター 

・適切な形状、か

ごの大きさとな

っているか 

・車いす利用者が

同時に多数利用

することが想定

されるか 

 

 

Ｐ 

 

①敷地内通路 

・想定される利

用者に適し

た幅員、勾配

となってい

るか 

・出入口への誘

導方法は適

切か 

 

 

 

 

 

⑥傾斜路 

・適切な勾配、

幅員か 

③通路、階段 

・形状、幅員は、利用者に使いやすいか 

・手すりへの点字表示 

・誘導は必要か、誘導方法は適切か 

②出入口 

・受付、インターホン等は利用者が使いやすい

か 

・受付、インターホン等への誘導は適切か 

・受付での対応やソフト対応に応じた設計か 

 

⑦駐車場 

・車いす使用者の区画（広さ、通路、区画数）、

配置等は適切か 

・車いす使用者以外の利用者で必要とする人が、

出入口に近接した駐車施設を利用できるか 

・駐車場から建物出入り口までの通路は円滑に

確保されているか 

居室 

受付 

ホール

居室 

居室 

居室 

便所 

便所 

全体 

・どのような利用者が想定されるのか 

・主たる利用者はどのような特徴を持

った人々か 

・利用者へのソフト面での対応はどう

なっているか 

その他 

・緊急時の通報は伝達されるか 

・授乳施設、オムツ交換用のベッド等

の設置は必要か 

⑤便所・洗面所 
・車いす使用者便房は適切か 

・オストメイト対応設備は設置さ

れているか 

・多機能便房はどのような機能を

重視して設置すべきか 

・男女の便房数は適切か 
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表 建築物の用途別主なチェックポイント例 
用  途 設計上のチェックポイント 

学校 ・通学者の特性に対応した設計とするが、地域の生涯学習、学校の地域

開放、災害時の避難拠点化などコミュニティ施設としての役割を十分

に配慮した設計とする 

・参考文献(1)に示した学校整備指針、バリアフリー推進指針等を参考

とする 

病院又は診

療所 

・わかりやすい動線計画とする 

・呼び出し等が高齢者、障害者等に分かりやすいよう配慮する（文字表

示等の視覚化、振動などへの感覚化） 

・受付、案内表示等の案内設備を設ける 

集会所又は

公会堂、 

劇場、観覧

場、映画館

又は演芸場 

・高齢者、障害者等が友人や家族とともに来館することにも配慮した柔

軟な座席配置とする 

・車いす使用者用の座席は、選択できることが望ましい 

・高齢者、障害者等が楽屋等を利用し、舞台に上がることも配慮する 

・視覚障害者、聴覚障害者用情報提供設備を設ける 

百貨店、マ

ーケットそ

の他の物品

販売業を営

む店舗 

・物販棚の間の通路は、十分な幅員を確保する 

・棚の高さは車いす使用者に配慮する 

・授乳設備、おむつ交換設備等を設ける 

・視覚障害者、聴覚障害者用情報提供設備（筆談器、耳マーク1、磁気

ループ）を設ける 

・休憩場所、いすを適宜設ける 

・受付、案内表示等の案内設備を設ける 

ホテル又は

旅館 

・高齢者、障害者等に配慮した客室、浴室を整備する 

・視覚障害者用設備、聴覚障害者用設備、備品を設置または貸し出す 

・筆談器、宴会場などへの磁気ループの設置、耳マークの設置、客室と

フロントとの連絡手段の確保に配慮する 

・館内案内、避難経路、室名などを点字により案内する 

・避難設備、避難誘導対策を準備しておく 

事務所（官

公 署 を 除

く）、工場 

・事務所への訪問者対応だけでなく、高齢者、障害者等の就労にも十分

配慮した設計とする 

 

保健所、税

務署等の公

益上必要な

建築物 

・出入口に段差を設けない 

・呼び出し等が高齢者、障害者等に分かりやすいよう配慮する 

共同住宅、

寄宿舎又は

下宿 

・共用部分の設備、空間は、高齢者、障害者等の利用に配慮した設計と

する 

・賃貸住宅にあっては、住戸内部も、高齢者、障害者等居住者の利用に

対応できるよう配慮することが望ましい 

老 人 ホ ー

ム、福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

 

・利用者の特性に対応した設計とする 

・介助、介護のしやすさに配慮する 

・入所施設として、特定の利用者が日常生活を営む施設であることに配

慮しつつバリアフリー化を実現する 

                              
1 窓口、受付に設置した場合、聴覚障害者のために筆談などの支援ができるという意味のシンボルマーク。全日本

難聴者、中途失聴者団体連合会が著作権を管理している。 
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用  途 設計上のチェックポイント 

老人福祉セ

ンター、児

童 厚 生 施

設、身体障

害者福祉セ

ンターその

他これらに

類するもの 

・利用者の特性に対応した設計とする、特に高齢者の移動、休憩に配慮

する 

・多数の高齢者、障害者等が利用する施設であるため、場合によっては

利用者同士の利害を調整する必要がある 

・保育所等では乳幼児と成人との相違もあり、寸法、設備等利用者特性

に十分配慮する 

体育館、ボ

ー リ ン グ

場、水泳場

その他これ

らに類する

もの 

・高齢者、障害者等が運動施設を利用できるよう配慮をする 

・見学席及び見学席に至る経路は、劇場などの客席と同様に車いす使用

者の利用に柔軟に配慮する 

・高齢者、障害者等の利用に配慮した更衣室、シャワー、浴室を設ける

・受付、案内に視覚障害者用設備、聴覚障害者用設備を設置する、また

は貸し出す 

 

 

展示場、博

物館、美術

館又は図書

館 

・展示物、書架などの間は十分な通路幅員を確保する 

・順路には段を設けない、段がある場合は傾斜路又は昇降機を設置する

・視覚障害者用情報提供設備（音声誘導など）、聴覚障害者用情報提供

設備を設ける 

・展示物の説明については、音声、文字等の情報提供を行う 

・休憩場所、いすを適宜設ける 

公衆浴場 ・高齢者、障害者等が利用できる浴室を設置する 

・脱衣室のロッカーは高齢者、障害者等の利用に配慮する 

・滑りにくい床材を使用する 

・水栓器具は操作が容易なものを設置する 

・受付には、簡単な会話補助となる筆談器などを用意する 

飲食店又は

キ ャ バ レ

ー、料理店、

ナイトクラ

ブ、ダンス

ホールその

他これらに

類するもの 

・移動可能なテーブル、いす席を配置し、車いす使用者の利用に配慮す

る 

・高齢者、車いす使用者、乳幼児等が利用できる便房を設ける 

・呼び出し等が高齢者、障害者等に分かりやすいよう配慮する 

・点字メニューを設ける 

・補助犬同伴者への配慮を行う 

・ 筆談器の設置を検討する 

 

理髪店、ク

リーニング

取次店、質

屋、貸衣装

屋、銀行そ

の他これら

に類するサ

ービス業を

営む店舗 

・出入口に段差を設けない 

・高齢者、車いす使用者等が利用できる便房を設置する 

・呼び出し等が高齢者、障害者等に分かりやすいよう配慮する 

・視覚障害者用情報提供設備（音声誘導など）、聴覚障害者用情報提供

設備を設ける 



 - 2-14 - 

用  途 設計上のチェックポイント 

自動車教習

所又は学習

塾、華道教

室、囲碁教

室その他こ

れらに類す

るもの 

・自動車教習所については肢体不自由者、聴覚障害者の利用に配慮した

設備を設ける 

・自動車教習所については、道路交通法に基づき一定のコースの確保が

必要であるため、施設配置上の制約を強く受けることに留意する 

・学習塾等については視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、知的障害のあ

る児童生徒の学習環境を整備する 

公衆便所 ・車いす使用者用便房を設置する 

・オストメイトに対応した設備を設置する 

・乳幼児に配慮した設備を設置する 

・多機能便房については、利用者の利用に十分に配慮して設ける 

・車いす使用者の利便性から規模や用途に応じて複数の車いす使用者

用便房を設ける 

公共用歩廊 ・公共用歩廊は通常建物（駅舎を含む）から建物へと移動するための経

路となっている。建物と歩廊で管理者が異なる場合、接点の段差解消

や誘導方法、誘導の考え方などが整合されるように、設計と管理運営

の両面から調整する必要がある。 

【参考文献(1)】 

①「学校施設バリアフリー化推進指針」（平成１６年３月） 

  http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/009/toushin/04031903.htm  

②「学校施設のバリアフリー化等に関する事例集」（平成１７年３月）  

 http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/shuppan/05032801.htm  

③「学校施設のバリアフリー化整備計画策定に関する実践事例集」（平成１９年６月）  

 http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/shuppan/07072505.htm 
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（５）改善、改修のチェックポイント 

既存建築物の改善、改修においても、基本的には、新築と同様のバリアフリー性能が達成され

ることが望まれるが、空間上の制約などから多くの困難が生じる。 

既存建築物の場合、新築とは違って建築物内の管理運営がどのように行われているか、利用者

のニーズがどこにあるか等について事前に把握できる。現状を十分に把握し、改善の目標を定め

る。その結果、施設や設備で対応する部分と人的な対応に委ねる部分とのバランスが求められる。

しかしその場合にあっても基本的な配慮はハード面における対応である。その上で高齢者や障害

者等の利用を共通にサポートする運営体制や利用者への個別サービスを検討する必要がある。 

いずれにしても新築と同様、建築物を管理運営する従業員や利用者の意見を十分にくみ上げる

ことが必要となる。以下、特にハード面で優先的に改善、改修すべき事項を示すこととする。 

 

①敷地内通路 

・高齢者、障害者等が安全に通行できる幅員の確保 

・歩道と車路及び敷地の境界の段差の解消、道路からの連続的移動の確保 

・傾斜路で段差を解消できない場合、段差解消機を使用 

・視覚障害者の利用に配慮した設備の設置 

②出入口 

・必要な寸法の確保 

・出入口の構造、仕様の変更 

・戸の下枠によって生じる段を解消 

・戸を適切な形式のものに交換 

③通路、階段 

・適切な幅員と形状 

・廊下に段差がある場合、適切な形状のスロープを設置 

・主要階段には手すりを設置 

・手すりには点字を表示 

④エレベーター 

・適切な形状、大きさのかごへの変更 

・操作盤の点字表示や音声、文字等による案内の設置 

・エレベーターが設置できない場合の段差解消機等の導入 

⑤便所 

・車いす使用者が利用できる便房の確保 

・オストメイトの方の設備設置 

・乳幼児連れ利用者に配慮した設備の設置 

・男女便所それぞれに車いす使用者用便房の設置 

・用途により共用で利用可能な1以上の多機能便房の設置 

⑥利用居室の整備 

・円滑な移動や利用ができる利用居室の設置 

・利用居室内での利用用途に応じた、音、採光、照明、移動空間の確保 

⑦駐車場 

・車いす使用者用の適切な区画（広さ、通路、区画数）、配置等 

・建築物の出入口付近に設ける車いす使用者用駐車施設に、屋根又は上屋を設置 

・車いす使用者用駐車施設から便所、利用居室など利用の利便を図る建築物案内板の設置 

⑧案内表示 

・敷地内、玄関、駐車場、各居室、便所、ＥＶ等のサインは識別性、認知性を重視 
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（６）災害時の避難、誘導について 

・建築物の整備の際には、高齢者、障害者等の避難についても十分計画に組み込んでおくこ

とが求められる。避難という観点からみると、近年の建築物は規模も大きく複雑であり、

避難経路がどこなのかが分かりづらく、その結果として、避難に多くの時間と労力を要す

る高齢者、障害者等の円滑な避難確保が困難になることもある。防災計画の基本的な考え

方としては、高齢者、障害者等を含めすべての人々にアクセス経路と避難経路が分かりや

すいことが重要である。入るときのわかりやすさと、いざというときの脱出経路のわかり

やすさは計画の基本でなければならない。 

・安全に避難するためには、まず、非常事態（火災、地震、津波等）であることが、利用者

に遅れることなく伝達されなければならない。必ず周りに人がいるとは限らないので、様々

な障害者に対応して、音、光、その他の人的な支援等（職場なら同僚による支援）を通し

て、危険が生じていることが伝達される必要がある。この場合、オフィス等における時間

外勤務などのことも考えると、同僚の支援のみを前提とすることは危険である。 

・災害時には単独建築物内の自力による避難行動が不可能な場合もあり、地域周辺の建築物

利用者（従業員など）、住民との避難協定、協力関係を結んでおくことも考えられる。 

・火災時の避難にあたっては、まず火災元と隔てられたところに移動できることが重要であ

る。これが確保されれば、避難階、さらには屋外への避難が可能になる。具体的な設計に

当たっては、車いす使用者等が防火・防煙壁を通過する際に移動上の障壁が設けられてい

ないかを確認する必要がある。 

・防火戸を経た後は避難に時間を要する、又は他人の介助を必要とする高齢者、障害者等が

避難区画、一時待機スペースなどでとりあえずの安全を確保することを可能とする必要が

ある。非常用エレベーターロビー、避難階段や付室、避難バルコニーなどを他の部分と防

火区画して、避難動線と分離された一時待避スペースを準備しておくことはこの観点から

有効である。 

・避難階に移動するためには、障害の程度や状況によって、階段、エレベーター、その他の

手段を使って、移動する必要があり、建築物利用者の特性に応じた設備を設けるなどきめ

細かな配慮が求められる。 

・こうした内容のうち、多くは建築物の物理的対応（設備を含む）で可能であるが、これに

加えて人的な対応も同様に必要である。 



第２章 単位空間等の設計 
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2-17 - 

第２章 単位空間等の設計 

 

２．０ 第２章の見方 
 

本書は、設計標準として、建築物のバリアフリー設計の際に考慮すべき包括的

な考え方を記載している。実際の設計においては、地域性や用途などに鑑み、建

物の利用が想定される高齢者、障害者等の意見を把握し、ニーズや利用の実態に

合った設計をするよう努められたい。 

なお、本書では、国土交通省で定める設計標準という性格上、バリアフリー化

のための性能としては優れている製品であっても、特許が付帯しているなどの理

由により特定の業者のみ販売が認められている製品・材料の紹介及び記載は控え

ている。 

 

 

設計を進めるための

基本的な考え方 

法令に基づく基準 
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「設計のポイント」においては、法令には定められていないが、望ましい設計

のあり方や寸法などを記述しており、設計上大いに活用されたい。さらに、文章

による設計のポイントのほか、図面は実現の可能性が高い標準図として、写真は、

主に好例を中心に掲載している。 

 

第２章をまとめるにあ

たって、高齢者、障害

者等や、設計実務者、

専門家等にヒアリング

を行い様々な知見を得

ることができた。 

その内容は、専門知識

をはじめ、単に数値で

は表現できない実態的

な内容や、設計者の工

夫など多岐にわたる。

これらは、留意点とし

て掲載した。 

設
計
を
進
め
る
上
で
の
主
要
な
ポ
イ
ン
ト
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２．１ 敷地内の通路 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・敷地境界及び駐車場から建築物の出入口までの通路､同一敷地内の建築物間の通路は､高齢者､

障害者等が円滑に利用できるものとする。（ただし、地形が特殊な場合等は、車寄せから建物

出入口までが、円滑に利用できるものとする。） 

・歩行者用の通路と車路の分離や傾斜路、昇降機による段差の解消、車いす使用者の利用に対応

した通路幅員の確保、夜間の照明や視覚障害者の誘導等に配慮する。 

・敷地内の通路の基本的な考え方は、様々な移動上の制約を受ける人も、制約を受けない人と同

じように利用できるよう配慮していくことである。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

傾斜路 

（第13条） 

①手すりを設けているか （勾配１／１２以下で高さ１６ｃｍ未満の傾斜部分は免除）  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③前後の廊下等と識別しやすいものか  

④点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分）
1   

＜一般＞ 

敷地内の 

通路 

（第16条） 

①表面は滑りにくい仕上げであるか  

②段がある部分 －

 (1)手すりを設けているか  

 (2)識別しやすいものか  

 (3)つまずきにくいものか  

③傾斜路 －

 (1)手すりを設けているか （勾配１／１２以下で高さ１６ｃｍ未満または１／２０以下の傾斜部分は免除）  

 (2)前後の通路と識別しやすいものか  

＜移動円滑化

経路＞ 

案内設備 

までの経路 

（第21条） 

①線状ブロック等・点状ブロック等の敷設または音声誘導装置の設置 （風除室で直進する場

合は免除）
2  

 

②車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか  

③段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか3 
 

＜同上＞ 

（第18条第2項第

一号） 

①階段・段が設けられていないか （傾斜路またはエレベーターその他の昇降機を併設する場合は免

除） 

 

傾斜路 

（第四号） 

①幅は１２０ｃｍ以上（階段に併設する場合は９０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下（高さ１６ｃｍ以下の場合は１／８以下）であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

                             
1
告示で定める以下の場合を除く（告示第1497号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・自動車車庫に設ける場合 

・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
2
告示で定める以下の場合を除く（告示第1497号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・受付等から建物出入口を容易に視認でき、道等から当該出入口まで線状ブロック等・点状ブロック等又は音声誘導装置で誘導す

る場合 
3
告示で定める以下の部分を除く（告示第1497号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・段部分又は傾斜部分と連続して手すりを設ける踊場等 
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施設等 チェック項目  

＜同上＞ 

敷地内の 

通路 

（第七号） 

①幅は１２０ｃｍ以上であるか  

②区間５０ｍ以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

④傾斜路 －

 (1)幅は１２０ｃｍ以上（段に併設する場合は９０ｃｍ以上）であるか  

 (2)勾配は１／１２以下（高さ１６ｃｍ以下の場合は１／８以下）であるか   

 (3)高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか （勾配１／２０以下の場合

は免除） 

 

（第３項） ⑤上記①から④は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口までに限る  

 

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

傾斜路 

（第６条） 

①幅は１５０ｃｍ以上（階段に併設する場合は１２０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

④両側に手すりを設けているか （高さ１６ｃｍ以下の傾斜部分は免除）  

⑤表面は滑りにくい仕上げであるか  

⑥前後の廊下等と識別しやすいものか  

⑦点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分）
4  

⑧上記①から③は車いす使用者の利用上支障がない部分5については適用除外  

＜同上＞ 

敷地内の 

通路 

（第11条） 

①幅は１８０ｃｍ以上であるか  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

④段がある部分 －

 (1)幅は１４０ｃｍ以上であるか （手すりの幅は１０ｃｍ以内までは不算入）  

 (2)けあげは１６ｃｍ以下であるか  

 (3)踏面は３０ｃｍ以上であるか  

 (4)両側に手すりを設けているか  

 (5)識別しやすいものか  

 (6)つまずきにくいものか  

⑤段以外に傾斜路または昇降機を設けているか  

⑥傾斜路 －

 (1)幅は１５０ｃｍ以上（段に併設する場合は１２０ｃｍ以上）であるか  

 (2)勾配は１／１５以下であるか   

 (3)高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか （勾配１／２０以下の場合

は免除） 

 

 (4)両側に手すりを設けているか （高さ１６ｃｍ以下または１／２０以下の傾斜部分は免除）  

 (5)前後の通路と識別しやすいものか  

⑦上記①、③、⑤、⑥(1)から(3)は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口ま

でに限る 

 

⑧上記①、③、④、⑥(1)から(3)は車いす使用者の利用上支障がないもの6は適用除外  

                             
4
告示で定める以下の場合を除く（告示第1489号） 

   ・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・自動車車庫に設ける場合 

   ・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
5
車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる傾斜路の部分（告示第1488号） 

6車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる敷地内の通路の部分（告示第1488号） 
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留意点：安全のために 
・視覚障害者が敷地内の車路へ進入してしまうのを防ぐ

ために、歩道と車路の間に、周囲との違いを認知しや

すい色の手すりを設ける等の配慮をする。支柱が飛び

出しているものや、白杖で認知できない形状は用いな

い。 

・車止め（ボラード）＊は、視覚障害者が衝突したり、

車いす使用者等の通過の障害となるので、原則として

設置しないことが望ましい。やむを得ず設置する場合

は、白杖で認知しやすい大きさや､弱視者が認知しや

すいものとし、夜間の衝突を防止するために照明等の

配慮をする。 

・やむを得ず、歩行者と車の動線が交差する場合におい

ては、見通しを良くする等、危険を回避することが望

ましい。 

＊車止め（ボラード）とは、歩行者の保護や車両の進入禁止等を目的と

して設置する高さ５０～９０㎝程度の柱のことをいう。 

施設等 チェック項目  

＜視覚障害者

移動円滑化 

経路＞ 

案内設備まで

の経路 

（第16条） 

①線状ブロック等・点状ブロック等の敷設または音声誘導装置の設置 （風除室で直進する場

合は免除）
7  

 

②車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか 
 

③段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか 8 
 

 

 

 ２．１．１ 敷地内の通路の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

敷地内通路の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①高齢者、障害者等の安全の確保を図るため、歩行者と車の動線を分離することを原則とする。 

②敷地境界では、道路と敷地内通路の段差を設ける場合は、車いす使用者の通行に配慮する。 

③通路面には段を設けない。通路に段を設ける場合は、傾斜路を設けるか、段差解消用の昇降機

を設置する。 

④高齢者、障害者等用の主要な通路を別に

設ける場合は、できる限り他の利用者と

著しく異なる経路とならないよう留意す

る。 

⑤通路は、高齢者、障害者等が安全に通行

できる幅員を確保する。 

⑥モニュメント、車止め、植樹ます等の設

置を行う場合は、車いす使用者、視覚障

害者の通行に支障がないよう配慮する。 

⑦視覚障害者に配慮し、敷地境界から建築

物の出入口または案内設備等まで視覚障

害者誘導用ブロック等の敷設等による誘

導を行う。 

⑧通路の表面は、濡れても滑りにくい材

料・仕上げとし、積雪寒冷地においては、

凍結が生じないよう、必要に応じ、融雪

ヒーター等を設ける。 

 

（１）配 置 
・原則として歩道、車路を分離することが望ましい。 

                             
7告示で定める以下の場合を除く（告示第1489号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・受付等から建物出入口を容易に視認でき、道等から当該出入口まで線状ブロック等・点状ブロック等又は音声誘導装置で

誘導する場合 
8告示で定める以下の部分を除く（告示第1497号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・段部分又は傾斜部分と連続して手すりを設ける踊場等 
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（２）寸 法 
① 縦断・横断勾配 

･水勾配が必要な場合を除き、できる限り水平とすること。 

 

② 有効幅員 

・原則として120cm以上とする。 

・車いす使用者等の利便性を考慮すると180㎝以上が望ましい。 

 

（３）仕 上 
① 段 

・敷地内の通路には段を設けない。 

 

② 仕上げの材料 

・濡れても滑りにくい材料・仕上

げとする。 

 

③ 溝蓋 

・通路や傾斜路を横断する排水溝

等の蓋は、通路面との段をなく

し、蓋のスリット等は杖先や車

いすのキャスタ等が落ちない 

２㎝以下のものとすることが望

ましい。 

 

（４）視覚障害者への配慮 
視覚障害者が建築物の敷地境界

から建築物の出入口または案内設

備等まで安全に到達できるよう、

次のような配慮を適宜行う。視覚

障害者誘導用ブロック等以外の誘

導方法を選択する必要がある場合

には、音声による案内・誘導、従

業員等による人的誘導とする。 

 

 

① 視覚障害者誘導用ブロック等

の敷設 

・視覚障害者誘導用ブロック等

は、JIS T 9251（視覚障害者

誘導用ブロック等の突起の形

状･寸法及びその配列）による

形状のものを使用する。 

・視覚障害者誘導用ブロック等は、歩行方向を案内することを目的とした、移動方向

を指示するための線状突起のある「線状ブロック等」と、前方の危険の可能性若し

くは歩行方向の変更の必要性を予告することを目的とした、注意を喚起する位置を

示すための点状突起のある「点状ブロック等」とする。 

・視覚障害者誘導用ブロック等の色は、黄色を原則とするが､弱視者が認知しやすいよ

う、敷地内の通路の床仕上げ材料と視覚障害者誘導用ブロック等の明度、色相、彩

度、輝度比に配慮したものが望ましい。 

留意点：インターホンへの誘導方法 

・インターホンへの誘導方法は、視覚障害者誘導用ブロ

ック等あるいは音声による案内・誘導が考えられる

が、設置位置を探すことの困難さがあり、できる限り

わかりやすい位置にインターホンを設けることが望

ましい。 

・インターホンは、立位と車いす使用者両者が利用でき

る高さに設置する。 

・インターホンは聴覚障害者が利用しにくい機器である

ことに配慮し、施設の利用案内など文字表示を併設す

ることが望ましい。 

留意点：仕上げと施工 

・車いすでは移動が困難となる砂利敷きや石畳の採用を

避ける必要がある。やむを得ずそのような通路を設け

る場合は迂回路を設ける。また、レンガあるいはタイ

ル敷き等は路盤の沈下による不陸や目地の凹凸を生

じないよう施工や管理を行う。 

・仕上げの材料の目地幅は、できる限り小さくし、車い

す使用者や視覚障害者の通行のしやすさに配慮する。

留意点：視覚障害者誘導用ブロック等 

・歩道と敷地内の通路の視覚障害者誘導用ブロック等は

連続させることが望ましい。 
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② 点字・音声等による案内板の設置 

・２．１３Ｇ．１ 案内表示 （２） を参照 

③ 音声による案内・誘導 

・２．１３Ｉ．１ 情報伝達設備 （１） を参照 

 

（５）寒冷地対策 
・寒冷地では通路の凍結や積雪を防止するため、融雪装置や上屋の設置による対応が望

ましい。 

 

（６）照明 
・誰にでも認知できる明るさを確

保することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 ２．１．２ 敷地内の通路に設ける傾斜路の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

敷地内に設ける傾斜路は以下の通りとすることが望ましい。 
①車いす使用者が無理なく上ることができ、また、安全に下りることができるよう、傾斜路の位

置、勾配、有効幅員（排水溝等の障害物を除いた寸法）、踊場等に配慮する。 

②視覚障害者の利用に配慮し、傾斜路手前には、傾斜路の存在を認識できる措置を講じる。勾配

が急な傾斜路の場合には、上端部に点状ブロック等を敷設して注意を喚起する。 

③義足使用者や片まひ者は階段の方が上り下りしやすい場合もあるため、緩勾配の手すり付階段

を併設する。 

④壁のない側への落下、杖の落下防止等のため、手すりの設置、立ち上がりに配慮する。 

⑤表面は、濡れても滑りにくい材料・仕上げとするとともに、視覚障害者が傾斜面を識別しやす

いよう配慮する。 

 

・階段については、２．５を参照。 

・２．１．１に規定する通路が設けられない場合、以下に適合する傾斜路を設ける。 

 

（１）配 置 
・できる限り主要な敷地内の通路に併設して設け、最短経路を確保することが望ましい。 

 

（２）寸 法  
① 勾 配 

・１／12以下とする。 

・段の高さが16㎝以下の場合は、 

１／８以下とすることができる。

（１／12以下としない場合には、

手すりを設ける必要がある） 

・屋外においては、雨天時等を考慮して１／15以下が望ましい。 

・１/20以下の場合には、上端に点状ブロック等、踊り場、手すりを敷設することを要し

ない。 

留意点：勾配 

・車いす使用者が自力で登坂できる勾配は、１／12以下

である。１／12の勾配は国際シンボルマークの設置基

準である。１／10は、自力で通過するのは困難である。

留意点：照明 

・夜間における弱視者の歩行に配慮し、適切な照明計画や

わかりやすい動線計画等で敷地内の通路を整備する。 

・建物名称表示等は、夜間でもわかりやすいよう照明等

に配慮する。 
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②  有効幅員 

・原則として120㎝（平行して階段が設けられている場合は、90㎝）以上とする。 

・車いす使用者等の円滑な移動を考慮すると180㎝（平行して階段が設けられている場合

は、120㎝）以上が望ましい。 

 

③  踊 場 

・傾斜路の上端・下端及び高さ75㎝以内ごとに、通行の安全、休憩、方向転換等のため、

150㎝以上の水平な踊場を設けることが望ましい。 

・長くゆるやかに続く傾斜路の場合は、傾斜路の距離、勾配を傾斜路の上端・下端に表

示することが望ましい。 

・傾斜路の曲がりの部分、折り返し部分、他の通路との交差部分にも150㎝以上の水平な

踊場を設けることが望ましい。 

 

（３）設備・備品等  
①  手すり 

・手すりは耐久性のある材料とし、両側に取り付けることが望ましい。 

・傾斜路の上端･下端では45㎝以上水平に延長し、歩きはじめの安定確保や､視覚障害者

の利用に配慮することが望ましい。 

・踊場も含め、連続して取り付けることが望ましい。（連続して手すりを取りつけた場

合には踊り場に点状ブロック等の設置は要しない。） 

・その他 ２．１３Ａ．１ 手すり を参照。 

 

② 立上り 

・側壁がない側には、杖等による危険の認知、車いすのキャスター等の脱輪防止等のた

め、傾斜路側端に５㎝以上の立上りを設けることが望ましい。 

 

（４）仕 上  
① 仕上げの材料 

・ノンスリップ加工を施す等、濡れても滑りにくい材料・仕上げとする。 

・傾斜路の上端・下端または傾斜路全体を、色彩、色相または明度の差、輝度比等が確

保された材料で仕上げる。 

 

②  溝蓋 

・２．１．１ 敷地内の通路の設計標準 （３）③を参照。 

 

（５）視覚障害者への配慮 
・視覚障害者への配慮は２．１．１（４）視覚障害者への配慮、２．１３Ｈ．１、２．

１３Ｉ．１ を参照。 

 

（６）段差解消用の昇降機  
・立地や構造等によりやむを得ず段差が生じた場合は、段差解消用の昇降機を設置して

段差を解消することが望ましい。２．１３Ｂ．１ を参照。 

 

（７）寒冷地対策 
・寒冷地等では傾斜路の凍結や積雪を防止するため、融雪装置や上屋を設置することが

望ましい。 
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 ２．１．３ ソフト面の工夫 
 

（１） 人的な対応 
・高齢者、障害者等が建築物をより円滑に利用するためには、建築的対応や設備に留ま

らず、常時来客に対応できる従業員（案内係・受付係・ドアマン等）が配置されてい

ることが望ましい。 

 

（２） 敷地内の通路上の障害物 
・敷地内の通路上に不用意な物品や案内板等が置かれていると､設計で配慮した高齢者、

障害者等の利用しやすさが機能しなくなる。設計段階においても、施設運用上のあり

方を十分検討し、物品や案内板等による通行の支障がおきないよう､配慮することが望

ましい｡ 

 

 

 ２．１．４ 改善・改修のポイント 
 

２．１．１ 敷地内の通路の設計標準の設計のポイント及び２．１．２ 敷地内の通路

に設ける傾斜路の設計標準に基づき改善・改修を行うことが望ましいが、特に留意すべき

点は以下のとおりである。 

 

（１）段及び段差の解消 
① 歩道と車路及び敷地の境界の段を解消する。 

 

② 敷地内の通路の段及び段差を解消する。 

・段の解消は、２．１．２ 敷地内の通路に設ける傾斜路の設計標準 を参照。 

・傾斜路で段差を解消できない場合は、段差解消用の昇降機の整備によることが望ま

しい。 

 

（２）有効幅員の確保 
・有効幅員は、２．１．１ 敷地内の通路の設計標準（２）②及び２．１．２ 敷地内の

通路に設ける傾斜路の設計標準（２）② を参照。 

 

（３）床の仕上げ 
・床の仕上げは、２．１．１ 敷地内の通路の設計標準（３） 及び２．１．２ 敷地内の

通路に設ける傾斜路の設計標準（４）① を参照。 

 

（４）脱輪等の安全対策 
・傾斜路の側壁は、２．１．２ 敷地内の通路に設ける傾斜路の設計標準（３）② を参

照。 
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道路と敷地の境界をいかに整備するか -視覚障害者誘導用ブロックの敷設- 

交通バリアフリー法基本構想に基づく特定経路における連続誘導 

（視覚障害者誘導用ブロックの敷設）の事例（江東区） 

 

江東区においては、平成17年度より交通バリアフリー法に基づく基本構想の策定に着手し、平成18年度は基本

構想に基づく特定事業計画の検討を進めた。 

基本構想において特定経路として設定されていた永代通りについては、特定経路の整備方針として、視覚障害

者誘導用ブロックを連続的に敷設した連続誘導を行うこととされていた。東陽町駅改良工事に伴う道路復旧工事

中という機会を捉え、視覚障害者等を含めた現地点検等のワークショップを開催し、放置自転車等の障害物を避

けた最も歩きやすい連続敷設の位置（歩道中央ではなく建物側から1.5ｍ離れた位置とした）、交差点部分の敷設

方法、バス停、駅入り口、建物への連続的な案内方法等を検討し、ワークショップの成果として連続敷設の案を

作成して、工事へと反映させた。 

なお、駅周辺では、駅出入り口、バス停、タクシー乗降場など、様々な場所への誘導をしなくてはならず、交

差点も多いことから視覚障害者誘導用ブロックの敷設は複雑になりやすい。その中で、施設内に音声標識誘導シ

ステムが設置されていた郵便局へは連続誘導すべきと整理された。 

敷設途中に現場確認を行ったところ、郵便局との敷地境界に歩道側での警告ブロック（点状ブロック）が敷設

され、警告ブロックが２重敷設となっていた。協議の上、その警告ブロックは撤去することとした。（図参照）

 建築敷地と歩道とのどちらに先に視覚障害者誘導用ブロックが敷設されているかは、その現場の状況によるが、

関係者間の連携によって、安全を確保した効率的でわかりやすい敷設が求められる。 

連続誘導の提案図（一部抜粋）

 

整備前：ワークショップの様子  整備後：郵便局への連続誘導 

 

この部分に点状ブロッ

クが敷設されていた 

→協議の上撤去 

郵便局敷地内の 

既存の誘導用ブロック 
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応急仮設住宅におけるバリアフリー対応の事例 

① 敷地内の通路におけるバリアフリー対応の事例 

ⅰ）簡易舗装化 

 車いすや高齢者の手押し車の円滑な移動を図るため、住戸前通路や

敷地内幹線通路及びそこから車両乗降場所に至る通路を簡易舗装化 

ⅱ）スロープの設置 

敷地と玄関との段差を解消するため、手すり、車いすの回転スペー

スや脱輪防止の為の立ち上がり等を備えたスロープを設置 

ⅲ）通路の嵩上げ 

住戸の出入口における段差を解消するため、各住戸の出入口が面す

る通路の嵩上げを実施。嵩上げによる出入口への雨水流入を防ぐため、

通路をV字勾配として中央部に排水溝を設置するとともに、透水性ア

スファルトを採用 

ⅳ）手すりの設置 

敷地と玄関の段差箇所やスロープ設置箇所等に手すりを設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 東日本大震災における高齢者、障害者等に配慮した応急仮設住宅団地における取り組みの事例 

ⅰ）コミュニティケア型の応急仮設住宅（岩手県釜石市） 

・住戸間デッキ（路地デッキ）を設け住戸内と外の段差を解消し、車いすやストレッチャーも通行可能となっている。 

・ケアゾーンと一般ゾーンを設定し、ケアゾーンには子育てケア世帯や要ケア世帯を配置し、路地デッキを介し

たコミュニティケアを重視し、一般ゾーンはプライバシーを優先した配置となっている。 

・ケアゾーンの各住戸から路地デッキにより地続きで行き来できる位置にサポートセンターや店舗・スーパーを

配置している。 

ⅱ）集会所におけるバリアフリー対応（岩手県陸前高田市） 

 応急仮設住宅における浴室やトイレは、介助者を伴っての入浴や車いす使用者が使用するトイレとしては狭小

なため、利用が困難な高齢者、障害者等への対応として、集会場にバリアフリーを考慮した浴室や多機能トイレ

等を設置している。 

《集会所におけるバリアフリー対応の例》 

・玄関におけるスロープの設置 ・玄関に多目的トイレを示すサインの設置 

・トイレ、浴室等における手すりの設置 ・引き戸の設置や広さが確保された浴室の設置 

・ベビーシートやオストメイト用の設備が設置された多機能便房の設置 

ⅲ）視覚障害者・聴覚障害者等に対する配慮の事例 

・視覚障害者等への対応として視覚障害者誘導用ブロックの敷設、聴覚障害者等への対応として玄関チャイムと

連動したフラッシュライトの設置が行われている。 

※応急仮設住宅におけるバリアフリー対応については、応急仮設住宅建設必携の中間とりまとめ（国土交通省HP）

（http://www.mlit.go.jp/common/000211741.pdf）も参考となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）スロープの設置例 ⅲ）通路の嵩上げの実施例 ⅳ）玄関の手すりの設置例

ⅰ）簡易舗装化の実施例 

ⅱ）集会所におけるバリアフリー対応の例 
（岩手県陸前高田市） 

ⅰ）コミュニティケア型の応急仮設住宅の例（岩手県釜石市） 
（※配置計画については東京大学高齢社会総合研究機構によるもの）
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 ２．１．５ 設計例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・敷地内の通路の上屋、視覚障

害者誘導用ブロックの連続

敷設（床仕上げの材料の変化

と明度差に配慮した通路に

より、わかりやすいデザイン

としている。） 

・建物の出入口手前の、

インターホンが設けら

れた案内板（視覚障害

者誘導用ブロックの敷

設はここまで。） 

・敷地内に設けられた階段と 

エレベーター 

・敷地内に設けられた

スロープ 
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２．２ 駐車場 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・高齢者、障害者等が自動車を利用して外出する機会が増えている。高齢者、障害者等の社会参

加を促進する上で、自動車は有効な移動手段である。このため、建築物を設計する際には、駐

車場の安全性や利用のしやすさに配慮して計画することが重要である。 

・車いす使用者への配慮として、駐車施設は、建築物の出入口に到達しやすいところに設けると

ともに、車いす使用者が安全に乗り降りできるスペースを確保し、分かりやすい表示を設置す

ることが重要である。 

・車いす使用者用駐車施設（政令１７条に規定する「車いす使用者用駐車施設」。以下同じ。）

は、車いす使用者が車から乗降するために必要な、十分な広さを有する駐車施設が必須である。

なお、これに準じて、上・下肢障害者や妊婦、けが人、乳幼児連れ利用者等に対する通常の広

さの駐車スペースを、車いす使用者用駐車施設に近い位置に別途確保することが望ましい。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 
駐車場 
（第17条） 

①車いす使用者用駐車施設を設けているか （１以上）  

 (1)幅は３５０ｃｍ以上であるか  

 (2)利用居室までの経路が短い位置に設けられているか  

標識 

（第19条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい位置

に設けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

 

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 
駐車場 
（第12条） 

①車いす使用者用駐車施設を設けているか （原則２％以上）  

 (1)幅は３５０ｃｍ以上であるか  

 (2)利用居室等までの経路が短い位置に設けられているか  

標識 

（第14条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい位置

に設けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

 

 ２．２．１ 駐車場の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

駐車場の設計は、以下の通りとすること

が望ましい。 

①建築物の出入口に最も到達しやすい位置

に、車いす使用者等、出入口に近い駐車

場を必要としている人が利用しやすい駐

車施設を設ける。 

②車いす使用者等が利用する駐車施設は、

分かりやすくその位置等を表示する。 

留意点：設置位置 

・車いす使用者用駐車施設を設ける場合は、建築物側に

設ける等、車路を横断しないで済むようにする等、安

全の確保について工夫することが望ましい。 

・屋内駐車場の場合、車いす使用者用駐車施設は、エレ

ベーターホールの入口付近に設ける。また、車いす使

用者用駐車施設の他に、安全に乗降できるように、車

寄せを設けることが望ましい。 
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③駐車施設から建築物の出入口までは、高齢者、障害者等が安全に通行できる通路を設ける。 

④車いす使用者用駐車施設及び通路には、雨天時の乗降に配慮して、屋根を設ける。 

⑤車いす使用者用駐車施設の他、建物入口に近い位置に上・下肢障害者や妊婦、けが人、乳幼児

連れ利用者等も利用できる駐車施設を確保する。 

 

（１）配 置 
・車いす使用者用駐車施設は、建築物の出入口までの経路ができる限り短くなる位置に

設ける。 

・車いす用リフト付車両等の車いす使用者送迎用の自動車の利用も想定した乗降スペー

スを確保することが望ましい。特に後部ドア側のスペース確保が重要である。 

 

（２）設置数 
・１以上の車いす使用者用駐車施設を設ける。 

・全駐車台数が200以下の場合にあっては当該駐車台数の2％以上、200を超える場合にあ

っては当該駐車台数の1％に2を加えた数以上の車いす使用者用駐車施設を設けること

が望ましい。 

 

（３）寸 法 
・車いす使用者用駐車施設の幅は 

350 ㎝以上とする。 

・奥行きについては施設用途に応

じて、小型車からバス仕様まで

の奥行きについて検討すること

が望ましい。 

 

 

 

 

（４）設備・備品等 
① 車いす使用者用駐車施設の仕様 

・床は水平とする。 

 

② 通 路 

・車いす使用者用駐車施設から建築物の出入口まで、高齢者、障害者等が安全に通行で

きる通路を設ける。 

 

③ 屋根または庇 

・車いす使用者が自動車を利用する場合、屋根または庇が無いと雨天時の乗降に困難が

生じる。少なくとも自動車・車いす間の乗降や車いすによる乗降を想定しているスペ

ースの上には、屋根または庇を設けることが望ましい。 

・車いすによる乗降等を想定して

いるスペースに屋根または庇を

設ける場合には、車いす用リフ

ト付車両等に対応した天井高さ

を確保することが望ましい。 

留意点：車いす使用者乗降用スペース 

・車いす使用者の乗降用スペースは左右両方に設けるこ

とがより望ましい。この場合、車いす使用者用駐車施

設を隣接して複数設けると左右どちらからでも乗降

できるようになる。 

・車いす用リフト付き車両(バンタイプ)では、後部ドア

の開閉が通常であり、幅員と共に奥行きについて配慮

する必要がある。施設用途に応じたスペースの確保が

望ましい。 

留意点：車いす用リフト付き車両の高さ 

・一般的な車いす用リフト付き車両の高さは、230cm

程度である。 
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（５）表 示 
① 車いす使用者用である旨の表示 

・車いす使用者用駐車施設には、

標識や表面への国際シンボルマ

ークの塗装等、見やすい方法で

車いす使用者用駐車施設である

旨を明示した表示をする。 

・駐車場に表示する国際シンボル

マークの意味、及び使用法につ

いては４．９国際シンボルマー

クの形状及び使用を参照。 

 

② 乗降用スペースの斜線表示 

・乗降用スペース表面は、斜線で

塗装表示することが望ましい。 

 

 

 

③ 誘 導 

・駐車場の進入口には、車いす使用

者用駐車施設が設置されている

ことが分かるよう表示する。 

・駐車場の進入口より車いす使用者

用駐車施設まで、誘導用の表示を

することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．２．２ 改善･改修のポイント 
 

・２．２．１ 駐車場の設計標準に基づき、改善・改修を行う。 

・建物の出入り口に近い位置に駐車場を確保する必要がある障害者等は、車いす使用者

のみではないことに配慮し、車いす使用者に準ずる位置に、下肢障害者、妊婦、けが

人などが利用可能な駐車スペースを設け、これを分かりやすく表示する。 

・車いす使用者用駐車施設に至る経路についても高齢者、障害者等が円滑に利用できる

よう整備する。 

留意点：車いす使用者等用である旨の表示 

・車いす使用者、上・下肢障害者、妊婦、けが人、及び

乳幼児連れ利用者等も利用できる車いす使用者用駐

車施設等に、障害のない人の自動車が駐車してしまう

と、車いす使用者等の乗った自動車が駐車できないた

め、専用である旨の表示をする必要がある。 

・車いす使用者にわかりやすくするため、また不適正利

用を防止するために、標識は目立つものとすることが

望ましい。 

・一般スペースと区別がつきやすくし、また不適正利用

の抑止を図るために、表面への国際シンボルマークの

塗装は、青色の地に白色のマークとする等、目立つも

のとすることが望ましい。 

・パンフレット「障害者等用駐車場の適正利用のために」

（国土交通省総合政策局）及びホームページ（http:/

/www.mlit.go.jp/common/000143891.pdf）参照。 

留意点：発券所等 

・発券所等を設ける場合は、曲がり角や勾配のある場所

に設けないよう計画する等、安全な利用に配慮するこ

とが望ましい。 

・発券機や精算機等は、手や指の不自由な人も使えるよ

うに位置等に配慮する。 

・発券機や精算機は、運転席のみでなく助手席からも利

用できるように配慮する。 

留意点：駐車場適正利用の取り組み 

・車いす使用者用駐車施設等の適正利用に向け、一部の

地方公共団体で導入されている制度として「パーキン

グ・パーミット制度」があるほか、商業施設・病院等

では、車いす使用者用駐車施設等の入口に専用ゲート

を設け、利用者登録制を導入し、利用対象者以外の利

用防止に努めている例がある。 
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パーキング・パーミット制度の事例 佐賀県（平成18年7月より） 

 

① 背景 

多くの人が利用する店舗などの施設には、身体に障害のある方

のための駐車場がつくられるようになったが、この駐車スペース

を本当に必要とする人のために確保しておく統一ルールがなかっ

た。障害のある方々からは、障害のない人が車をとめているため、

利用できないとの声が多く寄せられていた。 

 

② 制度の概要 

本制度は、真に必要とする人に身障者用駐車場を確保するため、

県が県内共通の利用証を交付することで、利用できる対象を明ら

かにし、駐車スペースの確保を図るものである。 

 

ⅰ）対象者は、以下の通り。 

・身体に障害のある方で歩行が困難な方（駐車禁止除外指定車標

章交付対象者に準ずる） 

・一時的に歩行が困難な方（けがをされている方、妊産婦の方） 

・高齢者で歩行が困難な方（介護認定対象者に準ずる） 

・難病等により歩行が困難な方 

 

ⅱ）有効期間は以下の通り 

・身体に障害のある方、高齢者及び難病等で歩行困難な方 

･･５年（更新） 

・一時的に歩行が困難な方･･････････１年未満で必要な期間 

・けがをされている方･･････････車いす・杖などの使用期間 

・妊産婦の方････････････････････妊娠７か月～産後３か月 

 

ⅲ）パーキング・パーミットに協力している施設の種類 

・商業施設、飲食店、医療・福祉施設、金融機関、官公庁・公共

施設、観光施設・宿泊施設、スポーツ施設・公園等、身障者用

駐車場を有する施設 

 

ⅳ）連携する動き 

・パーキング・パーミット制度は、思いやり駐車場制度等様々な

名称により各地に広がってきている。 

・また、隣接する県の間で協定を結び、ある県で利用証を取得し

た人が、近隣の県でも利用できるように連携する動きも広がっ

てきている。 

 

 

 

 

 

有効期間：５年間 有効期間：１年未満

発行している利用証（２種類）

車いす使用者用駐車施設等の例 

車内に利用証を掲示している例 

駐車場に掲げる案内表示 

利 用 証 
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 ２．２．３ 設計例 
 

 

・エレベーターホール前に設けられた車いす

使用者用駐車施設 

・エントランスポーチの脇に設けられた車い

す使用者用駐車施設 

(ポーチまでスロープを設けている。) 

・一般スペースと区別がつきやすいよう、塗

装された車いす使用者用駐車施設（車路の

歩行者用通路は、別の色で塗装されてい

る。） 
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２．３ 建築物の出入口 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・建築物の主要な出入口においては、高齢者、障害者等が安全かつ円滑に通過できること、建築

物や施設に関する情報が適切に表示されていることが重要である。 

・高齢者、障害者等が施設の利用に際して情報や援助を必要とした場合に対応できるよう、従業

員の配置等の準備をしておくことが求められる。 

・設計にあたっては、建築物の用途や管理の仕方、利用状況等を十分に想定する必要がある。 

・車いす使用者に配慮して、建築物の出入口においては、段差を設けないことが原則であり、地

形等によりやむを得ず設ける場合には、傾斜路や昇降機を設置する。傾斜路や昇降機の設置に

ついては、他の利用者との公平性など計画段階で十分に検討を行う必要がある。 

 

◆基準◆ 
＜建物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

（第18条第2項

第一号） 
①階段・段が設けられていないか （傾斜路またはエレベーターその他の昇降機を併設する場合は免除）

 

出入口 

（第二号） 

①幅は８０ｃｍ以上であるか  

②戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

 

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

出入口 

（第２条） 

①出入口 （便所・浴室等の出入口、基準適合出入口に併設された出入口を除く） －

(1)幅は９０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②一以上の建物出入口 －

(1)幅は１２０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は自動に開閉し、前後に水平部分を設けているか  

 

 

 ２．３．１ 建築物の出入口の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 

建築物の出入口の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①建築物の出入口は、車いす使用者が通過可能な幅とする。 

②建築物の出入口には、車いす使用者の通過を妨げるような段を設けない。 

③出入口の前後には、車いす使用者が方向転換できるスペースを確保する。 

④戸は、車いす使用者・上肢障害者等が開閉しやすい形式とする。 

⑤戸のガラス等は、衝突時の事故防止のため、安全ガラス（合わせガラスまたは強化ガラスをい

う。以下同じ）を用いる。 

⑥主要経路の出入口に回転戸を使用することは避ける。 

⑦風除室の両開き戸の間隔は、車いす使用者が待機できるスペースが十分確保される大きさとす

る。 

⑧視覚障害者誘導用ブロック等は、出入口から受付カウンターやインターホン等の案内設備まで

連続して敷設する。但し、視覚障害者誘導用ブロックによらないで視覚障害者が円滑に移動で

きる案内設備、音声による案内・誘導、人的誘導等がある場合はこの限りではない。 
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⑨風除室にあっては、視覚障害者誘導用ブロック等の敷設は要しない。ただし、風除室内であっ

ても、方向転換が求められる場合等は、視覚障害者誘導用ブロック等の敷設等により進行方向

が分かりやすくなるよう配慮する。 

⑩夜間の安全な通行に配慮して照明設備を設置する。 

⑪床の表面は、濡れても滑りにくい材料・仕上げとする。 

⑫建築物の出入口付近に受付カウンターやインターホン・案内板等の案内設備を設ける。この場

合、視覚障害者誘導用ブロックや音声による案内・誘導等、受付カウンターやインターホン等

の案内設備までの視覚障害者の誘導に配慮する。（小規模な建築物や利用者が特定される建築

物で受付カウンター等の案内設備を設けない場合はこの限りではない） 

⑬聴覚障害者等の利用に配慮して、建築物や施設の利用案内を適切に表示する。 

 

（１）寸 法 
①  有効幅員 

・原則として80cm以上とする。 

・車いす使用者、杖使用者等の利

便性を考慮すると、主要な出入

口の有効幅員は120㎝以上とし、

それ以外の出入口は90㎝以上と

することが望ましい。 

 

② 戸の前後に設ける水平な部分 

・戸の前後に設ける水平な部分は150㎝角以上を確保することが望ましい。 

 

（２）戸の形式 
・開閉動作の難易度から見ると、

引き戸の方が開き戸より使いや

すく、また自動式の方が手動式

より安全で使いやすい。 

 

① 自動式引き戸 

イ  開閉速度 

      ・開くときは迅速に、閉まるときは遅くすることが望ましい。 

ロ 起動装置 

・起動装置は、視覚障害者、車いす使用者等の通行については、支障なく作動するよ

う配慮する。 

ハ 安全装置 

・高齢者、障害者等がドアに挟まれないように、ドア枠の左右かつ適切な高さに安全

センサーを設置することが望ましい。 

ニ  手動式の戸の併設 

     ・非常時の対応のため、手動式の戸を併設することが望ましい。 

 

② 手動式引き戸及び開き戸 

イ  引き戸 

・手動の引き戸は開閉が円滑に

できる上吊り形式が望ましい。

また、車いす使用者の通過を

妨げるような敷居や溝は設け

ない。 

 

留意点：有効幅員 

・出入口の有効幅員の確保にあたっては、ドアの厚みや

取っ手の引き残し･飛び出しを考慮し、必要な有効幅

員が確保できるよう十分に配慮する。 

留意点：戸の認知のしやすさ 

・視覚障害者に配慮し、戸や取っ手の色は認知しやすい

色とすることが望ましい。 

留意点：引き戸・開き戸 

・自動式引き戸は、高齢者、障害者等が出入口を完全に

通過する前に閉まり始めることがないよう、設置にあ

たっては十分配慮する。 

・ドアクローザーを設ける場合は、開閉速度が調整でき

るものが良い。 

・自動式開き戸は、突然開いたドアに衝突する危険があ

るため、使用しないことが望ましい。 
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ロ  開き戸 

・ドアクローザーは閉鎖作動時間が十分に確保され、かつ、操作の軽いものを設ける

ことが望ましい。 

・開き戸には、プライバシー上問題のある場合を除き、危険防止のため、戸の反対側

の様子が分かるような窓を設けることが望ましい。窓は、車いす使用者や子ども等

が容易に利用できる高さ・位置とすることが望ましい。 

・戸の前後には車いす使用者が開閉操作しやすく、通過しやすいように袖壁と開閉ス

ペースを十分に設けることが望ましい。 

 

③ 回転戸 

・回転戸は設けないことが望まし

く、もし設ける場合は、高齢者、

障害者、子ども等が使いやすい

引き戸、開き戸を併設すること

が望ましい。 

 

（３）設備・備品等 
①  屋根、庇 

・建築物の出入口には、出入りの

際、及び自動車の乗降時に雨等

がかからないようにするため、

屋根または庇を設けることが望

ましい。 

 

②  視覚障害者誘導用ブロック等 

・視覚障害者誘導用ブロック等は、原則として出入口から受付カウンターやインターホ

ン等の案内設備まで連続させて敷設する。 

・但し、視覚障害者誘導用ブロック等によらないで視覚障害者が円滑に移動できる案内

設備、音声による案内・誘導、人的誘導等がある場合はこの限りではない。 

・受付カウンターやインターホン等の案内設備前、戸またはマット直前には「点状ブロ

ック等」を３枚程度敷設することが望ましい。 

・その他 ２．１３Ｈ．１ 視覚障害者誘導用設備を参照。 

 

③  音声による案内・誘導 

・視覚障害者の利用に配慮して、音声案内装置を設ける場合には、戸の直上に設置する

ことが望ましい。 

・その他 ２．１３Ｉ．１ 情報伝達設備 を参照 

 

④  ガラス 

・ガラスの選定にあたっては、「ガラスを用いた開口部の安全設計指針（昭和61年建設

省住指発第116号、117号）」等を参照し、安全性の高いものを選ぶことが望ましい。 

・視覚障害者にとっては、無色透明のガラス扉、ガラススクリーンは、衝突の危険があ

るため、目の高さの位置に横桟をいれるか、色（高齢者の黄変化した視界では見えに

くいため青色は避ける。）や模様等で十分識別できるようにすることが望ましい。 

 

⑤ 玄関マット 

・玄関マットは、埋め込み式とし、車いすで動きにくいはけ状のものは使用しないこと

が望ましい。また、杖先を引っかけたりしないよう、しっかりと端部を固定するとと

もに、視覚障害者誘導用ブロック等との取り合いに配慮することが望ましい。 

留意点：回転戸 

・回転戸は、高齢者、障害者、子ども等には使いにくく、

危険であるため、主たる出入口には設けないことが望

ましい。高齢者、障害者等は、回転戸以外の形式の戸

へ誘導する必要がある。 

留意点：車いすによる乗降等 

・車いすによる乗降等の場合は、傘をさすことができな

いため、屋根、庇の設置が求められる。 
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⑥ 風除室 

・風除室内で方向転換するような設計は、避けることが望ましい。方向転換する場合は、

視覚障害者誘導用ブロック等により誘導する。 

 

⑦  取っ手 

・手動式引き戸では､棒状のもの、開き戸では大きく操作性の良いレバーハンドル式、プ

ッシュプルハンドル式またはパニックバー形式のものとする（パニックバー形式：２．

８ 利用居室の出入口 参照）。また、引き戸には、補助取っ手をつけることが望まし

い。 

・床から90㎝程度の位置に設置す

ることが望ましい。 

 

 

⑧ インターホン・案内板 

・インターホンは、立位と車いす

使用者両者が利用できる高さと

する。 

・聴覚障害者に配慮し、案内板に

は施設の利用案内が文字表示さ

れていることが望ましい。 

・案内板については、２．１３Ｇ．１ 案内表示を参照。 

 

⑨ 受付カウンター等 

・建築物の出入口に近い位置に受付カウンターやインターホン等を設け、人的に対応で

きるようにすることが望ましい。 

 

⑩ 非常時のための設備 

・２．１２．１ 避難設備・施設の設計標準（３）、（４） を参照。 

 

（４）仕 上 
① 床の材料 

・風除室内外の建物の出入口周辺

の床面は、濡れても滑りにくい

材料・仕上げとする。 

 

② 段 

・段を設けない。 

 

 

 

 ２．３．２ ソフト面の工夫 
 

（１） 建築物の出入口における人的な対応 
・建築物の出入口における人的な対応は、２．１．３ ソフト面の工夫（１） と同様に、

従業員等の適切な配置を行う。従業員が配置される時間を利用者に分かりやすく表示

することが望ましい。 

留意点：取っ手 

・握り玉タイプのものは、高齢者、障害者等には使いに

くいため使用しない。 

留意点：点字等による案内板 

・点字等による案内板を設ける場合、視覚障害者誘導用

ブロックや音声による案内・誘導等を設け、視覚障害

者を案内板まで誘導することが必要である。 

留意点：段 

・わずかな段であっても、視覚障害者や車いす使用者等

の通過の妨げとなり、また高齢者や肢体不自由者がつ

まずく危険もあるため、設けないよう注意する。雨仕

舞の関係から、段が生じる場合には、傾斜路を設ける

ものとする。 
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 ２．３．３ 改善･改修のポイント 
 

２．３．１ 建築物の出入口の設計標準 に基づき改善・改修を行うことが望ましいが、

特に留意すべき点は、以下のとおりである。 

 

（１）出入口の下枠の段解消 
・高齢者や視覚障害者のつまずきの原因になったり、車いす使用者にとってのバリアに

なる戸の下枠の段をなくすことが望ましい。 

 

（２）出入口の戸の改善 
・重い開き戸は、高齢者、障害者等、動作に困難のある人にとっては使いにくい。した

がって、自動式引き戸か、手動式引き戸に改めることが望ましい。 

 

（３）出入口の幅員確保 
・有効幅員80㎝以上を確保することが望ましい。 
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 ２．３．４ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出入口まで敷設された視覚障害者

誘導用ブロック等、自動式引き

戸、段差のない床 

・車いす対応の出入口に設けた

自動式引き戸､インターホン 
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２．４ 屋内の通路 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・屋内の通路においては、建築物の利用者が容易に目的の空間まで到達できるように、動線計画、

案内標識等を分かりやすく計画することが重要である。特に高齢者、障害者等が迷わないこと

や、移動等の負担を軽減することが求められる。 

・高齢者、障害者等が安全に通行できるよう車いす使用者や杖使用者の通行やすれ違いに支障の

ない十分な幅員を確保するとともに、床の段や壁の突出物等を設けない配慮が求められる。特

に、視覚障害者に配慮し、杖で把握できないような突出物や柱型を設けないことが求められる。 

・屋内の通路では、建物用途や利用者の特性に応じて、手すり等を用いて適切な誘導を行うこと

が求められる。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

廊下等 

（第11条） 

①表面は滑りにくい仕上げであるか  

②点状ブロック等の敷設 （階段または傾斜路の上端に近接する部分）
1   

＜一般＞ 

傾斜路 

（第13条） 

①手すりを設けているか （勾配１／１２以下で高さ１６ｃｍ未満の傾斜部分は免除）  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③前後の廊下等と識別しやすいものか  

④点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分）
2   

＜移動等 

円滑化経路＞ 

（第18条 

第2項第一号） 

①階段・段が設けられていないか （傾斜路またはエレベーターその他の昇降機を併設する場合は免

除） 

 

廊下等 

（第三号） 

①幅は１２０ｃｍ以上であるか  

②区間５０ｍ以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

傾斜路 

（第四号） 

①幅は１２０ｃｍ以上（階段に併設する場合は９０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下（高さ１６ｃｍ以下の場合は１／８以下）であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

 

                             
1
告示で定める以下の場合を除く（告示第1497号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・自動車車庫に設ける場合 

 
2
告示で定める以下の場合を除く（告示第1497号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・自動車車庫に設ける場合 

・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
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＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

出入口 

（第２条） 

①出入口 （便所・浴室等の出入口、基準適合出入口に併設された出入口を除く） －

(1)幅は９０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②一以上の建物出入口 －

(1)幅は１２０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は自動に開閉し、前後に水平部分を設けているか  

＜一般＞ 

廊下等 

（第３条） 

①幅は１８０ｃｍ以上（区間５０ｍ以内ごとに車いすのすれ違いに支障がない場所がある場合、１４０ｃｍ以

上）であるか 

 

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③点状ブロック等の敷設 （階段または傾斜路の上端に近接する部分）
3   

④戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

⑤側面に外開きの戸がある場合はアルコーブとしているか  

⑥突出物を設ける場合は視覚障害者の通行の安全上支障とならないよう措置されてい

るか 

 

⑦休憩設備を適切に設けているか  

⑧上記①、④は車いす使用者の利用上支障がない部分4については適用除外  

＜一般＞ 

傾斜路 

（第６条） 

①幅は１５０ｃｍ以上（階段に併設する場合は１２０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

④両側に手すりを設けているか （高さ１６ｃｍ以下の傾斜部分は免除）  

⑤表面は滑りにくい仕上げであるか  

⑥前後の廊下等と識別しやすいものか  

⑦点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分）
5  

⑧上記①から③は車いす使用者の利用上支障がない部分4については適用除外  

 

 ２．４．１ 屋内の通路の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

屋内の通路の設計にあたっては、以下の通りとすることが望ましい。 

①通路は、分かりやすく、通行しやすい動線計画、形状等とする。 

②床の表面は、滑りにくい材料・仕上げとする。 

③通路には段を設けない。通路に段がある場合は、傾斜路または、昇降機を設ける。 

                             
3
告示で定める以下の場合を除く（告示第1489号）  

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・自動車車庫に設ける場合 

 
4車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる廊下等の部分（告示第1488号） 
5
告示で定める以下の場合を除く（告示第1489号） 

   ・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・自動車車庫に設ける場合 

   ・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
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④消火器、案内看板等を設ける場合は、通行の妨げにならないように設置し、また、柱型等の突

出物をできるだけなくし、円滑な移動を確保する。 

⑤車いす使用者及び杖使用者の利用を配慮した幅員を確保する。通路の幅員が車いす使用者の転

回に十分でない場合、車いす使用者が転回できるスペースを確保する。 

⑥必要に応じて手すり、視覚障害者誘導用ブロック等を設置する。 

⑦バルコニー等外部への出入口は、段を設けず、出入口前後に車いす使用者が方向転換すること

が可能なスペースを設け、出入りがスムーズに行えるよう配慮する。 

⑧通路内に休憩できるスペースを設ける場合は、腰掛け等を設置し、車いす使用者のスペースに

も配慮する。但し、通行の邪魔にならないように計画することが重要である。 

⑨必要に応じて通路の壁下部には車いすフットレストあたりを設ける。 

 

（１）配 置 
・主要な動線の通路は、わかりや

すい経路、ゆとりある幅員､突出

物のない壁等､誰にでも歩きや

すい設計が望ましい。 

 

 

 

（２）寸 法 
①  有効幅員 

・原則として120cm以上とし、50ｍ以内ごとに140㎝角以上の転回スペースを設ける。 

・車いす使用者等の利便性を考慮すると180㎝以上が望ましい。なお、幅員140cm以上

とする場合は50ｍ以内ごとに車いす使用者同士のすれ違える幅員180㎝以上のスペ

ースを設けることが望ましい。 

 

②  傾斜路 

・床には段を設けない。段があ

る場合は傾斜路を設けること

が望ましい。 

・傾斜路の構造は２．１．２ 敷

地内の通路に設ける傾斜路の

設計標準 を参照。 

（ただし、屋内の通路に設ける傾斜路の場合、勾配が1/20以下であっても必要な踊り

場、手すりを設ける。） 

 

（３）設備・備品等 
①  手すり 

  手すりを設ける場合は、可能な限り有益に利用されるよう計画する。手すりを設置

する場合は、 ２．１３Ａ．１手すり を参照。 

 

②  側 壁 

・屈曲部においては、視野を少しでも広げ、利用者同士の衝突の危険を防止したり、

車いす使用者の転回を容易にするため、屈曲部にはコーナーミラー等を設けたり、

曲がり角の出隅を落とす（面取り、隅切り）等の配慮を行うことが望ましい。 

・床から壁の立ち上がり境を視認しやすくするため、床仕上げ材料と壁は、明度、色

相、または、彩度の差に留意することが望ましい。 

・視覚障害者の白杖の位置に配慮し、やむを得ず高さ65㎝以上の部分に突出物を設け

る場合は突き出し部分を10㎝以下とすることが望ましい。 

・車いす使用者の利用が多い場合は、車いすフットレストあたりを設けることが望ま

しい。 

留意点：主要な通路の設計 

・回廊形や複雑に向きを変える廊下の場合､廊下を部屋

や壁で閉じた均質な空間にすると、視覚障害者が方向

感覚を失いやすいため注意を要する。単純でわかりや

すい動線がよい。 

・長い廊下や広い空間に接する場所に、休憩の場所を設

けると、一度に長い距離を歩行するのが困難な者にと

っては休憩でき、歩行の負担を軽減できる。 

留意点：避難経路の段 

・段は、高齢者、障害者等には通行の支障となり、特に

緊急時にはより深刻な障害となる。したがって避難経

路には段を設けない。 
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③  照 明 

・通路の照明は、むらがなく、通行に支障のない明るさとすることが望ましい。また、

適宜足元灯、非常用照明装置を設置することが望ましい。 

 

④ ガラス 

・衝突のおそれのある箇所には、

安全なガラスを用いることが

望ましい。（「ガラスを用い

た開口部の安全設計指針（昭

和61年建設省住指発第116号、

117号）」等を参照） 

 

⑤ 防火戸 

・防火戸は一目見てわかる配置･

デザインとすることが望まし

い。 

・防火戸には段を設けない。 

・シャッター式の防火戸は車い

す使用者等の安全性に十分配

慮した製品を利用する。 

 

（４）仕 上 
① 床の材料 

・滑りにくい材料・仕上げとす

る。 

・転倒に対して衝撃の少ない材

料とすることが望ましい。 

・傾斜路の床面はノンスリップ

加工を施すことが望ましい。 

 

（５）表 示  
①  視覚障害者の誘導 

・視覚障害者が建物内の目的地に容易かつ安全に到達できるよう、次のような配慮を

適宜行う。 

イ 室名表示 

 ・２．８．１ 利用居室の出入口の設計標準（４）① を参照。 

ロ 手すりの設置 

・２．１３Ａ．１ 手すり を参照。 

ハ 点字・音声等による案内板の設置 

・２．１３Ｇ．１ 案内表示（２） を参照。 

ニ 音声による案内・誘導 

・２．１３Ｉ．１ 情報伝達設備（１） を参照。 

ホ 視覚障害者誘導用ブロック等の敷設 

・２．１３Ｈ．１ 視覚障害者誘導用設備  を参照。 

・敷設する場合は、主な動線の通路に敷設することが望ましい。 

 

②  点字表示 

・施設用途や視覚障害者の利用に配慮して、手すりの端部、廊下の曲がり角の部分等

には、現在位置及び誘導内容等を点字表示することが望ましい。 

・点字表示については、JIS T0921を参照。 

・その他 ２．１３Ｇ．１ 案内表示 を参照。 

留意点：カーペット 

・カーペットの場合は、毛足の長いものは車いすの操作が

極端に重くなるために避ける。 

留意点：防火戸を設ける際の配慮事項 
・防火戸は車いす使用者が通り抜けできるように、有効

幅員を確保する。防火戸を押し開けながら直角に曲が

らざるを得ないというような設置の仕方は車いす使

用者が通行できないので避ける。 

・引き戸の防火戸で、下枠が無いか立ち上がりの無いも

のは、車いすでの通行に支障がなく有効である。 

・防火戸の取っ手は、高齢者、障害者等が容易に操作で

きる形式のものとする。 

・下枠が床面より立ち上がっているくぐり戸は、車いす

使用者が通過できないため、くぐり戸を用いる場合は

下枠の段をなくし、かつ防煙性能を確保する。 
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 ２．４．２ ソフト面の工夫 
 

（１） 廊下に物品を置かない工夫 
・廊下にベンチ､案内板､植木鉢、自動販売機､消火器等の物品が置かれることもある。有

効幅員を狭くしたり、手すりや壁による連続誘導が妨げられないように､設備・備品の

設置場所をあらかじめ確保することが望ましい。 

・施設の内容により必要な設備・備品の設置に対しては、建築設計時､収容できるスペー

スを確保したり､壁上部･天井への設置等により、あらかじめ調整しておくことが望ま

しい｡例えば、設備・備品が置かれることが想定される壁際には、視覚障害者誘導用ブ

ロック等は敷設しないこと等があげられる。 

 

 

 ２．４．３ 改善･改修のポイント 
 

    ２．４．１ 屋内の通路の設計標準 に基づき、改善・改修することが望ましいが、特に

以下の点に留意する 

 

（１）有効幅員 
・少しでも有効幅員を広げるために、廊下に突出している設備・備品を整理する等、ハ

ード面のみならず使用状況等も含めて､改善することが望ましい。 

 

（２）段差 
・廊下に段のある場合は傾斜路に改善することが望ましい｡ 

・床の凹凸は､平滑な仕上に改修することが望ましい。 

 

（３）手すり 
・出入口付近の手すりには､室名、現在位置等を､点字表示することが望ましい。 

 

（４）誘導案内 
・主要な居室･便所･エレベーター･階段等には視覚障害者誘導用ブロック､音声案内装置

により、案内・誘導することが望ましい。 

 

 

 ２．４．４ 施設による配慮の工夫 
 

（１）専ら高齢者、障害者等が利用する施設における手すり 
・医療施設、福祉施設等においては、利用状況を勘案して屋内の通路の手すりを設置す

ることが望ましい。 

 

（２）視覚障害者誘導用ブロック等の敷設 
・専ら高齢者が利用する特別養護老人ホーム等の入所型高齢者施設における視覚障害者

の誘導措置については、関係者で協議し適切と判断された場合には、視覚障害者誘導

用ブロック等を整備する代わりに手すり・音声案内装置等を設置することも考えられ

る。 
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 ２．４．５ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療施設における手すりの

連続設置 

 

・歩行の障害とならないように、

壁に埋め込まれた消火器置場 

・通路に設けられた休憩スペース 
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２．５ 階段 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・階段は、転落、転倒等の事故が多い場所であることに留意し、適切な奥行きのある踏み面を確

保した上、すべり止めや手すりを設置して安全対策に留意する。また、視覚障害者への配慮と

して、階段上端の踊り場部分には、転落防止及び段の存在を認識できる視覚障害者誘導用ブロ

ック（点状ブロック）等の措置を講じる。 

・階段は、高齢者、障害者等に配慮し、上りやすい形状かつ勾配であること、松葉杖の使用や介

助者等も一緒に利用可能な有効幅員を確保していることが重要である。 

・屋内階段のみならず、屋外の段についても日常利用されるものについては同様に高齢者、障害

者等の利用に配慮する必要がある。 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目 

＜一般＞ 

階段 

（第12条） 

①手すりを設けているか（踊場を除く）  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③段は識別しやすいものか  

④段はつまずきにくいものか  

⑤点状ブロック等の敷設 （段部分の上端に近接する踊場の部分）
1   

⑥原則として主な階段を回り階段としていないか  

 

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目 

＜一般＞ 

階段 

（第４条） 

①幅は１４０ｃｍ以上であるか （手すりの幅は１０ｃｍ以内まで不算入）  

②けあげは１６ｃｍ以下であるか  

③踏面は３０ｃｍ以上であるか  

④両側に手すりを設けているか （踊場を除く）  

⑤表面は滑りにくい仕上げであるか  

⑥段は識別しやすいものか  

⑦段はつまずきにくいものか  

⑧点状ブロック等の敷設 （段部分の上端に近接する踊場の部分） 2  

⑨主な階段を回り階段としていないか  

                             
1告示で定める以下の場合を除く（告示第1497号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・段部分と連続して手すりを設ける場合 

 
2
告示で定める以下の場合を除く（告示第1489号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・段部分と連続して手すりを設ける場合 
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 ２．５．１ 階段の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

階段の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①屋内階段の形状は、直階段または折り返し階段とする。回り階段は、視覚障害者等が方向を失

ったり、踏み面の寸法が内側と外側で異なるために段を踏み外したり、昇降動作と回転動作が

同時に発生するため危険が生じやすいので避ける。 

②直階段、折り返し階段には、転倒時の危険防止等を考慮し、踊場を設ける。 

③歩行困難者、高齢者、視覚障害者等の昇降時利用に配慮し手すりを設ける。 

④踏み面や踊り場の表面は、滑りにくい材料・仕上げとする。 

⑤段鼻は、高齢者、視覚障害者等が識別しやすいものとし、つまずきの原因となる形状としない。 

⑥階段上端部には、段の存在を認知できるよう点状ブロック等を敷設する。（連続して手すりが

設けられている踊場にも、点状ブロック等を設けることが望ましい。） 

 

（１）形状・配置 
① 階段の形状 

・階段は回り階段とはせず、直

階段または折り返し階段とす

ることが望ましい。 

 

② 一時待避スペース 

・２．１２ 避難設備・施設 

を参照。 

 

（２）寸 法 
①  有効幅員 

・140cm以上が望ましい（杖使用者が昇降し易い値）。 

 

②  蹴上げ・踏み面・蹴込み 

・各寸法は、以下のような緩勾配にすることが望ましく、同一の階段においては同一

寸法を原則とする。 

イ  蹴上げ  16cm以下 

ロ  踏み面  30cm以上 

ハ  蹴込み  ２cm以下 

 

 

（３）設備・備品等 
①  段鼻・踏み面・蹴込み板 

・段鼻は、突き出さないように

し、すべり止めを設けること。 

・引っかかり防止を配慮し、蹴

込み板のない階段形状等の設

計は避けること。 

・段鼻、踏み面、蹴上げは、高

齢者や視覚障害者等が認知し

やすいように、明度、色相、

彩度（輝度比の確保）、仕上

げ等の差に配慮する。 

 

留意点：階段の形状 

・直階段は、万一転落した場合、一気に下まで落ちてし

まう危険性があるので、折り返し階段とすることが望

ましい。直階段とする場合には、踊場を大きめに確保

する等の配慮が望まれる。 

・主要経路の階段は回り階段としない。 

留意点：蹴上げ、踏み面の寸法 

・蹴上げ、踏み面は次の計算式を満たす寸法とすること

が望ましい。 

550㎜≦Ｔ＋２Ｒ≦650mm 

（Ｔ：踏み面、Ｒ：蹴上げ） 

留意点：段鼻・蹴込み板 

・段鼻が突き出しているとつま先が引っかかりやすいの

で突き出さないものとする。また、すべり止めを設け

る際も、踏み面及び蹴込み板の面とそろえ、つまずき

にくいように配慮する必要がある。 

・降りる時には踏み面ばかりが見えるため、段鼻を認知

しやすくする必要がある。このためには、すべり止め

部分の認知のしやすさが重要である。 

・つま先が引っかかったり、杖や足が落ち込む可能性も

あるため、蹴込み板を設ける。 
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②  手すり 

・手すりは両側に連続して設けることが望ましい。踊場にも連続させ、途中で途切れ

ないようにすることが望ましい。 

・幅員が３mを超える場合には、中央にも設置する。（階段の高さが１m以下の場合は

この限りではない。） 

・階段の上端では45cm以上水平に延長し、下端では斜め部分を含めて段鼻から45cm以

上手すりを延長することが望ましい。 

・階段の有効幅員140cmは、杖使用者が円滑に昇降できる寸法であるため、その支障と

ならない手すりの幅10cmまでは、ないものとみなし算定することができる。 

・その他２．１３Ａ．１ 手すり を参照。 

 

③  立ち上り 

・側面を手すり子形式とする場合は、杖が転落しないように、階段の側桁または地覆

を５㎝以上立ち上げることが望ましい。 

 

④  照 明 

・階段の照明は、むらがなく、通行に支障のない明るさとすることが望ましい。また、

適宜足元灯、非常用照明装置を設けることが望ましい。 

・外壁に面する階段においては、自然光が入る小窓等を設けることが望ましい。 

 

⑤ 避難階段 

・避難階段の出入口は、高齢者

や障害者にも開閉しやすいも

のとし、下枠に段差は設けな

い。 

・避難階段等には車いす使用者の一時待避スペースを確保することが望ましい。２．

１２避難設備・施設を参照。 

     

⑥ その他 

・折り返し階段の屈曲部には、聴

覚障害者等が安全に通行でき

るよう、衝突を回避するための

鏡を設けることが望ましい。 

 

 

（４）仕 上 
① 踏み面 

・滑りにくい材料・仕上げとする。特に杖が横に滑らないよう配慮する必要がある。 

 

② すべり止め 

・杖が滑らないよう金属製のものは避ける等の設計とする。 

 

留意点：窓 

・階段室に窓を設ける場合は、太陽光線が直接目に入る

ことのないように、配慮することが望ましい。 

留意点：その他の設備等 

・聴覚障害者に配慮し、階段の折り返し部分等に鏡を設

置することが望ましいが、同時に視覚障害者がそれに

衝突することのないよう鏡の大きさ、位置等に十分配

慮する。 
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留意点：浮き彫り文字や音声による案内・誘導の併用 

・点字を読めない視覚障害者も多いため、点字表示とと

もに、浮き彫り文字や音声による案内・誘導を併用す

ることが望ましい。 

留意点：階段下の空間 

・階段下の空間をそのまま開放する場合、視覚障害者等

が気付かずに近付き、頭が衝突する危険がある。した

がって、衝突する前に白杖が当たって気付くように、

柵やベンチ、植栽、点状ブロック等を適切に配置する

必要がある。 

（５）表 示 
① 「点状ブロック等」の敷設 

・階段の上端部には、視覚障害

者に段の存在を予告するため、

階段手前30cm程度の位置に

「点状ブロック等」を敷設す

る。 

・視覚障害者誘導用ブロック等

は、２．１３Ｈ．１ 視覚障害

者誘導用設備を参照。 

 

② 点字表示 

・視覚障害者の利用に配慮して、

手すりの水平部分に現在位置

及び上下階の案内情報等を点

字表示する。 

・点字は、はがれにくいものと

することが望ましい。 

・点字表示については、JIS T

0921を参照。 

 

③ 階段下 

・階段下側の天井やささら桁が

低くなる部分では、歩行者が

ぶつかる危険があり､安全対

策をすることが望ましい。 

 

 

 

 

 ２．５．２ 改善･改修のポイント 
 

階段の幅員･踏み面･蹴上げの寸法について、２．５．１ 階段の設計標準（２） に基づ

いた改善・改修が難しい場合においても、特に以下の点に留意し安全対策を実施する。 

 

（１）段鼻の仕上 
・段鼻部分を踏み外さないように、段鼻と踏み面や蹴上げを認知しやすい色、明度、色

相、彩度（輝度比の確保）を確保し、すべり止めを設置することが望ましい。 

 

（２）手すりの設置 
・階段は上り･下り共に､踏み外しの危険を伴い､また体力も必要である。高齢者、視覚障

害者等にとって、手すりは安全を支える重要な設備である。手すりが設置されていな

い主要階段には、改修によって手すりを設けることが望ましい。 

・２．１３Ａ．１ 手すり を参照。 

留意点：点状ブロック等の敷設 
・階段上端部における点状ブロック等の敷設位置は、段

鼻の直前では、踏み外す危険があるため、30cm程度の

余幅を取っておくことが必要である。 

・点状ブロック等は階段の上端に敷設するものとする

が、階段の上端・下端を予告する意味で、階段の下端

にも敷設することが考えられる。また、出口等から階

段まで連続誘導がなされている場合には、上端・下端

共に敷設することが望ましい。 



- 2-60 - 

 



- 2-61 - 

 

 ２．５．３ 設計例 
 

 

・段鼻の色、明度の差に配慮して、段鼻

を認知しやすくした階段 

・階段手すりに設けられた点字表示 
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２．６ エレベーター･エスカレーター 
 

 

◆設計の考え方◆ 
・エレベーターは、高齢者、障害者等が安全かつ円滑に垂直移動を行うための有効な手段である。

エレベーターを設ける場合は、誰もが利用しやすいように、建築物の中でなるべく分かりやすい

位置に設け、案内表示を適切に設置することが求められる。 

・使用時の利便性等を考慮すると、エスカレーターのみによる対応は好ましくなく、原則として

障害者等のためにはエレベーターで対応することが求められる。 

・エスカレーターの構造・設備は、高齢者、障害者等の利用に配慮したものとする。 

・エレベーターの設置位置がわかるよう建物全体の案内図に示す。その際、視覚障害者等視覚情

報が伝わりにくい人にも情報が伝えられる表示方法とする。 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

標識 

（第19条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい位

置に設けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

＜移動円滑化 

経路＞（第18条

第2項第一号） 

①階段・段が設けられていないか （傾斜路またはエレベーターその他の昇降機を併設する場合は免

除） 

 

エレベーター 

及びその 

乗降ロビー 

（第五号） 

①かごは必要階（利用居室または車いす使用者用便房・駐車施設のある階、地上階）に停止するか  

②かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

③かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

④乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

⑤かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか  

⑥かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

⑦乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

⑧不特定多数の者が利用する2,000㎡以上の建築物に設けるものの場合 －

(1)上記①から⑦を満たしているか  

(2)かごの幅は、１４０cm以上であるか  

(3)かごは車いすが転回できる形状か  

⑨不特定多数の者または主に視覚障害者が利用するものの場合1  －

(1)上記①から⑧を満たしているか  

(2)かご内に到着階・戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか  

(3)かご内及び乗降ロビーに点字その他の方法（文字等の浮き彫りまたは音による案内）により

視覚障害者が利用しやすい制御装置を設けているか 

 

(4)かご内または乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けて

いるか 

 

特殊な構造 

または 

使用形態の 

エレベーター 

その他の 

昇降機 

（第六号） 

①エレベーターの場合 －

(1)段差解消機（平成12年建設省告示第1413号第1第九号のもの）であるか  

(2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか  

(3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか  

(4)かごの床面積は十分であるか （車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）  

②エスカレーターの場合 －

(1)車いす使用者用エスカレーター（平成12年建設省告示第1417号第1ただし書のもの）であるか  

                             
1
告示で定める以下の場合を除く（告示第1494号） 

・自動車車庫に設ける場合 
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＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

傾斜路または 

エレベーター等の

設置（第５条） 

①階段以外に傾斜路・エレベーターその他の昇降機（２以上の階にわたるときは第７条のエレベーター

に限る）を設けているか 

 

②上記①は車いす使用者の利用上支障がない場合2は適用除外   

エレベーター 

（第７条） 

①必要階（多数の者が利用する居室または車いす使用者用便房・駐車施設・客室・浴室等のある階、地上階）に

停止するエレベーターが１以上あるか  

 

②多数の者が利用するすべてのエレベーター・乗降ロビー －

(1)かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

(3)乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

(4)かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

(5)乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

③多数の者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー －

(1)②のすべてを満たしているか   

(2)かごの幅は１４０ｃｍ以上であるか  

(3)かごは車いすが転回できる形状か  

(4)かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか   

④不特定多数の者が利用するすべてのエレベーター・乗降ロビー －

(1)かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

(3)乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

(4)かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

(5)乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

(6)かごの幅は１４０ｃｍ以上であるか   

(7)かごは車いすが転回できる形状か  

⑤不特定多数の者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー －

(1)④(2)、(4)、(5)、(7)を満たしているか  

(2)かごの幅は１６０ｃｍ以上であるか  

(3)かご及び昇降路の出入口の幅は９０ｃｍ以上であるか  

(4)乗降ロビーは水平で、１８０ｃｍ角以上であるか  

(5)かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか  

⑥不特定多数の者または主として視覚障害者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー3 －

(1)③のすべてまたは⑤のすべてを満たしているか  

(2)かご内に到着階・戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか  

(3)かご内及び乗降ロビーに点字その他の方法（文字等の浮き彫りまたは音による案内）により視覚

障害者が利用しやすい制御装置を設けているか 

 

(4)かご内または乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けているか  

特殊な構造 

または 

使用形態の 

エレベーター 

その他の 

昇降機 

（第８条） 

①エレベーターの場合 －

(1)段差解消機（平成12年建設省告示第1413号第1第九号のもの）であるか  

(2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか  

(3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか  

(4)かごの床面積は十分であるか （車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）  

②エスカレーターの場合 －

車いす使用者用エスカレーター（平成12年建設省告示第1417号第1ただし書のもの）であるか  

                             
2
車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場等のみに通ずる階段である場合（告示第1488号） 

3
告示で定める以下の場合を除く（告示第1486号）  

・自動車車庫に設ける場合 
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施設等 チェック項目  

標識 

（第14条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい位置に

設けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

 

 

 ２．６．１ エレベーターの設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

エレベーターの設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①階数が２以上の建築物であって、多数の者が利用する建築物においては、高齢者、障害者等に

対応したエレベーターを設置する。 

②エレベーターは、主要な経路に隣接して設置し、エレベーター入口まで分かりやすく誘導し、

案内表示を設置する。 

③エレベーター乗降ロビーでは、前面に車いす使用者が回転できるスペースを確保し、直進でエ

レベーターに進入またはエレベーターから退出できるものとすることが望ましい。 

④エレベーター付近に階段若しくは段を設ける場合には、車いす使用者等の転落防止等に十分注

意した配置とする。 

⑤間口、かごの形状・大きさ、操作盤の位置等は、高齢者、障害者等の利用を配慮したものとす

る。特に、病院、福祉施設、共同住宅等では利用の特性に配慮したかご形状とすることが望ま

しい。 

⑥エレベーター乗降ロビーの乗り場ボタンやかご内の主操作盤等は、視覚障害者や上肢障害者の

利用に配慮したものとする。 

⑦緊急時の応答、過負荷ブザー等の音声情報については、視覚情報化する等、聴覚障害者に対す

る適切な配慮を行う。 

⑧大規模施設、集会施設、劇場等一度に多くの車いす使用者が集中することが想定される施設で

は稼働力が低下する時間帯があるため、エレベーターのかごの大きさ、設置数、配置等を十分

に検討する。 

 

（１）寸 法 
① 出入口の有効幅員 

・80cm以上とする。 

・車いす使用者の利便性を考慮

すると､90cm以上が望ましい。 

 

 

② 乗降ロビーの広さ 

・150cm角以上とする。 

・車いす使用者の利便性を考慮すると､水平な床を180cm角以上確保することが望ましい。 

 

表 かご・乗降ロビー内法寸法（移動等円滑化誘導基準） 

 １以上のエレベーター その他のエレベーター 

 多数の者が利用す

る建築物 

不特定多数の者が

利用する建築物 

多数の者が利用す

る建築物 

不特定多数の者が

利用する建築物 

かごの幅 １４０ｃｍ 1６０ｃｍ － １４０ｃｍ 

出入口幅 ８０ｃｍ ９０ｃｍ ８０ｃｍ ８０ｃｍ 

かご奥行き １３５ｃｍ １３５ｃｍ １３５ｃｍ １３５ｃｍ 

乗降ロビー 

幅・奥行き 
１５０ｃｍ １８０ｃｍ １５０ｃｍ １５０ｃｍ 

留意点：竪穴区画、遮煙･遮炎区画 

・エレベーターシャフトの区画のために､防火戸の枠や

柱をエレベーター付近に独立して設けると､視覚障害

者の歩行の障害になるだけでなく、衝突の危険があ

るため､できる限り設けない区画設計が望ましい。 
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留意点：乗降ロビーの点字表示 

・点字は、掌が字に対して水平になるようにして読む

ため、車いす使用者対応の乗り場ボタンのように低

い位置にあると読み難い。 

・しかし視覚障害者が車いす使用者対応乗り場ボタン

を押す場合に備えて、車いす使用者対応の乗り場ボ

タンに点字をつけることは望ましいことである。 

（２）設備・備品等 
① 乗降ロビーの乗り場ボタン・表示等 

・乗降ロビーに、車いす使用者

対応の乗り場ボタン（車いす

使用者が操作しやすく、当該

ボタンを押すことにより、戸

の開放時間が通常より長くな

る機能を有するもの）を設置

する。 

・設置位置は床高100cm程度と

する。 

・視覚障害者の利用に配慮して乗り場ボタンには､点字表示を行うとともに方向が識別

できる形状とすることが望ましい。 

・点字表示を乗り場ボタンに設ける際、立位で使用する乗り場ボタンに設けることを

基本とする。 

・乗り場ボタン等の操作ボタンへの点字表示は、ボタンの左側に設けることが望まし

い。 

・タッチセンサー式のボタンは、視覚障害者には押したか否か認知が難しく、誤って

押す可能性があるため、使用しないことが望ましい。 

・視覚障害者は、エレベーターが到着しても、上りか下りか認知できないため、かご

が到着して戸が開いたときに、音声により昇降の別を案内することが望ましい。 

・聴覚障害者等の利用に配慮して、乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する

装置を設ける。 

・車いす使用者対応の乗り場ボタンの付近など、車いす使用者等の見やすい位置に、

国際シンボルマークを表示することが望ましい。 

 

 

② 鏡 

・車いす使用者の利用に配慮して、かごの中で転回しなくても戸の開閉状況が確認で

きるよう、かご入口正面壁面に､出入口状況確認用の床上40㎝から150㎝程度まであ

る鏡（ステンレス製または安全ガラス等）を設けることが望ましい。なお、出入口

が貫通型（スルー型）、直角２方向型及びトランク付型のかごの場合には凸面鏡等

でもよい。 

・鏡の形状と設置位置は、車いす使用者がバックで出るとき、出入口まわりの人や床

が見やすいものとなるよう考慮することが望ましい。 

 

③ 手すり 

・両側面の壁及び正面壁に設け､握りやすい形状することが望ましい。 

・取り付け高さは、75～85cm程度とすることが望ましい。 

 ・その他 ２．１３Ａ．１ 手すりを参照。 

 

④ 車いす使用者対応の主操作盤、副操作盤 

・かご内で転回しにくい車いす使用者の操作を考慮し､かご中央あたりの左右の壁に車

いす使用者対応の主操作盤、副操作盤を設ける。 

・設置位置は､車いす使用者の手の届く範囲を考慮し､高さは100㎝程度が望ましい｡ま

た、極端にかごの奥や手前に設けないものとする。 

・主・副操作盤については次の機能及び設備を有することが望ましい。 

イ 主・副操作盤の行き先ボタンを操作することにより､戸の開放時間が通常より

長くなる機能。戸が開いている時間は10秒程度が望ましい。 

ロ 主操作盤にはインターホンを設ける。 
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留意点：非常時のための設備 

・かご内のインターホンボタンを押し、管理者または

保守会社が応答した場合、インターホンの応答表示

を点灯するもの等を設けることが望ましい。 

・停電時管制運転、地震時管制運転、火災時管制運転

装置を設けることが望ましい。管制運転が作動した

時には、かご内の乗客に音声と電光表示等で案内を

することが望ましい。 

・非常呼び出しボタンの形状を触覚でわかるようにす

ることが求められる 

⑤ 操作盤における視覚障害者への配慮 

・かご内の立位で使用する操作盤の各ボタンに、点字表示を行う。 

・タッチセンサー式のボタンは、視覚障害者には押したか否か認知が難しく、誤って

押す可能性があるため、使用しないことが望ましい。 

・操作盤の取付位置､配列、ボタンの形状､使い方等を統一することが望ましい。 

・ボタンに階数を浮き彫り表示する等の工夫が望ましい。 

・ボタンはボタン部分と周辺部分とのコントラストを十分に確保することが望ましい。 

 

⑥ 乗降者検知装置 

・かごの出入口には光電式、静

電式または超音波式等で乗客

を検出し、戸閉を制御する装

置を設けることが望ましい。

光電式の場合は光電ビームを

２条以上、床上20cm及び60cm

程度の高さに設けることが望

ましい。 

 

 

 

⑦ 段及びすきま 

・かごの床と乗降ロビーの床の段は小さくし、かつ、すきまは、車いすのキャスター

が落ちないよう､３cm程度以下とすることが望ましい｡ 

 

⑧ 音声による案内 

・視覚障害者の利用に配慮して、

かご内にかごの到着階やドア

の閉鎖等を知らせる音声案内

装置を設ける。 

 

⑨ 表示装置等 

・かご内には、聴覚障害者等の利用に配慮して緊急時等に情報提供を行う表示装置等

を設置することが望ましい。 

・聴覚障害者等に配慮し、緊急時のかご内の状況を外部に表示することができるかご

内モニターを設けることが望ましい。 

・かご内にかごが停止する予定の階及びかごの現在位置を表示する装置を設ける。 

 

⑩ エレベーターの出入口戸 

・聴覚障害者等の利用に配慮し、緊急時等においてかご内外の連絡等が可能となるよ

うに、エレベーターの出入口に、床上50㎝程度まであるガラス窓（防火区画との関

係に注意が必要）を設けることが望ましい。 

 

⑪ 過負荷表示設備 

・過負荷（定員超過）の際の過荷重ブザーによる報知では分かりにくい利用者もいる

ため、過負荷の視覚的表示及び自動放送装置による案内をすることが望ましい。 

・聴覚障害者が、定員超過であることを確認できるように、かご出入口の枠、若しく

はかご正面壁など見やすい位置に過負荷表示灯を設けることが望ましい。 

 

留意点：出入口が２方向ある場合の音声による案内 

・出入口が２方向あるエレベーターのかご内には、扉

の開く方向、階数等をわかりやすく案内する音声案

内装置を設けることが望ましい。 
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（３）表 示 
・「点状ブロック等」を乗り場ボタンの位置に敷設することが望ましい。 

・その他 ２．１３Ｈ．１ 視覚障害者誘導用設備(２)視覚障害者障害者誘導用ブロッ

クの敷設③ 建築物の用途による敷設方法 を参照。 

    ・点字表示については、JIS T0921を参照。 

 

（４）庇 
    ・出入口が外部に面するエレベーターには庇を設け、雨天時の乗降に配慮することが望

ましい。 

 

（５）乗降ロビーの位置 
・エレベーター付近に階段若しくは段を設ける場合には、車いす使用者等の転落防止柵

を講じるなど、その配置に十分注意する。 

 

（６）その他のエレベーターに関する標準 
・車いす兼用エレベーターに関する標準（JEAS-C506A） 

・視覚障害者兼用エレベーターに関する標準（JEAS-515D） 

（共に、（社）日本エレベータ協会制定）によることが望ましい。 

 

 

 ２．６．２ ソフト面の工夫 
 

（１）人的な対応 
・一時に多数の利用が集中する施設（劇場や屋内競技場等）では、高齢者、障害者等の

エレベーター利用に際して、誘導を行うなどの人的な対応をすることが望ましい。 

 

 

 ２．６．３ 改善･改修のポイント 
 

・２．６．１ エレベーターの設計標準 に基づき改善・改修することが望ましい。（構

造上の理由により通常のエレベーターを設けることが困難な場合には、車いす使用者

が利用可能な段差解消機の設置等により対応） 

・音声による案内を設けることが望ましい。 

・大規模施設、集会施設、劇場等一度に多くの車いす使用者が集中することが想定され

る施設では稼働力が低下する時間帯があるため、エレベーターのかごの大きさ、設置

数、配置等を十分に検討する。 
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 ２．６．４ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・エレベーター出入口戸のガラス窓、ＴＶモニターの整備 

・かご内の電光表示（緊急時に文

字情報が提供できる。） 

 

・わかりやすい車いす使用者対応の副操作盤 
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 ２．６．５ エスカレーターの設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 

 

エスカレーターの設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①エレベーターによる通常の対応が困難な場合は、車いす使用者対応エスカレーターを設置する。 

②エスカレーターは、主要な経路に隣接して設置する。 

③エスカレーターの乗降口には、高齢者、障害者等の安全性を高めるため、乗降口誘導用固定手

すりを設ける。 

④乗降口の近くの壁面または柱面等に非常停止ボタンを設ける。 

⑤エスカレーターの乗降口部には、視覚障害者誘導用ブロック等のうち点状ブロック等を敷設す

るか、音声案内装置を設置して注意を喚起するものとする。 

⑥エスカレーターを設置した場合は、案内表示を設置する。 

 

（１）寸 法 
① 踏段の幅は以下のものが望ましい。 

イ S600形  踏段幅60㎝程度 

・１つの踏段に１人が乗る踏段幅のエスカレーター 

ロ S1000形 踏段幅100㎝程度 

・１つの踏段に２人が乗ることのできる踏段幅のエスカレーター 

 

（２）設備・備品等 
① 移動手すり 

・移動手すりの折り返し端は、乗り口では踏段手前くし部分から70cm程度、降り口で

は踏段後方くし部分から70cm程度の延長を設けることが望ましい。 

 

② 乗降口誘導固定手すり 

・長さ100cm以上とすることが

望ましい。 

 

 

 

 

 

 

③ 踏段 

・踏段の水平部分は３枚程度とすることが望ましい。 

・定常段差に達するまでの踏段は５枚程度が望ましい。 

・乗降口の足元は適宜照明を行い、乗り口、降り口をわかりやくすることが望ましい。 

・踏段の表面は滑りにくい仕上げとすることが望ましい。 

・踏段の端部に縁取りを行う等により、踏段相互の認知をしやすくすることが望まし

い。 

 

④ くし板 

・歩行上支障のない形状、厚さとし、踏段との違いが認知しやすいように色表示を行

うことが望ましい。 

・くし板の表面は滑りにくい仕上げとすることが望ましい。 

 

留意点：固定手すりの取り付け位置 

・固定手すりを設ける場合エスカレーターの移動手すり

との間が狭いと、人や物が巻き込まれる危険性がある

ため、固定手すりの取り付け位置は十分吟味する必要

がある。固定手すりを移動手すりの外側に一部重なる

ように設けることにより、この危険性を少なくするこ

とができる。 
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（３）車いす使用者対応エスカレーター 
・車いす使用者の円滑な上下移動に配慮して、エレベーターの設置を原則とするが、や

むを得ず車いす使用者対応エスカレーターを設ける場合は、係員の呼び出しインター

ホンを設置し､車いすで利用できることを表示する案内表示を設けることが望ましい。 

 

（４）表 示 
・「点状ブロック等」を、エスカ

レーター乗り口、降り口部のラ

ンディングプレートから30cm程

度離し、固定手すりの内側に敷

設することが望ましい。 

・その他 ２．１３Ｈ．１ 視覚

障害者誘導用設備 を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）音声による案内 

・複合的商業施設、百貨店等大規模建築物等ではエスカレーターの乗降口付近に乗降を

誘導する音声案内装置を設けることが望ましい。 

 

（６）事故防止 
・エスカレーター利用時のはさま

れ事故、転倒事故を防止するた

めに利用者への注意を喚起する

ことが望ましい。 

 

 

 

留意点：エスカレーターへの誘導 

・慣れない場所で視覚障害者がエスカレーターを利用

する場合、上り下りの区別がわかりにくい、乗降の

タイミングがはかりにくい等の問題がある。 

 このため、視覚障害者をエスカレーターへ誘導する

場合は、点状ブロック等や誘導固定手すりあるいは

音声による案内、人的な対応等を組み合わせて安全

に利用できるように配慮する必要がある。 

留意点：エスカレーター事故防止 

・近年エスカレーターでの児童、高齢者等の事故が多

発している。踏段端部や蹴込み部分両端部は黄色系

でわかりやすく表示する。 

・エスカレーターの速度についても用途に応じてスピ

ードを落とすなど安全な運行管理に十分留意する。 

・事故を誘発するエスカレーター内での歩行には十分

な注意喚起を促すことが望まれる。そのための案内

や掲示が必要である。 

留意点：エスカレーターの進行方向の表示 

・時間帯等により進行方向が変わるエスカレーターで

は、当該時間帯等におけるエスカレーターの進行方向

を床面や手すり付近に表示、または音声案内すること

が望ましい。 
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 ２．６．６ 設計例 
 

 

・階に満たない段差解消のために設けた車いす

使用者対応エスカレーター（踏段の水平部

分４枚（一般には３枚程度の場合が多

い）、係員呼出ボタン、車いすで利用でき

る表示等が整備されている。） 

・車いす使用者対応エスカレーターの 

作動状態（着色部分が車いす乗用踏段）

・エスカレーターの進行方向を表示した電光

表示（進入禁止の表示があるエスカレータ

ーに進入すると、ブザーが鳴る。） 
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２．７ 便所・洗面所 
 

◆設計の考え方◆ 
・便所のバリアフリー化に際しては、面積や構造による制約、施設用途及び利用者意識などに配

慮し、その設置方法等に工夫が必要である。 

・便所に関し、バリアフリー法制定までは、車いす使用者が利用できる便房のみが義務付け対象

であり、整備が遅れていた車いす使用者用の便房の設置をまず確保し、さらにオストメイトや

乳幼児連れ利用者等への対応を併せて推進する観点で、広さのある車いす使用者用の便房内に

多様な機能を含む多機能便房が数多く設置されてきたところである。 

・バリアフリー法の制定後は、オストメイト用設備を有する便房の設置についても義務付け対象

に追加され、利用者のニーズに応じたスペースや設備等を効率的・効果的に確保するとともに、

近年多機能便房へ利用者が集中している等の傾向も踏まえ、多機能便房における機能分散を促

し、車いす使用者の利用上の不便さの軽減にも配慮し、以下のような基本的な考え方で計画す

ることが望ましい。 

 

1)個別機能を備えた便房の設置 

多様な利用者のニーズに的確に対応するとともに、多機能便房における利用の集中を軽減す

るために、車いす使用者用便房及びオストメイト用設備を有する便房のほか、乳幼児連れ利用

者に配慮した設備を有する便房等の個別機能を備えた便房も設置する。 

また施設用途等により、多数の車いす使用者やオストメイトが利用することが考えられる場

合には、これに加え、当該利用者用の簡易型機能を有する便房を設けることも考慮する。 

2)多機能便房と簡易型機能を備えた便房の設置 

施設用途を十分に考慮し、車いす使用者用便房に他の機能を付加した多機能便房を設置する

場合には、利用者の分散を図る観点から、個別機能を備えた便房、車いす使用者用やオストメ

イト用の簡易型機能を備えた便房を併せて設置する。ただし、オストメイト用の簡易型機能を

備えた便房を設置するにあたっては、オストメイト用設備を有する便房（多機能便房を含む）

を設けた上で設置する。 

3)多機能便房の設置 

施設用途を十分に考慮し、多機能便房のみで十分に機能する場合は、多機能便房を設置する。

なお、この場合も利用の集中を軽減する観点から、できる限り複数設置することが望ましい。 

 

・なお、こうした考え方を踏まえ、簡易型機能を備えた便房のみでトイレのバリアフリー対応を

行うことは、面積や構造による制約がある既存建築物の改善・改修の場合を除き望ましくない。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目 

＜一般＞ 

便所 

（第14条） 

 ①車いす使用者用便房を設けているか （１以上）  

(1) 腰掛便座、手すり等が適切に配置されているか  

(2) 車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

②水洗器具を設けているか （オストメイト対応、1以上）  

③床置式の小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５cm以下のものに限る。）その

他これらに類する小便器を設けているか （１以上） 

 

＜同上＞ 

標識 

（第19条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい

位置に設けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  
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＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目 

＜一般＞ 

便所 

（第９条） 

①車いす使用者用便房を設けているか（各階原則２％以上）  

(1)腰掛便座、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)車いす用便房及び出入り口は、幅８０ｃｍ以上であるか  

(4)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②水洗器具（オストメイト対応）を設けた便房を設けているか（各階1以上）  

③車いす使用者用便房がない便所には腰掛便座、手すりが設けられた便房があるか

（当該便所の近くに車いす使用者用便房のある便所を設ける場合を除く） 

 

④床置式の小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５ｃｍ以下のものに限る）その他これら

に類する小便器を設けているか（各階１以上） 
 

標識 

（第14条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい

位置に設けているか 

 

 ②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

 

 

 ２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準 
 

◆共通する設計のポイント◆ 
 個別機能を備えた便房の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①個別機能を備えた便房は、利用者が位置を把握しやすいよう、他の便所と一体的若しくはその

出入口の近くに設けることが望ましい。 

②便所・便房の出入口及び通路には、段その他の障害物を設けない。 

③便房の戸 

・２．７．４ その他の便所・洗面所の設計標準（３）を参照。 

・戸の取っ手は操作のしやすいものとする。 

・手動式引き戸の場合、取っ手は握り易さを考慮したものとすることが望ましい。 

④施錠等 

・自動式引き戸の場合、施錠の操作がしやすいものとし、緊急の場合は外部からも解

錠できるものが望ましい。 

・手動式引き戸の場合、指の不

自由な人でも施錠の操作がし

やすいものとし、緊急の場合

は外部からも解錠できるもの

とすることが望ましい。 

・視覚障害者の利用に配慮し、

施錠を示す色等に配慮する。 

⑤設備は操作しやすいものとするとともに、分かりやすさにも配慮する。 

⑥手すり 

・便器の横に手すりを設ける場

合には、水平、垂直に堅固に

取り付ける。 

・水平手すりは、便器の座面か

ら20～25cm程度の高さに取り

付ける等の配慮をする。 

・手すりの設置位置に対し、便器洗浄ボタン、呼び出しボタン、ペーパーホルダー等

が使用しやすいように配慮する。 

留意点：施錠を示す色 

・施錠を示す色は、一般的に赤と緑に色分けされている

が、色弱者に配慮して赤と青とすることが望ましい。

このことは、個別機能を備えた便房のみでなく、その

他の便房においても同様である。 

留意点：手すりの位置 

・手すりの位置が遠すぎて体を預けることができない場

合がある。使いやすい位置関係に配慮して手すりを設

ける。 
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⑦ペーパーホルダー 

・便座に座ったまま利用できる位置に設ける。 

・便器の横壁面にペーパーホルダーを設ける場合は、JIS S0026に基づく配置とする

ことが望ましい。 

⑧便器洗浄ボタン 

・便座に座ったまま操作しやすいものとすることが望ましい。 

・視覚障害者に対しては、押しボタン式若しくは靴べら式の洗浄レバー等、触知しや

すく誤作動しにくいものが望ましい。 

・便器の横壁面に便器洗浄ボタンを設ける場合は、JIS S0026に基づく配置とするこ

とが望ましい。 

⑨呼び出しボタン 

・便座に座った状態から、手の

届く位置に設けることが望ま

しい。床に転倒したときにも

届くよう側壁面の低い位置に

設けることが望ましい。 

・便房内には確認ランプ付呼出

し装置、出入口の廊下等には

非常呼出し表示ランプ、事務

所には警報盤を設けることが

望ましい。 

・便器の横壁面に呼び出しボタ 

ンを設ける場合は、JIS S 

0026に基づく配置とすること

が望ましい。 

⑩便房内の洗面器・手洗器の水栓金具はレバー式、光感知式等、簡単に操作できるものとするこ

とが望ましい。 

⑪便座は、温水洗浄便座（温水でおしり等を洗浄する機能を持つ便座）とすることが望ましい。 

⑫照明は、十分な照度を確保することが望ましい。 

⑬床面は滑りにくい材料・仕上げとする。また転倒したときの危険防止のため適度に弾性のある

ものとすることが望ましい。 

⑭表示 

・利用者を誘導するために、建物内の案内板に個別機能を備えた便房を設けた便所の

位置を表示することが望ましい。 

・個別機能を備えた便房を設けた便所の出入口には、利用に適した構造や機能を有す

る便房が設けられていることや便房の位置、男女の別をわかりやすく表示し、必要

に応じて音声による案内・誘導を行う。 

・便房の戸には、個別機能を備え

た便房の設備内容をわかりや

すく表示する。 

・案内表示については、２．１

３Ｇ．１ 案内表示を参照。 

 

（１）車いす使用者用便房 
① 配置等 

・介助者に配慮し、少なくとも1以上の車いす使用者用便房は、男女が共用できる位置に

設けることが望ましい。 

 

留意点：呼び出しボタンの位置 

・手すりに掴まった時に、呼び出しボタンに触れてしま

うことのないようにする。 

留意点：ボタンの色、表示 

・洗浄ボタン、呼び出しボタン、温水洗浄便座の操作ボ

タンは、色の違いやボタンの配置、壁とボタンとの色

のコントラストに配慮して選定し、弱視者や色弱者の

視認性や高齢者のわかりやすさを高めることが望ま

しい。 

・ボタンの配色・配置に関しては、その他の便房におい

ても同様の措置が求められる。 

・ボタンには点字や浮き彫り文字、触覚記号等による表

示を行うことが望ましい。 

留意点：他の個別機能を備えた便房の位置を示す表示 

・使用中の場合等に他の便房へ行くことができるよう、

他の階や場所にある個別機能を備えた便房の位置を

便房の付近に表示することが望ましい。 



 

- 2-78 - 

② 設置数 

・少なくとも１以上の車いす使用者用便房（男女の別があるときはそれぞれ１以上）

を設ける。 

・当該階に設けられる便房の総数が200以下の場合にあってはその総数の2％以上、 

200を超える場合にあってはその総数の1％に2を加えた数以上の、車いす使用者用

便房を設けることが望ましい。 

 

③ 出入口・通路 

・便所・便房の出入口及び通路は段差をなくし、車いす使用者の通行が可能な幅員を

確保する。 

 

④ 便房の出入口の有効幅員 

・原則として80㎝以上とする。 

・車いす使用者等の利便性を考慮すると90㎝以上が望ましい。 

・出入口前には車いすが転回できる空間(140㎝角)を設ける。 

 

⑤ 便房の広さ 

・車いす使用者が便房内で回転

して設備・備品等を使用でき

る等、可能な限り容易に利用

できるよう、車いすの回転や

介助者の同伴などの多様な動

作が可能なスペースを確保す

る。 

・便房の標準的寸法は200㎝×200㎝程度とすることが望ましい。設備等の形状、配置

によって、必要な広さは変わることに留意する。 

・便器の正面及び側面に移乗のためのスペースを設ける。 

 

⑥ 便房のバリエーション 

・複数の車いす使用者用便房を設ける場合は、便器の位置は正面からのアプローチを

確保し、左右からの移乗に配慮するものとする。 

 

⑦ 便房の戸、施錠等 

・車いす使用者の利用に配慮し、円滑に開閉して通過できるよう、戸は軽い力で操作

できる引き戸が望ましく、可能であれば自動式引き戸とする。 

・手動式引き戸の場合は、自動的に戻らないタイプとし、取っ手は棒状ハンドル式等

の握りやすさに配慮したものとすることが望ましい。 

・戸の開閉や施錠の操作が円滑

に行えるよう、戸の付近には

大型ベッドやゴミ箱等を設け

ないことが望ましい。また操

作性を確保するため、取っ手

等の位置や形状に十分配慮す

ることが望ましい。 

・自動式引き戸については、「多

機能トイレ用自動ドア安全ガ

イドライン」（JADA-0006）

（全国自動ドア協会）による

ことが望ましい。 

留意点：便房の寸法 

・便房には車いすが360°回転できるよう、直径150cm以

上の円が内接できる空間を確保するとともに、便器へ

の移乗のために車いす使用者の接近スペースを確保

する。 

留意点：ドア開閉盤 

・自動式引き戸のドア開閉盤は、手かざしセンサー式が

使いにくい人もいることから、操作しやすい押しボタ

ン式とすることが望ましい。 

留意点：多機能トイレ用自動ドア安全ガイドライン 

・本ガイドラインには、自動ドアの挟まれ防止、衝突防

止その他の対策について、建築設計者、発注者、自動

ドアの製造者、販売者、施工者、点検整備者及び建物

管理者等が留意すべき点が示されている。 

留意点：接近しやすい錠の配慮 

・車いす使用者が接近しやすいよう、錠の位置に配慮す

る。 
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⑧ 便器 

・便器は、腰掛け式床置きまた

は壁掛け等とする。 

・腰掛け式床置き便器の前面は、 

車いすでできるだけ接近でき 

るよう、フットレストの当た 

りにくい、トラップ突き出し 

の少ない形式等とする。 

・座面高さは、蓋のない状態で、40～45㎝程度とする。 

 

⑨ 設備 

・車いすから便座への移乗を容易にするために手すりを設置し、ペーパーホルダー、

呼び出しボタン等が便座から及び車いすに座ったまま手の届く範囲に設置する。 

 

⑩ 手すり 

・便器の両側に、水平、垂直に堅固に取り付ける。 

 

⑪ ペーパーホルダー 

・便座及び車いすに座ったまま利用しやすい位置に設けることが望ましい。 

 

⑫ 便器洗浄ボタン 

・便座に座ったまま操作しやす

いものとすることが望まし

い。 

 

⑬ 呼び出しボタン 

・便座及び車いすに座った状態から、手の届く位置に設けることが望ましい。 

 

⑭ 洗面器 

・洗面器は、壁に堅固に取り付

ける。手すりを設ける場合は

車いす使用者の利用にも配慮

することが望ましい。 

・水栓金具は、レバー式、光感

知式等操作の容易なものとす

ることが望ましい。 

・車いす使用者が利用できるよ

う洗面器下部に車いすで膝が

入るスペースを確保する。 

・吐水口の位置は、車いす使用者が利用し易い位置（手前縁から30～33㎝程度）に設

けることが望ましい。 

 

⑮ 鏡 

・鏡は、洗面器上端部にできる

限り近い位置を鏡の下端とし、

上方へ100cm以上の高さで設

置することが望ましい｡ 

 
⑯ 手荷物置き台、フック 

・手荷物置き台は、車いす使用者の利用に配慮した高さとすることが望ましい。 

・フックは、車いす使用者の利用に配慮した高さとすることが望ましい。 

留意点：洗面器 

・車いす回転スペースに洗面器が張り出さないように、

製品機種の選定に配慮する。 

留意点：鏡 

・傾斜式鏡は主に車いす使用者を想定したものである

が、立位では使いにくい。洗面所の鏡は傾けず、むし

ろ設置高さを下げることでだれにでも利用できるよ

うになる。 

留意点：便器 

・温水洗浄便座の操作ボタンは、前方から移乗する場合

に配慮し、便座横に附置した操作ボックスではなく、

壁付けとすることが望ましい。 

・座位を保てない人の姿勢の安定に配慮し、背もたれを

設けるとよい。 

留意点：手洗い器の位置 

・便座に腰掛けた状態で手を洗いたい場合もあるため、

便座から手の届く位置に手洗い器を設置することも

有効である。 

留意点：便器洗浄ボタンの位置 

・車いすに座ったままの状態でも、操作できるように設

置することが望ましい。 
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（２）オストメイト用設備を有する便房 
① 配置、設置数 

・少なくとも１以上のオストメイト用設備を有する便房（男女の別があるときはそれ

ぞれ1以上）を設ける。 

 

② 汚物流し等 

・オストメイト1の利用に配慮して、パウチや汚れた物、しびん等を洗浄するための

汚物流し（洗浄ボタン・水栓を含む）、ペーパーホルダーを設置する。 

・ストーマ装具を交換する際に腹部を洗浄することがあり、水栓は温水が出る混合水

栓であることが望ましい。 

・手を洗うための石けん（石け

ん入れ）、手を拭くためのペ

ーパータオル（ペーパータオ

ル入れ）又はハンドドライヤ

ーを設置することが望まし

い。 

・オストメイト簡易型設備（便器に水洗をつけたもの等）は、整備が義務づけられたオス

トメイト用設備を有する便房とは別に利用者の分散を図るために整備する場合や、専用

の汚物流しの設置スペースが取れない改善・改修など構造上やむを得ない場合を除き、

設置することは望ましくない。 

 

③ その他の設備 

・ストーマ装具や関連の小物等を置くことができる手荷物置き台（カウンター）を設

置する。 

・ストーマ装具の装着や身だしなみを確認するための鏡を設置する。鏡は全身を映す

ことができるものが望ましい。 

・ストーマ装具の廃棄等に配慮し、汚物入れを設置することが望ましい。 

・小物や手荷物をかけるフックやコート等の衣類をかけるフックを複数設置すること

が望ましい。 

・ストーマ装具の装着のための

衣類の脱着、着替え等に配慮

し、汚物流しの近くに着替え

台を設置することが望ましい。 

・着替え時の姿勢保持のため、手

すりを設けることが望ましい。 

（３）大型ベッド付き便房 
① 設置数 

・建物内に複数の車いす使用者

用便房や多機能便房を設置す

る場合には、そのうち1以上

は大型ベッド付き便房とする

ことが望ましい。 

 

② 便房の広さ等 

・大型ベッド付き便房は、車いす使用者用便房の設計標準を基本とし、これに介助に

よって着替え、おむつ交換、排泄等を行う際に使用される大型ベッドを付加するも

のである。したがって、設計の考え方は、（１）車いす使用者用便房の設計標準に

よるほか、以下の点にも留意する。 

                             
1手術を受けてストーマ（人工肛門、人工膀胱）保持者となった者を言う。ストーマには装具を装着している。ストーマ装具は、ワンピース型（体

に張り付ける面板と、便と尿をためる袋（パウチ）が一体になったもの）とツーピース型（面板とパウチが別になったもの）がある。 

留意点：手荷物置き台、フック 

・手荷物置き台やフックは、手荷物を置いたりコートを

かけるだけでなく、オストメイトの方が脱いだ衣類や

パウチを置いたりかけたり、介助者が荷物を広げたり

するため等に必要である。 

留意点：大型ベッドの設置 

・介助を必要とする高齢者や、肢体不自由児・肢体不自

由者等には、ベッド上での着脱衣やおむつ交換、排泄

（自己導尿等）等が必要となることがあるため、大型

ベッドを設置することが求められている。 

留意点：汚物流し等 

・腹部等を洗浄しやすいよう、水栓はハンドシャワー型

であることが望ましい。 

・利用者の身長によって使いやすい汚物流しの高さは異

なるため、汚物流しの高さが調節できると使いやすい。
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・大型ベッドを設置する際には、介助者の動きを考慮し、十分なスペースをとるよう

にすることが望ましい。 

 

（４）乳幼児連れ利用者に配慮した設備を有する便房 
① 設置数 

・乳幼児連れ利用者に配慮した

設備を有する便所では、ベビ

ーカーと共に入ることの可能

なゆとりある広さを有する便

房又は乳幼児用いす等の乳幼

児を座らせることのできる設

備を設けた便房を、少なくと

も１以上（男女の別があると

きはそれぞれ１以上）設ける

ことが望ましい。 

 

② 乳幼児用ベッド 

・乳幼児連れ利用者に配慮した

設備を有する便所または便房

には、乳幼児用ベッドや乳幼

児のおむつ替えができる設備

を、少なくとも１以上（男女

の別があるときはそれぞれ１

以上）設けることが望ましい。 

 

 

 ２．７．２ 多機能便房の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

 多機能便房の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①多機能便房は、２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準（１）車いす使用者用便房の設計

標準を基本とし、他の機能を付加するものである。したがって、設計の考え方は、２．７．１

 個別機能を備えた便房の設計標準によるほか、以下の点にも留意する。 

②付加する機能とその組み合わせは、スペース、建物の用途、建物全体の便所の機能分散などを

考慮し、バランスよく配置する。 

③設置する設備は、総合的に操作しやすいものとするとともに、分かりやすさにも配慮する。 

④高齢者、障害者等を誘導するために、建物内の案内板に多機能便房を設けた便所の位置を表示

する。 

⑤多機能便房を設けた便所の出入口には、高齢者、障害者等の利用に適した構造を有する便房が

設けられていることを大きく、わかりやすく表示し、必要に応じて音声による案内・誘導を行

う。 

 

（１）配置等 
・高齢者、障害者等が使いやすい位置に配置する。 

・多機能便房は、多機能便房以外の便所と一体的若しくはその出入口の近くに設けるこ

とが望ましい。 

留意点：乳幼児用いす 

・乳幼児用いすは乳幼児が落ちたりしないように、ベル

トをつけるなど、安全に座らせることができるような

配慮が必要である。 

留意点：乳幼児用ベッド 

・乳幼児用ベッドの周辺には、荷物置き場を設けること

が望ましい。 

・乳幼児用ベッドは落下防止措置が講じられたものが望

ましい。 

・乳幼児用ベッドは乳幼児を寝かせた状態でのおむつ交

換に適しており、転落等の可能性のある幼児の立位姿

勢でのおむつ交換、排泄前後の着脱衣には、着替え台

が適している。 

・乳幼児用ベッドを利用する乳幼児に対し、照明の光が

直接目に入らないように、器具の配置に配慮する必要

がある。 

・乳幼児用ベッドを多機能便房内に設ける場合は、車い

す使用者が必要とするスペースを確保しつつ設ける

ことが必要である。 
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（２）設置数 
・２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準 （１）車いす使用者用便房 参照。 

 

（３）寸 法 
・２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準 （１）車いす使用者用便房 参照。 

 

（４）設備・備品等 
・２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準 （１）車いす使用者用便房⑧～⑯、

（２）オストメイト用設備を有する便房、（３）大型ベッド付き便房、（４）乳幼児

連れ利用者に配慮した設備を有する便房参照。 

 

（５）仕 上 
・２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準 ◆共通する設計のポイント◆⑬参照。 

 

（６）表 示 
・２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準 ◆共通する設計のポイント◆⑭参照。 

 

 

 ２．７．３ 簡易型機能を備えた便房の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 簡易型機能を備えた便房は、整備が義務づけられた車いす使用者用便房やオストメイト用設備

を有する便房（多機能便房を含む）とは別に、利用者の分散を図るためにその他の便所に整備す

る場合や、改善・改修など限られた空間に整備する場合に設けるものとし、以下の通りとするこ

とが望ましい。 

①設置する機能及びその組み合わせは、スペース、建物の用途、建物全体の便所の機能分散など

を考慮したものとし、バランスよく配置する。 

②設置する設備は、総合的に操作しやすいものとするとともに、わかりやすさにも配慮したもの

とする。 

③便座は、温水洗浄便座（温水でおしり等を洗浄する機能を持つ便座）とすることが望ましい。 

④便所の出入口及び便房の戸には、設備内容をわかりやすく表示する。 

 

（１）車いす使用者用簡易型便房 
・個別機能を備えた便房、多機能便房以外の便房に車いすで使用可能なゆとりある広さ、

出入口の有効幅員を確保し、腰掛け式便器、着座や立ち上がりのための手すりを設置

することで、自力で便座に移乗が可能な車いす使用者等の利用が可能になる。 

・便房の出入口の有効幅員は、80cm以上とする。 

・便房の戸は引き戸あるいは外開き戸等とすることが望ましい。 

・限られたスペースにおいて車いす使用者が利用可能なよう、出入口の位置や戸、戸の

錠等について工夫をする。 

・車いすは壁の隅には近寄れない

ため、便房の戸の形式、取っ手

の位置や形状に配慮することが

望ましい。 

 

留意点：車いす使用者用簡易型便房の出入口の有効幅員

・出入口の有効幅員80cmは車いす使用者が直進で通過可

能な寸法である。直進以外の出入りとなる場合は､通

過のしやすさに配慮して80㎝以上のゆとりある幅員

の確保が望ましい。 
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（２）オストメイト用簡易型便房 
・個別機能を備えた便房、多機能便房以外の便房にオストメイト簡易型設備を設置する

ことで、オストメイト用設備を有する便房や多機能便房を利用できない場合の利用が

可能になる。 

・各種設備機器については、開発途上のものもあり、今後技術革新や製品開発の進捗に

よって適宜導入を図ることが望ましい。 

 
 

 ２．７．４ その他の便所・洗面所の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 その他の便所・洗面所の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①施設用途を十分に考慮した上で、男女とも各便所に１以上の簡易型機能を備えた便房を設ける

ことが望ましい。 

②便所に至る経路は、高齢者、障害者等の利用に配慮して、有効な幅員を確保するとともに、段

差を設けないようにすることが望ましい。 

③便房の戸に使用中か否かの表示装置の設置を行うことが望ましい。 

④洗面所における１以上の洗面台は、座位でも容易に使用できる高さ、使いやすい水栓の設置、

車いすでひざ下が入るスペースの確保等の措置を講じて、車いす使用者に配慮したものとする。 

⑤便座は、温水洗浄便座（温水でおしり等を洗浄する機能を持つ便座）とすることが望ましい。 

⑥視覚障害者のために、案内板等に便所の位置及び男女の別を点字等により表示することが望ま

しい。 

 

（１）配置等 
・同一建築物内においては便所の

位置、男女の位置が統一されて

いると分かりやすい。 

 

 

 

 

 

（２）寸 法 
① 出入口の有効幅員 

・便所の出入口の有効幅員は、車いす使用者も通過可能なように80cm以上、便所内通

路には、車いすの転回スペースを確保し、便房の出入口の有効幅員を65㎝以上とす

ることが望ましい。 

 

（３）便房の戸 
・聴覚障害者の利用に配慮し、
便房の戸に使用中か否かを表
示する装置を設けることが望
ましい。 

・使用時以外は開いているタイ
プとすることが望ましい。 

留意点：配置 

・視覚障害者にとっては、どこの便所を使う場合にも、

利用方法が同じで非常に分かりやすいため、同一建築

物では、なるべく同じ配置、同じ部品を使用すること

が望ましい。 

・階によって配置をかえる場合には、わかりやすく表

示することが望ましい。 

留意点：戸の形式 

・戸袋のスペースがあまり取れない場合、２枚引き戸と

することも考えられる。 

・内開き戸では、車いす使用者が利用できないが、外開

き戸あるいは引き戸にすると利用できる場合がある。

・外開き戸とする場合は、奥に設ける等利用者が衝突す

る危険がないと判断できる場合に限る。 

・内開き戸は、利用者が便房内で倒れたとき等に、倒れ

た利用者の体が障害となり開けることができず、救出

できないおそれがある。内開き戸とする場合は緊急時

に戸をはずせるタイプとする等の配慮が必要である。



 

- 2-84 - 

（４）設備・備品等 
① 男性用小便器 

・便所の出入口から最も近い小便器は、床置き式ストールまたは、低リップの壁掛け

式とする｡ 

・受け口の高さが35cm以下のも

のとする。 

・１以上の小便器には手すりを

設けることが望ましい。 

 

② 大便器 

・高齢者等の足腰の弱っている人にとって、和風便器の利用は困難を伴うため腰掛け

式便器とすることが望ましい。 

・１以上の腰掛け式便器には、手すりを設けることが望ましい。 

・和風便器についても、同様に手すりを設けることが望ましい。 

 

③ 便器洗浄ボタン等（腰掛け便座の便房） 

・便器洗浄ボタン、ペーパーホルダーは、便座に座ったまま容易に操作できるものと

することが望ましい。 

・視覚障害者が利用しやすいよ

う、同一建築物内においては

洗浄装置等の使用法や形状、

配置を統一するとよい。 

・便器の横壁面に洗浄ボタン等

を設ける場合はJIS S0026に

基づく配置とすることが望ま

しい。 

・視覚障害者に対しては、押し

ボタン式若しくは靴べら式の

洗浄レバー等、触知しやすく

誤作動しにくいものが望まし

い。 

 

④ 非常通報 

・聴覚障害者が便房でも非常通報の情報が分かるようにフラッシュライト等を設ける
ことが望ましい。 

 

⑤ 洗面器 

・洗面器は、壁に堅固に取り付

け､１以上の洗面器には手す

り等を設け、寄りかかれる等

の配慮を行うことが望ましい。 

・水栓金具は、レバー式、光感

知式等操作が容易なものとす

ることが望ましい。 

・１以上の洗面器は、車いす使

用者の利用に配慮し、洗面器

下部に車いすで膝が入るスペ

ースを確保することが望まし

い。 

・吐水口の位置は、車いす使用者が利用しやすい位置に設けることが望ましい。 

留意点：便房内の設備 

・ボタンがたくさん並んでいて、どれがどのボタンか分

かりづらいものもあり、利用状況が想定できる場合

は、必要最小限にとどめる。 

・ボタンには、凹凸やふくらみ、へこみ、色のコントラ

スト等をつけ、また、点字や浮き彫り文字、触覚記号

等による表示を行う等、視覚障害者に分かりやすい配

慮をするとよい。 

・洗浄装置は、センサー式が使いやすい一方で、視覚障

害者は触れることのできる形式の方が使いやすいため、

センサー式の場合は、便器洗浄ボタンを併設する等の

配慮をする。 

留意点：設備・備品等 

・手すりは認知しやすい色とすることが望ましい。 

・小便器の脇には、杖や傘等を立てかけるくぼみあるい

はフックを設けることが望ましい。 

留意点：洗面器 

・車いす使用者に使いやすいものと、立位で使いやす

いものと、高さの異なる複数の洗面器を設けること

が望ましい。 

留意点：フック等 

・洗面器の脇には、杖を立てかけるくぼみあるいはフ

ックを設けることが望ましい。 
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⑥ 洗面所の鏡、備品 

・車いす使用者の利用に配慮して、洗面器上端部にできる限り近い位置を鏡の下端と

し、上方へ100cm以上の高さで設置することが望ましい。 

・手荷物棚を設けることが望ましい。 

 

⑦ 照明 

・十分な照度を確保することが
望ましい。 

 
 
 
 

（５）仕 上 
・床面は滑りにくい材料・仕上げとすることが望ましい。 

・床には段を設けない。 

 
（６）表 示 

・移動円滑化経路となっている便所には、案内表示を設置する。 

・視覚障害者の利用に配慮して、建物全体を案内する点字等による案内板に、便所の

位置及び男女の別を表示、案内する。 

・便所の出入口付近の外部には、便所内部の配置を表示することが望ましい。さらに

視覚障害者の利用に配慮して、点字等による表示や触知案内図の設置を行うことが

望ましい。 

・便所までの経路に視覚障害者誘導用ブロック等を設置する場合には、車いす使用者

用便房・多機能便房以外の便所に誘導することが望ましい。 

・触知案内図の情報内容、形状

及び表示方法等については 

JIS T0922を参照。 

・弱視者等にも配慮し、案内表

示は大きさや設置位置に配慮

したものとする。 

・案内表示については、２．１

３Ｇ．１ 案内表示を参照。 

 

 

 ２．７．５ 改善･改修のポイント 
 

    ２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準、２．７．２ 多機能便房の設計標準、２．
７．４ その他の便所・洗面所の設計標準に基づき改善・改修を行うことが望ましい。その
他に留意すべき点は以下の通りである。 

 

（１）寸法 
・構造上やむをえない場合は､次善の方法として､簡易型機能を備えた便房の寸法・設

備による整備も考えられる。 

 

（２）経路 
・増改築等によって車いす使用者用便房を設置する場合は、車いす使用者用便房から

利用居室までの経路についても高齢者、障害者等が円滑に利用できるよう整備する。 

 

留意点：照明器具の配置 

・照明器具を、便房、小便器、洗面器に対応させて配置

することにより、各設備の位置を分かりやすくする等

の工夫も考えられる。はずせるタイプとする等の配慮

が必要である。 

留意点：音声案内装置の設置 
・多数の視覚障害者が利用する施設にあっては、男性

用・女性用の位置等を、音声により案内することが

望ましい。 

・音声案内装置には、便房内において便器や設備・ボ

タンの位置を案内するものもある。 
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 ２．７．６ 設計例 
 

 

 

 

・オストメイト用汚物流し 

・壁掛け式大型ベッドのある

便房 

・機能をわかりやすく示し、点字表示・色使いにも

配慮された案内表示 

・設備配置の例 

・色による戸の施錠／開錠

表示

・広さにゆとりをもたせ、乳幼

児用いすを設けた便房 

・大きめのレバーによる錠 
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２．８ 利用居室の出入口 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・利用居室1の出入口は、高齢者、障害者等が支障なく利用できると同時に、利用居室の名称等を

分かりやすく表示する。 

・利用居室の主要な出入口は、十分な幅員を確保するとともに、段が生じないよう設計する。改修

等の場合でやむを得ず段が生じる場合は傾斜路を併設する等、高齢者、障害者等の利用に十分配

慮する。 

・戸の形式は、車いす使用者の利便性を考慮し、引き戸が望ましく、外開き戸とする場合は、通

行者に危険がないような配慮が必要である。 

 

◆基準◆ 
＜建物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

（第18条第 

2項第一号） 
①階段・段が設けられていないか （傾斜路またはエレベーターその他の昇降機を併設する場合は免除）

 

出入口 

（第二号） 

①幅は８０ｃｍ以上であるか  

②戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

出入口 

（第２条） 

①出入口 （便所・浴室等の出入口、基準適合出入口に併設された出入口を除く） －

(1)幅は９０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

 

 ２．８．１ 利用居室の出入口の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

利用居室の１以上の出入口の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①利用居室の出入口には段を設けない。やむを得ず段を設ける場合は、傾斜路等を併設する。 

②戸は、車いす使用者が開閉しやすい形式とする。廊下に面して外開き戸を設ける場合は、危険

防止のため、開閉操作空間として十分なスペース（アルコーブ等）を設ける。 

③車いす使用者が戸の開閉・出入りを行うために必要なスペースを確保する。 

④戸のガラス等は、衝突時の事故防止のため、安全ガラスを用いる。 

⑤出入口（または戸）には、必要に応じて、点字、浮き彫り文字による表示を行う。 

 

（１）寸 法 
・利用居室の出入口の有効幅員は、原則として80㎝以上とする。 

・車いす使用者等の利便性を考慮すると90㎝以上が望ましい。 

・出入口には段を設けず、出入口前後に車いすが直進でき、車いすの転回が可能な水平

な空間(140㎝角)を設けることが望ましい。 

                             
1
利用居室とは、不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する居室をいう。 
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（２）戸の形式 
・開閉方法は、自動式引き戸、手

動式引き戸が望ましい。 

・やむを得ず開き戸とする場合は

衝突防止、開閉動作等のスペー

スを十分考慮する。 

 

（３）設備・備品等 
・ガラス戸の場合は、床上35㎝程

度までの部分を車いすフットレ

ストあたりとして補強すること

が望ましい。 

・戸の寸法、形式については、２．

３．１ 建築物の出入口の設計標

準（１）、（２）を参照。 

 

（４）表 示 
①  室名表示 

・文字による室名表示は、大きめの文字を用いる等、高齢者、障害者等に分かりやす

いデザインのものとし、図や文字と背景の色及び明度、色相、彩度（輝度比）の差

に配慮することが望ましい。また、点字表示も求められる。 

・表示には、漢字以外にひらが

な、ピクトなどを併記するこ

とが求められる。 

・２．１３Ｇ．１ 案内表示を

参照。 

 

②  表示位置 

・文字による表示は、戸の取っ手側の壁面の目の高さの位置に分かりやすく行うこと

が望ましい。そのためには、立位の大人から、車いす使用者、子どもまで対応でき

るように床上110㎝と160cm程度の２ヵ所に表示することが望ましい。 

・ホテル客室や視覚障害者の利用の多い施設にあたっては、戸の取っ手側の壁面ある

いは、利用居室の出入口に点字と浮き彫り文字による室名表示、手すりへの点字表

示を行うことが望ましい。 

・点字表示は、高さ140㎝程度の位置とすることが望ましい。 

 

③ 色による表示 

・室名表示にカラーデザインを使用する場合は、色弱者の視覚特性に配慮する必要が

ある 

・２．１３Ｇ．１ 案内表示を参照。 

 

留意点：戸の認知のしやすさ 

・視覚障害者に配慮し、戸や枠の色またはドア取っ手と

周囲の壁とのコントラストをつけて認知しやすくす

ることが望ましい。 

留意点：ガラス窓 

・聴覚障害者は、ノックをしてもその音がわからないた

め、部屋の中の様子がわかるように戸にガラス窓を入

れる等の工夫をするとよい。 

・戸にガラス窓を設けることは、児童や幼児にも居室内

部の様子が分かるなど、ユニバーサルデザインの視点

からも望ましい。 

留意点：ピクト 

・知的障害者、発達障害者では、絵や図のほうがより理

解しやすい場合もあるが、文字の方が分かりやすい場

合もあるため、必ず文字表記を併用する。 
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 ２．８．２ 改善・改修のポイント 
 

    ２．８．１ 居室の出入口の設計標準 に基づき改善・改修することが望ましいが、特に

以下の点に留意する。 

 

（１）有効幅員の確保 
・80㎝以上が望ましい。 

 

（２）戸の形式 
・引き戸が望ましい。 

・やむを得ず開き戸とする場合は、衝突防止及び開閉動作スペースを十分考慮する。 

 

（３）出入口の段 
・出入口の段を解消する（スロープでも可）。 
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 ２．８．３ 設計例 
 

 
・戸の手前で手すりを立上

げ、戸の位置をわかりやす

くしている出入口（戸は引

き戸で下枠の段がなく､戸

と壁の色のコントラスト

を明確にして認知しやす

くし、表示は大きく明瞭で

ある。） 
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２．９ 客室 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 
・高齢者、障害者等が、障害のない人と同様に外出･旅行等の機会を享受するための環境の整備

が求められている。 

・宿泊機能を有する建築物においては、高齢者、障害者等が円滑に利用できる客室を設けること

が必要である。 

・様々な客室のバリエーションを備えることによって利用者を拡大できる。設計にあたっては、

宿泊施設の運営やサービス等ソフト面での対応を考慮することが重要である。 

・建物の整備を行ううえで、具体的なサービスや人的な対応と建物の両面を考慮しつつ設計にあ

たることが重要である。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目 

＜一般＞ 

ホテル又は 

旅館の客室 

（第15条） 

 

①客室の総数が５０以上で、車いす使用者用客室を１以上設けているか  

②便所（同じ階に共用便所があれば免除） －

(1)便所内に車いす使用者用便房を設けているか  

(2)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか （当該便房を設ける便所も同様）  

(3)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか （当該便

房を設ける便所も同様） 

 

③浴室等（共用の浴室等があれば免除） －

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目 

＜一般＞ 

ホ テ ル 又 は

旅館の客室 

（第10条） 

 

①車いす使用者用客室を設けているか（原則２％以上）  

(1)幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②便所（同じ階に共用便所があれば免除） －

(1)便所内に車いす使用者用便房を設けているか  

(2)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか （当該便房を設ける便所も同様）  

(3)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか （当該便

房を設ける便所も同様） 

 

③浴室等（共用の浴室等があれば免除） －

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  
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留意点：和室 

・客室が和室の場合、和室に車いす使用者が容易に移

乗できる工夫をすることが望ましい。 

 

 ２．９．１ 客室の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

 客室の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①客室入口は高齢者、障害者等の利用を妨げないよう有効幅員の確保や戸の形式に配慮する。 

②客室入口戸には、高齢者、障害者等が分かりやすいよう部屋番号、室名等を表示する。この場

合、視覚障害者への対応として点字と浮き彫り文字による表示を併用する。 

③客室内に和室を設ける場合は、車いすから和室へ容易に移乗できるよう高さ等に配慮する。 

④段差を設けず、車いす使用者の回転が可能なスペース及び車いすで使用可能な便所・洗面所・

浴室等を設ける。 

⑤障害者に配慮した客室以外の客室においても、段差解消、車いす使用者の回転スペース、手す

りの設置等に配慮することが望ましい。 

⑥床の表面は滑りにくい材料・仕上げとする。 

⑦高齢者、障害者等に配慮した設備・備品等を設置または貸し出す。特に、視覚障害者、聴覚障

害者への情報発信、入手に係る設備が求められる。 

 

（１）形状・配置等 
・客室の出入口には段を設けない

ことが望ましい。 

・出入口の戸については、２．８．

１ 利用居室の出入口の設計標

準 を参照。 

・客室内又は共用部に、車いす使

用者が利用可能な便房と浴室を

設置する。 

 

（２）設置数 
・客室50室以上で、車いす使用者が円滑に使用できる客室(以下、車いす使用者用客室

という。)を１以上設ける。 

・全客室数の２％以上の車いす使用者用客室を設けることが望ましい。 

 

（３）寸 法 
①  車いすが回転できるスペース 

・客室内には､直径150㎝以上のスペースを１以上設けることが望ましい。また､便

所・洗面所・浴室内で回転可能とすることが、より望ましい。 

 

②  出入口の有効幅員 

・出入口の有効幅員は、80㎝以上とすることが望ましい。 

・出入口前後に車いす使用者が直進でき、回転できる空間(直径150㎝以上)を設けるこ

とが望ましい。 

 

（４）設備・備品等 
①  ベッド 

・ヘッドボードについては、高

さは、マットレス上面より30

㎝以内とし、ベッド上で寄り

掛かりやすい形状とすること

が望ましい。 

留意点：振動呼出器の設置又は貸出し 

・聴覚障害者は、ドアのノックやドアチャイムが聞こ

えないため、ノック、ドアチャイムの音に反応して

光や振動等で知らせる機器を設けるか、あるいはフ

ロントで貸し出せるようにすることが望ましい。 
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・車いす使用者の利用に配慮して、高さはマットレス上面で、車いすの座面の高さ

（40～45㎝）程度とすることが望ましい。 

・ベッドの下に車いすのフットレストが入るものとすることが望ましい。 

 

②  ベッドサイドキャビネット 

・高さは、マットレス上面より10㎝程度高くすることが望ましい。 

 

③  照明 

・ベッド上で点灯・消灯できるものとすることが望ましい。 

 

④  コンセント、スイッチ、収納棚 

・車いすでの使用に適する高さ及び位置とすることが望ましい。 

イ  コンセント、スイッチ、ボタン等  

        高さ 40～110㎝程度の範囲内 

ロ  収納棚 

           下端    30㎝程度 

           上端   150㎝程度 

           奥行き    60㎝程度（車いすのフットレストが入るもの） 

 

⑤  客室内の便所・浴室・洗面所 

・便所・浴室・洗面所について

は以下の通りとする他､２．

７ 便所・洗面所、及び２．

１１．１ 浴室・シャワー

室・更衣室の設計標準 も参

考にすることが望ましい。 

・出入口の有効幅員は80㎝以上とする。 

・便所は、車いす使用者用便房とする。 

・戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他車いす使用者が容易に開閉して通

過できる構造とする。 

・車いす使用者が円滑に使用できる浴室、又はシャワー室を設ける。 

・浴槽の深さは50cm程度、エプロン高さは車いす座面と同程度の高さ40～45cm程度と

すると使用しやすい。 

・必要に応じ手すりを取り付ける。 

・緊急通報ボタンあるいは非常用を兼ねた浴室内電話機を設置することが望ましい。 

・水栓金具、シャワー等の設備は、高齢者、障害者等が使いやすいものとする。 

・床や浴槽は、滑りにくく、体を傷つけない材料・仕上げとすることが望ましい。 

・車いす使用者が､便所・浴室・洗面所に入ることができ､方向を転回でき､各設備を

使用できるものとする。（下部において車いすのフットレストが通過できるスペー

スが確保されていればその部分も有効幅員と考えて良い） 

・浴槽の脇に､車いすから移乗しやすい高さ40～45㎝程度の移乗台を設けることが望

ましい。 

 

⑥  電話機 

・聴覚障害者用点滅灯付音量増

幅装置や上肢の巧緻障害者用

電話機を設置又は貸出しする

ことが望ましい。 

・聴覚障害者用にファクシミリ

を設置又は貸出すことが望ま

しい。 

留意点：ファクシミリ 

・ファクシミリには、届いた時に、フラッシュライト

やバイブレーター等聴覚障害者が分かる方法で知ら

せる機能がついているとよい。 

留意点：右勝手、左勝手 

・浴室や便所では障害によって右勝手、左勝手等の選

択ができるよう、バリエーションを準備しておくこ

とが望ましい。 
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・補助犬用の貸し出し備品例：犬用マッ

ト、リードつなぎ用ロープ､水とえさ

用ボウル､新聞紙とタオル 

⑦  非常警報装置 

・聴覚障害者のために、フラッ

シュライト及びバイブレータ

ーにより情報を伝達する非常

警報装置を設置又は貸出しす

ることが望ましい。 

 

 

⑧ 客室の鍵 

・客室の鍵は視覚障害者に配慮

し、分かりやすく操作しやす

いものとすることが望ましい。 

 

⑨ その他 

・その他の備品についても、高齢者、障

害者等に配慮したものを設置、又は貸

出すことが望ましい。 

・具体的な対応例について以下に示す。 

 

・補助犬（盲導犬、聴導犬、介助犬）用

備品（犬用セット、リードつなぎ、水

とえさ用ボウル等）を貸出すことが望

ましい。 

・屋外に補助犬用の排泄場所の確保が必

要である。 

 

・室内信号装置は、ドアノック、電話や

ファクシミリのコール、ドアベルやイ

ンターホン、目覚まし時計、乳児の泣

き声、火災報知器の警報音を感知して、

スタンドや照明を点滅させたり、携帯

型バイブレーターを振動させて、音声

情報を視覚情報や体感情報に変えて伝

える機器である。必要に応じてこれら

のものを貸出すことが望ましい。 

・筆談ボード等を受付に常備し、来客の

求めに応じて貸出す等の対応も望まれ

る。 
 

留意点：カードキー 

・視覚障害者は、カードキーを円滑に利用することが

困難であるため開錠・施錠が音等でわかるなど工夫

することが望ましい。 

留意点：その他の設備・備品 

・聴覚障害者に配慮し文字放送を受信できるテレビ

（非常時の文字表示もできるとよい）や、振動で時

間を伝える目覚まし時計を設置又は貸出しすること

が望ましい。 

・スイッチ類、緊急通報ボタンを設ける場合、同一施

設内では設置位置を統一することが望ましい。 

・入力した文章を音声で

出力できる音訳の装置 

・ファクシミリ他様々なセンサー類 

・筆談ボード：書いて消せる白板 
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留意点：フロントにおけるソフト面での対応例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

(社)日本観光協会「高齢者・障害者の利用に対応する宿泊施設のモデル

ガイドライン」より抜粋 

（５）仕 上 
①  床の材料 

・滑りにくい材料・仕上げとするとともに、車いすの操作が困難になるような毛足の

長い絨毯を全面に使用することは避けることが望ましい。 
 

② 段 

・障害者に配慮した客室においては、段を設けない。それ以外の客室においても、段

の解消を行うことが望ましい。 

 

 

 ２．９．２ ソフト面の工夫 
 

    ・宿泊機能を持つ施設では、

設備に加え、高齢者、障

害者等に配慮し、従業員

による人的な対応を行っ

ている。 

    ・右に (社)日本観光協会

の「高齢者・障害者の利

用に対応する宿泊施設の

モデルガイドライン」の

一部を例として示す。 

利用対象者 

対 応 策 ･ 整 備 項 目  高
齢
者 

使
用
者 

車
い
す 

障
害
者 

視 

覚 

障
害
者 

聴 

覚 

◎予約の際に申し出のあった場合には、利用者の障害の種類･程度、年齢

等を確認するとともに要望を伺い、整備状況等をふまえて対応可能範

囲を的確に判断して伝える 
◎障害の種類や程度によっては一般客室の中で適した部屋を手配する

等、臨機応変な対応を心掛ける 
◎予約受付後、利用者の障害の種類･程度等とともに、必要になると思わ

れる誘導･案内･介助等について、各セクションに申し送りを行う 

◎盲導犬の宿泊に際しては、関係箇所に的確な申し送りをしておく 

○ 
 
 
○ 
 
○ 

○ 
 
 
○ 
 
○ 

○ 
 
 

○ 
 

○ 
 

○ 

○ 
 
 

○ 
 

○ 

◎従業員は常に館内の様子に気を配り、要望に応じて速やかな対応をとる 
◎通常のハイカウンターの場合、金銭やキーの受け渡しの際等には、適

宜カウンターを出て、目線の高さに合わせた対応をとる 
●車いす使用者の利用に適したタクシー等の手配ができるようにしてお

くことが望ましい 
○車いすの貸し出しを行なう 
●老眼鏡の貸し出しを行なう 

○ 
○ 
 
○ 
 
○ 
○ 

○ 
○ 
 
○ 
 
○ 
 

○ ○ 

○コンシェルジュ等によって、手話等を交えたきめ細かい案内を行う 
○館内施設の位置や利用時間、レストランのメニュー、売店の商品、非常

口等について、パンフレットや点字ガイド、手話等を用いて説明する 
○通常のパンフレットや客室内のインフォメーションを拡大コピーして

渡す 
○視覚障害者に対しては、チェックインの際に館内の各施設やエレベー

ター操作盤のボタン位置や使用方法、また非常口、客室内の設備につ

いて実際に案内･説明する 

○ 
○ 
 
○ 

○ 
○ 
 

○ 
○ 
 

○ 
 

○ 

○ 
○ 

◎基本事項：宿泊施設においてクリアすることが望まれる、高齢者や障害を持つ人の受け入れに際して

必要とされる基本的な事項｡ 
○重点事項：高齢者や障害をもつ人に対する快適な受け入れ体制を策定していくに際して重点的な整

備･取り組みが期待される事項｡ 
●補完事項：高齢者や障害をもつ人の受け入れ体制づくりに際して、上記の基本事項や重点事項を補完

するもの。ごく当然とされるものから、きめ細かな対応策等まで幅広い事項を含む。 

 

車いす使用者等に対しては、フロン

トに低いカウンターを用意してお

くことが望ましい。 

ローカウンターの代わりに、ロビー

のテーブル等にて対応することも

良い。 
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 ２．９．３ 改善・改修のポイント  
 

    ２．９．１ 客室の設計標準に基づき改善・改修することが望ましいが、特に以下の点

に留意する。 

 

（１）出入口 
・車いすで通過できるように80㎝以上確保することが望ましい。 

・開閉操作がしやすい構造が望ましい。 

 

（２）客室のスペース 
・車いすで移乗・転回・回転できるスペースを確保することが望ましい。 

 

（３）客室内の便所･洗面所･浴室等 
・車いす使用者が利用可能なスペースを確保することが望ましい。 

・出入口には､段を設けないことが望ましい。段が残る場合には、傾斜路やすりつけで、

段を解消することが望ましい｡ 



- 2-105 - 



- 2-106 - 



- 2-107 - 

 

 

 ２．９．４ 設計例  
 

 

・床に段がなく、車いす使用者が回転できる 

スペースを確保した客室 

・出入口、床の段をなくし、引き戸

とした客室内の便所（改修事例） 
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２．１０ 劇場等の客席・観覧席 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・劇場やホール、体育館等の客席や観覧席を持つ建築物では、高齢者、障害者等が出入口から座

席まで円滑に到達し、かつ、観覧できる配慮が求められる。 

・高齢者、障害者等が障害のない観客と同様に座席を選択できる可能性を確保する配慮が望まれ

る。 

・客席において、視覚障害者や聴覚障害者が情報を得ることが可能な設備を設けることが望まれ

る。 

・高齢者、障害者等が舞台や楽屋を利用することにも留意する必要がある。 

 

 

 ２．１０．１ 客席・観覧席の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

 劇場等の客席・観覧席等の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①高齢者、障害者等の座席の配置は、固定せず、複数の選択が可能なよう配慮する。 

②車いす使用者用固定座席を設置する場合には、出入口から容易に到達できると共に、避難し易

く、舞台やスクリーン等が見やすい位置に設ける。できるだけ同伴者と共に利用できるように

配慮する。 

③聴覚障害者用座席は、集団補聴装置の利用に配慮し、手話通訳や字幕・文字情報等が見やすい

位置に設ける。 

④出入口から車いす使用者用客席等までの経路には段差を設けない。経路に段がある場合は、傾

斜路を設けるか、車いす使用者用の昇降機を設置する。 

⑤視覚障害者のための音声装置等を設けることが望ましい。 

⑥聴覚障害者に配慮した設備として、要約筆記用プロジェクター、スクリーン、要約筆記者用作

業スペース、集団補聴装置等を設けることが望ましい。 

⑦乳幼児連れ利用者等に対応して、安心して利用できる区画された観覧室を設ける。 

 

（１）床・通路・傾斜路 
①  車いす使用者用客席等部分の床 

・水平な床とし、傾斜させない。 

②  傾斜路 

・出入口から車いす使用者用客席等までの通路に高低差がある場合は、２．１．２ 

敷地内通路に設ける傾斜路の設計標準 による傾斜路を設置することが望ましい。 

 

（２）客席・観覧席 
① 寸法 

・車いす使用者用客席の間口及び奥行きは以下の通りとすることが望ましい。 

イ 間 口：車いす１台につき90㎝以上 

ロ 奥行き：120㎝以上 

 

② 車いす使用者用客席等前後のスペース 

・容易に出入り及び転回が可能なスペースを設けることが望ましい。 
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③ 座 席 

・通路側の座席の肘掛けは、高齢者、障害者等が利用しやすいよう跳ね上げ式や水平

可動式とすることが望ましい。 

・座席番号、行、列等は、わかりやすく読みやすいように、大きさ、コントラスト、

取付位置等に十分配慮する。 

 

④ 同伴者（介護者、付添人等）用座席 

・車いす使用者用客席等のスペ

ースの中又はできる限り近い

位置に同伴者用座席を設ける

ことが望ましい。 

 

 

⑤ 区画された観覧室 

・乳幼児連れ利用者に配慮して

周囲に気がねなく観覧できる

区画された観覧室を設けるこ

とが望ましい。 

 

（３）設備・備品等 
① 舞台・楽屋 

・車いす使用者等が容易に舞台に上がれるよう、段の無い通路の確保や、段がある場

合には昇降機の設置等に配慮する。 

・車いす使用者等が利用しやすい楽屋、控室、付帯する設備、通路、出入口等に十分

配慮する。 

 

② 音声・視覚による情報設備 

・聴覚障害者用集団補聴装置

(磁気ループ､ＦＭ補聴装置

(無線式)､赤外線補聴装置)や

字幕・文字情報等を表示する

装置を設けることが望ましい。 

・視覚障害者用音声情報案内装

置等を設置することが望まし

い。 

・舞台もしくは客席周囲にパソ

コン要約筆記者用作業スペー

ス（４名分の作業台）を確保

することが望ましい。要約筆

記者用スペースは演じられる

内容により客席から分離する

ことも考えられる。 

・字幕・文字情報等のプロジェ

クターの設置スペースやスク

リーンの配置を検討すること

が望ましい。 

留意点：客席部分の照度と点字表示 

・上演時間以外は、客席部分の照度を十分確保すること

が望ましい。 

・視覚障害者に座席番号がわかるように、座席番号付近

に点字表示をすることが望ましい。 

留意点：視覚障害者・聴覚障害者への配慮 

・手話通訳位置を想定してスポットライトを設けたり、

パソコン要約筆記装置等による情報提供も求められ

る。 

・広い会場で手話や要約筆記等を行う場合には、画面を

拡大する等の配慮が求められる。 

・音声、字幕等の操作は実際の舞台等の進行具合を見つ

つ行う必要があるため、客席・観覧席に操作音が漏れ

ず、舞台等の様子が分かるようにするとともに、機器

操作のための配線がなされた場所を設けることが望

ましい。他の作業を行う場所と兼用する場合には、作

業が交錯しないような配慮が望まれる。 

留意点：乳幼児連れ利用者への配慮 

・区画された観覧室では、乳幼児連れ利用者以外にも必

要とする人が利用できるように配慮することが望ま

しい。 

留意点：客席・観覧席、会議室等における難聴者向けの

対応 
・客席・観覧席、会議室等においては、難聴者向けに、

アンテナを床に設置し、発生音だけを難聴者の補聴器

にクリアに届けることができる集団補聴装置（磁気ル

ープ）や、ＦＭ電波を通して雑音を抑えた音声を聴覚

障害者に届けることができるＦＭ福祉電波、赤外線を

通して音声の信号を補聴器に届ける赤外線補聴シス

テム等を整備することも有効である。 
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 ２．１０．２ 設計例  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外野席に設けられた車いす使用者用客席 

（座席番号が分かりやすく表示されてい

る。） 

・客席端部のいすの水平可動式の手すり 

（標準の位置に納まっている状態） 

・客席端部のいすの水平可動式の手すり 

（高齢者、障害者等が利用しやすいよう､開い

た状態） 

・内野席に設けられた車いす使用者用客席 

（一段高い場所に設けられており、グラウンド

全体を見渡すことができる。） 
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２．１１ 浴室・シャワー室・更衣室 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・客室の総数が５０以上のホテル、旅館等では、車いす使用者が円滑に利用できる客室を１以上

設けるものとされているが、浴室・シャワー室等も、車いす使用者が円滑に利用することがで

きるものとする。 

・公衆浴場、スポーツ施設を有する施設等における共用の浴室は少なくとも1以上（男女の別があ

るときはそれぞれ1以上）について、高齢者、障害者等の利用に配慮した設計とする。 

・建築物の用途、利用者の障害の種類･程度、介助者の有無等の状況に応じて対応できることが重

要である。 

・浴室は、高齢者、障害者等にとって転倒等の危険の大きな場所であるため、安全性を重視した

 形状や規模とする。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

浴室等 

（第13条） 

①車いす使用者用浴室等を設けているか（１以上）  

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

 

 ２．１１．１ 浴室・シャワー室・更衣室の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

文中に使用する記号は以下の通りである。 

  ○共：浴室、シャワー室、更衣室共通 ○浴：浴室 ○シ：シャワー室 ○更：更衣室 

  また、浴室については、特に断りがない場合、個室用の浴室及び共同浴室について、共通の標

準である。 

 

浴室・シャワー室・更衣室の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①○共  更衣室から洗い場及び浴槽、また、更衣室からシャワー室への一連の動作が円滑に行え

るよう配慮する。 

②○共  浴室・シャワー室・更衣室まで支障なくアプローチできるよう段を設けない。手すり等

による誘導も考慮する。 

③○共  出入口の有効幅員を十分に確保する。また、出入口に段差を設けないようにする。 

④○浴  浴室は、高齢者、障害者等にとって転倒等の危険の大きな場所であるため、脱衣室から

洗い場までの動線、手すりの設置、床仕上げ等に十分考慮して計画する。 

⑤○浴  車いす使用者用浴室は、原則として車いす使用のままで浴槽に接近できるものとする。 

⑥○共 浴室室内で車いす使用者が転回できるスペース(径150㎝以上)を確保する。 

⑦○シ  体育館やスポーツ施設等でシャワー室を設ける場合には車いす使用者に配慮した大きさ

のブースを１以上設置し、併せてシャワー用車いすを用意する。 

⑧○共  扉等のガラスは、転倒等による事故防止を考慮し、安全ガラスを用いる。 
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（１）寸 法 
① ○共 出入口 

      ・出入口の有効幅員は、80㎝以上とすることが望ましい。 

       ・出入口前後に車いす使用者が直進でき、方向を転回できる空間(140㎝角)を設けるこ

            とが望ましい。 

 

②  ○浴  浴 槽 

     ・浴槽の深さは50㎝程度、エプロン高さは車いす座面と同程度の高さ40㎝程度とする

ことが望ましい。 

 

③  ○浴  洗い場 

・洗い場に車いすのまま利用で

きるスペースを確保するか、

又は車いすから容易に移乗で

きる高さ40～45㎝程度の洗い

場台を設置することが望まし

い。 

・下部には車いすのフットレストが入るようにスペースを確保することが望ましい。 

     ・洗い場から浴槽への出入りについても考慮することが望ましい。 

 

（２）設備・備品等 
① 手すり 

・○浴  洗い場周囲及び浴槽周囲

に手すりを取り付け、必要に

応じ連続させることが望まし

い。 

・○共  手すりは水平及び垂直に取り付けることが望ましい。 

・その他 ２．１３Ａ．１ 手すり（７）を参照。 

 

②  水 栓 

・○浴○シ  水栓金具はレバー式等

操作のし易いものとすること

が望ましい。 

・○浴○シ  浴室用水栓においては

湯水の混合操作を容易にする

ため、サーモスタット（自動

温度調節器）の付いたワンハ

ンド・レバー式が望ましい。 

・サーモスタット（自動温度調

節器）の付いた水栓には、適

温の箇所に認知しやすい印等

をつけることが望ましい。 

・○浴  個室用の浴室の場合、取り付け高さは、洗い場から手が届きかつ浴槽に座った

まま操作可能な高さとすることが望ましい。 

 

③  シャワー 

・○浴○シ  原則としてハンドシャワーとし、シャワーヘッドは、垂直に取付けられたバ

ーに沿ってスライドし高さを調整できるものか、上下２箇所の使いやすい位置にヘ

ッド掛けを設けたものとすることが望ましい。 

留意点：洗い場と浴槽 

・車いすの座面と同じ高さの洗い場とした場合、洗い場

から浴槽に排水が流れ込まないように、浴槽の縁、縁

からの水勾配、排水溝の工夫等配慮する。 

留意点：手すり 

・必要に応じて浴槽内にも手すりを設置する場合がある。

留意点：水栓 

・点字を読めない視覚障害者も多いため、点字表示とと

もに、浮き彫り文字や音声による案内を併用する等の

工夫が望まれる。 

・浴槽からの湯水の溢れ出しを防止するために、水栓は

定量止水機能のついたものとすることが望ましい。 

・洗い場での動作や、とっさの時に、水栓金具で怪我を

しないような取付方法、取付位置、水栓金具の形状に

配慮する。 
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④  緊急通報ボタン 

・○浴○シ 緊急通報ボタンを設置

することが望ましい。浴室の

場合、洗い場及び浴槽から手

の届く位置にループやひもを

つけて設けることが望ましい。 

 

⑤  移乗台及び介助スペース 

・○浴 浴槽のまわりには、２方向以上から介助できるスペースを設けることが望まし 

い。 

・○浴 車いす使用者の利用に配慮して、個室用の浴室には、浴槽の縁の１箇所に車い

すから移乗できる移乗台を設けることが望ましい。移乗台の高さ及び奥行きは、浴

槽と同程度とし、幅は45㎝以上とすることが望ましい。 

 

⑥  収納棚 

・○更  車いすでの使用に適する高さ及び位置とすることが望ましい。 

イ 下端   30㎝程度 

ロ 上端   150㎝程度 

ハ 奥行き    60㎝程度 

 また、下部には車いすのフットレストが入るスペースを確保することが望ましい。 

 

⑦  脱衣・洗面所の設備 

・○更  着替えの際には、ベンチ

等の上に横になる必要のある

場合もあるため、大型の脱衣

ベンチを設置するようにする

ことが望ましい。 

イ  寸 法 

 高さ       40～45㎝程度 

 幅        180㎝程度以上 

 奥行き     60㎝程度以上 

ロ  上体の寄り掛かるヘッドボードをつける。 

ハ 表面仕上げはクッション材付きとする。 

ニ  必要に応じ、上部にぶら下がり用の吊り輪又は壁面に縦手すりを設ける。 

・洗面設備を設ける場合は、２．７．４ その他の一般便所・洗面所の設計標準 を参

照。 

 

（３）仕 上 
① 床の仕上げ 

・○共 滑りにくく、かつ転倒時や床をいざって移動する場合を考慮し、体を傷つけな

い材料・仕上げとすることが望ましい。床マットも装備することも望ましい。 

 

② 浴槽の床の仕上げ 

・○浴 滑りにくく、体を傷つけない材料・仕上げとすることが望ましい。 

留意点：設置位置 

・緊急通報ボタンは、浴室内で倒れたとき等に使うので、

低い位置にも設けることが望ましい。 

留意点：設備・備品等のわかりやすさ 

・洗面器や浴槽、水栓金具、脱衣ベンチ等の設備・備品

等は、認知しやすいように周囲の壁等と識別しやすい

色とし、形状もわかりやすいものとすることが望まし

い。 

・更衣室の下足入れや収納棚は、視覚障害者が認知をし

やすいように、点字表示等をすることが望ましい。 
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 ２．１１．２ 改善・改修のポイント 
 

２．１１．１ 浴室・シャワー室・更衣室の設計標準 に基づき改善・改修を行うことが

望ましいが、特に留意すべき点は、以下の通りである。 

 

（１）出入口 
・出入口の段を解消することが望ましい。その方法として、床のかさ上げを行うか、傾斜

路を設ける。次善の策として傾斜板等で段を解消することが望ましい。 

・出入口の有効幅員は、80㎝以上とすることが望ましい。 

 

（２）経路 
・増改築等によって高齢者、障害者等が利用可能な浴室等を設置する場合は、浴室等から

利用居室までの経路についても高齢者、障害者等が円滑に利用できるよう経路を整備す

る。 

 

（３）スペース 
・各室とも車いす使用者が円滑に利用できるスペースを確保することが望ましい。また、

必要に応じて介助スペースを確保することが望ましい。 

 

（４）床の段 
・出入口、洗面・脱衣所、浴室等の一連の動作スペースでは段を解消する｡ 

 

（５）手すり 
・浴槽まわり、洗い場には、安全確保（転倒防止）、立上り補助（身体支持）、移動補助

に配慮した手すりを適切に設けることが望ましい｡ 

 

（６）水栓金具 
・水栓金具は､浴室内での動作の障害にならない位置、寸法のものとし、使いやすい操作の

ものを採用することが望ましい。 

 

 

 ２．１１．３ 施設による配慮の工夫 
 

・専ら高齢者が利用する施設､専ら障害者が利用する施設では､入所者の入浴動作等の特性

及び介助入浴の方法に応じた設計をすることが望ましい。 

・これらは､設計標準を参照しつつ、福祉施設の設計技術書も参照して､実情に合った設計

を行なうことが望ましい。 
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 ２．１１．４ 設計例 
 

 
・車いすでアクセス可能な露

天風呂（手すり､階段を整

備。入浴は歩行による。）

・浴槽まで車いすでアクセス

可能な大浴場（手すりを整

備。入浴は歩行による。）
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２．１２ 避難設備・施設 
 

 

◆設計の考え方◆ 
 

・建築物の計画においては、防火区画、避難計画、防排煙等を総合的に行う必要がある。災害時

における高齢者、障害者等の避難を円滑にするためには、利用者特性、建築物の用途、非常時

の対応方法等に鑑み、設計上の工夫を施す必要がある。 

・高齢者、障害者等の避難について十分検討し、分かりやすい動線計画とすることが求められる。 

・災害等の発生時においては、非常事態の発生が、高齢者、障害者等に適切に伝達されるための

方法を確立する必要がある。特に、非常警報装置や放送が認知できない利用者への対応が求め

られる。 

・避難にあたっては、まず火元と隔てられた場所へ移動するための経路を確保し、適切に誘導す

ることが求められる。階数が２以上の建築物においては、接地階以外の階において垂直移動が

困難な利用者のために、一時待避スペース等を設けて安全を確保する等の工夫が求められる。 

・視覚障害者、聴覚障害者1に配慮した表示を行い、適切に誘導する必要がある。 

 

 

 ２．１２．１ 避難設備・施設の設計標準 
 

◆設計のポイント◆ 
 

避難設備・施設の設計は、以下の通りとすることが望ましい。 

①分かりやすい動線計画とし、ゆとりあるスペースを確保する。 

②想定される避難経路には、段を設けない。 

③非常用警報装置は、視覚障害者、聴覚障害者に対応したものを設置する。 

④階段や廊下等に、非常時に待避できる安全な一時待避スペースを設置する。 

⑤避難時には、煙を避けるために、伏せる等姿勢が低くなることから、低い姿勢からも分かりや

すい誘導に配慮する。視覚障害者、聴覚障害者に配慮して、音声誘導、フラッシュライト等に

よる誘導を併せて行う。 

 

（１）誘 導 
① 表示位置 

・煙を避けるために低姿勢となっ

ても避難すべき方向が分かるよ

うに、床面や腰の高さに、非常

口誘導灯や光走行式誘導装置、

蓄光性のある誘導タイル等を併

設することが望ましい。 

 

② 音声による誘導 

・視覚障害者等に配慮し、音声に

よる誘導を行うことが望ましい。 

 

③ 光・ピクト・文字による誘導 

・聴覚障害者に配慮し、光・ピクト・文字等による誘導を行うことが望ましい。 

                             
1 火災時の聴覚障害者の避難誘導に関しては、「旅館・ホテルの火災時等における聴覚障害者への情報伝達手段のあり方」総務省消

防庁（平成17年3月）の内容も参考とすること。 

留意点：防火戸等の柱・枠 

・エレベーター乗降ロビーに区画を設けるときは、防火

戸や防火シャッターの柱や枠が避難を妨げないよう

にすることが望ましい。 

留意点：緊急避難時の誘導システム 

・光走行式の緊急避難時の誘導システム（火災等が発生

すると、点滅することで非常口の方向を示す等の工

夫）は、聴覚障害者、弱視者だけでなく、誰にとって

も有効である。 



- 2-120 - 

（２）段 
・車いす使用者の通行の支障になったり、高齢者や妊婦、肢体不自由者等が、つまずいた

り転んだりする危険性があるため、想定される避難経路は段のない床の仕上げとする。 

 

（３）一時待避スペース 
・車いす使用者等は、階段を利用

して避難することが難しいため、

安全に救助を待つための、以下

のような一時待避スペースを設

けることが望ましい。 

① 設置場所 

・階段の踊場、階段に隣接し

たバルコニー、階段の付室

に設置することが考えられ

る。 

この場合、設置する場所は、救助を待つために必要な耐火性能や遮煙・遮炎性能

等を有するものとする。 

② 車いす使用者の一時待避スペース 

・車いす使用者が待避するのに十分なスペースを避難動線の妨げとならない位置に

設ける。 

③ 表示 

・一時待避スペースであることを、分かりやすく表示する。 

・階段室や付室に設ける場合は、出入口に一時待避スペースが設置してある旨を表

示する。 

④ インターホン 

・一時待避スペースには、助けを求めたり状況を伝えたりするためのインターホン

を設置する。 

 

（４）非常放送設備等 
・非常放送設備を設置する建築物

については、視覚障害者・聴覚

障害者に配慮した光、文字、音・

音声等による非常放送設備を併

設することが望ましい。 

・非常放送設備とともに、通報装置も重要である。 

・聴覚障害者に対しては、電子メールや振動機能のついた携帯電話を、視覚障害者に対

しては、音声読み上げ機能のついた携帯電話を使用するシステム等も有効である。 

 

留意点：バルコニー 

・バルコニーを連続させ、車いす使用者が通行可能な幅

員を確保し、隔板を高齢者、障害者等が破りやすくす

ると、避難上有効である。 

・居室から段差なしに出入りできるバルコニーを設け、

避難階まで傾斜路を設置すると、車いす使用者も避難

できるようになる。 

留意点：聴覚障害者に配慮した通報装置 

・聴覚障害者等には、メール、振動機能のある携帯電話

等で非常時に連絡する等の方法も考慮することが望

ましい。 
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 ２．１２．２ 設計例  
 

 

 

 

 

 

・階段に連続して設けら

れ、車いす使用者の一時

待避スペースとして利

用できるバルコニー 

・緊急時に車いす使用者等が

落ち着いて安全に避難でき

るよう、全階に直通する階

段に設けられた一時待避ス

ペース（床面と壁面に一時

待避スペースであることを

表示している。） 
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２．１３ 造作・機器 
 

 

 ２．１３Ａ．１ 手すり 
 

（１）設置場所等 
・手すりは、高齢者、障害者等に

とって、安全確保(転倒防止)、

立上り補助(身体支持)、移動補

助、誘導のために必要な設備で

あり、他の設備との組み合わせ

内容に応じて適切な場所に設け

ることが望ましい。また、施設

用途、設置場所、必要性等に応

じ、適切な配置、形状及び寸法

とすることが望ましい。 

 

 

（２）連続性等 
・手すりは起点から終点まで連続して、壁に堅固に設置することが望ましい。 

・廊下の手すりは両側に連続して

設けることが望ましい。柱型の

突出部分についても、手すりを

まわすことが望ましい。 

 

（３）高さ 
・手すりの高さ（廊下、階段等）は以下の通りとすることが望ましい。 

（注：手すりの高さは、手すりの上端の高さを示す。） 

① 通路、廊下、傾斜路 

     ・１本の場合  Ｈ＝75～85㎝程度 

     ・２本の場合   Ｈ＝75～85㎝程度 

             Ｈ＝60～65㎝程度 

②  階段 

     ・１本の場合   Ｈ＝75～85㎝程度 

     ・２本の場合   Ｈ＝75～85㎝程度 

                     Ｈ＝60～65㎝程度 

 

（４）移乗等動作補助用手すり（便所、浴室等） 
・動作に応じて水平及び垂直に適

切に設けることが望ましい。 

・その他 ２．７ 便所・洗面所、

２．１１．１ 浴室・シャワー

室・更衣室の設計標準 を参照。 

 

留意点：手すりの設置 

・手すりを設ける際には、移動動作はもとより、他の

設備との位置関係に気を付けなければならない。例

えば、手すりの近くに消火器や案内板等が置かれて

いたりすると、視覚障害者が衝突する危険があるた

め、このような配置は注意が必要である。 

・形状、強度等に十分配慮する必要があるが、棚、窓

の桟等を握りやすい形状とし、手すりとしても併用

できるようにする方法も考えられる。 

・将来新たな手すりをつけることが可能なように、よ

り広い範囲に、手すりの取り付けが可能な下地を入

れて壁を補強しておくとより望ましい。 

留意点：不連続の問題点 

・手すりが連続していないと､高齢者､障害者等の移動

に困難が生じ､また､視覚障害者にとっては進むべき

方向が分からなくなったりすることが考えられる。 

留意点：立上り補助(身体支持)、移動補助の手すり 
・出入口部分の戸から離れた通路部分に設けた場合な

どでは、動作の補助とならないため、適切な位置に

設ける。 

・便房内の場合、手すりの設置により、便器洗浄ボタ

ンや緊急通報ボタン、ペーパーホルダー等が利用し

にくくならないよう注意する。 

・手すりを連続設置した場合であっても､ベンチ､案内

板､植木鉢、自動販売機、消火器等が動線上に設置さ

れると障害物となり危険である。 

・これらを防止するため､設計段階から設備・備品の設

置場所をあらかじめ計画しておくことが望ましい｡ 
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（５）形 状 
・断面の形状は、円形など握りやすいことを第１の条件とし、外径３～４㎝（小児用の

場合３㎝）程度とすることが望ましい。 

・端部は、衝突時の危険性を少なくし、服の袖の引掛りをさける等のため、曲げて納め

ることが望ましい。 

 

（６）壁との関係 
・壁との間隔は、４～５㎝程度とし、手すりの支持は、下側で行うことが望ましい。 

・手すりが取り付く部分の壁の仕上げは、なめらかなものとすることが望ましい。 

・手すりの位置が認識できるよう周囲の壁等と識別しやすい色とすることが望ましい。 

・手すり端部は壁側にしっかり回して固定することが重要である。 

 

（７）材 質 
・肌触りがよく、耐食性、耐久性

があり、メンテナンスの容易な

ものとすることが望ましい。 

・階段、傾斜路等の手すりは体重

をかけた時に滑りにくいものと

することが望ましい。 

 

（８）点字表示 
・廊下等の手すりの端部、曲がり角部分等には、現在位置と誘導内容等を点字表示する

ことが望ましい。 

・階段手すりの上端・下端の水平部分には、現在位置及び上下階の情報等を点字表示す

ることが望ましい。 

・点字表示については、JIS T0921を参照。 

 

 

 ２．１３Ａ．２ 施設による配慮の工夫 
 

手すりの機能には､安全確保（転倒防止）､立上り補助（身体支持）、移動補助、視覚障

害者等の誘導の機能がある。 

 

・移動のために手すりによる移動補助、立上り補助（身体支持）の必要な高齢者、障害

者等が主に利用する施設においては、致命的な転倒を防止する観点から、玄関ポー

チ･玄関･廊下等にも連続して手すりを設置することが望ましい。 

・施設の用途や構造等により、誘導を目的とした手すりを設置できない場合にあっては、

手すりに代わる音声案内、または従業員による誘導とすることが望ましい。 

 

 

留意点：手すりの材質 

・金属製の手すりは、冬期には冷たくなるため、高齢

者や視覚障害者、肢体不自由者等、手すりを頼りに

移動する者にとって支障となる。気温が低い場合で

も冷たさを感じにくい材質とするなどの配慮が望ま

れる。 
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 ２．１３Ａ．３ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｖ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き戸の戸袋部分にも連

続して設けられた手すり 

・JIS T 0921に基づいてレ

イアウト・製作された、

手すりの点字表示 

（大きくわかりやすいゴ

シック体の文字を使用

し、弱視者にも配慮して

いる。 

手すりの色と表示の色の

コントラストをつけるこ

と、及び手すりの端部に

近い位置とすることによ

り、視覚障害者にとっ

て、表示の設置位置がわ

かりやすいよう配慮して

いる。） 
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 ２．１３Ｂ．１ 段差解消機 
 

 既存施設の改修、地形や建築物の構造等によりやむを得ず段が生じる場合にあって、エレベー

ターや傾斜路による段差の解消が困難な場合には、段差解消機を使用することも考えられる。段

差解消機の計画にあたっては下記のような考え方・設計標準とする。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜移動等 

円滑化経路＞ 

（第18条第2項

第一号） 

①階段・段が設けられていないか （傾斜路またはエレベーターその他の昇降機を併設する場合は免

除） 
 

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

特殊な構造 

または使用 

形態のエレ 

ベーター 

その他の 

昇降機 

（第８条） 

①エレベーターの場合 －

 (1)段差解消機（平成12年建設省告示第1413号第1第九号のもの）であるか  

 (2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか  

 (3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか  

 (4)かごの床面積は十分であるか （車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）  

②エスカレーターの場合 －

 車いす使用者用エスカレーター（平成12年建設省告示第1417号第1ただし書のもの）であるか  

 

（１）設置位置 
・段差解消機は、大別して斜行型と鉛直型があり、敷地条件、建築条件に基づき選択す

る。 

・主要な動線上にある階段等に添って設けることが望ましい。 

 

（２）段差解消機の構造・規模 
・平成12年建設省告示1413号、第1415号、第1423号等の基準による。「構造上主要な部

分」、「制御器」及び「安全装置」については、国土交通大臣の認定する構造とする

こともできる。 

・車いす使用者が直線移動で乗降する場合のかごの大きさは、幅70cm以上奥行き120cm

以上とする。 

・車いす使用者がかご内で90度転回して乗降する必要がある場合のかごの大きさは、間

口140cm以上、奥行140cm以上とすることが望ましい。 

・その他 ４．７ 段差解消機関連告示を参照。 

 

（３）乗降場所のスペース確保 
・段差解消機への乗降時には､車いすの方向転換が必要な場合を考慮し､転回可能な乗降

スペースを確保することが望ましい。 

・乗降スペースの床は､水平とし、間口150cm以上、奥行150cm以上のスペースを確保す

ることが望ましい。 

・乗降スペース周辺には車いす使用者の転落等を生じる可能性のある段などを設けない

ものとする。 
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（４）斜行型段差解消機の配慮事項 
・昇降路には、階段と区画した専

用路型と共存型がある。原則と

して共存型の場合は、はさまれ

防止措置を講じなければならな

い。 

・使用者が単独で使用する場合は

安全上、専用路型が望ましい｡ 

・改善･改修の場合等で､階段幅員に余裕がない場合は共存型とするが、階段の有効幅員

の確保に留意する。 

 

（５）鉛直型段差解消機の配慮事項 
・上部乗降場からの転落防止に配慮し、安全のための措置を講じる。 

・昇降路とかごの床にはさまれないように、昇降路下部及び出入口には、手すり、柵、

戸等の安全のための措置を講じる。 

 

（６）運行・運用 
・使用者が単独で安全に操作できる構造にすることが望ましい｡ 

・介助者が同乗して操作できることが望ましい。 

・段差解消機の利用は車いす使用者に限定せず、段差の昇降を困難と感じる高齢者、障

害者等より多様な人々が使える利用システムが望ましい。 

留意点：非使用時の保管スペース 

・段差解消機本体はかさばるので､使用していない時の

保管場所を､歩行者の障害とならない位置に定めてお

く｡壁際に出張った状態で保管すると､高齢者、障害

者等が手すりを利用する際の障害となるので注意を

要する。 
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 ２．１３Ｂ．２ 設計例 
 

 

 

・既存施設のホール部分の階段に設置した斜行型

段差解消機 

・既存施設の階段に設置した斜行型段差解消機 

・鉛直型段差解消機 
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 ２．１３Ｃ．１ カウンター・記載台・作業台・事務机等 
 

（１）カウンター等 
・立位で使用するカウンター等は、

身体の支えとなるよう床及び壁

に固定し、必要に応じ手すりを

設けることが望ましい。また、

車いす使用者用カウンター等を

併せて設置することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

（２）車いす使用者用カウンターの寸法 
①  高 さ 

  イ  下端寸法  60～65㎝程度 

  ロ  上端寸法      70㎝程度 

②  カウンター下部スペースの 

 奥行き      45㎝程度 

 

（３）表 示 
・役所、銀行、病院等で呼び出し

を行うカウンターでは、音声に

よるほか、聴覚障害者や高齢者

等の利用に配慮して電光表示板

等を併せて設置することが望ま

しい。 

留意点：高齢者、障害者等への配慮 

・カウンター等を設ける場合は、物品の受け渡し、筆

記、対話など、使用する内容を考慮し、高齢者、障

害者等が使用しやすい形状や設置位置とすることが

望ましい。 

・カウンター等には、杖を立てかけられる場所や、掛

けることのできるくぼみ等を設けると使いやすい。 

・カウンターに溝を設けると、立ち上がる時、車いす

で寄り付く時等に手をかけることができる。 

・机上の照度を十分に確保することが望ましい。ただ

し、障害によっては明るさが支障となる場合もある

ので、手元で点灯・消灯操作ができる手元照明がよ

り望ましい。なお、スポットライトは避ける。 

留意点：カウンター前面のスペース 

・車いす使用者が接近しやすいように、カウンター等

の前面には車いす使用者が転回できるスペースを設

け、また、床面は水平であることが望ましい。 

留意点：電光表示の色彩 

・赤い光の電光表示は、弱視者や色弱者には見えにく

い。色覚に障害がある人（色弱者）には、光った赤

は、黒に近い色に見える。 
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 ２．１３Ｃ．２ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・子どもや車いす使用者に

も使いやすい高さのカウ

ンター 

・車いす使用者の膝が入る

ように設計されたカウン

ター 
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 ２．１３Ｄ．１ 水飲み器・自動販売機等 
 

（１）水飲み器 
①  飲み口高さ 

・70～80㎝程度とすることが望ましい。 

 

②  給水栓 

・光電管式、ボタン式またはレバー式とし、足踏み式のものは手動式のものを併設する

ことが望ましい。 

 

③  下部スペース 

・車いす使用者の利用に配慮して、下部に膝下が入るスペースを確保することが望まし

い。 

・壁掛け式のものは、下部にスペースを設けることが望ましい。下部に設けられるスペ

ースには、段を設けないことが望ましい。 

 

④ 杖や傘を立てかけるフック等や

腰掛、荷物を置ける台等を設け

ることが望ましい。 

 

 

⑤  セルフサービスの場合の給水器等 

・寸法は次のようにすることが望ましい。 

イ  給水器等の設置台の高さ           70～75㎝程度 

ロ  コップ等の位置                   85～95㎝程度 

ハ  給水器等の設置台の下部スペースの奥行き     45㎝程度 

 

（２）自動販売機 
①  金銭投入口等の高さ 

・金銭投入口、操作ボタン及び取

り出し口等がそれぞれ高さ40～

110㎝程度の範囲に納まるもの

を選ぶようにすることが望まし

い。 

 

 

 

 

 

 

（３）設置の配慮 
・水飲み器、自動販売機等の周辺には、車いす使用者が接近できる水平部分を確保する

ことが望ましい。 

・水平部分は、間口150cm以上、奥行150cm以上のスペースとすることが望ましい。 

 

留意点：押しボタン 

・セルフサービスの場合の給水器では、押しボタン等は、

視覚障害者に分かりやすい色や形とすることが望まし

い。 

留意点：金銭投入口等 

・金銭投入口や釣り銭受け等は、大きいものとすると

使いやすい。また、料金表示等も大きく読みやすい

文字や色を採用することが望ましい。 

留意点：操作面の見やすさ 

・操作面が斜めになっている販売機では、車いす使用

者等が低い位置から利用する場合に、照明の反射で

見づらいことがないよう配慮することが望ましい。 
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 ２．１３Ｄ．２ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・車いす使用者に配慮し

た自動販売機 

（自動販売機の前面に

高さ70㎝程度のカウン

ターを設置し､そこに金

銭投入口･操作ボタン･

取出し口を集め､車いす

使用者も容易に利用で

きる機種を選定してい

る。） 

・２種類の高さで 

設置した水飲み器 
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 ２．１３Ｅ．１ コンセント・スイッチ類 
 

（１）設置高さ 
・コンセントは40㎝程度、スイッチ類（特殊なスイッチを除く）は110㎝程度（ベッド

周辺においては80～90㎝程度）とすることが望ましい。 

（注：いずれも床から中心までの高さである。） 

 

（２）操作性 
・スイッチ等は、大型で操作が容

易なボタン形式のものとするこ

とが望ましい。 

・ボタンとボタン周囲との識別が

可能なようにコントラスト等に

配慮する。 

 

 

 

留意点：スイッチのデザイン 

・同一の建築物内では、同一の用途のスイッチ類は統

一した設置高さ、設置位置、デザインとすることが

望ましい。 

・視覚障害者にはタッチパネル式はわかりにくい。 
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 ２．１３Ｅ．２ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・床面から高さ40cm程度に 

 設けられたコンセント 
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 ２．１３Ｆ．１ 乳幼児等用設備 
 

乳幼児連れ利用者が利用する施設では、以下のような設備を設けることが望ましい。なお、

男性も利用できるよう十分配慮をすることが望ましい。 

 

（１）授乳及びおむつ替えのための設備 
・母乳及び哺乳びんによる授乳に

対応した、授乳のためのスペー

スを設けることが望ましい。 

・授乳のためのスペースは区切ら

れた空間とし、授乳のためのい

すを設置することが望ましい。 

・授乳のためのスペースには、お

むつ替えのための台等を適切に

設けることが望ましい。 

・出入口は、ベビーカーの利用に

配慮した幅員と戸の形式とする

ことが望ましい。 

・出入口付近には授乳のためのス

ペースである旨を表示すること

が望ましい。 

 

 

（２）便所内の設備 
・２．７．１ 個別機能を備えた便房の設計標準 （４）乳幼児連れ利用者に配慮した

設備を有する便房 参照 

 

 

留意点：整備の配慮事項 

・母乳による授乳のためのスペースは、カーテンや

ついたて等によりプライバシーを確保することが

必要である。 

・授乳のためのいすは､授乳の体勢が安定するよう、

ひじ掛け､背もたれがついたものであることが望ま

しい。 

・授乳のためのスペースには、荷物置き場や調乳の

ための給湯設備、哺乳びんの洗浄のための設備を

設けることが望ましい。 

・おむつ替えのための台や乳幼児用いす・乳幼児用

ベッド等の配置は、ベビーカー等の通行を妨げな

いように配慮する。 

・男性の哺乳びんによる授乳にも配慮し、内部の設

備配置等の状況がわかるよう表示する必要があ

る。 
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屋内・屋外の休憩スペースと子どもの遊び場が提供されるコンビニエンスストア 
 

① 背景 

ローソンの創業30周年記念として、2006年12月から約半年間、時限的に日本橋で子育て応援店舗「ハッピーロ

ーソン日本橋店」がオープンし、新しい取り組みに多くの人や沢山の声が集まった。その経験を踏まえ、横浜市

から山下公園内での売店の公募を機会に、「ハッピーローソン山下公園店」を提案し実現された。 

 

② 概要 

買い物を行わない人も気軽に立ち寄れる屋内・屋外に広い休憩スペースが設けられている。室内には木の質感

を大切にした立体的な子どもの遊び場がつくられている。 

これらのスペースは子育て応援のイベント等に利用され、地元の公共団体主催の食育イベント等が行われるこ

ともある。また、市のインフォメーションコーナーも設けられており、様々なパンフレット等が置かれ、情報発

信の場ともなっている。 

子育て応援店舗として、通常のコンビニエンスストアには置いていない紙おむつの少量パック、離乳食、小さ

なおもちゃなど、赤ちゃんから就学前の子連れに求められる商品が置かれている。粉ミルク用のお湯、授乳用ス

カーフの貸し出しなども行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの遊び場と屋内・屋外の休憩スペース：
木の立体的な遊具、休憩スペースが設置され、
多くの子ども連れでにぎわっている。 

ベビーカー、車イスを考慮した通路幅： 
ベビーカー、車イス、買物用カート等の利用時
も人とすれ違える1,200㎜以上の通路幅 

子育て応援グッズ： 
離乳食の販売や粉ミルク用のお湯の提供が
行われベビー用品のアンテナショップとし
ても利用されている。 

出典：ハッピーローソン山下公園店ＨＰ 

買い物用のカート置き場： 
子ども連れの利用を配慮し買い物用
のカートが置かれている。 

店舗イメージ 
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●授乳及びおむつ替えのための設備 

参考図：安心して子育てができる環境整備のあり方に関する調査研究報告書 

（Ｈ22.3国土交通省総合政策局）より引用 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長いす 長いす

3.5m

5.5m

授乳室の例

（約20㎡）

オムツ替えの台（３台）

給湯設備

いす

乳幼児用い
す

シンク

ベビーカー
 置き場 

ベビーカー
 置き場

カーテンによる仕切り

ゴミばこ

荷物置き台荷物置き台

椅
子

オムツ替え台

3m

１m

造作・機器１３Ｆ

長いすや肘掛けのついたいす

が望ましい。 

＜解説＞ 

・肘掛けがあると授乳が楽に

なる場合がある。（クッシ

ョン等による代替可能） 

・長いいすであれば上の子ど

もが腰掛けることが可能。

・背もたれがある方が授乳の

体勢が安定する。 

ベビーカーで授乳室内に

入れる方が望ましい。 

＜解説＞ 

・ベビーカーから乳幼児

を抱き上げて移動する

よりベビーカーごとの

移動の方がスムース。 

・授乳に必要なものをベ

ビーカーに収納してお

り、近くにおいておき

たい。 

・荷物（購入した物品

等）の盗難防止。 

共用スペースにいすを設

置する。 

＜解説＞ 

・人工乳を与える際に男

性でも利用が可能とな

る。哺乳びんを置く台

などがあると便利。 

・離乳食を食べさせたり

するための子ども用い

すがあるとよい。 

おむつ替え台をニーズに合わせて設置す

る。 

＜解説＞ 

・利用ニーズに合わせた台数を設置する。 

・広さにゆとりがあれば、トレーニングパ

ンツ用（立った状態でおむつ替えが可能

な高さが低い台）もあるとよい。 

・おむつゴミはにおわないように工夫す

る。 

自販機等 

・おむつや離乳食の自動販売機があると不足した場合に少量の

ロットで購入できるので便利。 

・ジュースなどの自動販売機や冷水器などがあるとミルクを飲

まない上の子や授乳中で水分を多く必要とする母親にとって

有効。 

入り口 

・スライドドアにするとともに、内部の様子がわかるようにす

る。 

様々な機能をもつ授乳室の例 

男性が入れない授乳（母乳）

のためのスペースを設置す

る。 

＜解説＞ 

・授乳場所には男性が入れな

いように仕切りを設ける。

内部の使用状況がわかると

よい。 

・スペースに余裕があれば個

室がよい。ただし、利用者

が多く待ちが出る場合など

は個室だけでなく共用の授

乳スペースを設けることも

有効である。 

・こもって出てこない、他

の人が使いたいのに空か

ないなどに対応するた

め、使用の状況を管理で

きる目の届く場所に設置

することが望まれる。 

・待ちが多いなど授乳室ニ

ーズが高いと判断される

場合には、増設等で対応

することを検討。 

・授乳のためのいす、おむつ

替え台、鍵が最低限必要。 

・スペースさえあればパーテ

ィーションなどで区切るこ

とで簡単に設置可能。 

・お湯は近くの職員などが対

応（職員用の給湯設備を兼

用するなど）。 

・ベビーカーは出入口付近

（外）におけるようにす

る。 

ミニマムな機能の授乳室の例 
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 ２．１３Ｆ．２ 設計例 
 

 

・個室の授乳室 

・おむつ交換台、常に清潔かつ使いやすい

状態に保たれている 

・入口と案内表示 ・大規模な授乳室の例 

・おむつ交換台や授乳室がコンパクトに集

約されている 

授乳室 授乳室 授乳室 共同 

授乳室 

おむつ替え 

エリア 

調乳 

エリア 

自動 

販売機 

▲案内 

表示 

おむつ 

交換台 

乳幼児用いす 

自動 

販売機 
授乳室 

ベンチ 

調乳台 

・小規模な授乳室の例 
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 ２．１３Ｇ．１ 案内表示 
 

 高齢者や障害者に配慮してその内容が判断しやすい案内表示を分かりやすくかつ適切に設ける。 

 

◆基準◆ 
＜建築物移動等円滑化基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

標識 

（第19条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい位置

に設けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

案内設備 

（第20条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設の配置を表示した案内板等がある

か（配置を容易に視認できる場合は除く） 

 

 
②エレベーターその他の昇降機、便所の配置を点字その他の方法（文字等の浮き彫りまたは音

による案内）により視覚障害者に示す設備を設けているか 

 

 ③案内所を設けているか（①、②の代替措置）  

 

＜建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト＞ 

施設等 チェック項目  

＜一般＞ 

標識 

（第14条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設があることの表示が見やすい位置

に設けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

案内設備 

（第15条） 

 

①エレベーターその他の昇降機、便所または駐車施設の配置を表示した案内板等がある

か（配置を容易に視認できる場合は除く） 

 

②エレベーターその他の昇降機、便所の配置を点字その他の方法（文字等の浮き彫りまたは音

による案内）により視覚障害者に示す設備を設けているか 

 

③案内所を設けているか（①、②の代替措置）  

（１）案内板・表示板等 
案内板や表示板は、空間全体や各

空間の用途、順路などを示すために

有効である。文字が読めない、ある

いは、文字より絵のほうが理解しや

すいといった障害を持つ人や、子ど

もに対して情報を提供することがで

きる手段でもある。 

①  仕 様  

・案内板等の表示は、大きめの文

字や、図を用いるなど、分かり

やすいデザインのものとし、背

景色との色及び明度の差に配慮

することが望ましい。 

・障害者が利用可能な便所や車い

す使用者用客席の位置等は案内

板に表示することが望ましい。 

・案内表示は、視覚障害者誘導用

ブロック、案内板、サイン、

音・音声や光による誘導が効果

的に組み合わさるよう配慮する。 

留意点：文字、図、色 

・文字が多いものや､デザインが複雑なものは､分かり

にくいため避け､できる限りシンプルなものとするこ

とが望ましい。 

・タッチパネル式の案内表示は､視覚障害者には使いに

くい。 

・案内板等は各フロアに設けることが望ましい。 

・文字の書体は認知のしやすいものとすることが望ま

しい。 

・施設の用途により主要な案内板・表示板等は外国語

を併記することが望ましい。 

・色についてはJIS Z 8210:2002や｢標準案内用図記号

ガイドライン｣(｢（２）サイン｣参照)などが参考とな

る。（http://www.ecomo.or.jp/） 

・文字と背景の色の組み合わせは、白内障の方や色弱

者、弱視者の色の見え方に配慮して明るさや明度を

大きく対比させたものする。 

・褪色しやすい色を用いない。 

留意点：知的障害、発達障害、精神障害のある人への

案内表示の有効性 

・表示されている内容を読みとることが難しいことも

ある知的障害、発達障害、精神障害のある人にとっ

て、統一されたデザインによる表示は有効である。 
（出典：知的障害、発達障害、精神障害のある人のた

めの施設整備のポイント集（国土交通省HP）（http:

//www.mlit.go.jp/common/000045596.pdf）） 
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・文字表記と併用して点字表示も

行うことが望ましい。点字につ

いては、（２）点字・音声等に

よる案内板 参照。 

・漢字、ひらがな、ピクトなどを

組み合わせて案内することが望

ましい 

・弱視者、色弱者に対応して、色

や表示の仕方に工夫をする。

（（３）弱視者の特性と案内表

示等、（４）色弱者の特性と案

内表示等 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  設置位置 

・案内表示は、建築物の主要な出

入口まで、全ての人にわかりや

すいように設けることが望まし

い。 

・受付カウンターやエレベーター

ホール等の動線の要所には、わ

かりやすい案内表示を設置する。 

・車いす使用者や視覚障害者の通

行の妨げとならないよう配慮す

る。 

・誘導用の表示板は、曲がり角ごとにわかりやすい位置に設けることが望ましい。 

・掲出高さは、視点からの見上げ角度が小さく、かつ弱視者や目線の低い車いす使用者

にも見やすい高さとすることが望ましい。 

・逆光や反射グレアが生じないように、案内板等の仕上げや、設置位置、照明に配慮す

ることが望ましい。また、ケースがある場合、光の反射により見にくくならないよう

配慮することが望ましい。 

 

留意点：サインと案内板 

・サインの設置に際しては、照明計画、コントラスト

等について総合的な検討を行うとともに反射やちら

つきがないような配慮をすることが望ましい。 

・サインの設置については、｢旅客施設の移動円滑化整

備ガイドライン｣（発行：交通エコロジー･モビリテ

ィ財団、2007年9月）及びホームページ（http://ww

w.ecomo.or.jp/）が参考となる。 

・動線を示す主要な案内板は、必要な情報が連続的に

得られるように配置することが望ましい。 

留意点：配置上配慮すべき事項 

・大きな建築物や構造・空間構成が複雑な建築物等に

おいては、案内表示や誘導、音声案内、文字情報等

の配置は、特に注意する必要がある。また、人によ

るサポートがあると誰もが安心して使えるので、建

築的な対応に加えて人やインターホン等を配置し、

ソフト面で対応することも考えられる。 

ピクトグラムによる表示の例 

（絵、漢字、ひらがなを併記している。）

 

 
 

 
便    所 

べ ん じ ょ 
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③ サイン 

・案内板等に用いるサイン（図記号）は、ＪＩＳ規格等標準化されたものを使用するこ

とが望ましい。 

・標準化されたサインの例としては、以下のようなものがある。 

 

イ 国際シンボルマーク 

・身体障害者が使用可能な建物・施設であることを示す。 

※1969年に国際リハビリテーション協会が定めた。 

 

ロ 日本工業規格「案内用図記号」（JIS Z 8210:2002） 

・JISの案内用図記号には安全・禁止・注意及び指示図記号に用いる基本形状、色、

及び使い方が定められている。また、公共・一般施設を案内する図記号についても

定められている。 

・なお、この中に定められていないものについては、下記ハによることが望ましい。 

 

ハ 標準案内用図記号ガイドライン 

・標準化された各種案内用図記号が定められている。 

※国土交通省の関係公益法人である交通エコロジー・モビリティ財団が日本財団の

助成を得て設置した「一般案内用図記号検討委員会」において、2001年３月に策定

されたものである。 

・125種類の図記号と共に、使用上の注意も掲載されており、交通エコロジー・モビ

リティ財団のホームページ（http://www.ecomo.or.jp/）において閲覧できる。 

 

ニ オストメイトマーク 

・オストメイトに配慮した設備が設けられてい

るトイレに表示する。 

・｢公共交通機関の旅客施設の移動円滑化整備

ガイドライン｣（2007年9月 交通エコロジ

ー・モビリティ財団）及びホームページ 

（http://www.ecomo.or.jp/）参照。 

 

ホ コミュニケーション支援用絵記号 

・文字や話し言葉によるコミュニケーションが

困難な障害を持つ人の理解を助けるための手

段として、コミュニケーション支援用絵記号

が開発されている。 

・絵記号を描く際の基本形状（面と線での表現、物を正面、真横、斜め方向からとら

えた表現等）、作図原則（既存の絵記号との整合性、主題の明確化等）を規定し、

描きやすく、伝えたい内容が理解されやすい絵記号を描くためのルールを示してい

る。（JIS T0103）規格は、日本工業標準調査会（ＪＩＳＣ）のホームページ（htt

p://www.jisc.go.jp/）で閲覧することができる。また、規格には参考として約３

００の絵記号の例を収載している。（財）共用品推進機構のホームページ(http://

www.kyoyohin.org/)参照。 
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（２）点字・音声等による案内板 
・必要に応じ点字・音声等による

案内板を設けることが望ましい。 

・点字等による案内板の機能に、

音声案内装置を付加したものは

有効である。 

・音声案内装置については、２．

１３Ｉ．１ 情報伝達設備

（１）音声による案内・誘導 

を参照。 

・点字の表示方法等についてはJI

S T0921、触知案内図の情報内

容及び形状、表示方法等につい

てはJIS T0922が参考となる。 

 

 

 

（３）弱視者の特性と案内表示等 
・弱視は、視野の欠損、視野の低下などさまざまな障害や程度があり、個人差が大きい。 

・弱視者は、点字を読めない場合もあるため、視覚障害者対応として、点字を設置すれ

ばよいというわけではない。 

・案内表示は、接近して読むことができる位置に設置することが望ましい。 

・弱視者の誘導にあたっては、分

かりやすい案内表示、音声案内、

人的な誘導などを組み合わせる

必要がある。 

・白内障の高齢者の黄変化視界で

もわかりやすいものとすること

が望ましい。 

 

（４）色弱者の特性と案内表示等 
・色弱者は、色と色の違いを見分

けにくいという特性を持ってい

るため、案内表示等をデザイン

するにあたっては、一般的には

見分けにくい色の組み合わせを

避けることが推奨されている。 

・色弱者の見え方は、2-148頁の

「図 色弱者の色の見え方」の

「P型(１型)」、「D型(２型)」

の例に示されるように、一般色

覚者の見え方とは異なる。例え

ば、彩度の低い水色とピンクは

区別がつきにくい、緑系と赤系

の区別がつきにくい等の特徴が

ある。 

 

 

 

 

留意点：高齢者に多い白内障への対応 

・白内障の人は､黒い背景と青の組み合わせが見難いた

め、背景が黒の場合は水色のほうが分かりやすい。 

・白い背景では、白内障の人は黄色と白の区別がつき

にくい。やむを得ずこれらの色を使用する場合には

黒で縁取りをつける。 

留意点：点字・音声等による案内板 

・点字等による案内板だけでは情報を読み取れる視覚

障害者はかなり少ないといわれている。設置にあた

っては、視覚障害者が読みやすいデザインを心がけ

ると共に、文字等を浮き彫りしたり、音声による案

内を行う等の工夫をすることで、より情報が伝わり

やすく、誰にでもわかりやすい案内板とする必要が

ある。 

・有効に使用するためには、清掃管理を適切に行う必

要がある。 

・点字を設置する際は、施設内、あるいは、近隣施設

内では設置位置などを統一し、視覚障害者が点字を

見つけられるように配慮する必要がある。 

・点字等による案内板を設けない場合、受付カウンタ

ーまで誘導し、館内の点字等による案内等を貸出し

することも考えられる。 

留意点：色弱について 

・色弱者（色覚障害者、色覚異常者ともいう。）の割

合は、日本人の場合、男性では20人に１人、女性で

は500人に１人の割合で存在する。 

・これらの人の視力は普通の人と変わらないが、一部

の色の組み合わせについて、一般の人と見え方が異

なる。また、老化に伴う白内障や目の疾患によって

視力の低下と共に色の見え方が変わることもある。 

参考資料：「カラーバリアフリー サインマニュアル」 

神奈川県（平成21年3月）） 
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・従って案内表示等の色づかいに

ついては、「図 色弱者の色の

見え方」の例を参考に背景色、

対比させる場合の色の選び方に

配慮することが求められる。

（色の選び方については、｢カ

ラーユニバーサルデザイン推奨

配色セット｣（出典：社団法人

日本塗料工業会・特定非営利活

動法人カラーユニバーサルデザ

イン機構）等も参考となる。） 

・色で識別する案内表示等では、

凡例との色対応による識別が困

難で表示内容が理解できない場

合などがあるため、案内表示に

文字による案内を併記したり、

模様や線種の違いを併用する等

の配慮を行う。 

・案内表示やボタン等の設備のデ

ザイン・設置の際には、背景色

とのコントラストに配慮する必

要がある。 

留意点：サイン作成で色・形等について配慮すべきこと

・見分けにくい色の組み合わせを避け、背景の色と文字

やサインの色を選ぶ 

・色分けのみでなく文字を併記して案内する 

・形だけでも違いが分かるようにする（ハッチング・斜

体・下線・枠囲み等の併用） 

・塗り分けの凡例を別にせず、直接書き込む 

・色と色の境界には白又は黒の細線で縁取りをする 

・色の面積を大きくとる（線を色分けするときは太くす

る） 

・色名を書く（色名を使った案内が予想される場合） 

参考資料：「カラーバリアフリー サインマニュアル」 

神奈川県（平成21年3月） 

留意点：色の選び方と施設設備などで配慮すべきこと 

＜色の選び方＞ 

【赤】 

・赤は濃い赤を使わず、朱色やオレンジに近い赤を使う 

【黄緑、緑】 

・黄色と黄緑は赤緑色弱者にとっては同じ色に見えるの

で､なるべく黄色を使い、黄緑色は使用しない 

・濃い緑は赤や茶色と間違えるので､青みの強い緑を使う

【青】 

・青に近い紫は青と区別できないので赤紫を使う 

【黄色と白】 

・細い線や小さい字には、黄色や水色を使わない 

・明るい黄色は白内障では白と混同するので使わない 

 

＜確認方法＞ 

・白黒でコピーしても内容を識別できるか、確認する 

・色弱者の見え方のチェックツール（シミュレーション

ソフト）もある。 

 ただし、チェックツールは、色弱者にとっての色の見

え方をチェックするのではなく、見分けにくい配色が

あるかを確認するものである。実際の見え方には多様

性があることを留意した上で、チェックした結果を活

用することが望ましい。 

＜施設整備で配慮すべきこと＞ 

・色弱者は、色は見分けられても色の名前が分からない

ことがある 

・受付などを用件にあわせて色分けする場合は、番号も

併記する 

・色分けしたパネルには色名を併記する 

・案内表示は、大きくわかりやすい平易な文字、図等を

使い、これらの色には地色と対比効果があり明暗のコ

ントラストのはっきりした色を使用する 

参考資料：「カラーバリアフリー 色使いのガイドライン」 

神奈川県（平成20年10月）より抜粋し一部加筆 
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図 色弱者の色の見え方1 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

                             
1出典：「カラーバリアフリー サインマニュアル」神奈川県（平成21年3月） 

一般色覚者の見え方    色弱者の見え方の例 

         P型(１型)          D型(２型) 

色弱者の見え方は例示であって、実際にどのように見えるかは、個人差や照明の環境により異なる。 
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 ２．１３Ｇ．２ 設計例 

＜視覚障害者等への配慮＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

＜高齢者、障害者等への配慮＞        ＜聴覚障害者等への配慮＞ 

 

 

 

 

 

・点字等による案内板（図面は、晴眼者に

も使えるように、彩色され、墨字の表記

もされている。風除室内に設置され、視

覚障害者誘導用ブロックにより誘導して

いる。） 

・音声案内機能付きの点字等による案内

板（晴眼者も使えるように大きめの墨

字を併記するとともに、音声による案

内、インターホンも設置している。） 

・点字等による案内板（高齢者や子どもにも

利用しやすいように大きめの墨字を併記し､

弱視者に配慮した色使いとなっている。車

いす使用者にも見やすい高さである。） 

・主な出入口のそばに設置されたサテラ

イトカウンター（人がいない時にはイ

ンターホンにより対応する。） 

・難聴者への筆談対応を示すマークが設置

されたカウンター（受付、窓口などに設

置して、聴覚障害者への対応を行ってい

ることを示すことができる。） 
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＜色弱者等への配慮＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・赤色に工夫をし、図を縁取りして視認性

を高めている案内表示 

・廊下に設置され、大きく分かりやすく、

接近して見ることも可能な案内表示 

・色を使って分かりやすく表現している案

内図と案内表示 
・背景色を白、女性用便所のマークの色彩を

朱赤にして色弱者の視認性を高めている案

内表示 

利用者参加型プロジェクトの事例 

・これらの写真は、利用者参加型のプロジェクトと

して建設された草加市民病院（埼玉県草加市）及

び、お茶の水・井上眼科クリニック（東京都千代

田区）の写真である。視覚障害者の参加のもとに

色彩、及びサイン計画が実施された。 
・提供する情報量を絞り、色分けだけでな

く表示に色名をつけて情報を提供してい

る案内表示 
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サイン計画に利用者参加型で取り組んだ事例 

東京都大田区における庁舎のユニバーサルデザイン化の取り組み 

 
① 背景 

・大田区本庁舎は開庁から10年以上が経過し、度重なる組織改正

によって庁舎内のサインは煩雑になり、抜本的改善が求められ

ていた。 

・2009年度の組織改正において組織名称が大幅に改正されたこと

や、本庁舎のオフィスレイアウトが刷新されたことを契機に、

本庁舎のサイン（案内板や表示板など）を全面改修することと

なった。 
 
② 取り組みの概要 

・サイン計画の全面改修（以下、プロジェクトという。）にあた

っては、大田区施設管理課を中心に大田区の関係部署が定期的

に参加し、そこにデザイナーが加わる体制とした。また、市民

団体と随時連携し、意見交換や検証実験を行った。 

・プロジェクトの工程は下表の通り。庁舎の全面改修を実施した

第１次整備と、更なる改善を実施した第２次整備からなる。 

・第１次整備完了後の2009年9月と第２次整備完了後の2010年4月

に障害当事者による検証実験を実施し、サイン計画の評価を行

った。 

◆検証実験ⅰ）（2009年９月）の概要 

・被験者は肢体不自由３名、弱視者２名、全盲１名、聴覚障害者

２名、健常者１名 

・いくつか目的地を設定し、そこに単独で向かう被験者の行動を

観察し、迷いや間違いを起こさないかを確認した。 

・結果､弱視者･全盲の方が目的地にたどり着けない場合があり､特

に弱視者がサイン自体を発見できないケースがあることが判明

した。 

◆検証実験ⅱ）（2010年４月）の概要 

・被験者は弱視者４名 

・検証実験ⅰ）を受けて弱視者との意見交換等を実施し、弱視者

にも分かりやすくするため、屋内用点字ブロックの設置や光サ

インの改善、受付で渡す案内マップの整備を行った上で、再度

検証した。検証方法は検証実験ⅰ）と同様。 

・結果、目的地にたどり着くことが容易になったことを確認でき

た。 

 

・この後も全盲者を対象に検証を行い、サイン計画改善による効

果や課題を確認するなど、庁舎ユニバーサルデザイン化に向け

た取り組みが進められている。 

 

 

図 改善後のサイン 

第１次整備 

（庁舎の 

全面改修） 

2009年3月 現状調査と課題抽出 

4月 サイン基本計画 

5月 区民の会との意見交換会 

6月 サイン実施設計 

7月 本庁舎サイン竣工 

8月 ４地域庁舎サイン竣工 

 9月 検証実験ⅰ） 

第２次整備 

（ 竣 工 後 に

明 ら か に な

った課題の

改善） 

10月 改善策の検討 

11月 案内マップの整備 

12月 光サイン・誘導タイルの試案設置 

2010年1月 弱視者問題研究会との意見交換 

2月 区民の会との意見交換会 

3月 光サイン・誘導タイル施工 

 4月 検証実験ⅱ） 

表 プロジェクトの工程 
図 検証実験の様子 

改修前

 

図 サイン計画の改善の一例 

（窓口案内） 

改修後 
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多機能便房を設けた便所の出入口の表示例（男女共用の場合）
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 ２．１３Ｈ．１ 視覚障害者誘導用設備 
 

（１）視覚障害者誘導用ブロック等の形状・色 
① 形状 

・視覚障害者誘導用ブロック等は、JIS T 9251（視覚障害者誘導用ブロック等の突起の

形状･寸法及びその配列）による形状のものを使用する。 

・視覚障害者誘導用ブロック等は、

歩行方向を案内することを目的

とした、移動方向を指示するた

めの線状突起のある「線状ブロ

ック等」と、前方の危険の可能

性若しくは歩行方向の変更の必

要性を予告することを目的とし

た、注意を喚起する位置を示す

ための点状突起のある「点状ブ

ロック等」とする。 

 

② 色 

・視覚障害者誘導用ブロック等の

色は、黄色を原則とする。 

・弱視者が認知し易いよう、敷地

内の通路の床仕上げ材料と視覚

障害者誘導用ブロック等の明度

差、あるいは輝度比に配慮する

ことが望ましい。 

 

③ 敷設幅 

・30cm以上とすることが望まし

い。。 

 

 

 

 

（２）視覚障害者誘導用ブロックの敷設 
・視覚障害者は、音、人の流れ、風、触知などを感じながら通行している。このような

特性を踏まえつつ設計を行う必要がある。 

・視覚障害者誘導用ブロック等の敷設方法により、視覚障害者が方向を見失い、場所の

認知が困難になる場合があるので、視覚障害者誘導用ブロック等は可能な限り標準的

敷設方法を踏襲する。 

・視覚障害者が実際に施設を利用する際の動線を検討して、円滑な利用が可能な経路に

設置できるよう配慮する必要がある。 

・特に歩道から敷地に至る連続的な敷設が得られる場合には、道路管理者と建築主等の

十分な協議を行うことが望ましい。 

 

① 敷設方法 

・視覚障害者誘導用ブロック等の敷設にあたっては、「点状ブロック等」と「線状ブロ

ック等」を適切に使い分け、利用者を混乱させないよう十分な配慮が求められる。 

・誘導の方向と「線状ブロック等」の線状突起の方向を平行にして、連続して敷設する。 

留意点：色 

・視覚障害者誘導用ブロック等の色について黄色を選

択した場合であっても、白や薄いグレーの床に敷設

した場合、弱視者等には見えにくい。これらの色の

組み合わせとする場合には、色が際立つように縁取

りを付ける等の配慮が考えられる。 

・視覚障害者誘導用ブロック等と周囲の床の仕上げと

は少なくとも輝度比2.0以上確保することが望まし

い。(輝度は輝度計により測定することができる。) 

・場所により視覚障害者誘導用ブロック等の色が異な

ると利用者が混乱するためなるべく統一する。特に

敷地境界部分などで、道路と敷地の管理区分により

色が異ならないように配慮する。 

留意点：視覚障害者誘導用ブロック等の材料 
・視覚障害者誘導用ブロック等の材料には様々なもの

が考えられるが、採用にあたっては周囲の床の材料

との対比、視覚障害者が使いやすいか、等に配慮す

る。 

・金属製の視覚障害者誘導用ブロック等は、弱視者に

は色の違いがわかりにくい場合があること、使用す

る部位によっては雨滴によりスリップしやすいこ

と、施工上の精度が悪いものやはがれやすいものが

ある等の問題がある。 
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・原則として湾曲しないよう直線

状に敷設し、屈折する場合は直

角に配置することが望ましい。 

・危険の可能性、歩行方向の変更

の必要性を予告する部分には

「点状ブロック等」を使用する。 

 

② 単位空間ごとの敷設方法 

・各空間ごとの敷設方法について

は、２．３．１ 建築物の出入

口の設計標準（３）②、２．４．

１ 屋内通路の設計標準（５）

①、２．５．１ 階段の標準設

計（５）①、２．６．１ エレ

ベーターの設計標準（３）、２．

６．５ エスカレーターの設計

標準（４） を参照する。 

・「道路の移動等円滑化整備ガイ

ドライン」を参照する。 

 

 

   ③ 建築物の用途による敷設方法 

・不特定多数の人が利用する施設

で広いロビーやホワイエがある

場合、受付カウンター等の案内

設備が建築物の出入口と異なる

階にある場合等には、案内設備

以外にエレベーターへの誘導の

必要性が高い。 

・役所等の日常的に多様な人が利用する施設では、敷地の入口から受付等案内設備、エ

レベーター、階段、トイレ、福祉関係の窓口などの利用頻度が高いところまでの連続

的な誘導が必要である。 

・専ら高齢者が利用する施設等については、２．４．４ 施設による配慮の工夫（２）

視覚障害者誘導用ブロック等の敷設を参照。 

 

   ④ 人的な対応 

・建築物内の案内や誘導については、２．１．３ ソフト面の工夫（１）及び、２．３．

２ ソフト面の工夫を参照。 

 

   ⑤ 敷設後の維持・管理 

・視覚障害者誘導用ブロック等の

機能･効果が低下しないよう、

継続した適切な維持･管理･保守

が望ましい。 

 

（３）音声による案内・誘導 
・音声による案内・誘導については、２．１３Ｉ．１ 情報伝達設備（１）を参照。 

留意点：建築物の用途による配慮 

・施設の用途により、敷設の考え方は異なる。手すり、

音声を併用又は代替することによって、よりわかりや

すくなる場合もある。 

留意点：保守 

・視覚障害者誘導用ブロック等は使用しているうちに

輝度比や色が劣化するため、保守は重要である。 

留意点：敷設にあたって 

・敷地内の通路上に設けられた桝蓋等により、視覚障

害者誘導用ブロック等による誘導が途切れることが

ないよう、あらかじめ屋外計画や設備計画と調整を

図ることが望ましい。 

・屈折する場合に直角に配置するのは、全盲者が方向

を間違えないよう配慮したものであるが、極端に遠

回りな歩行ルートとならないように注意する。 

・敷設位置は、壁・塀に近すぎないように余裕を確保

した位置とする。また壁･塀の付属物や電柱等の路上

施設に視覚障害者が衝突する場合もあり、敷設位置

には十分注意する。 

・クリーニング店のように入口に近接して受付カウン

ターがある場合には、視覚障害者誘導用ブロック等

が敷設されていなくてもアプローチできる。 

・視覚障害者誘導用ブロック等は、車いす使用者や高

齢者、杖使用者、肢体不自由者にとっては通行の支

障になる場合もあるため、敷設位置については十分

な検討を行い、車いす使用者が円滑に通行できる余

裕を確保することが望ましい。 
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 ２．１３Ｈ．２ 設計例 
 

 

 

 

・受付の他に、エレベータ

ー等へも誘導を行う、視

覚障害者用誘導ブロック

の敷設 
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 ２．１３Ｉ．１ 情報伝達設備 
 

案内表示や視覚障害者に対する視覚障害者誘導用ブロック等以外にも、下記のような音声や画

像・光・振動による情報伝達設備がある。施設用途や規模など必要に応じて設置することが有効

である。 

 

（１）音声による案内・誘導 
① 電波方式 

・視覚障害者の持つ送信機と、施

設側のアンテナ、主装置、固定

スピーカーから構成される。 

・視覚障害者が小型の送信機を持

ち、送信機のボタンを押す、あ

るいは送信機が電波に反応する

ことにより、送信機からアンテ

ナに電波が送信され、主装置を

介し、固定スピーカーから音声

案内が行われる。 

 

② 赤外線方式 

・視覚障害者の持つ受信機と、施

設側の電子ラベルから構成され

る。 

・視覚障害者が小型の受信機を持

ち、受信機のボタンを押すこと

により、電子ラベルから赤外線

で送信される情報を受信し、受

信機のスピーカーあるいはイヤ

ホンから音声案内が行われる。 

 

③ その他の方式 

・上記の他に磁気センサーを用いた方式、人感センサーにより音声案内を行う方式、IC

タグや携帯電話のGPS機能を用いて位置情報を得る方式等もある。 

 

④ 性能・設置位置 

・いずれの方式にあっても、音声がはっきりと聴き取れ、音声の発生場所が把握できる

ような音響性能を持つものが望ましい。 

 

 

留意点：音声による案内 

・音声による案内は開発途上であるため、今後、共通

化、標準化を推進することが課題である。 

・役所等の日常的に多様な人が利用する施設では、敷

地や建築物の出入口等に音声案内装置を設置するこ

とが有効である。 

・チャイム音のみでは敷地や建築物の出入口であるこ

とは分かっても、目的の建築物の出入口であるかど

うかが分からないため、併せて建物名称等に関する

内容を音声により案内することも有効である。 

・音声による案内で誘導を行う場合、単純な音とし、

同一建築物内においては統一することが望ましい。 

・不特定多数の人を感知する人感センサーにより音声

案内を行う機器等を用いる場合、音声情報はこれを

利用しない人から過剰サービスと認識されることが

あるため、障害者向けの案内であることを表示する

ことも一案である。 

留意点：個室への配慮の必要性 

・個室(会議室等で１人になった場合、エレベーターや

トイレなどで１人になった場合など)で、不安を感じ

る視覚障害者が多い。 
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（２）画像・光・振動による案内 
① 計画上の配慮 

・設備設計の段階で視覚情報設備の導入を検討する必要がある。 

・聴覚障害者には館内放送やアナウンス､サイレンなどの音声情報が伝達されないため、

これらを視覚（文字）・光・振動等の情報に転換して伝えることが望ましい。 

・ドアに大型のガラス窓のある出入口戸など、内部・外部の様子がわかる工夫は、安心

して建築物を使えるため望ましい。 

 

② 文字情報 

イ  電光表示板 

・聴覚障害者の利用に配慮し、

利用者案内や呼び出し窓口に

は、電光表示板を設けること

が望ましい。 

ロ  ソフト面の対応 

（人的な対応・備品の整備） 

・聴覚障害者とのコミュニケー

ションの手助けとして､筆談

ができる備品の整備等の配慮

も望ましい。 

 

③ 光による告知 

イ  照明器具の点滅 

・出入口のドアのノックの振動

やインターホンの音、電話の

ベルなど発生する音の情報を、

センサーで受信し､照明器具

の点滅やフラッシュライトな

どで知らせる方法も望ましい。 

 

④ 振動による告知 

イ  振動器の設置･携帯 

・音声情報を､センサーで受信

し､振動器を作動させる方法

も望ましい。 

・振動器は携帯するものもある。 

 

⑤ 整備の工夫 

・音声情報を視覚・光･振動に転

換する方法は､建築物に組み込

んだ建築設備によるものと､備

品等で対応する方法がある。施

設の利用形態により､どの方法

を採用するか､十分に検討する

ことが望ましい。 

・宿泊施設については、２．９．１ 客室の設計標準（４）設備・備品等⑥、⑦、⑨ を

参照する。 

留意点：筆談機等 

・聴覚障害者とのコミュニケーションの手助けとし

て、筆談用のメモの他、話したことが文字に変換さ

れる音声認識装置や筆談機を受付などに整備するこ

とが望ましい。 

留意点：カラーライトの使用 

・聾学校では廊下で､赤･黄･緑のカラーライトの点灯に

より､チャイムや館内放送の意味を知らせる工夫が行

われている。施設によっては応用可能な方法と考え

られる。 

留意点：屋内信号装置 

・屋内信号装置によって､目覚し時計､ドアベル、乳児

の泣き声、電話、ファクシミリの受信音などを感知

し､照明器具(フラッシュライト､回転灯､スタンドを

含む)や振動器を作動させる装置の検討も望ましい｡ 

・屋内信号装置の技術は発展途上にあり､まだ統一化･

規格化もされていないため様々な方法が採用されて

いる。今後の技術革新、標準化も視野に入れた対応

が望ましい。 

・聴覚障害者対応の技術は､必ずしも建築物ではなく、

備品で対応するものも少なくないが､建築物との連携

には十分な配慮が望ましい。 

留意点：ＩＴ技術の活用 

・ＩＴ技術の向上により聴覚障害者のための携帯電話の

メール等を利用した案内装置の導入などが考えられ

る。ＩＴ技術を活用した案内装置の導入促進のために

も、国内の統一した規格化、国際規格化が望まれる。 
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○音声案内装置（電波方式）の事例 

 

○屋内信号装置の事例 

・目覚まし時計、ドアのノック、インターホン、

ドアチャイム、乳児の泣き声、火災報知機の警

報音、赤外線遮断、電話、ファックスの着信音

などを感知し、親機、子機、携帯型バイブレー

タなどに微弱電波を利用して通報するシステ

ム。 

・通報は、親機、子機に接続し、振動や電気スタ

ンドの点滅などで知らせる。 

（左記システムは上記機能の一部に対応してい

る。） 

ドアノックセンサー 大型押しボタンの電話 

(高齢者(難聴･弱視)電話機) 

フラッシュライト 

 

 

フラッシュライト２ 

 

テレビレシーバー 

 

タイループ 

・建築物等に設置された装置側から発信される電波の受信範囲に、専用の受発信機を持つ視

覚障害者が入ると、受発信機が反応し、音声による情報を得られるシステム。 

・まず、受信範囲に入ると受発信機が反応し、音声案内を受けられることを知らせる。情報

が必要であれば、視覚障害者が受発信機のスイッチを押すと電波が送信され、具体的な

音声案内が放送される。 

システムのイメージ図 

ピッピッ 

アンテナ 
スピーカー

受発信機 

（視覚障害者等が携行） 

電波の受信範囲 

ピンポーン 

こちらは 

○○玄関です。
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 ２．１３Ｉ．２ 設計例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・音声による案内が組み込まれた誘導灯 

・区役所の受付カウンターに設けたＬＥＤ電光

表示板（通常はニュース等をスクロール表示し

ているが､緊急地震速報発表時は「緊急地震速

報」と点滅表示する。） 

・公衆電話横に備え付けられた誰でも使うこと

ができるＦＡＸ（病院） 

・視覚障害者誘導用ブロックの敷設と併せ

て、音声案内設備が設置されている建築

物の出入口 

・ＬＥＤ電光表示板（上部に設けられている

のは、緊急情報の表示と連動した回転灯と

ニュースや緊急情報を受信するアンテナ） 



- 2-163 - 

２．１４ 写真の出典 
 

章 位置 撮影場所、出典、または提供者 

２．１．５ 上 国際障害者交流センター 

 中上 白脇ケアセンター 

 中下 代々木オリンピックセンター 

 下       〃 

２．２．２ 上 イオン九州佐賀大和店 

２．２．３ 上左 せんだいメディアテーク 

 上右 埼玉県北足立福祉保健総合センター・埼玉県鴻巣保健所 

 下左 刈谷市総合文化センター 

２．３．４ 上 静岡文化芸術大学 

 下 カタログハウス 

２．４．５ 上 草加市民病院 

 下左 ぴっぷクリニック 

 下右 ふれあいセンターびらとり 

２．５．３ 上 刈谷市総合文化センター 

 下 堺市役所 

２．６．４ 上・下左 国際障害者交流センター 

 下右 埼玉スタジアム２００２ 

２．６．６ 上左 ＭＭ２１ランドマーク・プラザ 

 上右 三菱電機株式会社提供 

 下左 刈谷市総合文化センター 

２．７．６ 上左 東京ビッグサイト 

 上右 ＩＮＡＸ提供 

 中左 ＩＮＡＸ提供 

 中中 ＴＯＴＯ提供 

 中右上 刈谷市総合文化センター 

 中右下 お茶の水・井上眼科病院クリニック 

 下左 高橋儀平委員長提供 

 下右 刈谷市総合文化センター 

２．８．３  国際障害者交流センター（ビッグアイ） 

２．９．４ 上下 富士レークホテル 

２．１０．２ 上左右 日本製紙クリネックススタジアム宮城 

 下左右 高橋儀平委員長提供 

２．１１．４ 上下 犬吠埼京成ホテル 

２．１２．２ 上 東京都江東高齢者医療センター 

 下左右 刈谷市総合文化センター 

２．１３Ａ．３ 上 ぴっぷクリニック 

 中・下 練馬区区立施設 

２．１３Ｂ．２ 上左 ㈱メイキコウテクノ商品カタログ 

 上右 佐倉市役所 

 下 長崎家庭裁判所佐世保支部 

２．１３Ｃ．２ 上 せんだいメディアテーク 

 下 高橋儀平委員長提供 

２．１３Ｄ．２ 上 北九州市総合保健福祉センター 

 下 埼玉スタジアム 

２．１３Ｅ．２  玉川学園高齢者在宅サービスセンター 

２．１３Ｆ．１ P.2-140 ハッピーローソン 
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章 位置 撮影場所、出典、または提供者 

２．１３Ｆ．２ 上・中左右 ラゾーナ川崎プラザ 

 下 フレル・ウィズ自由が丘東急ストア 

２．１３Ｇ．２ 上左 浜松市ザザシティ 

 上右 静岡文化芸術大学 

 中左 国立民族学博物館 

 下左 刈谷市総合文化センター 

 下右 高橋儀平委員長提供 

 P2-150 

下段除く全

て 

草加市民病院 

 下 お茶の水・井上眼科クリニック 

 P.2-152 伊藤啓氏提供 

２．１３Ｈ．２ 上 日本盲人福祉センター 

２．１３Ｉ．２ 上左 国際障害者センター（ビッグアイ） 

 上右 キュポ・ラ（埼玉県川口市） 

 中左右 豊島区役所本庁舎 

 下 草加市民病院 
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第３章 設計事例集 

３．１ 都道府県推薦優良事例一覧 

公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

北
海
道 

温泉 

施設 

洞爺月

浦温泉

ポロモ

イ 

虻田郡 

洞爺湖

町 

H17.5.13 

H18.5.2 

(変更)

1,832.47 日本都市･ 

ウエルネ

ス･北星特

定共同企業

体 

㈱エフシ

ーエヌ 

家族風

呂・脱衣

室・受付カ

ウンタ

ー・多目的

便所 等 

体の不自由な家族のい

る方が一家団らんの入

浴を楽しめるように、個

室の家族風呂が設置さ

れており、シャワーチェ

アにも対応できる広め

の洗い場が確保され、浴

槽・洗い場とも補助手す

りが設置されている。 

病院 深川市

立病院 

深川市 H14.11.6 

H16.12.1 

(変更)

23,965.27 山下･中原･

大洋特定建

築委託業務

共同企業体

深川市 エントラ

ンス・待合

ホール・階

段・総合案

内・オスト

メイト対

応トイレ 

等 

病院建物周辺と接する

駐車場・通路については

すべてフラット（バリア

フリー）で接続してい

る。また、シニアカー置

き場を２台確保してい

ること、エレベーター入

り口には安全に配慮し

た安全センサーを設置

している。 

オストメイト対応トイ

レ（昇降式）を１階と２

階に設置し病院利用者

以外の方にも利用しや

すい位置に配置してい

る。 

火葬

場 

登別市 

葬斎場 

登別市 H16.2.16 

(北海道福

祉のまちづ

くり条例) 

1,775.70 日本都市 

設計㈱ 

登別市 車いす使

用者用駐

車施設、視

覚障害者

誘導用ブ

ロック、休

憩用ベン

チ、オスト

メイト用

パウチ洗

浄装置、ゴ

ムチップ

で舗装し

た経路 

等 

屋根付の車いす使用者

用駐車施設から出入口

までの敷地内通路にロ

ードヒーティングを施

すとともに視覚障害者

誘導用ブロックを設置

し、風除室・ロビー前の

２カ所には点字表示付

総合案内標示板を設置

している。 

岩
手
県

公民

館 

雫石町 

中央公

民館 

岩手郡 

雫石町 

 4,321.00  雫石町 オストメ

イト対応

等便所 

オストメイト対応等便

所等の設置（S60 建設

H17 改修） 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

宮
城
県 

物販 

店舗 

イオン 

モール 

名取 

名取市 H18.6.16 116,171.42 ㈱松田平田

設計 

イオンモ

ール㈱ 

便所 等 一般の男性用、女性用の

トイレに、ブースの大

小、手すりの位置等のバ

リエーションを設け、利

用者が選択できるよう

にしている。 

カーペット敷きの床面

の色や素材を張り分け

て、主動線が分かりやす

くなるように工夫して

いる。 

山
形
県 

ホテ

ル 

ホテル 

メトロ

ポリタ

ン 

山形 

山形市 

香澄町 

 16,109.00  仙台ター

ミナルビ

ル㈱ 

従業員研

修 

従業員を研修に派遣し、

お年寄りや体の不自由

な人に対する「おもてな

しの心」と「介助技術」

を身につけさせている。

官民複

合型高

層ビル

(高校、

大学、 

保健セ

ンター、 

金融 

機関、 

公社、 

ホテル､ 

店舗

等) 

霞城 

セント

ラル 

山形市 

城南町 

H10.11.9 70,258.24 ㈱日建設計 山形新都

心開発㈱

全館バリ

アフリー 

国際交流や情報の発信

と官民サービス等の都

市拠点施設として整備

された建物である。 

また、施設の随所に全て

の方が安心して利用で

きるようバリアフリー

化が図られているとと

もに、防災面においても

高齢者や障害者がスム

ーズに避難できるよう

配慮されている。 

集会

場 

酒田市

民会館 

「希望

ホール」 

酒田市 

本町 

 8,674.00 ㈱本間利雄

設計事務所

酒田市 ホール内

設備、楽屋

出入口 

等 

大ホールに階段解消ス

ロープが設置でき多く

の車いす利用者の入場

が可能であり、また、聴

覚支援システムがあり

聴覚障害者も音楽を楽

しむことができる。 

楽屋もバリアフリーに

なっており、出入口はス

ロープ、引き戸であり、

車いすでも利用できる

トイレがある。 

複合 

施設 

(病院、

老人保

健施

設､店

舗） 

酒田中

町第３

ビル 

酒田市 

中町 

 16,806.00 ㈱アール･

アイ･エー 

酒田市中

町三丁目

地区市街

地再開発

組合 

各店舗出

入口 

壁面後退により店舗前

の空間を大きくとり、市

道と一体になるように

段差を解消して整備し

た。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

福
島
県 

学校 平養護

学校 

いわき

市 

 12,972.00 ㈱ティ･ア

ール建築ア

トリエ 

福島県 流し 流しをバリアフリーと

し、さらにフットスイッ

チを設置している。 

学校 大笹生

養護学

校 

福島市  3,217.75 ㈱山口建築

設計事務所

福島県 出入口 

オストメ

イト設置

の多目的

トイレ 

段差解消 

等 

ユニバーサルデザイン

に配慮した施設づくり

に努め、出入口への引き

戸の採用、オストメイト

に対応した多目的トイ

レの設置、全ての動線に

おいて段差を解消する

など、児童生徒の校舎内

移動の円滑化と安全確

保に努めている。 

茨
城
県

研究

所 

霞ヶ浦

環境科

学セン

ター 

土浦市  5,424.96 久米設計･

早川設計Ｊ

Ｖ 

茨城県 オストメ

イト設置

の多目的

トイレ 

ユニバーサルデザイン

を取り入れた設計とな

っている。 

 

栃
木
県 

学校 栃木県

立のざ

わ養護

学校 

宇都宮

市 

 15,454.83 ㈱桂設計 栃木県 エレベー

ター 

車いす４台と大人２名

が乗れる大型エレベー

ター２基。かごの前後に

扉を設けてある。 

埼
玉
県 

複合商

業施設

（物販

店､飲食

店、映画

館）、 

複合公

共施設

(コミュ

ニティ

センタ

ー、図書

館等） 

駐車場 

浦 和 ス

ト リ ー

ムビル 

さ い た

ま市 

H17.9.2 

H19.9.11 

（変更）

 

 

108,616.52 ㈱大林組一

級建築士事

務所 

三菱 UFJ

信託銀行

㈱ 

わかりや

すい動線

計画、サイ

ン計画、客

席（映画

館）、便所、

ベビール

ーム等 

全体としてわかりやす

い動線計画であり、サイ

ン計画については的確

なカラースキームとピ

クト（絵文字）等により、

高齢者、障害者等にもわ

かりやすい施設である。

複合公共施設について

はユニバーサルデザイ

ンの考え方に基づいた

インテリアデザインが

施されている。 

映画館の客席は、ゆった

りとした幅員を持つ一

般席と客席通路の中央

に位置する可動性のあ

る柔軟な車いす使用者

用客席により構成され

ている。 

【第 4 回彩の国人にや

さしいまちづくり賞受

賞】 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

埼
玉
県 

博物館 鉄 道 博

物館 

さ い た

ま市 

H17.9.30 

H18.3.30 

（変更）

H18.7.10 

（変更）

H19.6.11 

（変更）

H21.3.30 

（増築）

28,322.21 ㈱ジェイア

ール東日本

建築設計事

務所 

(公財)東

日本鉄道

文化財団

休憩設備、

便所、乳幼

児設備、授

乳室、キッ

ズスペー

ス等 

実物車両を展示する展

示室内部にも適宜スロ

ープや段差解消機が設

置され、車いすやベビー

カーでも見学しやすい

様配慮されている。 

また、広い館内や敷地内

には多機能トイレや休

憩設備が複数配置され、

屋外には介助犬用のト

イレも設置されている。

授乳室や幼児用トイレ、

乳幼児が遊ぶことので

きるキッズスペースの

整備など、子ども連れに

も充実した設備が計画

されており、案内所では

車いすやベビーカー、外

国語解説読取り端末の

貸出し等、人的サービス

を提供している。 

高齢者、障害者等、あら

ゆる利用者が楽しめる

施設である。 

図書館

(複合施

設：映像

情報メ

ディア

センタ

ー、行政

施設、保

育園等) 

キュポ･

ラ 

川口市 H18.3.8 

（埼玉県福

祉のまちづ

くり条例） 

 

 

93,382.89

㎡の一部

㈱エイアン

ドティ建築

研究所 

川口１丁

目市街地

再開発組

合 

多機能ト

イレ、視覚

障害者誘

導設備、聴

覚障害者

用赤色回

転灯や磁

気ループ

受信補助

機 

乳児幼児

用施設（授

乳・読書ス

ペース） 

等 

川口駅から視覚障害者

誘導用ブロックでつな

がれた再開発事業によ

る設計の駅前複合施設

である。 

利用者からの意見を取

り入れバリアフリーを

徹底している。施設管理

者の工夫に富んだ運営

も特徴である。 

【第 5 回彩の国人にや

さしいまちづくり賞受

賞】 

図書館 深 谷 市

立 花 園

こ ど も

情 報 交

流 図 書

館 

深谷市 H18.5.26 498.83 福島建築設

計事務所 

深谷市 多機能ト

イレ、視覚

障害者誘

導用ブロ

ック 

県産材を使用し、木でつ

くられた「こども図書

館」。ユニークな木製家

具を使用している。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

埼
玉
県 

保育所 深 谷 市

立 川 本

保育園 

深谷市  1,306.35 nob 一級建

築士事務所

深谷市 駐車場、床

面、多目的

トイレ、視

覚障害者

誘導用ブ

ロック 

わかりやすい看板を伴

う身障者用の駐車スペ

ースを設け、駐車場から

は視覚障害者誘導用ブ

ロックを設置した。また

段差のない屋外床面、利

用者向け屋外出入口付

近の手すり、段差のない

屋内床面の他、身障者及

び乳児連れの保護者が

使用しやすい、オムツ替

えシートを設置した多

目的トイレが特徴であ

る。 

公衆 

トイレ 

朝 霞 駅

南 口 駅

前広場･

朝 霞 駅

南 口 駅

前 公 衆

トイレ 

朝霞市  51.87 (社)日本駐

車場工学研

究会 

朝霞市 工夫され

たバスバ

ースと音

声誘導サ

イン、２つ

の多機能

トイレ 

市民参加による駅前広

場を目指し、ワークショ

ップによる公衆トイレ

を設置した。地下ピット

を活かし、緊急時は災害

トイレとなる。 

公衆 

トイレ 

朝 霞 駅

東 口 駅

前 公 衆

トイレ 

朝霞市  59.38 (独)都市再

生機構埼玉

地域支社 

建物所有

者：朝霞

市 

２つの多

機能トイ

レ、分かり

やすいサ

イン 

ほぼ同時に進められた

朝霞駅南口駅前広場及

び公衆トイレの事業と

市民とのワークショッ

プによる成果を取り入

れ、誰にでも使いやすい

ユニバーサルデザイン

トイレを目指した。 

右半身、左半身の不自由

な方がそれぞれ利用で

きるように左右対称の

多目的トイレの２タイ

プとなる。 

自然光、自然換気を活か

したつくりの他、地下ピ

ットを活かし、緊急時は

災害トイレになる。 

【第 5 回彩の国人にや

さしいまちづくり賞受

賞】 

保育所 寄 居 町

立 寄 居

保育所 

大里郡 

寄居町 

H16.2.13 

（埼玉県福

祉のまちづ

くり条例） 

 

1,119.65 平安設計 寄居町 屋外スロ

ープ 

 

保育室・遊戯室から直接

屋外へ出入りができる

よう、複数箇所に屋外ス

ロープを設置している。



-2- 170 - 

公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

埼
玉
県 

集会場 寄居町 

役 場 男

衾 連 絡

所・寄居

町 

営男衾 

コ ミ ュ

ニ テ ィ

セ ン タ

ー 

大里郡 

寄居町 

H21.7.9 

（埼玉県福

祉のまちづ

くり条例） 

 

1,289 桂設計 寄居町 館内通路･

手すり、屋

根付通路･

窓口 

 

 

会議室、ホール等各施設

と館内通路はフラット

で接続し、通路には手す

りを設置した。 

また町道から玄関まで

の通路に屋根、手すり、

視覚障害者誘導用ブロ

ックを設置。連絡所窓口

も一部を座位カウンタ

ーとし、高齢者、車イス

使用者に配慮している。

東
京
都 

複合施

設（電波

塔、展示

場、店

舗、水族

館、博物

館、プラ

ネタリ

ウム等） 

東 京 ス

カ イ ツ

リー 

ソ ラ マ

チ 

墨田区 H20.7.30 228,934.76 ㈱日建設計 東武鉄道

㈱、東武

タワース

カイツリ

ー㈱ 

展望台、水

族館、便所

等 

展望台、水族館などがス

ロープで回遊可能とな

っている。 

また、大きめの試着室を

各所に設置するなど、誰

もが楽しめる施設とな

っている。 

空港旅

客ター

ミナル 

東 京 国

際 空 港

国 際 線

地 区 旅

客 タ ー

ミ ナ ル

ビル 

大田区 H20.2.22 153,622.37 羽田空港国

際線 PTB 設

計共同企業

体 

東京国際

空港ター

ミナル㈱

案内設備、

便所、浴室

等 

ＵＤ検討委員会、ワーク

ショップ等の実施によ

り、多様な主体の意見を

踏まえたレベルの高い

ＵＤに取り組んでいる。

事務所 

宿泊施

設 

（研修

施設） 

明 治 安

田 生 命

新 東 陽

町ビル 

江東区 H21.10.2 96,361.17 ㈱竹中工務

店 

明治安田

生命保険

相互会社

傾斜路、便

所 等 

施設の中心にある螺旋

状のスロープにより、車

いす使用者から健常者

まで各階に自由にアク

セスできるなど、斬新な

ＵＤに取り組んでいる。

事務所 

展示場 

日 本 ヒ

ュ ー レ

ッ ト パ

ッ カ ー

ド 本 社

ビル 

江東区 H21.6.12 44,532.40 清水建設㈱ 日本ヒュ

ー レ ッ

ト・パッ

カード㈱

休憩用設

備、便所等 

障害者に対応した研修

施設を併設するととも

に、車いす使用者に配慮

し低い位置に設けた休

憩用カウンターやカー

ドキーセンサーなどき

め細やかなＵＤに取り

組んでいる。 

神
奈
川
県 

福祉セ

ンター 

南保健 

センタ

ー 

相模原

市 

 6,695.47 ㈱アルコム  全体 社会福祉施設というこ

ともあり、全体的にバリ

アフリー化が徹底され

ている。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

神
奈
川
県 

物販 

店舗、

飲食 

店舗、

駐車場 

アリオ 

橋本 

相模原

市 

 

H22.5.20 144,106.82 大成建設㈱ ㈱イトー

ヨーカ堂

便所、案内

設備、視覚

障害者誘

導用ブロ

ック 

多目的トイレに音声ガ

イドやベッド、オストメ

イト対応設備等が設置

されており誰でも使い

やすい便所になってい

る。 

風除室の多くに点字案

内板とインターホンが

設置され、施設の円滑利

用に配慮している。 

各道路より視覚障害者

誘導用ブロックを敷設

しており視覚障害者対

応が徹底している。 

研修所 伊藤研

修セン

ター 

横浜市  10,060.41 ㈱日本設計 ㈱セブン

＆アイ・

ホールデ

ィングス

客室 ベッドの高さを車いす

の高さと合わせ、ベッド

まわりに非常ボタン等

を設置。また、聴覚障害

対応の電話機を設置し、

誰でも使いやすい客室

を設けた。 

また、自動販売機等も車

いす利用可能なものを

設置し、配慮している。

物品販

売業を

営む店

舗 

ヨーク

マート 

六浦店 

横浜市 

 

H23.5.27 2,726.48 ㈱INA 新建

築研究所 

㈱ヨーク

マート 

案内設備 「ふれあいコール」と称

するインターホンや触

地図をあわせたオリジ

ナルの案内設備を設置。

手伝いを必要とする人

が、いつでも助けを求め

られるよう配慮した。 

中学校 大和市

立渋谷

中学校 

大和市  12,550.25 ㈱豊建築事

務所 

(財)大和

市学校建

設公社 

学校施設

全体 

エレベーターを棟毎に

設置、各階にみんなのト

イレを設置している。 

学校開放部分について

もユニバーサルデザイ

ンとしている。 

新
潟
県 

スタジ

アム 

東北電

力ビッ

グスワ

ンスタ

ジアム 

新潟市 

 

 88,420.00 ㈱日建設計 新潟県 エレベー

ター、車椅

子席、便所 

身障者用エレベーター

を 3 台設置し、水平移動

で 3階コンコースから 1

層目スタンド最上段の

車椅子席へ移動が可能

である。 

また 3階コンコースに

身障者の方でも利用し

やすい多目的トイレを

設置した。 

病院 新潟県

立新発

田 

病院 

新発田

市 

H18.8.11 49,555.06 ㈱山下設計 新潟県 便所 屋内便所をバリアフリ

ーとし、オストメイト用

の汚物流しや水洗器具

を設置した。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

富
山
県 

集会場

等 

( 福 祉

複合施

設） 

氷見市 

いきい

き元気

館 

氷見市 

 

6,980.28 鈴木一級建

築設計事務

所 

氷見市 全館バリ

アフリー 

新設した「元気館」には、

１～２階の保健センタ

ー機能に３階の大・小会

議室、ホールを備え、旧

総合体育館を改修した

「いきいき館」には、ボ

ランティア総合センタ

ー、地域子育てセンター

等が入り、市民の健康づ

くりを支援し、乳幼児か

ら高齢者までが集い、世

代間交流のできる多機

能施設とするため、全館

バリアフリーとした。 

病院 金沢医

科大学

氷見市

民病院 

氷見市 H22.5.10 

H23.5.24 

(変更)

22,521.68 ㈱山下設計 氷見市 全館バリ

アフリー 

車椅子対応のカウンタ

ーの設置、段差のない広

い廊下や手すりの配置、

見やすいサインなど、高

齢者や患者だけでなく、

だれでもが使いやすい

計画とした。 

多目的トイレとして車

いす使用者用トイレと

併せてベビーシートや

オストメイトも設置。玄

関には雨に濡れずに乗

降できる車いす使用者

用駐車施設を設置して

いる。 

石
川
県 

保育所 能美市

立辰口

保育園 

能美市 

辰口町 

 

1,940.25 ㈲小林吉則

建築計画室

能美市 多目的ト

イレ、車い

す使用者

用駐車施

設、敷地内

通路 等 

 

 

 

多目的トイレはオスト

メイトに対応し（シャワ

ーホース付汚物流し）、

またベビーシートを設

置している。 

車いす使用者用駐車施

設に屋根を設置し、車い

す表示とマタニティー

マークを併記している。

敷地内通路等には融雪

装置が設置されている。

物販 

店舗 

道の駅 

「すず

なり」 

珠洲市

野々江

町 

 

386.10 ㈱廣瀬与志

雄建築設計

事務所 

珠洲市 多目的ト

イレ、車い

す使用者

用駐車施

設、敷地内

通路 等 

 

多目的トイレはオスト

メイトに対応し（シャワ

ーホース付汚物流し）、

またベッドを設置して

いる。 

車いす使用者用駐車施

設に屋根を設置し、敷地

内通路及び広場はすべ

て「ほぼ平滑」となる。
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

福
井
県 

店舗 県民せ

いきょ

うハー

ツはる

え 

坂井市 

春江町 

H17.5.12 

H17.9.14 

（変更）

2,956.76 技建工業 

一級建築士

事務所 

福井県民

生活協同

組合 

店内通路、 

トイレ 

店内通路を広く確保、商

品の陳列も全体的に低

めに設定されている。 

また、思いやりトイレと

して車いす使用者用ト

イレと併せてベビーシ

ートや小児用トイレも

設置しているほか、車い

す使用者用駐車施設の

理解促進にも努めてい

る。 

 敦賀市

福祉総

合セン

ター「あ

いあい

プラザ」  

敦賀市 

東洋町 

 

5,654.28 山下・エイ

コー設計業

務共同体 

敦賀市 トイレ、介

助犬用ト

イレ 

館内の 2 段手すりやホ

ールステージ横の昇降

機、オストメイトトイレ

の設置など様々な来場

者を想定した整備を行

っている。 

また、屋外には介助犬用

トイレも設置している。

 坂井市

立丸岡

南中学

校 

坂井市 

丸岡町 

 

11,184.91 シーラカン

スケイアン

ドエイチ㈱

一級建築士

事務所 

丸岡町 

（現坂井

市） 

通路、トイ

レ 

徹底した段差解消やエ

レベーターの導入、車い

す使用者用トイレ（２か

所）の設置など、地域に

開かれた学校として建

物全体のバリアフリー

化に努めている。 

 パレア 

若狭 

三方上

中郡 

若狭町 

H16.5.13 10,729.44 ㈱日本設計

関西支社 

旧上中町

（現若狭

町） 

難聴者対

応装置、ト

イレ、高齢

者対応公

衆電話 

建物全体のバリアフリ

ー整備に加え、音楽ホー

ルの難聴者対応装置や

オストメイトトイレ、点

字案内板、高齢者対応公

衆電話の設置など高齢

者や障害者の方々に配

慮したやさしい整備を

行っている。 

 大衆割

烹 蕗 

越前市 

 

390.13 空間広望ま

どか設計事

務所 

個人 トイレ 車いす使用者用駐車施

設や車いす使用者用ト

イレの設置、視覚障害者

誘導用ブロックの敷設

など県内でも数少ない

バリアフリー化された

飲食施設であり、車いす

使用の方も気軽に食事

が楽しめる。 

 ともだ

クリニ

ック 

坂井市 

坂井町 

 

387.13 三井ホーム

㈱ 大阪南

支店一級建

築士事務所

個人 トイレ 

待合室 

小規模施設ながら、車い

す使用者用トイレの設

置や視覚障害者誘導用

ブロックの施設に配慮

し、また、待合室に子ど

もの遊び場を設けるな

ど、来院の方が快適に過

ごせるよう努めている。
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

岐
阜
県 

オフィ

スビル 

大岐阜

ビル 

岐阜市 

神田町 

 14,300.00 ㈱日本設計

名古屋支社

大岐阜ビ

ル 

多目的便

所、駅前ぺ

デストリ

アンデッ

キとの連

続性 

オストメイト対応設備

を設けた多目的トイレ

を複数設置している。 

 

図書館 高山市 

図書館  

煥章館 

高山市 

馬場町 

H16.1.30 3,901.63  高山市 聴覚障害

者用設備

等の充実、

親子トイ

レの設置 

１・２階カウンターに聴

覚障害者用の非常用電

光掲示板、回転燈、出入

口にフラッシュライト

を設置し、また親子トイ

レの他、オストメイト対

応の多目的トイレも設

置している。 

愛
知
県 

旅客タ

ーミナ

ルビル 

セント

レア 

常滑市 H16.10.7 228,942.48 ㈱日建設計 中部国際

空港㈱ 

移動経路、

トイレ、エ

レベータ

ー等 

ユニバーサルデザイン

研究会を設計段階から

立上げ、実物の検証、確

認等を行っている。 

文化 

センタ

ー 

刈谷市

総合文

化セン

ター 

刈谷市 

若松町 

 22,821.10

（文化ｾﾝﾀ

ｰ）

19,343.42

（駐車場）

(独)都市再

生機構、 

㈱東畑建築

事務所 

刈谷市 磁気ルー

プ・ＦＭ福

祉電波に

よる鑑賞

補助、エレ

ベーター

のホール

側フット

スイッチ

の設置 等 

利用者の意見を施設計

画の段階から取り入れ、

ユニバーサルデザイン

の視点から施設設計、整

備を行っている。 

病院 総合病

院  

南生協

病院 

名古屋

市 

 29,388.74 ㈱日建設計 南医療生

活協同組

合 

サイン計

画、色彩計

画 等 

45 回延べ 5,380 人が参

加した住民会議、専門コ

ンサルタントと職員・住

民とで構成するユニバ

ーサルデザインチーム

が、設計初期から精力的

にし、多くの成果を上げ

ている。 

滋
賀
県 

スポー

ツ施設 

におの

浜ふれ

あい 

スポー

ツセン

ター 

大津市  3,796.49 東畑建築事

務所 

大津市 便所、アリ

ーナ、プー

ル 

便房内のレイアウトに

関して利用者の使い勝

手に配慮し様々なタイ

プ便房を設置している。

プール用のスロープが

設置されている。 

博物館 安土城 

考古博

物館 

蒲生郡 

安土町 

 246（増築）

＋5,846

（既存）

㈱中田設計 滋賀県 車いす使

用者用駐

車施設か

ら玄関ま

でのアプ

ローチ 

増築改修に際して、利用

者意見反映委員会を設

置し、設計段階で２回の

委員会を開催し、設計に

反映した。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

滋
賀
県 

聴覚障

害者通

所施設 

びわこ 

みみの

里 

守山市 

水保町 

 693.38 ㈱莫設計同

人 

(福)滋賀

県聴覚障

害者福祉

協会 

文字や視

覚の情報

装置 

障害者が安心して過ご

せる作業所となるよう、

車いす使用者、盲ろう

者、聴覚障害者が利用し

やすいように工夫され

ている。 

京
都
府 

総合 

交流 

センタ

ー 

バンビ

オ1番館 

長岡京

市 

 10,300.00 ㈱アール･

アイ･エー 

長岡京駅

西口地区

市街地再

開発組合

屋内便所 館内全てがバリアフリ

ー化し、各階の便所が障

害者対応となる。3 階～

7階の便所はオストメイ

トに対応している。 

大
阪
府 

物販

店舗 

コープ 

貝塚 

貝塚市 

津田北

町 

H22.9.24 6,085.95 ㈱東畑建築

事務所 

大阪いず

み市民生

活協同組

合 

便所、駐車

場 

親子トイレ（多目的便

房）のほか、すべての便

房にベビーチェアを設

置し、子育て世代の利用

に配慮している。 

また車いす使用者用駐

車施設のほかに、配慮が

必要な方（妊婦、けが人、

高齢者等）のための駐車

スペースを完備してい

る。 

商業 

施設 

キュー

ズモー

ル（阿倍

野 A1 地

区第二

種市街

地再開

発事業

A2 棟） 

大阪市 H20.10.8 183,730.40 東急設計㈱ 東急不動

産㈱ 

 

駐車場、 

公共地下

道や陸橋

との接続 

 

阿倍野再開発による大

型ショッピングセンタ

ーである。 

車マスの着色で視認性

を高め、４階部分の車い

す使用者用駐車施設は、

発券がないと利用でき

ない画期的なシステム

を導入している。 

また、公共地下道や陸橋

と接続させることで地

域の利便性の向上に寄

与している。 
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団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

兵
庫
県 

体育館 洲本市

文化体

育館 

洲本市 H15.7.10 12,068.00 ㈱日建設計 洲本市 トイレ、観

覧席 等 

多機能トイレが６箇所

あり、全てオストメイト

対応汚物流しとベビー

キーパーを設置してい

る。 

観覧席には点字付き座

席番号、足元空調、車い

す用観覧席、そして舞台

に車椅子でも上がれる

よう取り外し式のスロ

ープを設置している。 

また親子連れでも安心

して観覧できるよう、幼

児室や親子室も設置し、

補聴器の方にも良く聞

き取れるよう、磁気コイ

ルを床に埋め込んだ会

議室を地域解放してい

る。 

物販 

店舗 

イトー

ヨーカ

ドー明

石店 

明石市 

二見町 

H15.7.30 54,696.00 ㈱パシフィ

ック総合開

発研究所 

㈱イトー

ヨーカ堂

出入口、便

所 等 

施設の全ての出入口に

点字表示付き呼び出し

ブザーを設置している

他、幼児専用トイレ等を

備えた赤ちゃん休憩室、

手すり・ベンチを設置し

た段差のない試着室、オ

ストメイト対応汚物流

しや介護ベッドを備え

た多目的便所等を設置

している。 

奈
良
県 

銀行 南都銀

行 

真美ヶ

丘支店 

香芝市  1,316.43 ㈱福本設計 ㈱南都銀

行 

エレベー

ター 

狭い空間を効率よく移

動できるよう、２階駐車

場から専用のエレベー

ターを設置している。 

駅 近鉄大

阪線 

大和高

田駅 

大和高

田市 

北本町 

 1,562.08 全日本コン

サルタント

㈱ 

近畿日本

鉄道㈱ 

多目的便

所 

電動開閉式扉であり、か

つ、その配置を示す触地

図つきで整備している。

診療所 天理よ

ろづ相

談所病

院外来

診療棟 

天理市 

別所町 

 32,826.09 ㈱竹中工務

店 大阪本

店 

(財)天理

よろづ相

談所 

明快な案

内標示、カ

ラーゾー

ニング、多

機能トイ

レ、車寄せ

の深い庇、

携帯電話

コーナー 

表玄関には深い庇があ

り、３車線で寄り付き、

車の乗り降りは安心し

て行える。 

案内表示は診療科目の

番号化と床のカラーに

よるゾーニングで、誰に

も解り易く表示してい

る他、院内全体を適度な

照度にし、サインをライ

トアップしている。 

院内のホスピタルコン

ビニは通路が広く、低め

の商品陳列に努めてい

る。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

和
歌
山
県 

官公

庁舎 

（防災

センタ

ー) 

和歌山

県庁南

別館 

和歌山

市 

 

11,432.23 梓・高松工

事設計共同

体 

 

身体障害

者専用駐

車場２台

分、 

インター

ホン、玄関

の音声誘

導、点状ブ

ロック、エ

レベータ

ー、 

多目的ト

イレ、多目

的トイレ

案内表示  

 

税務署 海南 

税務署 

海南市 

 

952.21 近畿地方整

備局営繕部

㈱小林総合

計画 

 

  

 

 

 

広
島
県 

物販 

店舗 

フジグ

ラン広

島 SC 

広島市 

中区宝

町 

H22.5.28 

H23.8.22 

（変更）

70,546.72 ㈱フジタ広

島支店一級

建築士事務

所 

㈱フジ 出入口、廊

下、階段・

傾斜路、エ

レベータ

ー、便所、

駐車場 

等 

高齢者や障害者の客の

動線に配慮してきめ細

かなバリアフリー化が

図られている。 

また、車いす利用者や視

覚障害者にも対応した

エレベーター（各階２箇

所）や、オストメイト対

応便所（７箇所）の設置、

車いす使用者用駐車施

設（１２台）の確保等に

もきめ細かく配慮して

いる。 

道の駅

（飲食

店・店

舗・公

衆トイ

レ） 

三原市

道の駅 

（道の

駅「みは

ら神明

の里」） 

三原市 

 

1,356.21 ㈱ラット環

境クリエイ

ト、㈱あい

設計 

三原市・

国土交通

省中国地

方整備局

福山河川

国道事務

所 

身体障害

者専用駐

車場，トイ

レ，授乳室 

身体障害者専用駐車場

の設計にあたっては障

害者支援団体等との協

議内容を反映させ、２台

分スペースに加え，上屋

は昇降スペースを確保

している。 

トイレ棟の多機能トイ

レは左右対称の２器を

設置し、男性用女性用共

に男児便器，オストメイ

ト対応，ベビーチェア，

フィッテングボード，腰

掛を設置している。 

駅舎はカラーユニバー

サルデザインを採用し，

授乳室，キッズルームの

他、座高調整装置付便

座，腰掛を設置してい

る。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

山
口
県 

庁舎 周南総

合庁舎 

周南市  17,173.00 類設計室･

巽設計ｺﾝｻﾙ

ﾀﾝﾄ JV 

山口県 多機能ト

イレ 

札幌式トイレを採用し、

盲導犬用トイレも設置

している。オストメイト

に対応している。 

劇場・

図書館 

山口 

情報芸

術セン

ター 

山口市  14,824.67 磯崎新アト

リエ 

山口市 多目的ト

イレ、点字

ブロック、

障害者対

応 EV 

オストメイト対応で乳

児シートも設置してい

る。 

公衆 

便所 

三軒家

公園公

衆便所 

山口市  9.72 山口市建築

課 

山口市 公衆便所 オストメイト用水洗汚

物流しを設置している。

福
岡
県 

航空旅

客ター

ミナル

施設 

北九州 

空港 

北九州

市 

H16.10.15 

H18. 2. 3 

(変更)

H19. 3. 2 

(変更)

H23.11.22 

(変更)

15,200.26 梓･ＨＯＫ

設計共同企

業体 

北九州エ

アターミ

ナル㈱ 

総合案内

における

聴覚者用

サイン、

FAX の設

置、館内に

おける案

内表示の

充実、通常

よりも緩

やかなス

ロープの

設置、トイ

レにおけ

る音声案

内装置で

の誘導及

び全階に

オストメ

イト対応

トイレの

設置 

基本設計の段階からの

北九州福祉まちづくり

ネットワーク、北九州高

齢者福祉事業協議会な

ど福祉団体の方々と話

しあい、利用者の意見を

施設計画に取り込んで

いる。 

旅客ターミナルビルは、

初めての人にもわかり

やすいよう出発・到着及

び国内・国際を明確な動

線にしており、また、総

合案内に聴覚者用サイ

ン・FAX の設置、館内に

おける案内表示の充実

などわかりやすい配慮

を施している。 

トイレにおける音声案

内装置での誘導や、全階

にオストメイト対応ト

イレの設置、スリットを

入れた誘導ブロックの

整備などを施している。

長
崎
県 

博物館 長崎 

歴史文

化博物

館 

長崎市  13,309.00 ㈱黒川紀章

建築都市設

計事務所 

長崎県･

長崎市 

多目的ト

イレ 

バリアフリーとし、オス

トメイト用の汚物流し

を設置している。 

美術館 長崎県 

美術館 

長崎市 

出島町 

 9,981.00 ㈱日本設

計、隈研吾

長崎県 多目的ト

イレ 

男女別々の多目的トイ

レを設置している。 

病院 長崎県

立こど

も 

医療福

祉セン

ター 

諫早市 

永昌東

町 

 7,793.00 三建･八光

特定設計業

務共同企業

体 

 

長崎県 床の段差 水廻り部分と廊下間、中

庭と廊下間など、床の段

差をなくした。 
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公共

団体

名 

建物

用途 

建築物

名称 
所在地 

認定 

年月日 

延べ床 

面積 

（㎡） 

設計者名 施主名

優れて 

いる 

部位 

など 

特徴 

長
崎
県 

公衆ト

イレ 

池ノ原

園地野

岳駐車

場多目

的便所 

雲仙市 

小浜町 

 11.40 (有)園田建

築事務所 

長崎県 多目的ト

イレ 

設計段階から福祉団体

の方々と話しあい、利用

者の意見を施設計画に

取り込んでいる。 

また、左右のいずれの半

身麻痺の方でも利用で

きるよう設備を配置し

ている。 

熊
本
県 

物販 

店舗他 

イオン

モール

熊本 

上益城

郡 

嘉島町 

H17.9.5 104,595.41 ㈱竹中工務

店 

イオンモ

ール㈱ 

トイレ、通

路、車いす

使用者用

駐車施設、

入口等 

トイレは色・サインを統

一し分かりやすく、トイ

レ前にカートロッカー

を設置し、買い物中でも

利用しやすい。 

また車いす使用者用駐

車施設はコインシステ

ムとし、一般車が駐車で

きないよう工夫してい

る。 

各入口に場所を記した

カードを置いて、どの入

口から入店したか分か

る等。 

 

福祉セ

ンター

他 

こども 

総合療

育セン

ター 

宇城市 

松橋町 

 8,152.96 ㈱日建設計 熊本県 トイレ、洗

面台、浴

室、個室 

等 

パブリックコメントの

実施や実物大模型（モッ

クアップ）を作成しての

シミュレーションを通

じて、使いやすい施設の

整備を行った。 

大
分
県 

福祉セ

ンター 

こど

も・女性

相談支

援セン

ター 

大分市  1,710.35 ㈱九建設計

  

大分県 多目的ト

イレ、車い

す使用者

用駐車施

設、エレベ

ーター 

建物内の段差を少なく

した。多目的トイレには

オストメイトを設置し

ており、幼児に対応して

高さ調節できる便座も

採用している。 

宮
崎
県 

集会所 高鍋町

総合交

流ター

ミナル

施設 

高鍋町 H13.4.20 1,649.52 ㈱創建･設

計事務所 

高鍋町役

場(農業

振興課) 

床段差

20mm 以内 

農産物販売所、レストラ

ン部、温泉浴場の三つの

機能が別棟で構成され

ている。 

鹿
児
島
県

学校 障害者

職業能

力開発

校 

薩摩川

内市 

 8,803.83 ㈱安井建築

設計事務所

厚生労働

省 

障害者ト

イレ 

オストメイトと遠赤外

線ヒーターを設置して

いる。 
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（1）将来の地域開放や障害児の受け入れを考慮して設計された小学校 
 

 

 

久居市立誠之小学校 
所在地  三重県久居市西鷹跡町 424 

設計者  日新設計（株） 

構 造  鉄筋コンクリート造 

階 数  地上３階（一部平屋建） 

竣工年  2000年３月 

敷地面積 3,948.72 ㎡ 

建築面積 2,933.12 ㎡ 

延床面積 2,901.31 ㎡ 

用途   小学校 

 

 

 

 

 

 

 

障害の有無に関わらず、共に学び、共

に生きるノーマライゼーションの理念

を実現するため、また地域開放対象とな

るため、児童以外にも高齢者、障害者等

に対しても優しい施設づくりを目指し、

校舎のバリアフリー化を図っている。 

仕上げには木をふんだんに使い、温も

りのある優しい仕上げとしている。 

また、児童の体験学習を行うなどみん

なでバリアフリー教育をも推し進めて

いる学校である。平成 12 年度三重県バ

リアフリーまちづくり賞受賞。 

３．２ 設計事例集 

Ａ 駐車スペース 

来客用の玄関脇には車いす使用者用駐車スペ

ースを配置。また、傾斜路は、障害者用駐車スペ

ースから最も近い位置に配置している。 

Ｂ アプローチ（１）   Ｃ アプローチ（２） 

視覚障害者誘導用ブロックにより、玄関前のインターホンに

誘導し、職員を呼び出す。内部の廊下には、誘導を目的にした

視覚障害者誘導用ブロックは敷設されていない。 

Ｄ エレベーター 

身体に障害を持つ児童の受け

入れだけでなく、怪我をした児

童や、地域開放時の高齢者、障

害者等に配慮し設置している。 

Ｅ 児童用出入口 

児童用の出入口にも傾

斜路と階段が併設されて

いる。 

Ｆ 黒板 

各教室に設置されている黒板は、容易に上下さ

せることができる。身長の低い人にも書きやす

く、児童もいすの上に立って書くなどの危険な状

況を回避できる。また、黒板がやや前に突出して

いるため、車いす使用の先生からも、足が黒板の

下に入る形となり書きやすいと好評である。 
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●エレベーターや多機能便房の設置 

●黒板などの設備にも細かな配慮 

●各所交流スペースにおいて木製ベンチを設け、ゆとりをもった利用に配慮 
 

 

Ｇ 室名表示 

  文字だけでなく、ピクトグラムを

利用し、低学年の児童でも分かりや

すいよう配慮されている。 

Ｈ ワークスペース 

  廊下幅は広く取られている。また

廊下の一部をワークスペースと一体

化してゆったりさせている。 

Ｉ 多機能便房 

１階の多機能便房の大便器（左）は一般的な大きさのもの

を使用しているが、２階の多機能便房の大便器（右）は子ど

も用のやや小さい便器を使用しており、バリエーションを持

たせている。 

Ｊ 渡り廊下 

隣棟との渡り廊下も、

段差を無くし緩やかな傾

斜路としている。 

Ｋ 既存棟児童出入口 

改修を行っていな

い既存棟についても

児童出入口に傾斜路

を設置している。 

視覚障害者誘導用ブロック 

インターホン 

多機能便房 

多機能便房 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｊ 

Ｆ 

Ｄ Ｉ 
Ｈ 

Ｇ 
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（2）車いす使用者に配慮した幼稚園 

 
 

 

原宿幼稚園 
所在地  東京都渋谷区神宮前 

設計者  アンリ・ゲイダン＋金子

文子／シィェル・ルージ

ュ・クレアシオン 

構 造  鉄筋コンクリート造 

階 数  地上２階 

竣工年  1998年７月 

敷地面積 685.11 ㎡ 

建築面積 437.99 ㎡ 

延床面積 655.57 ㎡ 

用途   幼稚園＋住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本建築物は、牧師館併設のキリスト教

系幼稚園である。 

東京都福祉のまちづくり条例適合建築

物で、小規模ながら障害者等への配慮が

なされており、内外共にデザイン性の高

い快適な空間として整備されている。 

 

・通りから中心の多目的ホールまで傾斜

路等で段差なしでアプローチできる。 

・アプローチルートには視覚障害者誘導

用ブロックも敷設している。 

・シャワーコーナー付多機能便房を園児

用便房に近接して設けている。 

・シャワーコーナーは園児の下洗い場と

しても機能している。 

Ａ 道路からの全景  

Ｂ 園庭からの全景 

左端には道路と園庭を結ぶ路地途中に障害者用入口がある。 

Ｃ 正面玄関横の障害者用通路 

園庭に通じる路地に視覚障害者誘導用ブロックが敷設されている。勾配

1/20 

Ｄ 障害者用入口 
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●中心の多目的ホールまでの段差のないアクセス 

●シャワーを備えた多機能便房の設置 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１階 平面図 

主たる利用者動線 

障害者動線 

多機能便房：Ｇ 

シャワーコーナー：Ｈ 

道路 

至 園庭・ 

  教会 

Ａ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｄ 

Ｅ 多目的ホール 

奥に多機能便房を設けている。 

Ｇ 多機能便房 

緊急呼び出しボタン、洗浄ボタン（自動・手動兼用）も装

備している。 

Ｆ 多機能便房入口 

 

Ｈ シャワーコーナー 

多機能便房内にシャワーコーナー

を設けている。 

 

Ｇ 

Ｂ 
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（3）多様な利用者が快適に利用できる音楽・スポーツ・展示会等の 

多目的イベント施設 

 

 

さいたまスーパーアリーナ 
所在地  埼玉県さいたま市 

設計者  MAS･2000 共同設計室(代表 日建設計) 

バリアフリー指導 高橋儀平東洋大学教授 

構 造  鉄骨造、一部鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ･RC造 

階 数  地下 1 階、地上７階 

竣工年  2000年 3 月、2000 年 9 月オープン 

建築面積 45,007m2 

延床面積 132,397m2 

用 途  アリーナ＋コミュニティアリーナ、 

スタジアム（ムービングブロックの移動に 

より可変）、文化アミューズメント施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本施設は、さいたま新都心の賑わ

い、文化、情報発信の中核施設とし

て位置づけられている。 

バリアフリー都市宣言の街にふさ

わしく、子どもから高齢者まで、障

害のある人も外国人もすべての人が

安心して快適に活動できるよう、先

進的な誘導案内システムが整備さ

れ、イベント時にはマンパワーによ

るサポートもなされている。 

（街全域） 

 

・駅から施設まで街全体に 2 階レベ

ルの歩行者デッキやシェルターを

連続して整備し、人と車を完全分

離し安全で快適な歩行者動線を確

保するとともに、歩行者デッキと

地上との上下移動のため、随所に

エレベーターやエスカレーターを

設置。 

・視覚障害者のためには、視覚障害

者誘導用ブロック、触知図及び音

声誘導装置を、聴覚障害者のため

には、ＬＥＤ（発光ダイオード）

文字表示装置を設置するなど、障

害者に配慮した歩行者系サインを

整備。 

・案内窓口による地区や施設案内や、

車いす、ベビーカー、音・音声案

内端末の無料貸出サービス、視覚

障害者のための点字版ガイドマッ

プの配布及び点字プリントサービ

ス、聴覚障害者のためのＦＡＸサ

ービス、外国人のための４か国語

版のガイドマップの配布。 

・「バリアフリーまちづくりボランテ

ィア」による障害者や高齢者など

のガイドヘルプ（移動介助） 

（スーパーアリーナ内部） 

・２階コンコースの黒い床に設置さ

れた弱視者を誘導する黄色のプラ

イオリティレーン 

・イベント内容をはじめ、災害状況

や避難方法を表示する聴覚障害者

向け大型映像装置の設置。 

・最大 914 席の車いす座席エリアの

確保 

・視覚障害者も災害時に避難しやす

い、通路が出入口に直結する縦型

通路方式の採用。 

・聴覚障害者用の磁気誘導ループ（約

400 席）によるイベント内容の聴

取補助 

・大型ベッドが設置された多機能便

房、シャワー付き多機能便房 

スーパーアリーナ 

けやき広場 

駅自由通路 

Ｂ 

Ｃ ＤＥ 
Ｆ 

Ａ ２階歩行者デッキからの全景 

  デッキを利用して各施設に自由に

行き来できる。 

主たる利用者動線 

車動線 

Ｂ さいたま新都心駅自由 

通路 

２階歩行者デッキとつ

ながり、総合案内所がある 

Ｃ 誘導ブロック上に架け

られたシェルター 

  けやきひろばでは車い

す使用者も直接樹木に触

れることができる。 

Ｄ デッキ階と１階を結ぶ

車いす対応エレベーター 

  出口には視覚障害者誘

導用ブロック、案内板が設

置され、シェルターとつな

 

Ｅ 案内板 

触知図、音・音声案内

付きとなっている。 

 音声案内誘導装置  

①現在地情報を知らせる 

②経路情報を知らせる 

【携帯端末】 
総合案内所、ふれ
あいプラザで貸
出している 

Ｆ 音声案内誘導装置

付案内ポール 

上部は電光掲示盤。 
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●都市レベルで整備された誘導・案内システム、ソフトサービス 

●車いす使用者をはじめ、様々な障害者の安全性、快適性に配慮した多目的イベント施設 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ 余裕のある車いす使用者席 

縦型通路方式により一般利用者

の背後通行が少なく災害時の安全

性も高い。 

縦型通路に沿って見えやすい黄

色の手すりが設けられている。 

Ｋ 大型ベッド（収納式） 

  付多機能便房 

Ｌ シャワー付多機能便房 

１階Ｓ１エントラン

スに設置 

主たる利用者動線 

プライオリティレーン 

車いす使用者席 

車いす使用者席平面図 

1/200 

Ｇ 

 

Ｋ 

 

Ｊ 

 

ＨＩ 

 

縦
型
通
路 

 1
3
5
0
 

 
1
2
0
0
 

 

850 

 

アリーナモード時２階平面 

Ｇ ２階コンコースの黄色のプライオリ 

ティレーン 

視覚障害者（弱視）、車いす使用者の

導入ルートとして機能する。 

ピクトグラムも明快で認知しやすい。 

Ｈ コンコース入口部プライオリティレーン

手前の案内板・視覚障害者用触知図 

聴覚障害者用大型映像装置が設けられて

いる。 Ｉ プライオリティ

レーンの説明の

入った触知図 
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（4）視覚障害者等の利用しやすさに配慮した眼科専門クリニック 
 

 

 

お茶の水・井上眼科クリニック 
所 在 地 東京都千代田区神田駿河台 

4-3 新御茶ノ水ビルディング 

18～20F 

設計･監理 (有)シマ建築事務所 

パワープレイス株式会社 

インテリアデザイン 

パワープレイス株式会社 

アズールデザイン 

階  数 地上 18～20 階 

延床面積 2,827 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視機能に障害のある多くの利用者を

迎えるための取り組みとして、明快な動

線計画、わかりやすさ、使いやすさの追

求を行った眼科病院の外来部門である。 

整備時には、色弱者や弱視者の利用者

に対するアンケートにより、ピクトグラ

ムや、サインのフォント等のわかりやす

さを確認している。 

また竣工後には、わかりやすさの検

証、実際の利用者へのアンケートの実施

等により課題を発見し、改善策の検討・

実施を継続的に実施している。 

Ａ クリニックのエントランス＊ 

Ｃ 視覚障害者に配慮した動線の表示＊ 

床の誘導パターンと天井照明を組み合わ

せて主な動線を強調している。 

Ｂ サイン計画＊ 

利用者へのアンケート調査による確認を踏まえて採

用されたピクトグラム、フォント、色等を用いたサイン 

Ｄ 院内専用エレベーター 

高層ビル内に３層に分かれた施

設でバリアフリー化を図るため設

置された院内専用エレベーター。 

竣工後に、視認性を高めるため、

エレベーターホールの照明と床仕

上げを改善した。 

Ｅ 受付会計ロビーのサイン 

竣工後に、エレベーターホールか

ら奥まった位置にある受付がわか

りにくいという課題がわかったた

め、改善で光るサインを追加した。 

Ｆ フロアマップ 

表示する情報量を極力絞り、

患者が基本的に自分で移動す

る範囲のみを色を使って表示

している。（診察室などは敢え

て表示していない。） 
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A 

Ｄ 

●明快な動線計画、視覚障害者のわかりやすさ・使いやすさに配慮した内装、案内表示 

●利用者アンケート等を通じた、継続的な改善の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ 手すり付ソファ＊ 

背もたれに手すりを設けたソファ。座面の高さ・形

状も高齢者等に立ち座りし易さに配慮している。 

床の色と明確に差をつけて、弱視者にとって通路空

間を認識しやすくしている。 

ロビーの照度は照明を自動的に 500lxに調整し、目

の疲れや歩行時の安全性に配慮している。 

Ｋ 多機能トイレ（だれでもトイレ） 

左 20階エレベーターホール寄りに設置された車いす対応、オストメイト対応を図ったトイレ。着替え台、ベビーチェ

ア等が設置されている。 

右 19階には勝手の異なるトイレが設置されている。濃い色の壁に白い便器や流しを配置して目立たせている。 
             ＊： 撮影 フォワードストローク  

Ｊ 視認性を高めたカウンター＊ 

壁とカウンターの色にコントラストをつけ、誘目性

を高めた。 

Ｇ ピクトグラムのデザイン 

利用者等による認知度の検証の結果、複数のデザ

イン案からオリジナルデザインの女子トイレのピク

トを採用した。 

主たる 

利用者動線 
Ｉ 各階平面 

エレベーターを中心に、時計回りに患

者の動線を設定、この動線沿いに移動し

ながら検査、診察、会計処理を行うこと

ができるように様になっている。 

 

Ｄ 

Ｋ 

Ｈ Ｈ 

Ｈ 

Ｊ 

Ｋ 

E 

Ｈ 

Ｄ 

Ｈ 

Ｈ 

Ｄ 
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（5）高齢者、障害者等が利用しやすい町営診療所 
 
 

 

比布町立ぴっぷクリニック 
所在地  北海道上川郡比布町中町 1-2-10 

設計者  ㈱サン設計事務所 

構 造  鉄筋コンクリート造 

階 数  １階 

竣工年  2000 年 

面 積  1,614.99 ㎡  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

Ａ.Ｂ.Ｃ 視覚障害者誘導用床材、 

ポーチ部分のロードヒーティングや､幅

の広い自動ドア、段差のない出入口が整備

されている。 

 

 町立の地域医療の中心施設とし

て整備され､療養型､介護型､医療型

の病床計 19 床を持っている。 

 施設整備の理念として､｢思いや

りと健康｣をあげ、旧ハートビル法

の基準遵守と共に､社会的､心理的

な障壁の除去に配慮した計画を行

っている。 

 来院者は 1 日約 130 人で、その約

2/3 は 65 歳以上の高齢者である｡ま

た、車いす使用者は､1 日に５～６人

である｡このため、施設の整備は､高

齢者、障害者等に使いやすい居心地

のよい、ゆったりしたスペースを確

保している。 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｇ Ｆ

Ｈ 

主たる利用者動線 
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●電光表示による案内がある受付カウンター 

●手すりに点字による室名を表示 
 

 
 

 

 

 

 

 

Ｄ 連続した視覚障害者誘導用ブロックの敷設 

２連引戸の自動ドア、段差のない玄関。ここでスリッパ

にはき変えるが､外部から内部まで段差はない。 Ｅ 受付までの連続した誘導 

高さ 750mm のカウンター。電光表

示による案内･情報提供がなされて

いる。 

Ｆ 多機能便房 

折りたたみ式の乳幼児用ベッドも整備されている。 

Ｇ 便所(男子用) 

小便器、大便器共に手すりを整備

している。 

Ｈ 病棟の幅広い廊下 

ドアの内外がわかるガラス

窓､連続した手すり(点字シー

ルと文字の室名表示)､壁に埋

め込んだ消火器が設置されて

いる。 

 

右：院内ＰＨＳを使ったハンディ

ナースコールシステム 
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（6）異なるバリエーションの多機能便所を設置した庁舎 
 

 

 

和歌山県庁南別館 
所在地  和歌山県和歌山市湊通町北 

1 丁目 2番地の 1 

設計者  梓・高松工事設計共同体 

構 造  S 造一部 RC、SRC 造 

階 数  地上 10 階 

竣工年  2007 年 3 月 

敷地面積  4,558.00 ㎡ 

建築面積  1,195.82 ㎡ 

床面積  11,431.16 ㎡ 

用途   官公庁舎（防災センター） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 和歌山県庁南別館は、県庁の分庁舎

機能と、大規模災害対策の中枢となる

防災拠点としての機能を持ち合わせ

た施設である。防災拠点として十分な

耐震性能・免震効果を保持しており、

かつ全ての人が利用しやすい設備設

計となっている。 

 中でも便所は、各階に女子便所、男

子便所、多機能便所が各１ヶ所ずつ配

置されている。また多機能便所は、高

齢者、障害者、車いす使用者等が快適

に利用できるよう、各階で異なったバ

リエーションとなっており、利用者は

自分にあった多機能便所を利用する

ことが可能である。 

・トイレ案内図（上） 

  各便所入口に設置されている。 

・各階案内表示（右） 

  各階多機能便所入口に設置されており、

利用者にわかりやすい表示になっている。 

Ｂ 授乳室 

１階北側入口付近に設置されている。

Ｄ １階多機能便所入口 

Ａ 障害者対応エレベータ 

４台設置されており、うち

１台は非常用エレベータとな

っている。 

Ｃ １階多機能便所 

左勝手の多機能便所とな

っている。入口には、便所の

レイアウトがよくわかる案

内図及び各階多目的便所の

案内が表示されている。 

外観 

 

   

１階平面図 

Ｂ 

Ａ 

Ｃ 
Ｄ 
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・各階多機能便所の種類  

（※2～10階には乳幼児用イスを設置） 

 

 
10F

背もたれ
オストメイト　ベビーシート　   （右勝手）

9F 細長型　　　　　　　　　 　　  （左勝手）

8F
洗浄機能付き　背もたれ
ユニバーサルシート　　　   　　（右勝手）

7F
洗浄機能付き　背もたれ
オストメイト　ベビーシート　 　（右勝手）

6F
背もたれ
ユニバーサルシート　　　  　　 （左勝手）

5F 細長型　　　　　　　　   　　　（左勝手）

4F
洗浄機能付き　背もたれ
ユニバーサルシート　　　 　　  （右勝手）

3F
洗浄機能付き　背もたれ
オストメイト  ベビーシート　　 （左勝手）

2F 細長型　　　　　　　　　   　　（右勝手）

1F 　　　　　　　　　　　　  　　 （左勝手）

 

・４、８階多機能便所平面図 

 

 

● 建物内に様々な利用者を想定した多機能便所を分散 

● 各便所入口にトイレ案内図、多機能便所入口に各階多機能便所の案内表示を設置 

● １階に授乳室、２～１０階多機能便所に乳幼児用イスを設置 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準階平面図 

Ｅ 

Ｆ～Ｈ 

Ｆ ２階多機能便所 

  右勝手の多目的便所で、細長型の便器となっている。 

Ｈ ４階多機能便所 

  右勝手の多目的便所で、ユニバーサルシートが設置

されている。 

Ｇ ３階多機能便所 

  左勝手の多目的便所で、オストメイト対応となって

いる。また、ベビーシートが設置されている。 

Ｅ エレベータ横案内図 

  各階エレベータ横にはフ

ロア案内図が設置されてお

り、その階の多機能便所の

種類も表示されている。 
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（7）視覚障害者等にも配慮した音楽ホール 
 

 

 

石川県立音楽堂 
所在地  石川県金沢市昭和町 20-1 

設計者  芦原建築設計研究所 

構 造  鉄骨鉄筋コンクリート造 

階 数  地下２階地上５階 

竣工年  2001年 8 月 

敷地面積 6,904.69 ㎡ 

建築面積 6,155.56 ㎡ 

延床面積 29,400.99㎡ 

用途   劇場（コンサートホール、

邦楽ホール、交流ホー

ル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１階 平面図 

主たる利用者動線 

（視覚障害者誘導用ブロック敷設） 

車動線 

音声情報案内システムによる利用者動線 

音声情報案内システム発信エリア 

音声情報案内システム発信器 

触知図案内板・スピーカ 

音声標識ガイドシステムの信号受信アンテナ 

出入口 

音楽やすらぎ広場 
車寄せ 

出入口 

クローク 
奈落 

邦楽ホールエントランスホール 

防災 

センター 

駐車場出入口 

インナーモール 

斜路 

事務室 

主出入口 交流ホール 

事務室 

エントランスホール 

Ａ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｂ 

インフォメーション 

本施設は、藩政以来培われてきた伝統芸能

とオーケストラ・アンサンブル金沢に代表さ

れる質の高い洋楽文化を育んだ土地柄を背

景に、邦楽と洋楽の交流及び、内外に向けて

音楽文化を発信する拠点として計画された。 

南北に配置された両ホール入口を結ぶイ

ンナーモールは、常時公開されており、中央

の１階インフォメーションを経由する動線

を中心に、施設内外には視覚障害者をはじ

め、様々な障害者への配慮がなされている。 

 

・視覚障害者への配慮として、両ホールエン

トランス前に音声標識ガイドシステム及

び、音声触知図案内板を設け、視覚障害者

誘導用ブロック等を併設して１階インフ

ォメーションまで誘導している。インフォ

メーションでは、音声情報案内システムの

端末受信機を貸出し、この誘導・案内を利

用して２階クロークまで誘導する。クロー

クから座席までは係員が案内する。 

・通路側座席には、座席番号の点字表示を行

っている。 

・聴覚障害者への配慮として、同時通訳装置

を利用した赤外線方式による補聴システ

ムを用意している。 

・車いす使用者への配慮として、両ホール内

に車いす使用者用観覧席を設けている。ま

た、一般便房の手前には多機能便房を設

け、インナーモールに面する多機能便房は

オストメイトへの配慮も行っている。 

・子ども連れでも周りに迷惑をかけずに鑑賞

できる防音仕様の親子室を設置している。 

Ａ 音楽堂正面 

Ｂ コンサートホール玄関入口 

Ｃ 音声触知図案内板 

インターホンを使ってイ

ンフォメーションに案内要

請ができる。 

利用者は携帯している小

型送信機のボタンを押し、必

要な時だけ音声触知図案内

板のスピーカから音声案内

を受ける。「触知図案内板は

こちらです。入口は案内板の

右手３ｍの所にあります」 
Ｄ インナーモール中央部のインフォ 

メーション 

  音声情報案内システムの端末受信機

の貸出しと使用説明を行っている。 
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●視覚障害者をはじめ、様々な利用者に配慮した音声案内システム 

●親子室の設置 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

エントランスホール 

外部階段 

ラウンジ 

バーコーナー 

ホワイエ 

クローク 

コンサートホール 舞台 

楽器庫 

楽屋 
倉庫 

Ｇ 

２階 平面図 

H 
 I 

 
 

Ｆ 

Ｅ 音声情報案内システムの端末受信機  

利用者は受信機のスイッチを押しながら発信器の方向

に向けると、手元の受信機のスピーカから音声で案内情報

を得ることができる。赤外線通信の指向性を利用して、最

も良く聞こえる方向に進むことで、目的地に到達できる。 
Ｆ ２階コンサートホール ラウンジ 

  １階インナーモールと連続して常時公開されているエ

リア。音声情報案内システムによって、ホワイエ出入口、

クローク、トイレ、EV、バーコーナーへの案内・誘導が受

けられる。 

Ｈ 通路側座席背板の点字

座席番号  

Ｇ 車いす使用者用観覧席 

 

Ｊ 親子室内の観覧席 

  必要な場合にいつでも使えるように予約席とせ

ず、常時空けてある。 

Ｋ FM（２カ国）赤外線誘導無線方式の同時通訳受信

機とイヤホン（左）、磁気ループ用補聴器(右) 

  イヤホンの代わりに磁気ループを接続し、首に架

けると使用している補聴器から音声案内や音楽を聴

くことができる。 

I コンサートホール内部 

  ２階席の奥の左右に親子室が設けられている。 
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（8）様々な配慮が随所に見られる百貨店 
 

 

 

新宿高島屋 
所在地  東京都渋谷区千駄ヶ谷 

設計者  （株）日建設計 

構 造  鉄筋コンクリート造、鉄筋鉄骨 

     コンクリート造、一部鉄骨造 

階 数  地上 14 階、地下４階、塔屋２階 

竣工年  2000年３月 

敷地面積 14,501.11㎡ 

（ビル全体・他店舗含） 

建築面積 11,163.29㎡ 

（ビル全体・他店舗含） 

延床面積 160,147.45㎡ 

（ビル全体・他店舗含） 

売場面積 55,000 ㎡ 

用途   店舗 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ フィッティングルーム 

出入口の段差を解消し、中で車い

すが回転できるスペースをとってい

る。また、２人がけのソファもあり、

ゆったりと試着が可能。 

 

新宿高島屋は、複合型商業施設の都

市型マルチエンターテイメントショ

ッピングセンターとして建設された

新宿タイムズスクエアのアンカー店

舗であり、東京都の認定第１号であ

る。 

規模も大きな店舗であり、高齢者、

障害者等への配慮、設備も多くの箇所

に見られる。 

また、フィッティングルームにも車

いすが入れる大きさのものを用意す

るなど配慮がなされている。 

Ｃ 障害者対応エレベーター 

障害者用のエレベーターが４機設置されており、うち１機

は車いす、ベビーカー専用としている。機内の画面に停止階

の表示が出るなど、聴覚障害者にも配慮されている。（左） 

また、機内に設置された２種の高さの手すりのうち、低い

位置のものについては、子どもがぶつかるとの利用者の声に

応じてクッション材を巻く対応を行っている。（右） 

Ｄ 多機能便房 

店内 16箇所に多機能便房が設置されている。 

  ・車いす使用者に配慮した広い空間 

  ・手すりの完備 

  ・子どもも使用可能な二重便座（写真左） 

  ・乳幼児用ベッド 

・傘立ての設置 

  ・個室内で着替えができる、着替え台（写真右） 

  ・２箇所はベッド付き多機能便房となっている。 

Ｅ 便房 

多機能便房以外の便房にも以下のような配慮がある。 

・便房前通路に手すり設置 

・女性用エリアにゆったりしたパウダールーム 

・男性用エリアに各１箇所手すり設置の小便器 

・和式便器に手すり設置 

・滑りにくい床材採用 
 

 

Ｂ 店内通路 

車いすのすれ違いに十分な有効幅員を確保。 

Ｆ フロア表示 

エスカレータを使っての

昇り降りが続くと、自分のい

るフロアがすぐに分からな

いことがある。 

エスカレータの乗降口に

は、フロア案内を設けている

が、階数を大きく表示し、階

毎に色を変え、４カ国語で表

示するなど、分かりやすさに

配慮している。 
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●多機能便房の機能充実 

●車いす使用者対応フィッティングルームを設置 

●障害者対応エレベーター４機を配置 
 

 

 

車いす使用者や高齢者､子ども連

れなど様々な条件の人にとって利

用されやすい多機能便房 

従業員のための多機能便房設置 

客用階段への手すりの設置及び、踊り場への視覚障害者誘導用ブロックの設置 

段差のない出入口と自動ドア、視覚障害者誘導用ブロックを設置し､入り口まで誘導 

公開空地内には段差を設けず、視覚

障害者誘導用ブロックを設置 

 
Ｃ 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

Ｆ Ｆ 

Ｆ Ｆ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ Ｃ Ｃ 

Ｂ 

Ｄ Ｅ 

Ｄ Ｅ 

Ｂ 

乳幼児用ベッド 

従業員のための障害者対応エレベータ
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（9）買い物のしやすさにも配慮したコンビニエンスストア 
 

 

 

ローソン勝島一丁目店 
所在地  東京都品川区勝島１－２－８ 

設計者  ローソン（株）建設部 

構 造   造 

階 数  地上１階 

竣工年  2000年３月 

建築面積 172.83 ㎡ 

延床面積 172.83 ㎡ 

売場面積 99.45 ㎡ 

用途   店舗 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ アプローチ 

歩道から出入口までの間は視覚障

害者誘導用ブロックを敷設。また、

数㎝ある出入口の段は傾斜路にして

解消している。 

「人にやさしい店づくり」をめざし、

車いすでも利用可能な施設としている。

車いす使用者用駐車スペースや多機能

便房、通路幅の確保だけでなく、車いす

の人でも使いやすいよう、カウンターを

一般の高さのものとローカウンターの

２種類設置している。 

また、車いす使用者や子どもが高い位

置にある商品を取れない場合のために、

従業員呼出チャイムを設けて対応して

いる。 

Ｂ 駐車場    

車いす使用者用駐車スペース

は、通常よりも広く取っている。

また、出入口に最も近い位置に配

置している。 

Ｃ 出入口 

出入口は自動ドアとなっている。 

Ｄ 従業員呼び出しチャイム 

車いす使用者や子どもなどが、高

い位置にある商品を取れないときな

ど、従業員を呼び出すためのチャイ

ムが２箇所に設置されている。 

 

Ｅ レジカウンター 

車いす使用者や子どもなどの

利用に配慮し、一般の高さのカウ

ンターと約 15 ㎝低くしたカウン

ターの２種類を併設している。 

また、車いすフットレスト当た

りを設置している。 

Ｆ 店内通路 

他の店舗よりも広く取り、車いす

も通行できる有効幅員としている。 
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●多機能便房とそれ以外の便所を設置 

●高い位置にある商品が取れないときのために、従業員呼出チャイムを設置 

●高さの異なるレジカウンターを設置 
 

 

 

Ｇ 多機能便房 

車いす使用者も利用できる便房を設置。入口には、「どなたでも

御自由にお使い下さい」との札を付けている。 

主たる利用者動線 
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（10）地域の障害者団体が店舗の計画に参加したスーパーマーケット 
 

 

 

 

ジャスコ茅ヶ崎店 
所在地  神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎 

３-3000-１他 

設計者  ㈱東畑建築事務所、㈱大本組 

構 造  鉄骨造 

階 数  ５階建 

竣工年  2000年 10 月 

敷地面積 26,384.23㎡ 

建築面積 17,120.11㎡ 

延床面積 64,673.25㎡ 

用途   店舗 

Ａ 外観 

歩道との境界に段が無く、店舗入口

横のインターホンまで、視覚障害者誘

導用ブロックが設置されている。 

このスーパーの開店にあたっ

ては、地域の障害者団体が計画、

建設に参加し、その意見を様々

な形で反映したものである。 

その結果、障害者だけにかぎ

らず、子どもや妊婦まで幅広い

利用者が使いやすいようハード

面とソフト面の両面からの工夫

が実現されている。 

 

・地元の障害者団体との３回の

協議の結果、様々な意見が採

り入れられた。 

・車いすのまま入れる大きな試

着室を設置している。 

・多機能便房に尿器や高齢者、

障害者等のオムツ交換用に大

型ベッドを設置している。 

・聴覚障害者用緊急灯を設置し

ている。 

・手すりには、点字表示がある。 

・ソフト面でも、係員が付き添

ったり、インフォメーション

カウンターに手話ができる人

員を配置している。（ＦＡＸで

予約も可能） 

・要望があれば、ガイドヘルパ

ーとして買い物につきそう人

員を配置している。 

Ｂ インターホン 
１階に４ヶ所設置。この

ボタンを押すと、サービス

カウンターでキャッチし

て店員が対応 

１Ｆ 食品と美容健康・ファッショングッズのフロア 

地域障害者団体の参加の経緯 

 

1999年 3. 5 出店説明会 

2000年 4.17 障害者団体か

ら計画への参

加の打診 

2000年 4.25 第 １ 回 協 議

（障害者団体

からの要望書

提出） 

2000年 6.23 第 ２ 回 協 議

（要望に対す

るジャスコか

ら の 回 答 説

明） 

2000年 8.23 第 ３ 回 協 議

（最終調整） 

2000年 10月 オープン 

Ｃ 歩行補助車 
・歩行補助車 10台 

・幼児用カート 100 台 

・車いす 10 台 

・車いす用買物補助具 

７台を無料で貸出し

ている。正面入口、

南側入口と４階駐車

場に設置。 

 

Ｄ 障害者対応エレベー

ター 

通常のエレベーター

より戸の開閉速度が遅

い。 
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●地域住民の意見を反映してバリアフリー化 

●多機能便房に尿器・大型ベッドを設置 

●売り場に車いす使用者も使える大型フィッティングルームを設置 

●飲食店に昇降テーブルを設置 
 

  

Ｅ 階段 

  階段はゆるやかに連続して、視覚障害者誘

導用ブロック及び左右に２段手すりを設置。 

２Ｆ 婦人と紳士のファッションフロア 

Ｆ フィッティングルーム 

  車いすでも試着でき

るように、広めのブース

になっている（上）。 

手すりの設置や広めの

腰掛けが設置してあり、

使いやすくなっている

（下）。 

Ｇ 飲食店の昇降式テーブル 

  車いす使用者や子どもの使いやすい高

さに合わせられる。障害者団体との協議に

より設置。 

Ｈ 多機能便房 

  両側に手すり、自動

洗浄機、子ども用便

座、大型ベッドを設

置。 

Ｉ 尿器の設置 

  障害者団体との協

議により尿器を設置。 
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（11）改修によって各階ごとに異なるバリエーションの便房を整備した百貨店 
 

 

 

松坂屋上野店 
所在地  東京都台東区上野 3-29-5 

設計者  ㈱竹中工務店 

階 数  地下 3 階地上 8 階 

竣工年  1929年 4 月 

改修工期 3Ｆ 2001 年 8月～9月 

     4Ｆ 1998 年 8月～9月 

敷地面積 5,842 ㎡ 

延床面積 51,638 ㎡ 

用途   店舗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百貨店の改修工事によって、３階、４階に

様々な障害者が使えるように右勝手と左勝

手の多機能便房を設置した。各階に異なるバ

リエーションの便房を設置する事によって、

利用者は、身体状況や必要に合わせて、自分

にあった設備の便房を利用する事が可能と

なった。この便所がある建物は、昭和 32 年

に増改築されたもので、この工事によって、

利用者の快適性も各段に向上した。 

 各階において異なるバリエーションを採

用する事によって、利用者の幅を広げた好例

である。 

 

・３階は、改修工事という制約が多い中で工

夫が凝らされた例であり、男・女用便所と、

右勝手の便房とした。４階は、女性用品を

販売している階であることから、女性専用

便所階として改修し、多機能便房では、便

器や手すりを左勝手の配置とした。 

・多機能便房は、車いす、ベビーカー利用者、

子連れ、ストッキングの履き替えなど、だ

れもが使えるように整備されており、便座

は温水洗浄便座、背もたれシート等を設置

している。 

・便房内はすべて、ゆとりがあるスペースを

確保しており、荷物を置く為の棚や、高さ

が異なるフックを設置している。 

改修前 

３Ｆ 便所平面図 

改修後 

Ｂ 便所入口 

  便所入口には，全体のレイアウト，ゾーンわけが良く分かる案内図を設置

している。 

 
Ｃ 多機能便房の大便器まわり 

右勝手の多機能便房が３階

に設置されている。 

Ａ 外観 

 

 

Ｂ 
ＣＤ 

Ｆ 

Ｅ 

便

所 

便

所 

８Ｆ 

７Ｆ 

６Ｆ 

５Ｆ 

○   ４Ｆ 

●   ３Ｆ 

２Ｆ 

１Ｆ 

 

女性用便所＋左勝手の 

多機能便房として改修 

男性・女性用便所＋右勝手

の多機能便房として改修 



 - 2-201 - 

●便所のゾーン分けが良くわかる案内図を設置 

●３階、４階の便所を改修し、右勝手と左勝手の多機能便房を設置 

●男性用便所にも乳幼児用いすを設置 

 

 

Ｇ 多機能便房入口 

デザイン性にも

配慮した、４階多機

能便房入口 

Ｈ 多機能便房 

４階に設置された左勝手の多機能便房 

Ｆ 男性用便所の大便器便房 

３階男性用便所の大便器便房にも 

乳幼児用いすを設けている。 

Ｅ 男性用便所の小便器便房 

３階男性用便所の小便器にも手

すりを設けている。 

Ｄ 多機能便房 

乳幼児用いす、乳幼児用ベッド、着替え台

を３階に設けている。 

 

４Ｆ 便所平面図 

改修前 改修後 

Ｈ 
Ｇ 

便所 便所 

 

多機能便房入口 多機能便房内 
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（12）敷地内・建物内に段差を設けない斎場 
 

 
 

やわらぎ斎場厚別 
所在地  北海道札幌市厚別区厚別 

     ３丁目 

設計者  日本都市設計(株) 

構 造  鉄骨造 

階 数  地下１階、地上２階 

竣工年  2001年11月 

建築面積 1,697㎡ 

延床面積 2,757㎡ 

用 途  斎場 
  

本施設は、札幌近郊を中心に複数の

冠婚葬祭場を展開している民間企業が

運営している。本施設を計画するにあ

たり、「斎場を利用される全てのお客

様がストレスを感じずに見送ることの

できる施設」とすることが求められた。 

 その実現のために建築的に求められ

たのは、旧ハートビル法認定建築物と

札幌市福祉のまちづくり条例適合建築

物の両方の条件を満たすことであっ

た。 

 

主な建築的手法としては 

・アプローチ、エントランス部分には

車いす使用者が通過する際に支障と

なる段差は設けていない。 

・視覚障害者への対応としてエントラ

ンスから受付まで視覚障害者誘導用

ブロックを設置している。 

・施設全体に車いす使用者や高齢者の

障害となる段差を無くし、床面は滑

りにくい材料で仕上げている。 

・葬儀式場、法要室、親族控室等の斎

場利用者が使用する部屋の戸は全て

引戸としている。 

・階段は手すり、視覚障害者誘導用ブ

ロックを設け、踏面は粗面とし、滑

りにくい材料で仕上げている。 

・葬儀式場の引戸は軽めのものとし、

ストッパー及び自動閉鎖装置付とす

る。床面は粗面とし、滑りにくい材

料で仕上げている。 

・エレベーターは車いす使用者専用ボ

タン、視覚障害者用誘導用ブロック、

音声案内装置を設け、車いすが回転

できるスペースを確保している。 

・多機能便房は乳幼児用ベッド、自動

洗浄、非常用呼出しボタンを設置し

ている。 

・車いす使用者用駐車スペースは雨雪

を考慮し、屋根を設け、エントラン

スまでの段差を無くし傾斜路で対応

している。 

Ａ 全景 

 

Ｂ アプローチ 

 段差を排除したエントランスとなっている。 

 

Ｃ 風除室  

エントランスホールまで連続して、視覚障害者誘導用ブロックが

敷設されている。 

 

Ｄ 待合ホール  

明るく広々とした待ち合わせの場となっている。 

滑りにくい床材が使用されている。 
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●視覚障害者に配慮したエントランスホール 

●車いす使用者に配慮した駐車場 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

Ｈ 車いす使用者用駐車スペース 

雨雪時を考慮した屋根が設置されている。 

 

Ｆ 多機能便房 

折たたみ式の乳幼児用ベッドが設置されて

いる。 

Ｇ 葬儀式場  

滑りにくい床材の仕上げとなっている。 

Ｅ エレベーターホール 

エレベーターには音声案内装置が設けられ、車いすが回転でき

るスペースも確保されている。 

 

配置図・１階平面図 

祭壇 

葬儀式場

 

機械室 

車いす使用者

専用駐車場 

待合ホール 

倉庫 

法要室 

 

事務室 

風除室 

エントランスホール 

アプローチ 

喫茶室 

生化作業所 

安置室 

親族控室 

給湯室 僧侶控室 安置室 

親族控室 

車いす使用者用

駐車スペース 

車いす使用者用

駐車スペース 

Ｄ 
Ｃ 

Ｂ 

Ｆ 

Ｇ 

Ｈ 

アプローチ 

風除室 

多機能 

便房 

Ｅ 
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（13）バリアフリ－改修により､高齢者､障害者等も快適に宿泊できるシティホテル 
 

 

 

京王プラザホテル 
所在地  東京都新宿区 

設計者  日本設計 

構 造  鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート 

階 数  本館－地下２階・地上 47 階 

南館－地下２階・地上 34階 

1988年６月ユニバーサルルーム 

15 室設置 

2002年３月新ユニバーサルルーム 

10 室設置 

2004年宴会場に磁気ループ 

システム導入 

2007年補助犬専用トイレ新設 

（設計：三井不動産ケアデザイン） 

竣工年  1971年３月、６月オープン 

延床面積 175,042.56㎡ 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 北側入口 

増設された北側入口のスロープ 

 1987 年「国際リハビリテ－ショ

ン会議」の会場となって以来、客

室のバリアフリ－化(15 室)をはじ

め、車いす使用者のための液晶ド

アスコ－プ、聴覚障害者のための

客室伝達装置・電話筆談装置、視

覚障害者のための音声情報案内シ

ステム等、障害者支援の機器を導

入する等、継続的な改善を図って

いる。 

 客室や、ユニットバスの位置･大

きさは変えず､出入口･手すり･備

品等の改修でバリアフリ－化を図

っている。 

Ｂ ４号街路歩道か

ら北側入口まで

のアプローチ（北

東角部） 

駅からのアクセ

スを考慮。 

Ｃ 南館 2階の 

スロープ 

レストランを

配置した南館2階

の段差解消のた

めスロープを設

置。 

Ｄ ２階共用便所内の多機能便房 

入口は自動ドアで内部はカーテンで間仕切る。手すり、感

知センサー式洗浄ボタン、呼び出しボタンあり。 

男性用便所の通路の途中に独立型の男女共用多機能便房

を増設。車いす対応トイレは南館 4階,本館 5階にも設置 

Ｅ 補助犬専用トイレ 

盲導犬や介助犬などの補助犬専

用のトイレ。一段高い場所に設け

ることで、車いす使用者にも使い

やすいように配慮している。 
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●バリアフリ－への数々の取り組みを集約したユニバーサル・ル－ム 

●車いす使用者等に配慮したエントランス階廻りの多機能便房、傾斜路の整備改修 

 

 

 

ベース図を HP のものに変更、

適宜情報記入 

冷蔵庫 

TV 

ライティング 

デスク・チェア 

デスクランプ 

バゲージラック 

ワードローブ Ｍ 

機器制御部スペース 

ヘッドランプ 

ヘッドボード 

Ｊ ナイトテーブル 

電動ベッド 
Ｈ  

ティーテーブル

セット 

開口有効幅員 800mm 

Ｆ 

Ｇ 

Ｉ 

Ｋ Ｌ 
置式スロープ 

フロアランプ 

ベッド 

Ｋ 改修したユニットバス 

置式スロープを設け、段

差を解消。補助手すりを追

加。洗面器下奥行の確保。

便器前スペ－スの確保。調

節可能で軽量なシャワ－

ヘッドに取替。水栓のシン

グルレバ－化等へ改良。 

Ｌ ユニットバス内の 

便所 

聴覚障害者用表示

パネルと電話が設置

されている。両側手す

り、背もたれあり。 

Ｆ 客室ドア 廊下側 

ドアの赤外線発信機と

トーキングサイン（音声情

報案内システム）。 

音声案内が手元のレシ

ーバーから流れ、目的地ま

で案内する。 

Ｇ 客室ドア 室内側 

バーハンドル付きの軽いドア。 

車いす使用者に便利な液晶ドア

スコープと振動により反応する客

室伝達装置のノックセンサー（上

右）室内側には大型の錠を設置（左

下）。 

天井灯（客室、浴室）の点滅に

より、聴覚障害者に伝達する。 

Ｍ ワードローブ 

車いす使用者でも利用

しやすいように、軽いバー

ハンドル付の引き戸とし、

ハンガーラックを低くし

ている。 

袖壁端部は引戸の開閉

時に握りやすい形状とし

ている。 

Ｈ ユニバーサルルーム内部 

ヘッドボードに聴覚障

害者用表示パネルが組み

込まれている。90°まで起

き上がりを補助できる電

動ベッドを 1つ設置。 

ベッドの振動により、来

客等を伝達。テーブルには

スキャントーク（しゃべる

ルームサービスメニュー）

も設置。 

Ｉ ライティングデスク（左） 

車いす対応にするため、

足元のスペースを確保。コ

ンセント等の位置を左手

前に設置。 

Ｊ ナイトテーブル（右） 

電話と並んで置かれて

いる電話筆談機。フロント、

ルームサービス、客室間との

筆談連絡ができる。 

ＦＡＸ送信も可。フラッシ

ュランプバイブレーター付。 
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（14）計画的にバリアフリー・ユニバーサルデザイン化を目指すリゾート 

ホテル 
  

 

富士レークホテル 
所 在 地 山梨県南都留郡富士河口湖町 

船津１番地 

設 計 者 トライポッド・デザイン、 

石井建築事務所 

施 工 者 梶原工業所（客室）、 

川上建設（レストラン）、 

インテリアマノワ(インテリア) 

構  造 鉄筋コンクリート造 

階  数 地下１階、地上６階 

客室改修 7種類、23 室 

改 修 年 1999 年、2001年、2002年、 

2006年,2008年、2010 年 
客室面積 42～70 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2008年改修 玄関前の手すり増設、河口湖眺望露天風呂つき客室等を整備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010年改修  客室のユニバーサル・デザイン化、BF・UDに配慮した貸切風呂の整備、エレベーターホールのトイレのBF・UD化 

 

ホテル全体案内図 色のついている部分の客室を BF・UD化している。 

Ａ 玄関前スロープ 

このホテルは、約 25年前より全国

のホテル旅館業界の中で先駆け、障

害者の雇用に積極的に取組んでき

た。現在、従業員 100 名の内、５名

（５％）が何らかの障害を持つスタ

ッフである。 

そのような組織土壌の中、1999年

以降、高齢化社会、及び障害者と障

害のない人が共生する社会へ向け

て、ハードとしての建物のユニバー

サル対応(バリアフリー対応)に着手

することとなった。 

現在、少しずつユニバーサル化（バ

リアフリー化）に取組んでおり、改

修工事予算を計上し、既存建物を修

繕している。 

Ｂ 玄関前の(手すり付き)スロープ増設 

Ａ 全景 

Ｂ 

Ｆ 

Ｇ 

Ｃ 露天風呂つき客室和(なごみ) Ｄ 露天風呂つき客室コンフォート Ｅ 露天風呂つき客室湯らっくす 

Ｆ レークビュー貸切風呂(バリアフリー) Ｇ EVホール UD化トイレ Ｈ リニューアル和洋室 トイレ 



 - 2-207 - 

●継続的、かつ計画的に、バリアフリー・ユニバーサルデザイン改修を行っているホテル 

●既存客室を２戸１化して改修しユニバーサル室を全 23室整備 
 

 

 

 
客室の改修 

レストランの改修 
 

・2006年の客室（ＵＤルーム）改修に伴い、レストラン（総面積 1000

㎡）も同時に改修し、食事場所におけるユニバーサル・デザイン化

に取り組んだ。 

・スロープをつけて段差を解消し、バーやカラオケルームを含む１階

フロア全体をユニバーサル・デザイン化した。 

・オストメイト対応の便所を設置した。 

・ハード面の改修と同時に、食事自体も、刻み食、ペースト対応、ア

レルギー対応などユニバーサル・デザイン化に取り組んでいる。 

Ｍ 便所（オストメイト用汚物流しを設置） 

Ｌ ロビー通路（改修後） 

Ｉ 客室：スイートルーム（70㎡） 

Ｊ 客室：スタンダードルーム（42㎡） 

Ｋ レストラン部分 
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（15）住棟アプローチを車いす使用者がアクセスしやすい傾斜路に改修した 

分譲マンション 
 

 

千里山田ＢＣ住宅Ａ４棟 
所在地  大阪府吹田市山田西 1 丁目 

22 番 

設計者  集合住宅管理機構 

階 数  地上 14 階、168 戸   

延床面積 15,795.82 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

千里ニュータウンの外周部に、1970 年

代に建設された集合住宅（分譲）である。

大規模改修に併せて、急勾配の傾斜路を

車いすの自力走行でも登れるような勾配

に改修し、夜間の利用にも配慮した。 

 

・この住宅は、駐車場を経て共用玄関に

アプローチするようになっているが、

駐車場と玄関とのレベル差が 2.5ｍ以

上ある。新築時から傾斜路が設置され

ているが、勾配が１／８程度と急勾配

で車いすの利用は難しい状況であっ

た。そこで、大規模改修を実施するに

あたって、傾斜路の改修も実施した。 

・改修では、傾斜路の勾配は、1／16～1

／20 とし、車いす使用者が自力走行で

傾斜路を登れるようにした。 

・足元灯を設置して、夜間の通行にも配

慮した。 

Ａ 傾斜路 

  改修後なだらかになった状態。 

Ｂ 駐車場から続く傾斜路 

Ｄ 駐車場から傾斜路を見る 

Ｃ 改修後の傾斜路 

Ｅ 足元灯  

設置後、明るく安全になった。 

改修前の傾斜路 
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●大規模改修にあわせて分譲マンションの傾斜路を改修 

●急勾配の傾斜路を車いす使用者が自力で登れる勾配に改修 

●夜間の利用にも配慮 
 

改修前 平面図 

改修後 平面図 

改修後 立面図 

E 

A 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 
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（16）モックアップ１による検証を行った障害者交流センター 
 

 

 

国際障害者交流センター（ビッグ・アイ） 
所在地  大阪府堺市 

設計者  国土交通省近畿地方整備局 

+日建設計 

設計監修 田中直人（摂南大学） 

構 造  鉄筋コンクリート造、 

一部鉄骨造 

階 数  地下 1 階地上 3 階塔屋 1 階 

竣工年  2001 年 

敷地面積 7,901.47 ㎡ 

建築面積 4,918.11 ㎡ 

延床面積 11,917.19 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

1981 年の国際障害者年から 20 年が経

過し、「完全参加と平等」を踏まえた様々

な取り組みが行われてきた。「国連・障害

者の 10 年」は、高齢者、障害者等への理

解も深まり、福祉の転機にもなった。 

これを記念してシンボルとなるような

施設を作ろうと建設されたのが、本施設

である。国際的な高齢者、障害者等の交

流施設として、スポーツのみならず文化

活動に対しても積極的に支援しようとし

て計画されている。様々な工夫が凝らさ

れているが、特に以下の点が特徴である。

 

・わかりやすい動線計画が明快であり、目

的の部屋へのアプローチが円滑である。

・視覚障害者、聴覚障害者、移動に制約が

ある障害者など、多様な利用者を想定し

て、決め細やかな対応がなされている。

・耐熱ガラス入りの自動ドア、宿泊室とバ

ルコニー間の段差をなくし、災害時の避

難にも配慮した。 

・右勝手、左勝手の便房を半々に設置した。

・兵庫県立福祉のまちづくり工学研究所の

協力を得て、第１回目は、基本的な宿泊

室の浴室と便所、共用便所のモックアッ

プを作成し、検証を行った。第２回目は、

宿泊室と前後を挟む廊下、バルコニーを

含む、宿泊者が使う空間そのものをモッ

クアップで作成し、検証した。（右表がそ

の経緯） 

１ 実物大の模型をつくって、実際に使い勝手を検証すること

Ｂ 風除室 

触知案内板が設置され、インター

ホンが組み込まれている。 

Ｄ エレベーター 

手話の画面表示、手で操作

するボタン、足で操作するス

イッチが併設されている。 

Ｊ 浴室 

アイランドタイプとなっており、左

右どちらからでも使用できる。 Ｈ ホワイエ壁面の文字表示装置 

Ｆ 光走行式誘導装置 

ホワイエの非常用扉へ誘導している。

Ａ 全景 

Ｃ 多目的ホールの文字表示板 

Ｅ 階段への誘導のための床の貼

り分け 

Ｉ 移乗板付きの浴槽 

Ｇ ホワイエ非常用扉上部の誘導灯 
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●モックアップによる設計検証を実施 

●多様な利用者への配慮を充実 
 

 

 
 第 1 回モックアップ（予備実験） 第 2 回モップアップ（本実験） 

実験日時 肢体不自由者／1999 年 7 月 13 日（火）～14日（水） 

視覚障害者 ／1999 年 7 月 15 日（木） 

視覚障害者 ／2000 年 3 月 1日（水） 

肢体不自由者／2000 年 3 月 2日（木） 

場所 兵庫県立福祉のまちづくり工学研究所内住宅・都市・交通実

験室 

兵庫県立福祉のまちづくり工学研究所内住宅・都市・交通実

験室 

被験者 23 名／肢体不自由者（男性 16名・女性 4 名） 

23 名／視覚障害者 （男性 1名・女性 2 名） 

30 名／肢体不自由者（男性 14名・女性 6 名） 

23 名／視覚障害者 （男性 4名・女性 6 名） 

   予備実験の結果に基づき、モデルの妥当性を検討するとと

もに、新たに廊下および宿泊室の各部位についてモデルを用

いて検討を加えることを目的に行った。A タイブ宿浪室につ

いては、廊下から宿泊室前室、ユニットバス、宿泊室、バル

コニーヘの一連の動きを検証。 

A タイブ  

宿泊室ユニ 

実験装置の真上より撮影したビデオから、ブースの広さにつ

いての検討材料として、車いすの軌跡を追跡。 

実験装置の真上より撮影したビデオから、ブースの広さにつ

いての検討材料として、車いすの軌跡を追跡。 

ットバス・ 

ビデオ解析 

結果 

被験者：頸髄損傷・男性（立位不可能） 

 
被験者の車いすの動作軌跡（3秒間によるプロット） 

被験者：頭部外傷・女性（立位可能） 

 
被験者の車いすの動作軌跡（2秒間によるプロット） 

 入り口から浴槽の移乗台への移動について、とくに車いすの

切り換えもなく、スムーズに動いていた。立位が不可能なた

め、移乗台に接近する際、数回の切り返しが見られるが、そ

の際にもとくに障害になっているものはなく、ユニットバス

の広さは十分である。 

入り口からトイレ、浴槽の移乗台への移動について、とくに

車いすの切り換えもなく、スムーズに動いていた。立位が可

能なため、便器へ移乗するのにあまり便器へは接近していな

い。ヒアリング調査からも、ユニットバスの広さは十分であ

ることが得られている。 

ヒアリング 対象：被験者 対象：肢体不自由者（19名） 

結果 ユニットバスの移乗台の広さ(10名)とシャワーの位置(9名) 

・浴室内における各手すりは、とくに問題なし。 

・移乗台については広くしてほしいとの意見が多い 

 （10 人中 3 人）。 

・移乗台や浴槽内からのシャワーの位置が遠いとの指摘も 

ユニットバス・便所における問題点の有無 

・「戸の操作性」や「タオル・ドライヤーの位置」について

は、ほぼ「問題ない」という結果となった。「手すりの位

置」についての指摘が多く（19 人中 9 人）、とくにサイド

手すりに関するものが見られた。 

  多い（9 人中 5 人）。 対象：視覚障害者（10 名） 

 便座の高さ(N＝20)と腰壁の横手すりへの代替の可能性(N＝9) 

・トイレにおいても各手すりについては、とくに問題はない。

便座の座面が“低い”とする指摘が多く（20 人中 12 人）、

実験を辞退した被験者もいた。腰壁は、とくに立位不可能

者から“便器から腰壁が突き出る分、あいだが狭くなる”

という指摘が出たが、全体的には“横手すりの代わりにな

る”と、設置については肯定的だった。 

便所における問題点の有無 

・便器まわりのスイッチ類について位置確認しづらい人もい

たが（10 人中 2 人）、全体的にとくに問題はない。洗面台

の位置や操作およびドライヤーなどの位置の確認につい

ての問題もない。 

※なお、予備実験、本実験は宿泊室（前室・宿泊室・バスル

ーム・バルコニー）以外に廊下・共用便所についても行わ

れた。実施設計は実験結果の修正をふまえる。 

 

資料：TOTO通信 別冊 2001冬号 
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（17）あらゆる障壁(バリア)からの自由を理念とし、最先端の知と文化を 

提供する公共施設 
 

 

せんだいメディアテーク 
所在地  宮城県仙台市青葉区春日町 2-1 

設計者  （株）伊東豊雄建築設計事務所 

構 造  鉄骨造一部鉄筋コンクリート造 

階 数  地下 2 階・地上７階＋屋上階 

竣工年  2000年８月、2001 年１月オープン 

敷地面積 3,948.72 ㎡ 

建築面積 2,933.12 ㎡ 

延床面積 21,682.15㎡ 

用途   図書館（視聴覚教材センター等）、 

美術館、映画館 
 

 

 

 

 

 

Ａ 全景 

定禅寺通りの南側ファサード。 

 

透明なチューブ状の鉄骨独立柱

と薄い鉄骨フラットスラブのユニ

ークな構造。上下階を視覚的に貫通

するガラス張りチューブ状柱及び

透明ガラスカーテンウォールによ

り、明るく、見通しの良い、開放的

な市民広場を形成している。 

視覚障害者への配慮として視覚

障害者誘導用ブロックの敷設、点字

による表示を行っている。建築的な

対応と同時に人的対応も重視して

いる。あらゆる障害者等に対応する

ため、最新設備機器を備えている。

ハートビル法認定建築物。 

Ｂ エントランス 

  バス停から館

内まで視覚障害

者誘導用ブロッ

クを連続的に敷

設している。 

Ｃ 案内カウンター 

  手話で案内も可能。カウンターの前に

は触る模型も設置。 

スタッフ呼び出し連絡用ＰＨＳや車い

すの館内貸し出しを行う。 

Ｆ フラッシュランプ

付非常口誘導灯 

  非常時に点滅し、

聴覚障害者にも注意

喚起される。 

Ｄ 触る模型 

  その階の地図を立体的にした

模型で、現在地が最も高くなっ

ている。音声装置、点字表示あ

り。1,2,3,7階に設置している。 

Ｅ 館内視覚障害者

誘導用ブロック 

  各階入口(シー

スルーEV)から案

内カウンター、触

る模型、便所に単

純明快に誘導して

いる。 

１階 平面図 

搬入ヤード 

駐輪場 

オープンスクエア 

搬入口 

倉庫 

ショップ 

案内カウンター 

EV ホール 

カフェ 

定禅寺通り 
バス停 

A 

主たる利用者動線 

車動線 

触る模型 

Ｃ 
Ｄ 

Ｂ 
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●視覚障害者誘導用ブロックを明快に敷設 

●様々な障害者の利用を考慮した、最新の設備機器 

●充実したスタッフサービス 
 

 

 

美術文化 

ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ 

ｽﾀｼﾞｵ 

映像音響 

ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ 

会議室 

ｽﾀｼﾞｵ 

ｼｱﾀｰ 

EV ﾎｰﾙ 

ｵﾌｨｽ 

ﾗｳﾝｼﾞ 

７階 平面図 

Ｇ ２階ブラウジング 

コーナー 

  視覚障害者用パソコ

ン、拡大読書器、音声読

書器が設置されている。 

Ｈ 視覚障害者用パソコン 

  点字付キーボードで入

力し、ディスプレイ画面

の拡大、読み上げ、点字

ディスプレイでの確認も

できる。 

I 音声読書器 

  墨字資料をスキャ

ナーで読み取り、自動

音読される。 

Ｊ 拡大読書器 

  モニターに拡大されて

表示される。 

Ｋ 多機能便房 

  左右勝手を考慮して、各階に男女

共それぞれ１か所ずつ設置。全ての

便房に手すり、洗浄ボタン、呼び出

しボタン、大型ベッド装備。背もた

れ(７階)、感知センサー付き洗浄ボ

タン(２階)もある。 

 （上右）折りたたみ式大型ベッド 

 （上左）２階便所内部 

 （右） ２階女性用便所平面図 

Ｌ スタジオ 

  可動パーティショ

ンで間仕切り、シニ

ア向け IT講習等、自

由に利用可能な空間

となっている。 

２階 平面図 

会議室 

児童書 

図書作業

スペース 

オフィス 

情報アクセス 

最新情報リファレンス 

受付相談 

カウンター 

主たる利用者動線 

車動線 

触る模型 

E 

Ｇ 

Ｈ,I,Ｊ 

Ｋ 

Ｌ 
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（18）だれもが楽しめる温泉浴場 
 

 

 

弘法の里湯 
所在地  神奈川県秦野市鶴巻北 3-1-2 

設計者  (株)国設計 

構 造  鉄筋コンクリート造及び鉄骨造 

階 数  地上２階 

竣工年  2000年８月、10月オープン 

敷地面積 3,603.85 ㎡ 

建築面積 1,513.4 ㎡ 

延床面積 2,088.79 ㎡ 

用途   公営公衆浴場 

（日帰り入浴施設） 
 

 

 

 

 

  

 

Ａ 外観 

道路からの境界には段が無く、

車いすでスムーズに施設内へ入る

ことができる。 

弘法の里湯は、神奈川県の鶴巻温泉郷

にある秦野市営の日帰り温泉である。利

便性の高い駅前に立地し、誰もが気軽に

快適に利用できることを目指して整備、

運営されている。同じ敷地内には、宮永

岳彦記念美術館が併設され、訪れる人

は、温泉のくつろぎと美術鑑賞の楽しみ

を満喫できる。 

 

・動線計画は、明快で分かりやすく、サ

インも大きく読みやすいよう配慮さ

れている。敷地内から、建物受付まで

視覚障害者誘導用ブロックが敷設さ

れている。玄関入り口は、段を排除し、

車いすの利用や、つまずきの防止に配

慮した。 

・下足入れには、当初点字表示がなかっ

たが、利用者の要望により設置した。 

・高齢者の利用も多いため廊下にも手す

りを設置した。手すりは、高さを変え

て２段にした。冷たい感触を避けるた

め木製としている。 

・貸し切り浴室は、介助が必要な方及び

家族での入浴に配慮したものである。

ひとりで入浴する事が困難な高齢者、

障害者等も介助者とともに入浴する

ことができる。ハード面では、段の解

消、手すり及び可動式シャワーかけを

設置している。浴槽のまたぎ越しは低

くして、両側に手すりを設置してい

る。ソフト面では、必要な場合には、

浴室で使用できるシャワーチェアや

バスボードの貸し出しをしている。ま

た、呼出ボタンを設置し、緊急時の対

応が可能となっている。 

Ｂ 正面玄関 

  室内まで段差が無く、スムーズに入れる。 

Ｃ 下駄箱 

 利用者からの要望により点字が併記された。 

Ｆ わかりやすい 

便所のサイン 

 多機能便房には全て

設置している。 

Ｄ 建物内廊下 

 ２段手すり使用。触っても冷たくな

いよう、木製を採用。 

手すり高： 上段 800mm 

下段 650mm 

Ｅ 自動販売機、入浴券販売機 

 高齢者・車いす使用者等が使いやす

いように、小銭投入口を大きくしてあ

り、操作ボタンも大きい。 

 入浴券も同様の使用となっている。 
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露天風呂

浴 槽

浴 槽

浴室１

浴室２

サウナ

サ
ウ

ナ

便 所
多目的便所

Ｅ Ｖ

脱衣１

脱衣２ 脱衣３

浴室３

休憩室１

厨 房

便 所

店舗１ 店舗２

ホール

下足入管理事務室

女 WC 男 WC

化 粧 化 粧

市民ギャラリー

倉 庫 男 WC

多目的便所

女 WC
展示室

倉 庫

道 路

機械室

廊 下

Ｅ Ｖ

多目的便所

倉 庫

女性 WC

男性 WC

電気室

倉 庫

屋上庭園

ホール

ﾊﾟﾝﾄﾘｰ

休憩室３
休憩室２

自 販
屋上庭園

湯

電気室

ホール

誘導用床材

注意喚起床材

注意喚起床材

受 付

１階 平面 図

庭

露天風呂

露天風呂

ｺｰﾅｰ倉

２階 平面 図

 

●わかりやすい動線計画とサインの設置 

●車いす使用者、視覚障害者等への配慮がきめこまかい 

●異性介助者でも一緒に入浴できる露天風呂付き貸し切り浴室を設置 
 

 

ｚ 

Ｇ 貸切浴室（脱衣室洗面台） 

  天板下を開放し、車いす使用

者対応となっている。手すりも

設けられている。 

Ｈ 貸切浴室（脱衣室） 

  手すりを設置。浴室内で使用

可能な手すりやバスボードがあ

り、ソフト面での細かい配慮が

伺える。 

Ｊ 貸切浴室（シャワーチェア） 

車いす使用者が浴室内で使用

できるシャワーチェアを設置。 

Ｉ 貸切浴室（露天風呂） 

  緊急呼び出し装置が浴室以外に

も多機能便房等に設けられている。 

Ｋ 貸切浴室（洗場） 

  段を無くし、手すり及び可動式シ

ャワー掛けを設置。 

Ｌ 貸切浴室（露天風呂） 

  高齢者、障害者等が使いやすいよう

に、跨ぎ越しを低くし、手すりを設置。 

Ｆ多機能便房 

ＧＨ 

Ｌ 

Ｃ 

Ｂ 

Ｋ 

 

マッサージ室 

   

視覚障害者誘導用ブロック 

 
多機能便房 

多機能便房 

視覚障害者誘導用ブロック 

 誘導用ブロック 
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（19）ユニバーサルデザイン化をめざす銀行 
 

 

 

みずほ銀行六本木支店 
所在地  東京都港区六本木 7-15-7 

設計者  株式会社竹中工務店 

構 造  鉄筋コンクリート造 

階 数  地下 1 階地上 8 階(RH2 階) 

竣工年  2006年 12 月 

敷地面積 1438.00 ㎡ 

建築面積 946.71 ㎡ 

延床面積 8234.77 ㎡ 

用途   金融機関 

 

 
 

Ａ 入口の自動ドア化 

ドア有効幅員の拡張も

含めた自動ドア化を実施

している。 

障害者の社会参加の増加等の社会状況の

変化を背景に、ＣＳＲ（企業の社会的責任）

の一環として、「年齢、性別、障害の有無に

関わらず、誰にでも利用しやすい銀行」を

目指し、「ハートフルプロジェクト」として、

多面的なバリアフリー化を推進している。 

同プロジェクトでは、店舗・設備・機器

類等の「ハード面」、お客さま対応、お客さ

ま向け書類・インターネットコンテンツ等

の「ソフト面」役職員一人ひとりの接遇等

の「ハード面」におけるバリアフリー化に

取り組んでいる。 

Ｃ 通路幅の整備 

接客カウンターの間仕切りの間隔は

車いす使用者が利用可能な間隔を基本

としている。ロビー内の什器類につい

ても、車いす使用者の通行のしやすさ

を考慮した配置としている。 

 

Ｅ 車いす使用者用駐車場の設置 

車いす使用者用駐車場を設置し、店舗

入口までの動線上の段差を解消すると

ともに扉を自動化している。 

 

Ｄ 視覚障害者対応ＡＴＭの整備 

すべてのＡＴＭに音声案内用

のハンドマイクセットが整備さ

れている。一部のＡＴＭについ

ては端末両端の間仕切り間隔も

拡張している 

Ｆ 多機能便房の設置 

1 階ロビーに多機能便房を設置している。オストメイト対応のパウチ尿瓶洗

浄水栓・多目的ベッド・手元手洗器・手すりを設置している。 

なお、壁面の操作釦、非常釦はＪＩＳ規格に基づき配置、自動ドアの開閉ス

イッチは大型釦式を採用し車いすで利用しやすい位置に設置している。 
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Ｇ 店内サインの工夫 

文字の縁取りにより、コンストラストを強め、

視認性を向上させている。 

Ｈ 貸金庫閲覧ブースの改修 

車いすのお客さまでも利用できるようブー

スを大きくし、車いすで回転できるスペースを

確保、入口扉はコンパクトな納まりの引き戸を

採用した。 

 

筆談等の準備があることをお客さまにお伝

えする「耳マーク表示版」と「筆談用ホワイト

ボード」を設置している。 

Ｊ 快適な店舗 

お客さまに店内で快適に過ごしていただく

為に、各種情報の発信を行う大画面モニターの

設置、お客さまの嗜好に合わせた雑誌のご用意

等、待ち時間を感じさせない工夫をしている。 

役員教育の推進 

高齢のお客さまやお身体が不自由

なお客さまへ接客時の留意点をまと

めたマニュアルを作成し、役職員の

研修を推進している 

Ｉ 筆談用ホワイトボード・耳マーク表示版の設置 

●耳マーク、サインの設置などによる情報の提供の充実 

●接客に関する教育訓練 

●段差解消、自動ドア化、通路幅の整備、視覚障害者誘導用設備ほかハード面の充実 
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（20）車いす使用者が楽々利用できる美容院 
 

 

 

わかば美容院 
所在地 北海道北見市若葉 1丁目１－２ 

設計者 （有）ヤマグチ住建＋田中 稔浩 

構 造 木造（併用住宅） 

階 数 １ 階 

竣工年 1999 年 

面 積 約 54㎡（美容室部分） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ 全 景 

 

Ｃ カットスペース 

車いすのままカットが可能なスペースとなっている。 

 
Ｄ 段差のない玄関踏込みまわり 

 
Ｂ 視覚障害者誘導用ブロックと車いす使用者用駐車

スペース 

屋外の通路は、幅員 1,800mmで、平坦な仕上げ（ア

スファルト舗装）になっており、視覚障害者誘導用ブ

ロックを歩道から玄関まで連続的に敷設。また、ロー

ドヒーティングにより除雪。 

車いす使用者用駐車スペースは、Ｗ3,500mm× 

Ｄ5,000mmで、出入口に近く、表示を明記している。 

 

駐車場･入口から、セットスペース、

多機能便房まで、一連の美容サービス

をバリアフリーに整備した個人美容

院。 

この美容院は､個人経営の住宅併用

建築物であり､小規模ながら車いす使

用者に配慮した整備が行き届いてい

て､誰にでも使いやすい整備が実現し

ている｡基本設計は自ら車いすを使用

している方が行っており､きめ細かい

配慮が随所に見られる。 

このバリアフリー整備に対して「北

海道福祉のまちづくり賞」（H12 年度､

優秀賞）を受けている。その選考理由

として以下のように評価された。 

 「出入口の段を無くし､多機能便房及

び車いすのままカットが可能なスペー

スを整備するなど､障害者等の意見を

取り入れた設計となっており、個人の

美容室として先駆的な取り組みを行っ

ています｡」 



 - 2-219 - 

●駐車場から屋内まで段差を排除 

●車いすのままカットが可能なスペースを設置 

●高齢者、障害者等の意見を取り入れた設計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幅員 

1,500 

幅員 4,500 
歩道 

 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ａ Ｂ 

Ｆ 

 
Ｆ 多機能便房 

車いす使用者に配慮されている便房となっている。 

 

 

 

 
Ｅ 便所出入口とスタッフルーム出入口まわり 

床に段差のない仕様となっている。 

１階 平面図 
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（21）住民参加によってバリアフリー化を図った庁舎 
 

 

 

鳥取県東部総合事務所 
所在地  鳥取県鳥取市立川町六丁目 

176 番地 

設計者  ㈱新居千秋都市建築設計 

構 造  鉄骨鉄筋コンクリート造 

階 数  地下 1 階地上 5 階 

竣工年  2000年 12 月 

敷地面積 9,634 ㎡ 

建築面積 5,514 ㎡ 

延床面積 9,014 ㎡（庁舎棟） 

8,660㎡（立体駐車場棟） 

用 途  庁舎 
 

 

 

 

  

 

Ａ 外観 

 

 鳥取県東部総合事務所は、県税事務所、

鳥取地方県土整備局など県の地方機関と

各種団体が集積された公共性の高い建築

物である。県では、福祉のまちづくり条例

を積極的に推進する立場から、県有施設を

建設、改修する際には、障害者団体の参加

を通例としている。このため、本庁舎の設

計コンペを行う際にも、「地域の障害者の

参加」を条件とした。 

 

・本プロジェクトでは、障害者団体への意

見聴取のための全体会議は２回実施。団

体ごとの個別の会議を多く行っている。 

・本庁舎を設計する際には、地域の障害者

団体の協力により、簡易模型を使って使

い勝手を検証した。 

・視覚障害者誘導用ブロックの敷設の仕方

については、障害者団体の要望を反映

し、受付に加えて、エレベーター前まで

敷設した。 

・乳幼児同伴の利用者にも配慮して、授乳

室を設置、便房には、乳幼児用いすを設

置した。 

Ｃ 音声案内装置 

入口ドア上部に設けられて

いる装置 

 

Ｂ 入口ドア 

上部に音声案内装置が設けられ

ている。 

 

Ｄ 多機能便房 

左勝手の多機能便房が

設置されている。 

 

１Ｆ 平面図 

 

 
 

駐
車
場
棟 

庁
舎
棟 

ＢＣ 

ＤＨ 

ＥＦ 
Ｇ 

Ｊ 

Ｉ 
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●乳幼児連れから、高齢者まで様々な利用者の利便性に配慮 

●障害者団体、地域住民の意見を取り入れてバリアフリー化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ｉ 便房 

乳幼児用いすが設置されている。 
Ｊ 授乳室 

乳幼児用ベッドと、授乳用椅子が用意されたスペースがある。 

Ｇ 県民ホール入口 

段のない入口。 

Ｈ 多機能便房 

乳幼児用ベッドが設置されている。 

 

Ｅ ホール入口 

視覚障害者誘導用ブロックは右が受付へ、左はエレベ

ーターホールへ導いている。 

 

Ｆ ホール入口全景 

シンプルで分かり易い動線となっている。 
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（22）駅舎から連続的にバリアフリー整備されている公衆便所 
 

 

 

坂戸駅北口公衆便所 
所 在 地 埼玉県坂戸市日の出町 

１−７ 

設 計 者 東武谷内田建設株式会社 

アドバイザー 

東洋大学教授 高橋儀平 

構  造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

階  数 地上 2 階部分の 1階 

竣 工 年 2011 年 9 月 

建築面積 58.6 ㎡ 

用  途 公衆便所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東武鉄道坂戸駅舎の建て替えにあたっ

て、坂戸市と東武鉄道が共同で事業を実

施し駅舎とそれ以外の部分のバリアフリ

ー整備を連続的に実施した事例である。 

ここでいう駅舎とは厳密には改札より

内側をさし、改札より外側は管理者が異

なる。したがって連続的にバリアフリー

整備を実施するためには、建物所有者間

の綿密な連携が不可欠であった。両者が

連携したことによって、駅改札から市が

管理する公衆便所まで途切れることなく

視覚障害者誘導用ブロックが敷設されて

いる。 

 

・便所の整備にあたっては、トイレメー

カー２社からの提案を受けた。 

・計画段階で、専門家および障害者団体

などの意見を取り入れた。 

・本施設は駅舎階段下のスペースを使っ

て整備されている。コンパクトではあ

るが必要な設備は十分に備えた快適な

空間に仕上がっている。 

・男女の便所のほか、男女共用で車いす

使用者等にも使いやすい便房が設置さ

れている。車いす使用者のための回転

スペース、手すり、オストメイト用流

し、子ども用椅子、大型ベッドが設置

されている。 

・男女の便房内にオムツ交換用ベッド、

子ども用椅子、手すりが設置された大

き目の便房が設置されている。 

・駅舎から視覚障害者誘導用ブロックを

連続的に敷設し、便所入り口の点字付

き触知図まで誘導している。 

・案内表示は色使い、大きさなどで、は

っきりと男女の区別ができる、便房内

に配置された機能が外からわかるなど

の工夫をした。 

・管理の容易性と快適性の両面からデザ

インを工夫している。 

・本施設の管理者は坂戸市であるが、警

報ボタンの作動、病人、使用上の問題

などがある場合には市が委託している

警備会社が対応するシステムとなって

いる。実際には、駅員が様子を確認し

警備会社に通報することも多い。 

・便所内の倉庫には、大災害に備え毛布

や飲料水などを備蓄している。 

Ｂ 多機能便房 

（男女共用）内部 

手すり、手洗い水

洗、オストメイト

用汚物流し、大型

ベッド、子ども用

椅子を整備し、車

いす回転用のスペ

ースを確保してい

る。 

Ｃ 乳幼児連れに配慮した便房 

手すり、おむつ替え用ベッド、子ども用椅子を設置している。（乳幼児連れ

に配慮した便房は、男女便所に一か所ずつ整備されている。） 

Ａ 車いす使用者等用便房入口ドア 

内部に配置されている設備のピクト

グラムをデザインした、自動式引戸

になっている。 
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●異なる事業主体間での連続的バリアフリー整備 

●車いす使用者等用便房と一般の便房に機能を分散 

 

 

Ｅ 便所入り口上部サイン 

便所に設置された機能を示している。 
Ｄ 視覚障害者誘導用ブロック  

駅改札口から公衆便所の案内表示板及びエレベーターま

で、視覚障害者誘導用ブロックを敷設している。 

Ｆ サイン１ 

男女の便所の位置をわかりやすく表示するサイン 
Ｇ サイン２ 

乳幼児連れに配慮した便房のドアに設置されたサイン

 

Ｉ 手すりの設置された男性用小便器 

三か所の小便器のうち一か所に、手すりが設置してい

る。 

Ｈ サイン３ 

Ｈ 入口に設置された触知案内板 
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（23）ソフト・ハードの両面から配慮して整備された駐車場 
 

 

 

川口市駅東口地下駐車場 
所 在 地 川口市川口 1－1－1 

設 計 者 エイアンドティ建築研究所 

構  造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

階  数 地下２階 

竣 工 年 2007 年 4月 

建築面積 9,994 ㎡ 

用途   駐車場 248台分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本施設は、川口市駅前再開発事業にお

いて整備されたキュポ・ラ（商業施設、

図書館等の公共施設、住宅の複合建築物）

の地下に立地する川口市営の駐車場であ

る。 

車いす使用者用駐車施設（思いやり駐

車場）の整備とあわせて、エレベーター

に近い位置の利用を必要とする利用者の

ための優先スペースを設けられている。 

思いやり駐車場は、川口市がパーキン

グ・パーミッション制度によって運営し

ており、ハードの整備と運営面の工夫に

よって真に必要な利用者の優先権を確保

している。 

 

・車いす使用者用駐車施設は、計 5 台、

上階のキュポ・ラにつながるエレベー

ターから最も近い位置に配置されてい

る。 

・車いす使用者用駐車施設は、床を青色

に塗装し、また車の乗降の際に必要な

幅員を確保している。 

・優先スペースは計 6 台、車いす使用者

等以外の利用者（例 高齢者）で、エ

レベーターに近い駐車場を必要とする

人のために確保したスペースである。 

・優先スペースは、床をピンク色に塗装

し、他と区別できるようにしている。 

・優先スペースは一般と同様の寸法であ

る。 

・パーキング・パーミッション制度には

公民合わせて市内 126 施設が参加

（2012 年 1 月現在）。この制度等は川

口市バリアフリー基本構想に基づき、

計画・運用されている 

Ａ 駐車場出入口 

  

Ｂ 車いす使用者用駐車施設（思いやり駐車場） 

案内表示は床面及び上部に取り付けられている。 

駐車スペースは青色に塗装されている。 

 

川口市おもいやり駐車場制度に関する詳細は以下 

http://www.city.kawaguchi.lg.jp/ctg/40050088/40050088.html 

B D 

図 地下１階平面図 

車いす使用者用駐車施設 

優先スペース 

EV 

車いす使用者用も利用しやす

い便所 

C 

http://www.city.kawaguchi.lg.jp/ctg/40050088/40050088.html
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●車いす使用者用駐車場の他に、高齢者等のための優先スペースを整備 

●パーキング・パーミッション制度による車いす使用者用駐車施設等の運営 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

   

Ｃ 満車／空車を示すサイン  

駐車場出入口での満車の表示は、一般向けと車いす使用者

用駐車施設で分けて表示される。 

Ｄ おもいやり駐車場サイン 

車いす使用者用駐車施設の利用には、川口市が発行する

利用者証が必要である旨を示している。 

Ｅ 優先スペース 

車いす使用者等以外の利用者で、エレベーターに近い位置の

利用が必要な人のための駐車スペース。一般と同様の寸法で

あるが、色を塗り分けてある。 

Ｇ 券売機 

障害者手帳保持者への割引を示している。 

Ｈ 車いす使用者用トイレ 

キュポ・ラ内部に多様な利用者に配慮された便所があ

るため、駐車場には車いす使用者用トイレ（乳幼児用

椅子を配置）を整備している。 

Ｆ 優先スペースに設けられたサイン 

駐車スペースの塗り分けとあわせてサインを設けること

により、優先スペースの対象とする利用者をわかりやす

く示している。 
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（24）面的にバリアフリーが広がるまち 
 

 

 

世田谷区松陰神社通り 
所在地  東京都世田谷区 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世田谷区では、まち全体を対象とした

バリアフリーの実現のために、「福祉的環

境整備推進地区」を指定し、住民参加型

でバリアフリーの計画づくり、整備など

を行っている。 

 

・ 商店街は東急世田谷線松陰神社前駅

を挟み南北に延びる区道の沿道に位

置する商圏 500m程度の生鮮三品等物

販店が中心となる近隣型の商店街で

ある。延長約 450m、道路幅員約 6m、

歩車道の区別がない単断面の区道で

ある。 

・ 区役所周辺地区では、松蔭神社通り

商店街を中心に「街づくり協議会」

を設置し、商店主、地区住民、障害

者の参加を得て提案や啓発活動を実

施 

・ 中央排水型の車道整備により、ほと

んどの店舗で段差が解消された 

・ 沿道の商店と道路との段差を解消 

・ AMラジオ放送を使った音声案内など 

 

東京都のユニバーサルデザイン福祉の

まちづくり推進モデル事業地区にも指定

された。 

施工概要 

舗  装：道路延長 約 400ｍ 

    道路幅員 約 6ｍ 

    施工面積 約 2,390㎡ 

排水溝：円形側溝 約 330ｍ 

サイン：路面サイン 8 箇所 

      交差点サイン 3 箇所 

       庁舎案内サイン 1箇所 

踏  切：線形改良及び拡幅 

Ａ 勾配を店側から道路中心の方向につけるこ

とにより、店と道路の段差を解消した。 

自主ルールとして「商店街まちづくりルール」を策定 

【元気でやさしいまちづくりルール】 

1. 歩行者の安全のために商店街は道路上の看板、商品を自粛します 

2. 商店は駐輪スペースを設け、利用者は歩行者の妨げとならないような

駐輪に心がけましょう 

3. 店舗のバリアフリーを推進します 

4. 建物の１階部分は店舗、事務所とし、商店街機能を維持します 

5. 景観に配慮した町並み・店舗づくりを推進します 

6. 地域の人が商店街まちづくりに参加する関係を作り、一緒に安全・安

心な商店街環境維持活動を実践します 

ほか 
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●商店街の店舗の敷地と道路との境界の段差を解消 

●わかりやすい表示、案内 

●面的にバリアフリーに取り組むまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｃ ひらがな表記により誰にでもわかりやす

く、高齢者や車いす利用者が見やすいように

路面にサインを敷設した。 

Ｂ 自転車・乳母車・車椅子等横断しづ

らく危険な斜め交差の踏切を改良。 

歩行者等の安全性の向上を図った 

Ｄ 誰もが分かりやすい区役所庁舎内のサインを、住民

参加により整備。目の不自由な方の触地図や音声案内

も整備した。 

心のバリアフリーと商店街活性化の取組み 

・ 店の前に近づくと、店主の声で店の情報が聞こ

える音声案内装置を設置（20店舗に導入） 

・ 路上のはみ出し看板の代わりに店前の敷地部分

に各店が売り出し情報を黒板で提示 

・ やさしい商店街マップを発行 

・ 障害者自身による介助研修が開催され、商店の

人々が参加した。 
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（25）バリアフリー化を点（建物）から面（地域）へ展開する 
 

 

 

訓子府町 
所在地  北海道訓子府町 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工概要 

街並み整備事業 

 -道道整備事業 

 -商店街近代化事業 

 -電線類地中化事業 

Ａ 街並み整備事業 

道道整備事業、商店街近代化

事業、電線類地中化事業により

整備された街並み 

ポケットパークの噴水で水遊びす

る子供たち 

整備された街路を活用した夏のイ

ベント「くんねっぷふるさとまつ

り」 

ポケットパークの夜景 

町民の憩いの場となっている 

・役場庁舎・総合福祉センターの正面

ロビーには、障害者の意見を契機に

精神、知的、肢体不自由者合同の共

同作業所「喫茶たんぽぽ」を開設し、

障害者の自立支援を進めている 

・ハード整備に当たっては、当初から

利用者参加が行われており、車いす

使用者や高齢者、町職員による町並

みウオッチングや研修会などの機会

を通して多くの町民から意見を聞き

ながら進めた 

・福祉系のコミュニティ活動も活発で、

それとも連動しながら、整備面で随

時検証が行われた。さらに、町主催

のリハビリ教室、いきいきライフ教

室の開催など、障害のある人や高齢

者の社会参加活動へと広がりを見せ

ている。 

・訓子府町は、人口６，４００人あま

りの小規模な街である 

・バリアフリーをまちづくりのコンセ

プトの一つとして位置づけ、道路整

備、商店街近代化、電線類地中化な

どの事業を総合的に進めるととも

に、町並みと一体化した役場庁舎・

総合福祉センター「うらら」の整備、

町独自の補助による店舗の改築、駅

舎（第３セクター鉄道）の整備をバ

リアフリーに配慮して行っている 



 - 2-229 -

●街並整備事業により街並み整備とまちづくりの拠点、バリアフリーを一体的に整備 

●ハード面での整備、障害者の働く場の整備など総合的なバリアフリーに取り組む 

●面的なバリアフリーに取り組むまち 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

街並み整備事業 

・花に飾られた歩道と近代化された店舗の風景（下） 

・バリアフリー化されたトイレ・店内（右、右下） 

訓子府町役場庁舎・総合福祉センター「うらら」 

・平成１３年度建設、ハートビル法、北海道福祉の 

まちづくり条例認定建築物 

 

庁舎内の多目的トイレ 

・身障者用便器、幼児用便器、

身障者用洗面器、ベビーベッ

ド等を設置している 

 

 

役場庁舎の窓口 

・車いす利用者も利用しやすい

低いカウンター 

・補聴器サポートシステムの設

置

 

総合福祉センター「うらら」内に

開設された喫茶「たんぽぽ」 

・障害者の働く場として多くの

ボランティアや町民の協力を

得て運営されている。

訓子府駅・農業交流センター

「くる・ネップ」 

・駅舎と農畜産物加工施

設を備えた農業交流セ

ンターを併設（右） 

・入り口に設けられたス

ロープによるアプロー

チ（下） 
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（26）利用者への「温もり」「わかりやすさ」「使いやすさ」に配慮した学校 
 
 
 
 

静岡県立浜松大平台高等学校 
所在地  静岡県浜松市大平台四丁目 

２５番地１号 

設計者   株式会社 松田平田設計 
構造   鉄筋コンクリート造 

一部鉄骨造 木造 
階数   地上４階 

竣工年   2006年3月 

敷地面積  64,847.34㎡ 

建築面積  10,199.63㎡ 

延床面積  19,857.78㎡ 

 

 
 
 
 
 
 

静岡県立浜松大平台高等学校は、ユニ

バーサルデザインを活かし、生徒、教職

員及び地域開放利用者の全ての人にと

って「温もりを感じ」、「わかりやすく」、

「使いやすい」施設となっている。 

 

・生徒ホールでは、各所で木材を採用し

温かみのある交流スペースとなって

います。また、手に触れる階段などの

手摺には集成材を採用している。 

・地域開放利用者が迷うことなく施設を

利用できるように、わかりやすいグラ

フィカルなサイン計画を行っている。 

・多機能トイレ及びエレベーターは各棟

各階に設置していて、施設のどこに居

ても利用しやすい配置計画となって

います。また、雨天時には濡れること

なく移動できるようにインナーの渡

り廊下で各棟を繋いでいる。 

・県では、「しずおかＵＤ行動計画 2010」

を策定し、この中に県立学校の整備に

関する施策を位置づけている。 

Ｂ 生徒ホール 
生徒、教職員及び地

域開放利用者の交流の

場となる生徒ホール

は、温もりのある木質空

間（一部県産材）として

いる 

Ａ 渡り廊下 
雨天時に濡れることなく移動ができる様に

各棟を渡り廊下で繋いでいる。 

Ｆ 受付 

車いす利用者が利用しやすいように受付カウ

ンターの高さを低くしている 

サイン 

グラフィカルで見やすいサインを各所に設置している 

Ｋ 多機能トイレ 

オストメイト対応の多目的トイレには、地域開放利用に配慮しベビーシートやベビーチェアーを設置している。また、各棟各階に設置している。 
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●県のＵＤ計画に則った計画的なバリアフリーの推進 

●高等学校のユニバーサルデザインモデル 
 

  

 
 

Ｃ 渡り廊下（内部） 
県産材を使用した明るく温かみのある渡り廊下

は、ゆとりのある廊下幅を確保している 

 

Ｄ 多目的スペース 
生徒同士の交流の場となる多目的スペース 

Ｅ エレベーター 
利用者の利便性に配慮

し、各棟に配置している 

「しずおかＵＤ行動計画 2010」における学校関係施策計画（計画期間平成 15-22年） 

 

 
● 県立学校のＵＤ整備計画 

（現状値 H15→目標値 H22年） 

・ スロープ、視覚障害者誘導用ブ

ロック、階段、手すり、車いす

使用者駐車場 73％→100％ 

・ 車いす使用者用トイレ 46％→

60％ 

・ 自動ドア 20％→40％ 

・ エレベーターの整備 21校→26

校 

 

 

● 学校における優先順位 

 

・ 原則として校舎改築とセットで

実施 

・ 加えて障害のある生徒の入学時

に整備 

 

 

 

● 学校施設のＵＤ整備の基本方針 

 

・ エレベーターは校舎改築に際し

1 校 1 基を整備 

・ 車いす使用者用トイレ及び自動

ドアは校舎改築または耐震補強

工事に際して 1校 1 カ所を整備 

・ 上記は障害がある生徒が入学し

たとき及び在校生に障害が発生

したときにも実施 

・ スロープ、階段手すり、視覚障

害者誘導用ブロック、車いす使

用者用駐車場は耐震補強に際し

全校に整備 

 

１階平面図 

A 

A C A C 

A C 

B 

D 

E 

E 

E 

F 

G 

H I 

Ｆ 
Ｋ 

Ｋ 

Ｋ 

Ｋ 

Ｋ 
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（27）車いす使用者、聴覚障害者の利用に配慮したホールをもつ複合施設 
 

 

 

刈谷市総合文化センター 
所 在 地 愛知県刈谷市若松町 2 丁目 104 

発 注 者 独立行政法人都市再生機構 

 中部支社 

設 計 者 (株)東畑建築事務所 

構  造 ＳＲＣ造、Ｓ造 

階  数 地上 5 階、地下 1階 

敷地面積 11，765 ㎡ 

建築面積 7，997 ㎡ 

延床面積 22，767 ㎡ 

竣  工 2009 年 8 月 

 

駅前再開発の一環として整備された

複合施設で、大小のホールと生涯学習施

設、駐車場棟からなる。 

実際に利用する市民団体、障害当事者

団体、支援団体等から意見を集め、市と

都市再生機構、県で構成する「ユニバー

サルデザイン検討会」で検討を重ねて、

設計に反映した。 

反映した内容は、「ユニバーサルデザイ

ン体験会」を展示会形式で開催し、利用

者の目線でチェックを受けている。 

Ａ 施設外観 

Ｆ 女子トイレブースの旗状表示 

大ホールに近接し混雑が予想される女子トイレは、利用を円滑にするため

一方通行としており、空き便房が分かりやすい旗状表示板を設置している。

Ｂ 大ホール 客席から段差無しで舞台につながるルート 

エントランスホールからホワイエ、車いす用客席まで、段差なくアクセス

でき、車いす席から段差無しで舞台に上がることができる他、楽屋にも舞

台から段差なくアクセスできる。障害者の利用に配慮し全席で磁気ループ、

ＦＭ福祉電波による鑑賞補助が利用可能となっている。 

Ｃ 客席階段 

段鼻と踏面の色彩を塗り分け、段差があ

ることを分かりやすく表示している。 

Ｇ 多機能トイレ、子ども連れに配慮したトイレ 

壁を暗色に、衛生陶器を白色にして、弱視者に分かりやすい配色としている。

EV

エントランス
ホール 

舞台

楽屋

ホワイエ

客用トイレ

Ｄ 親子鑑賞席 

独立した親子鑑賞席を設け、子どもの入

場制限のある場合に配慮している。 

Ｅ 磁気ループと FM 福祉電波の受信機 

一方通行 

客用女子トイレ 

パウダーコーナー 

多目的トイレ

客用男子トイレ
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●利用者の意見を施設計画の段階から取り入れ、ユニバーサルデザインの視点から施設設

計、整備を行い、障害者や高齢者も利用しやすい、文化振興と生涯学習の拠点を実現 

 

 

 

 

Ｈ 案内カウンター 

総合案内(上)は施設の１階中央に設置されて

いるため、主要な出入口４箇所にはサテライト

カウンターを設置している。 

サテライトカウンターには、対応者がいない時

のためにインターフォンを設置している。 

Ｉ エレベーターホールの 

案内表示 

聴覚障害者等に配慮し、非常時

の情報等も表示できる、情報案

内画面が組み込まれている。 

Ｊ 出入口 

主要な部屋の扉位置が分かりやすくなるよ

う、床や壁のデザイン、照明を工夫している。 

また壁と床の境がはっきりするよう、床端部

と巾木を濃色としている。 

各室の出入口にも情報案内画面が組み込まれ

ている。 

Ｃ 

Ｊ 

Ｋ 
主たる利用者動線 

Ｂ 

Ｄ 

１Ｆ Ｂ１Ｆ 

２Ｆ ３Ｆ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｉ 

ＦＧ 

Ｈ 

Ｉ 

Ｈ 

Ｉ 

Ｋ Ｋ 

Ｋ 

Ｌ 

Ｋ 

Ｌ 

Ｋ エレベーター 

上腕に障害のある方のた

めのフットスイッチを設

置している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 基本寸法等 
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第４章 基本寸法等 
 

４．１ バリアフリー対応を図るべき利用者について 
 

建築物を計画し、設計する側があらかじめ留意すべき点について以下に示す。なお、こ

れらは施設用途や規模により対応が異なる場合も考えられるので、必要に応じて利用者が

建築物の計画に参画することも期待される。 

 
対象者 建築的対応の考え方 

①高齢者 ・加齢による移動の困難、視認性の低下等への対応が求められる 

・機器類の操作性への対応が必要である 

② 身 体

障害者 

肢体不自由者（ 車い

す使用者、杖使用者、

上下肢障害者等） 

・高低差がバリアとなるので、上下移動や、段差への処理を行う 

・ボタン、機器類の操作性、位置等への対応が必要 

・上肢障害者では、設備や器具等の操作の容易性にも配慮する必要がある 

視覚障害者（全盲、

弱視） 

・視覚情報を体感、聴覚等の情報として伝達する必要がある 

・必要な安全確保、誘導、注意喚起等に対して視覚障害者誘導用ブロックや

音声等を適切に配置することによって対応する 

・視覚障害者誘導用ブロックの敷設方法、スイッチ、ボタン類等の配置、形

状の統一化、標準化が求められる 

・ガイドヘルプ等ソフト面での対応が求められるほか、建物の用途、運営方

法に応じた建築的対応が必要である 

聴覚障害者（聾者、

難聴者） 

・音情報を視覚情報に変える対応（設備）が求められている 

・手話通訳等ソフト面での対応が求められる等、建物の用途、運営方法に応

じた設備や人的対応が必要である 

内部障害者（腎臓、

心臓、呼吸器障害、

人工肛門、人工膀胱

保有者等） 

・腎臓、心臓、呼吸器障害は、階段の昇降等が困難であるため、特に長い移

動、上下移動に配慮が必要である 

・人工肛門、人工膀胱保有者（オストメイト）ヘの対応は、特に便所設備で

の配慮が求められている。本設計標準では、「オストメイト対応」として

記載している 

③知的障害者 ・可能な限り、建築物等の認識や理解を助けるため、動線や配置のわかりや

すさとともに、人的サポート等ソフト面での対応が求められる。建物の用

途、運営方法に応じた建築的対応が必要である 

・案内表示では、ピクト、ひらがな表記をすることが望ましい 

④精神障害者 ・可能な限り、建築物等の認識や理解を助けるため、動線や配置のわかりや

すさとともに、人的サポート等ソフト面での対応が求められる場合もあ

る。建物の用途、運営方法に応じた建築的対応が必要である 

・投薬や療養によって疲れやすい場合もあるため、休憩できる場所が必要と

されている 

⑤発達障害者 ・可能な限り、建築物等の認識や理解を助けるため、動線や配置のわかりや

すさとともに、人的サポート等ソフト面での対応が求められる。建物の用

途、運営方法に応じた建築的対応が必要である 

・言葉による認知が難しいこともあるため、建物の案内や表示においてピク

トを使用するなどの工夫（併用）が必要である 

・音に敏感な障害であるため、学校や遊び場などで一人で静かにできる部屋

があると助けになる 

⑥児童、乳幼児 ・安全性の確保が重要である 

・低い位置からの視認性、操作性を配慮した設計が求められる 

・乳幼児では、保護者同伴の場合が大半であると考えられ、建築的な対応に

ついては、保護者への対応も必要となる。便所等では乳幼児を伴っている

者が男性、女性両者の場合があることに配慮する必要がある（例：便所の

乳児用いす、オムツ交換用シートの設置は、男女両方の便所に設置） 

・乳幼児を同伴する際のベビーカー利用に対しても配慮する必要がある 

⑦妊婦 ・階段の昇降等が困難であるため、特に長い移動、上下移動に配慮が必要で

ある 

・足元が見えない、前かがみの姿勢、しゃがみが難しい等の動作困難がある

ことに配慮する必要がある 
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対象者 建築的対応の考え方 

⑧外国人 ・情報伝達上の配慮が必要である 

・特にソフト面での対応が求められるため、建物の用途、運営方法に応じた

対応が必要である 

⑨上記外の市民 ・身体の寸法には個性があり、また、誰でもけが、病気等によって一時的に

障害が生じる可能性がある。このため、様々な障害に対する配慮をするこ

とが、上記以外の市民にも使いやすい建物となる 

 

 

 

４．２ 主要寸法の基本的な考え方 
本設計標準で採用している主要寸法及びその意味は次の通りである。 

 

 

寸法 意味 

80cm 車いすが通過できる寸法 

90cm 
車いすで通過しやすい寸法 

通路を車いすで通行できる寸法 

120cm 

通路を車いすで通行しやすい寸法 

人が横向きになれば車いすとすれ違える寸法 

杖使用者が円滑に通過できる寸法 

140cm 
車いすが転回（180 度方向転換）できる寸法 

杖使用者が円滑に上下できる階段幅の寸法 

150cm 
車いすが回転できる寸法 

人と車いすがすれ違える寸法 

180cm 
車いすが回転しやすい寸法 

車いす同士が行き違いやすい寸法 
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４．３ 車いす使用者の寸法 
（１）車いすの寸法 
①手動車いすの寸法 JIS T 9201（手動車いす） 

 車いすの形状・寸法は JIS 規格（日本工業規格）により定められている。その分類は主

としてその外観及び用途によって、自走用と介助用に分けられる。自走用には、標準型、

座位変換型、スポーツ形、特殊型があり、介助用には標準型、座位変換型、浴用型、特殊

型がある。 

車いすの全幅は 700 以下としているが、日本国内の建築関係の現状を考慮し、当分の間

650 以下が推奨されている。また、JIS では、車いすの座面の高さについては規定がないが、

介助用車いすでは、自力移動を助けるために座面の高さが低くなっているものがあるため、

建物の設計の際には配慮を要する。 

以下は、JIS T 9201 より基本的な寸法を抜粋して紹介する。 

 

 

自走用標準型の例 

 
 

 

 

JIS 規格による車いすの寸法は、以下の通りとなっている。 

 

手動車いすの寸法 

 

部位 寸法値 

全長 1200 以下 

全幅 700 以下 

レッグサポート（フットレスト）高 50 以上 

折り畳み幅 320 以下 

全高 1090 以下 

 

 

 

 

 

 （単位：mm） 
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（２）人間工学的寸法 
 車いす使用者の人間工学的寸法は、以下の通りである。 

目線の高さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手の届く範囲 

 
 
出典：ハンディキャップ者配慮の設計手引き/日本建築学会設計計画パンフレット 26/昭和 59 年/発行：彰国社 
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（３）車いす使用者の基本動作寸法 
 車いす使用者にとって最小限必要な動作空間は、以下の通りである。 

①手動車いすの最小動作空間 

 180°回転（車輪中央を中心） 90°回転（車軸中央を中心） 

   
 最小の回転円 直角路の通過 

   
 

 

②電動車いすの最小動作空間 

 360°回転（車軸中央を中心） 180°回転（車軸中央を中心） 

   
 直角路の通過（屋外用） 方向転換 

   
 

 

 
出典：ハンディキャップ者配慮の設計手引き/日本建築学会設計計画パンフレット 26/昭和 59 年/発行：彰国社 
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４．４ 杖使用者の寸法 
（１）杖使用者の基本動作寸法 
①人間工学的寸法 

 杖使用者の人間工学的寸法は、以下の通りである。 

・松葉杖使用者の歩行時の幅は、90cm から 120cm 程度。 

・杖を片手で使用した際の歩行時の幅は、70cm から 90cm 程度。 

・低いところに手が届かない。（しゃがむことが出来ない） 

 

人間工学的寸法 

 
②計画上必要な動作空間 

 杖使用者にとって最小限必要な動作空間は、以下の通りである。 

二本杖使用者の階段の昇降 

 
 二本杖の軌跡（昇り） 二本杖の軌跡（降り） 

 

 

 
出典：ハンディキャップ者配慮の設計手引き/日本建築学会設計計画パンフレット 26/昭和 59 年/発行：彰国社 
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４．５ 視覚障害者誘導用ブロック等の敷設について 
（１）突起の形状・寸法及びその配列 JIS T 9251 

 視覚障害者の屋内外での移動を支援するものとして、道路、公共施設、駅等に敷設され

広く普及しているが、その形状（足裏を通して情報を伝えるための突起部の形状及び配列）、

色、材質等については多様であり、JIS では、突起の形状が標準化された。以下は、JIS T 

9251 からの抜粋である。 

 

●適用範囲 

 この規格は，視覚障害者誘導用ブロック等（以下、ブロック等という。）突起断面形状が

ハーフドーム型の突起の形状・寸法及びその配列について規定する。 

 

a）点状突起（並列配列）の形状・寸法及びその配列 

 
 

記号 寸法 許容差 

ａ 12 
＋1.5 

0 
ａ’ ａ＋10 

ｂ 55～60＊ 

ｃ 5 
＋1 

0 

注＊  この寸法範囲でブロック等の大きさに

応じて一つの寸法を設定する。 

 



 - 2-242 -

ｂ）線状突起 

 線状突起の形状・寸法及びその配列は下図による。ただし，線状突起の本数は４本を下

限とし、線状突起を配列するブロック等の大きさに応じて増やす。 

 

 線状突起の形状・寸法及びその配列 

 
 

記号 寸法 許容差 

ａ 17 
＋1.5 

0 
ａ’ ａ＋10 

ｂ 75 

ｃ 5 
＋1 

0 

ｄ 270 以上 

ｄ’ ｄ＋10 

備考 ブロック等の継ぎ目部分（突起の長手方向）にお

ける突起と突起の上辺部での間隔は、30mm 以下と

する。 
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４．６ 公衆便所便房内操作部の器具配置の概要 
 

JIS S 0026 により、下記の通り示されている 

操作部及び紙巻器の配置は，次による。 

a) 操作部及び紙巻器は，便器座位，立位などの姿勢の違いを含めて多くの利用者が操作可能で，かつ，視覚障害者

にも認知しやすい配置とする。 

b) 操作部及び紙巻器は，腰掛便器の左右どちらかの壁面にまとめて設置する。 

c) 便器洗浄ボタンは，紙巻器の上方に設置し，呼出しボタンは，便器洗浄ボタンと同じ高さで腰掛便器後方に設置す

る。 

d) 操作部及び紙巻器は，表 1 の条件を満たす位置に設置する。 

e) 操作部及び紙巻器と同一壁面上に手すり，温水洗浄便座リモコン，手洗器などの器具を併設する場合には，各器具

の使用・操作を相互に妨げないように配置する。 

f) 操作部及び紙巻器と同一壁面上に，手すり，温水洗浄便座リモコン，手洗器などの器具の併設又は紙巻器，腰掛便

器横壁面の形状などにより，表 1 の配置及び設置寸法によらない場合であっても，c) の位置関係は，満たすものと

する。 

g) 呼出しボタンは，利用者が転倒した姿勢で容易に操作できる位置にも設置することが望ましい。 

表 1－操作部及び紙巻器の配置及び設置寸法 

単位 mm

 
 

器具の種類 
便座上面先端（基点） 

からの水平距離 

便座上面先端（基点） 

からの垂直距離 
二つの器具間距離 

紙巻器 
X1：便器前方へ 

   約 0～100 

Y1：便器上方へ 

   約 150～400 
－ 

便器洗浄ボタン 
Y2：便器上方へ 

  約 400～550 

Y3：約 100～200 

（紙巻器との垂直距離） 

呼出しボタン 
X2：便器後方へ 

   約 100～200  

X3：約 200～300 

（便器洗浄ボタンとの水平距離） 
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４．７ 段差解消機関連告示 
 

 段差解消機（鉛直型） 段差解消機（斜行型） 

●図、写

真 
かご操作盤

渡し板

かご

ガードバー

遮断ロープ

手すり

遮断棒

かご

渡し板

かご操作盤

乗場操作盤

●関連規

格・関連

法規 

１．ISO／TC178 国際標準  ISO9386-1〔2000〕

２．平成12年建設省告示 第1413号第一の七（構

造方法） 

第 1415 号第五（積載荷重）  

第 1423 号第六（制動装置）  等 

１．ISO／TC178 国際標準  ISO9386-2〔2000〕

２．平成12年建設省告示 第1413号第一の七（構

造方法） 

第 1415 号第五（積載荷重）  

第 1423 号第六（制動装置）  等 

●構造.

安全基準 

上記 2の告示より 

定格速度 15ｍ/分以下、かつ、かご床面積 2.25 ㎡以下 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記２の告示より  

車いすに座ったまま使用する一人乗りのエレベーター（かご内の人がエレベーターの昇降の操作

を行うことができないタイプ） 

・出入口の部分を除いて、高さ 65cm 以上の丈夫な壁又は囲いを設けていること。ただし、

昇降路の側壁その他のものに挟まれるおそれのない部分に面するかごの部分で、かご

の床から７cm（出入口の幅が 80cm 以下の場合にあっては、６cm）以上の立ち上がりを

設け、かつ、高さ 65cm 以上の丈夫な手すりを設けた部分にあってはこの限りではない。

それ以外のエレベーター 

・出入口の部分を除いて、高さ１m以上の丈夫な壁又は囲いを設けていること。ただし、

昇降路の側壁その他のものに挟まれるおそれのない部分に面するかごの部分で、かご

の床から高さ 15cm 以上の立ち上がりを設け、かつ、高さ１m 以上の丈夫な手すりを設

けた部分にあってはこの限りではない。 

積載量 ①かごの床面積が１㎡以下で住戸内に設置されるもののうち、車いすに座ったまま使用が

できないもの 

→900Ｎ（約 90kg） 

②かごの床面積が 1㎡以下で住戸内に設置されるもの（①を除く） 

→床面積 1㎡につき 1800Ｎ（約 180kg）として計算した数値で、かつ 1300Ｎ（約 130kg）

以上の数値 

③かごの床面積が 2㎡以下のもの（①及び②を除く） 

→1800Ｎ（約 180kg） 

④かごの床面積が 2㎡を超え 2.25 ㎡以下のもの 

→2400Ｎ（約 240kg） 

昇降路 ・高さ 1.8ｍの壁・囲い、出入口は戸又は可動手摺を設ける。ただし、かごの底と当該壁

若しくは囲いまたは床との間に、人または物が挟まれる恐れがある場合、かごの下にス

カートガード等を設けるか、または強く挟まれたときにかごの昇降を停止する装置を設

ける場合を除く。 

・出入口の床敷居とかご床先端との隙間は４㎝以下 

安全装置 

・昇降行程が１ｍを越える場合、戸または手摺が閉じていなければ昇降させられない装

置 

・かごを動力で折りたたむものは、かごの開閉は鍵によるものとし、人等を挟んだ時は

かごの開閉を制止する装置。かご上に人等がある時は開閉できない装置 

・かごが着脱式のものは、かごがレールに確実に取り付けられていなければ昇降させら

れない装置 
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・過積載時は警報を発し、かつ運転できない装置又は鍵を用いなければ、かごの昇降が

できない装置（住戸内のみ昇降するものを除く） 

制動装置 

・動力が切れた場合、かごの降下を自動的に制止する装置 

・主索または鎖が緩んだ場合、動力を自動的に切る装置 

・主索または鎖が切れた場合、かごの降下を自動的に制止する装置 

・終点スイッチ、ファイナルリミットスイッチ、油圧駆動のものにあっては、プランジ

ャーストッパーを設ける。 

・昇降路低部緩衝装置 

・乗降口及びかご内においてかごの昇降を停止させる装置 

・かごを油圧により動かす装置にあっては、 

 イ）プランジャーのシリンダーからの離脱防止装置    

 ロ）電動機の空転防止装置    

 ハ）かご上運転する場合、頂部安全距離 1.2ｍを確保し、頂部安全距離以上のか

ごの上昇を自動制御する装置 

 

 

 

  

 いす式階段昇降機 

●図、写

真 

●関連規

格・関連

法規 

１．ISO／TC178 国際標準  ISO9386-2〔2000〕 

２．平成 12 年建設省告示  

第 1413 号第一の八（構造方法） 

第 1415 号第五（積載荷重）  

第 1423 号第七（制動装置）    等 

●構造.

安全基準

等 

上記２の告示より 定格速度９ｍ/分 以下 

上記２の告示より 

いす  ・定員１名、積載荷重 900Ｎ（約 90kg） 

安全装置 

・昇降はボタン等により行い、ボタンを押している間だけ昇降できるものであること 

・人等が階段または床との間に挟まれた場合、かごの昇降を停止する装置 

・いすからの転落防止用シートベルト 

制動装置 

・操作をやめた場合、操縦器が停止させる状態に自動的に復する装置 

・主索または鎖が緩んだ場合、動力を自動的に切る装置 

・動力が切れたときに惰性による原動機の回転を制止する装置 

・主索または鎖が切れた場合、かごの降下を自動的に制止する装置 

・かご又はつり合おもりが昇降路の底部に衝突するのを自動的に防止し、制御する装置

（終点スイッチ、ファイナルリミットスイッチ） 
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４．８ 案内用図記号 
 JIS Z 8210(2002) 

以下の案内用図記号が JIS 規格化された。 

 

案内用図記号－

施設等 

公共・一般施設図

記号 

不特定多数の人々が利用する施設、サービス等を表

す図記号 

交通施設図記号 交通に関わる施設、サービス等を表す図記号 

商業施設図記号 商業に関わる施設、サービス等を表す図記号 

観光・文化・スポ

ーツ施設図記号 

観光・文化・スポーツに関わる施設、サービス等を

表す図記号 

案内用図記号－

安全等 

安全図記号 安全確保のための防火、危険、誘導設備及び場所を

表す図記号 

禁止図記号 一般の行動において禁止事項を表す図記号 

注意図記号 一般の行動において注意事項を表す図記号 

指示図記号 一般の行動において指示事項を表す図記号 

 

＜例＞ 

（１）案内用図記号－施設等 

・情報コーナー               ・エレベーター 

 

・お手洗い                 ・エスカレーター 

 

・車いすスロープ              ・乳幼児用設備 
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４．９ 国際シンボルマークの形状及び使用 
  

国際シンボルマークは、英語の International Symbol of Access を日本語とした呼称であ

る。障害者が利用できる建物であることを明確に示す世界共通のシンボルマークである。

シンボルマークの形状は下図のとおりである。 

なお、本図は、2002 年３月「身障者用設備」という名称で、JIS Z 8210 5.1.9（障害者

が利用できる建築物及び施設であることを示している）に規定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本において国際シンボルマークは、財団法人日本障害者リハビリテーション協会が使用管

理を行っている。 

 

＜国際シンボルマークの使用に関する新決議＞ 

 

1978 年 1 月 22 日、フィリピンのバギオで開かれた国際リハビリテーション協会総会で

採択される。総会は、国際シンボルマークの使用を管理するため、次の方針を定めた。  

 

国際シンボルマークは、常に総会で定められたデザインと比率を守って使用しなければ

ならない。またシンボルマークを複製する場合は、この決議に従わなければならない。シ

ンボルマークの色は、他の色を使わなければならない特別な理由がない限り、国際道路標

識法（International Road Sign Conventions）に従って、濃い青の地に白を使用すること

とする。図柄は、顔を右に向けた形にしなければならない。ただし、方向を示す目的があ

る場合は、図柄全体を左向きにしてもよい。 

 

 

国際シンボルマークのデザインを変えたり、書き加えたりしてはならない。ただし、シ

ンボルマークそのものの形を否めない限りは、方向や対象を明らかに示すために、ほかの

図柄や文字を併用してもよい。 
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国際シンボルマークは、車いす使用者など移動能力が限定されているすべての者が利用

できる建物・施設を明確に表示するため、またはそこへの道順を示すためにのみ使用でき

る。 

 

 

障害者が利用できる建物・施設の基準は、各国で責任を持つ機関が決定する。基準を決

定する際は、国連障害者生活環境専門家会議（United Nations Expert Group Meeting on 

Barrier - free Design）が 1974 年に定めた最低基準に従わなければならない。 

 

 

国際シンボルマークを複製することは禁止する。ただし、これを普及させ、その目的を

広く知ってもらうため出版物その他のメディアに転載することは許可する。出版物などに

転載する場合は、その出版物などの内容が障害者に直接関わりある場合を除いては、この

マークが「国際シンボルマーク」であることを明記しなければならない。 

 

 

国際シンボルマークを商業目的で使用することは禁止する。例えば、広告、商標、レタ

ーヘッド、障害者のための商品、障害者自身が作った商品などにこのマークを使用しては

ならない。ただし商業目的の建物・施設が障害者に利用できることを表示する場合は、こ

のマークを使用してもよい。 

 

 

国際リハビリテーション協会の加盟団体は、この決議に定められた方針に従って、各国

で国際シンボルマークを法的に保護し、その使用を管理することができる。各国の加盟団

体は、シンボルマークの管理を他の適切な機関に委任してもよい。加盟団体がない国では、

国際リハビリテーション協会が文書によって認可した機関が、シンボルマークを管理する

ことができる。 

 

 

 

 

国際シンボルマークの使用指針は以下に表示されている。 

http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/resource/other/z00014/z0001401.html 
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４．１０ 床の滑り 
 

 床の材料及び仕上げは床の使用環境を考慮した上で、高齢者、障害者等が安全かつ円滑に

利用できるものとする。 

 

（１）履物着用の場合の滑り 
① 評価指標 
・床の滑りの指標として、JIS 

A 1454（高分子系張り床材

試験方法）に定める床材の滑

り性試験によって測定され

る滑り抵抗係数（C.S.R）を

用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価方法 
・床の材料・仕上げは、当該

部位の使用条件を勘案した

上で、表－１の滑り抵抗係

数の推奨値（案）を参考に

して適切な材料・仕上げと

することが望ましい。 

■表―１ 履物着用の場合の滑り 日本建築学会※の推奨値（案） 

床の種類 単位空間等 推奨値（案） 

履物を履いて 
動作する床、 
路面 

敷地内の通路、建築物の出入口、 
屋内の通路、階段の踏面・踊場、 
便所・洗面所の床 

C.S.R=0.4 以上 

傾斜路（傾斜角：θ） C.S.R－sinθ=0.4 以上 

客室の床 C.S.R=0.3 以上 

（※（社）日本建築学会材料施工委員会内外装工事運営委員会 床工事 WG 
『床の性能評価方法の概要と性能の推奨値（案）』（2008 年 6 月）） 

留意点：滑り抵抗係数の推奨値（案） 

・（社）日本建築学会材料施工委員会内外装工事運営委員会

床工事 WG『床の性能評価方法の概要と性能の推奨値（案）』

（2008 年 6 月）では、履物着用・素足・斜路及び、階段（踏

面と段鼻をあわせた評価）・杖の滑り等について推奨値（案）

を示している。 

9 21 22 

1 

18 

19 

20 

16 

15 
17 

13 

12 14 

5 

10 
8 

6 

7

3

2

（4）

11 

1：メインスイッチ  9：鋼製すべり片台座    17：ワイヤ 

2：定速モータ 10：すべり片台座受け    18：ガイドレール昇降器

3：減速機  11：ユニバーサルジョイント  19：引張角度調整器 

4：ワイヤ巻き取り器 12：初期荷重調整器    20：滑車 

5：スタートスイッチ 13：荷重変換器    21：すべり片 

6：ストップスイッチ 14：ガイドレール    22：測定対象床 

7：移動用車輪 15：引張荷重速度調整器 

8：重錘  16：固定脚 

JIS A 1454 に準拠している滑り試験機の例 
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（２） 素足の場合の滑り（※ここでは大量の水や石鹸水などがかかる床を想定） 

① 評価指標 
・床の滑りの指標として、JIS 

A 1509-12（陶磁器質タイル

試験方法－第 12 部：耐滑り性

試験方法）に定める耐滑り性

試験方法によって測定される

素足の場合の滑り抵抗値

（C.S.R・B）を用いる。 

② 評価方法 
・床の材料・仕上げは、当該部

位の使用条件を勘案した上

で、表－２の滑り抵抗値の推

奨値（案）を参考にして適切

な材料・仕上げとすることが

望ましい。 

 

 

 

■表－２ 素足の場合の滑り 日本建築学会※の推奨値（案） 

床の種類 単位空間等 推奨値（案） 

素足で動作し 
大量の水や 
石鹸水などが 
かかる床 

浴室（大浴場）、プールサイド 
シャワー室・更衣室の床 

C.S.R・B=0.7 以上 

客室の浴室・シャワー室の床 C.S.R・B =0.6 以上 

（※（社）日本建築学会材料施工委員会内外装工事運営委員会 床工事 WG 
『床の性能評価方法の概要と性能の推奨値（案）』（2008 年 6 月）） 

 

（３）滑りの差 
・突然滑り抵抗が変化すると滑

ったりつまずいたりする危

険が大きいため、同一の床に

おいて、滑り抵抗に大きな差

がある材料の複合使用は避

けることが望ましい。 

 

留意点：視覚障害者誘導用ブロック等の材料 

・金属製の視覚障害者誘導用ブロックは、雨滴によりスリップ

しやすいので、敷地内の通路や建築物の出入り口等に使用す

る際には十分配慮することが望ましい。 

・グレーチングやマンホール蓋も、雨滴によりスリップしやす

いので、敷地内の通路や建築物の出入口等に使用する際に

は、滑りに配慮されたものを使用する等、十分配慮すること

が望ましい。 

留意点：大量の水や石鹸水などがかかる床以外に 
おける素足の場合の滑り 

・一般に、素足で歩く可能性はあるが大量の水や石鹸水など

がかからない床では、素足より靴下の方が滑りやすい場合

が多いことから、すべり片を靴下とした C.S.R 値で安全側

に評価できる可能性が高い。 

留意点：床の材料・仕上げ選択時の留意点 

・材料・仕上げの C.S.R 値等を確認するときには、床の使用

条件（下足（靴、運動靴、サンダル等）・上足（靴下・スリ

ッパ等）・素足）や、雨掛かり、ほこり・水分・油の有無等）

を考慮し、試験時の滑り片、試験片の表面状態を確認する

ことが望ましい。 

・階段の滑りには、踏面だけでなく段鼻の滑りも大きく影響

するため、滑りにくい段鼻材を選ぶことが望ましい。 

・特に高齢者等にとっては、床を滑りにくくしすぎると、つ

まずき等の原因となることがあることについても留意する

ことが望ましい。 

・滑りに配慮した材料・仕上げを用いることとあわせて、水

溜まり等ができないよう、水はけ（水勾配の確保や床下地

の不陸調整）にも留意することが望ましい。 

留意点：建築物の利用時における適切な床の滑りの維持・確保

・床の滑りは、歩行や清掃等に伴う摩耗により、竣工時の状況

から変化することに留意して、メンテナンスを行うことが望

ましい。 

・建築物の床を改修する場合においても、滑り抵抗係数が各推

奨値（案）を満足する材料、仕上げを採用することが望まし

い。 
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

平成十八年六月二十一日

法律第九十一号

改正 平成十八年六月二十一日

法律第九十二号

目次

第一章 総則（第一条・第二条）

第二章 基本方針等（第三条―第七条）

第三章 移動等円滑化のために施設設置管理者が講ずべき措置（第八条―第二十四条）

第四章 重点整備地区における移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な実施（第二十五条―第四十

条）

第五章 移動等円滑化経路協定（第四十一条―第五十一条）

第六章 雑則（第五十二条―第五十八条）

第七章 罰則（第五十九条―第六十四条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性にかんが

み、公共交通機関の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園施設並びに建築物の構造及び設備を改

善するための措置、一定の地区における旅客施設、建築物等及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前

広場、通路その他の施設の一体的な整備を推進するための措置その他の措置を講ずることにより、高齢者

、障害者等の移動上及び施設の利用上の利便性及び安全性の向上の促進を図り、もって公共の福祉の増進

に資することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一 高齢者、障害者等 高齢者又は障害者で日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を受けるものそ

の他日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を受ける者をいう。

二 移動等円滑化 高齢者、障害者等の移動又は施設の利用に係る身体の負担を軽減することにより、そ

の移動上又は施設の利用上の利便性及び安全性を向上することをいう。

三 施設設置管理者 公共交通事業者等、道路管理者、路外駐車場管理者等、公園管理者等及び建築主等

をいう。

四 公共交通事業者等 次に掲げる者をいう。

イ 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）による鉄道事業者（旅客の運送を行うもの及び旅客の

運送を行う鉄道事業者に鉄道施設を譲渡し、又は使用させるものに限る。）

ロ 軌道法（大正十年法律第七十六号）による軌道経営者（旅客の運送を行うものに限る。第二十三号

ハにおいて同じ。）

ハ 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）による一般乗合旅客自動車運送事業者（路線を定め

て定期に運行する自動車により乗合旅客の運送を行うものに限る。以下この条において同じ。）及び

一般乗用旅客自動車運送事業者

ニ 自動車ターミナル法（昭和三十四年法律第百三十六号）によるバスターミナル事業を営む者

ホ 海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）による一般旅客定期航路事業（日本の国籍を有する

者及び日本の法令により設立された法人その他の団体以外の者が営む同法による対外旅客定期航路事

業を除く。次号ニにおいて同じ。）を営む者

ヘ 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）による本邦航空運送事業者（旅客の運送を行うものに

限る。）

ト イからヘまでに掲げる者以外の者で次号イ、ニ又はホに掲げる旅客施設を設置し、又は管理するも

の

五 旅客施設 次に掲げる施設であって、公共交通機関を利用する旅客の乗降、待合いその他の用に供す

るものをいう。

イ 鉄道事業法による鉄道施設

tempa
タイプライターテキスト
１．　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律及び関係政省令・告示
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ロ 軌道法による軌道施設

ハ 自動車ターミナル法によるバスターミナル

ニ 海上運送法による輸送施設（船舶を除き、同法による一般旅客定期航路事業の用に供するものに限

る。）

ホ 航空旅客ターミナル施設

六 特定旅客施設 旅客施設のうち、利用者が相当数であること又は相当数であると見込まれることその

他の政令で定める要件に該当するものをいう。

七 車両等 公共交通事業者等が旅客の運送を行うためその事業の用に供する車両、自動車（一般乗合旅

客自動車運送事業者が旅客の運送を行うためその事業の用に供する自動車にあっては道路運送法第五条

第一項第三号に規定する路線定期運行の用に供するもの、一般乗用旅客自動車運送事業者が旅客の運送

を行うためその事業の用に供する自動車にあっては高齢者、障害者等が移動のための車いすその他の用

具を使用したまま車内に乗り込むことが可能なものその他主務省令で定めるものに限る。）、船舶及び

航空機をいう。

八 道路管理者 道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第十八条第一項に規定する道路管理者をいう。

九 特定道路 移動等円滑化が特に必要なものとして政令で定める道路法による道路をいう。

十 路外駐車場管理者等 駐車場法（昭和三十二年法律第百六号）第十二条に規定する路外駐車場管理者

又は都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第二項の都市計画区域外において特定路外駐車場を

設置する者をいう。

十一 特定路外駐車場 駐車場法第二条第二号に規定する路外駐車場（道路法第二条第二項第六号に規定

する自動車駐車場、都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第二条第二項に規定する公園施設（以

下「公園施設」という。）、建築物又は建築物特定施設であるものを除く。）であって、自動車の駐車

の用に供する部分の面積が五百平方メートル以上であるものであり、かつ、その利用について駐車料金

を徴収するものをいう。

十二 公園管理者等 都市公園法第五条第一項に規定する公園管理者（以下「公園管理者」という。）又

は同項の規定による許可を受けて公園施設（特定公園施設に限る。）を設け若しくは管理し、若しくは

設け若しくは管理しようとする者をいう。

十三 特定公園施設 移動等円滑化が特に必要なものとして政令で定める公園施設をいう。

十四 建築主等 建築物の建築をしようとする者又は建築物の所有者、管理者若しくは占有者をいう。

十五 建築物 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に規定する建築物をいう。

十六 特定建築物 学校、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、ホテル、事務所、共同住宅、

老人ホームその他の多数の者が利用する政令で定める建築物又はその部分をいい、これらに附属する建

築物特定施設を含むものとする。

十七 特別特定建築物 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する特定建

築物であって、移動等円滑化が特に必要なものとして政令で定めるものをいう。

十八 建築物特定施設 出入口、廊下、階段、エレベーター、便所、敷地内の通路、駐車場その他の建築

物又はその敷地に設けられる施設で政令で定めるものをいう。

十九 建築 建築物を新築し、増築し、又は改築することをいう。

二十 所管行政庁 建築主事を置く市町村又は特別区の区域については当該市町村又は特別区の長をいい

、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事をいう。ただし、建築基準法第九十七条の

二第一項又は第九十七条の三第一項の規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定

める建築物については、都道府県知事とする。

二十一 重点整備地区 次に掲げる要件に該当する地区をいう。

イ 生活関連施設（高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、官公庁施設

、福祉施設その他の施設をいう。以下同じ。）の所在地を含み、かつ、生活関連施設相互間の移動が

通常徒歩で行われる地区であること。

ロ 生活関連施設及び生活関連経路（生活関連施設相互間の経路をいう。以下同じ。）を構成する一般

交通用施設（道路、駅前広場、通路その他の一般交通の用に供する施設をいう。以下同じ。）につい

て移動等円滑化のための事業が実施されることが特に必要であると認められる地区であること。

ハ 当該地区において移動等円滑化のための事業を重点的かつ一体的に実施することが、総合的な都市

機能の増進を図る上で有効かつ適切であると認められる地区であること。
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二十二 特定事業 公共交通特定事業、道路特定事業、路外駐車場特定事業、都市公園特定事業、建築物

特定事業及び交通安全特定事業をいう。

二十三 公共交通特定事業 次に掲げる事業をいう。

イ 特定旅客施設内において実施するエレベーター、エスカレーターその他の移動等円滑化のために必

要な設備の整備に関する事業

ロ イに掲げる事業に伴う特定旅客施設の構造の変更に関する事業

ハ 特定車両（軌道経営者又は一般乗合旅客自動車運送事業者が旅客の運送を行うために使用する車両

等をいう。以下同じ。）を床面の低いものとすることその他の特定車両に関する移動等円滑化のため

に必要な事業

二十四 道路特定事業 次に掲げる道路法による道路の新設又は改築に関する事業（これと併せて実施す

る必要がある移動等円滑化のための施設又は設備の整備に関する事業を含む。）をいう。

イ 歩道、道路用エレベーター、通行経路の案内標識その他の移動等円滑化のために必要な施設又は工

作物の設置に関する事業

ロ 歩道の拡幅又は路面の構造の改善その他の移動等円滑化のために必要な道路の構造の改良に関する

事業

二十五 路外駐車場特定事業 特定路外駐車場において実施する車いすを使用している者が円滑に利用す

ることができる駐車施設その他の移動等円滑化のために必要な施設の整備に関する事業をいう。

二十六 都市公園特定事業 都市公園の移動等円滑化のために必要な特定公園施設の整備に関する事業を

いう。

二十七 建築物特定事業 次に掲げる事業をいう。

イ 特別特定建築物（第十四条第三項の条例で定める特定建築物を含む。ロにおいて同じ。）の移動等

円滑化のために必要な建築物特定施設の整備に関する事業

ロ 特定建築物（特別特定建築物を除き、その全部又は一部が生活関連経路であるものに限る。）にお

ける生活関連経路の移動等円滑化のために必要な建築物特定施設の整備に関する事業

二十八 交通安全特定事業 次に掲げる事業をいう。

イ 高齢者、障害者等による道路の横断の安全を確保するための機能を付加した信号機、道路交通法（

昭和三十五年法律第百五号）第九条の歩行者用道路であることを表示する道路標識、横断歩道である

ことを表示する道路標示その他の移動等円滑化のために必要な信号機、道路標識又は道路標示（第三

十六条第二項において「信号機等」という。）の同法第四条第一項の規定による設置に関する事業

ロ 違法駐車行為（道路交通法第五十一条の二第一項の違法駐車行為をいう。以下この号において同じ

。）に係る車両の取締りの強化、違法駐車行為の防止についての広報活動及び啓発活動その他の移動

等円滑化のために必要な生活関連経路を構成する道路における違法駐車行為の防止のための事業

第二章 基本方針等

（基本方針）

第三条 主務大臣は、移動等円滑化を総合的かつ計画的に推進するため、移動等円滑化の促進に関する基本

方針（以下「基本方針」という。）を定めるものとする。

２ 基本方針には、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 移動等円滑化の意義及び目標に関する事項

二 移動等円滑化のために施設設置管理者が講ずべき措置に関する基本的な事項

三 第二十五条第一項の基本構想の指針となるべき次に掲げる事項

イ 重点整備地区における移動等円滑化の意義に関する事項

ロ 重点整備地区の位置及び区域に関する基本的な事項

ハ 生活関連施設及び生活関連経路並びにこれらにおける移動等円滑化に関する基本的な事項

ニ 生活関連施設、特定車両及び生活関連経路を構成する一般交通用施設について移動等円滑化のため

に実施すべき特定事業その他の事業に関する基本的な事項

ホ ニに規定する事業と併せて実施する土地区画整理事業（土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十

九号）による土地区画整理事業をいう。以下同じ。）、市街地再開発事業（都市再開発法（昭和四十

四年法律第三十八号）による市街地再開発事業をいう。以下同じ。）その他の市街地開発事業（都市

計画法第四条第七項に規定する市街地開発事業をいう。以下同じ。）に関し移動等円滑化のために考

慮すべき基本的な事項、自転車その他の車両の駐車のための施設の整備に関する事項その他の重点整
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備地区における移動等円滑化に資する市街地の整備改善に関する基本的な事項その他重点整備地区に

おける移動等円滑化のために必要な事項

四 移動等円滑化の促進のための施策に関する基本的な事項その他移動等円滑化の促進に関する事項

３ 主務大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、基本方針を変更するものとする。

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

（国の責務）

第四条 国は、高齢者、障害者等、地方公共団体、施設設置管理者その他の関係者と協力して、基本方針及

びこれに基づく施設設置管理者の講ずべき措置の内容その他の移動等円滑化の促進のための施策の内容に

ついて、移動等円滑化の進展の状況等を勘案しつつ、これらの者の意見を反映させるために必要な措置を

講じた上で、適時に、かつ、適切な方法により検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。

２ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、移動等円滑化の促進に関する国民の理解を深めるとともに、そ

の実施に関する国民の協力を求めるよう努めなければならない。

（地方公共団体の責務）

第五条 地方公共団体は、国の施策に準じて、移動等円滑化を促進するために必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。

（施設設置管理者等の責務）

第六条 施設設置管理者その他の高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する施設を設置し

、又は管理する者は、移動等円滑化のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（国民の責務）

第七条 国民は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性について理解

を深めるとともに、これらの者の円滑な移動及び施設の利用を確保するために協力するよう努めなければ

ならない。

第三章 移動等円滑化のために施設設置管理者が講ずべき措置

（公共交通事業者等の基準適合義務等）

第八条 公共交通事業者等は、旅客施設を新たに建設し、若しくは旅客施設について主務省令で定める大規

模な改良を行うとき又は車両等を新たにその事業の用に供するときは、当該旅客施設又は車両等（以下「

新設旅客施設等」という。）を、移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関す

る主務省令で定める基準（以下「公共交通移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。

２ 公共交通事業者等は、その事業の用に供する新設旅客施設等を公共交通移動等円滑化基準に適合するよ

うに維持しなければならない。

３ 公共交通事業者等は、その事業の用に供する旅客施設及び車両等（新設旅客施設等を除く。）を公共交

通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

４ 公共交通事業者等は、高齢者、障害者等に対し、これらの者が公共交通機関を利用して移動するために

必要となる情報を適切に提供するよう努めなければならない。

５ 公共交通事業者等は、その職員に対し、移動等円滑化を図るために必要な教育訓練を行うよう努めなけ

ればならない。

（旅客施設及び車両等に係る基準適合性審査等）

第九条 主務大臣は、新設旅客施設等について鉄道事業法その他の法令の規定で政令で定めるものによる許

可、認可その他の処分の申請があった場合には、当該処分に係る法令に定める基準のほか、公共交通移動

等円滑化基準に適合するかどうかを審査しなければならない。この場合において、主務大臣は、当該新設

旅客施設等が公共交通移動等円滑化基準に適合しないと認めるときは、これらの規定による許可、認可そ

の他の処分をしてはならない。

２ 公共交通事業者等は、前項の申請又は鉄道事業法その他の法令の規定で政令で定めるものによる届出を

しなければならない場合を除くほか、旅客施設の建設又は前条第一項の主務省令で定める大規模な改良を

行おうとするときは、あらかじめ、主務省令で定めるところにより、その旨を主務大臣に届け出なければ

ならない。その届け出た事項を変更しようとするときも、同様とする。

３ 主務大臣は、新設旅客施設等のうち車両等（第一項の規定により審査を行うものを除く。）若しくは前

項の政令で定める法令の規定若しくは同項の規定による届出に係る旅客施設について前条第一項の規定に

違反している事実があり、又は新設旅客施設等について同条第二項の規定に違反している事実があると認
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めるときは、公共交通事業者等に対し、当該違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。

（道路管理者の基準適合義務等）

第十条 道路管理者は、特定道路の新設又は改築を行うときは、当該特定道路（以下この条において「新設

特定道路」という。）を、移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する主務省令で定める基準（以下

この条において「道路移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。

２ 道路管理者は、その管理する新設特定道路を道路移動等円滑化基準に適合するように維持しなければな

らない。

３ 道路管理者は、その管理する道路（新設特定道路を除く。）を道路移動等円滑化基準に適合させるため

に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

４ 新設特定道路についての道路法第三十三条第一項及び第三十六条第二項の規定の適用については、これ

らの規定中「政令で定める基準」とあるのは「政令で定める基準及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（平成十八年法律第 号）第二条第二号に規定する移動等円滑化のために必要な

ものとして国土交通省令で定める基準」と、同法第三十三条第一項中「同条第一項」とあるのは「前条第

一項」とする。

（路外駐車場管理者等の基準適合義務等）

第十一条 路外駐車場管理者等は、特定路外駐車場を設置するときは、当該特定路外駐車場（以下この条に

おいて「新設特定路外駐車場」という。）を、移動等円滑化のために必要な特定路外駐車場の構造及び設

備に関する主務省令で定める基準（以下「路外駐車場移動等円滑化基準」という。）に適合させなければ

ならない。

２ 路外駐車場管理者等は、その管理する新設特定路外駐車場を路外駐車場移動等円滑化基準に適合するよ

うに維持しなければならない。

３ 地方公共団体は、その地方の自然的社会的条件の特殊性により、前二項の規定のみによっては、高齢者

、障害者等が特定路外駐車場を円滑に利用できるようにする目的を十分に達成することができないと認め

る場合においては、路外駐車場移動等円滑化基準に条例で必要な事項を付加することができる。

４ 路外駐車場管理者等は、その管理する特定路外駐車場（新設特定路外駐車場を除く。）を路外駐車場移

動等円滑化基準（前項の条例で付加した事項を含む。第五十三条第二項において同じ。）に適合させるた

めに必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（特定路外駐車場に係る基準適合命令等）

第十二条 路外駐車場管理者等は、特定路外駐車場を設置するときは、あらかじめ、主務省令で定めるとこ

ろにより、その旨を都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第

一項の指定都市、同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市及び同法第二百五十二条の二十六の三第一

項の特例市にあっては、それぞれの長。以下「知事等」という。）に届け出なければならない。ただし、

駐車場法第十二条の規定による届出をしなければならない場合にあっては、同条の規定により知事等に提

出すべき届出書に主務省令で定める書面を添付して届け出たときは、この限りでない。

２ 前項本文の規定により届け出た事項を変更しようとするときも、同項と同様とする。

３ 知事等は、前条第一項から第三項までの規定に違反している事実があると認めるときは、路外駐車場管

理者等に対し、当該違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（公園管理者等の基準適合義務等）

第十三条 公園管理者等は、特定公園施設の新設、増設又は改築を行うときは、当該特定公園施設（以下こ

の条において「新設特定公園施設」という。）を、移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関

する主務省令で定める基準（以下この条において「都市公園移動等円滑化基準」という。）に適合させな

ければならない。

２ 公園管理者は、新設特定公園施設について都市公園法第五条第一項の規定による許可の申請があった場

合には、同法第四条に定める基準のほか、都市公園移動等円滑化基準に適合するかどうかを審査しなけれ

ばならない。この場合において、公園管理者は、当該新設特定公園施設が都市公園移動等円滑化基準に適

合しないと認めるときは、同項の規定による許可をしてはならない。

３ 公園管理者等は、その管理する新設特定公園施設を都市公園移動等円滑化基準に適合するように維持し

なければならない。

４ 公園管理者等は、その管理する特定公園施設（新設特定公園施設を除く。）を都市公園移動等円滑化基
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準に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等）

第十四条 建築主等は、特別特定建築物の政令で定める規模以上の建築（用途の変更をして特別特定建築物

にすることを含む。以下この条において同じ。）をしようとするときは、当該特別特定建築物（次項にお

いて「新築特別特定建築物」という。）を、移動等円滑化のために必要な建築物特定施設の構造及び配置

に関する政令で定める基準（以下「建築物移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。

２ 建築主等は、その所有し、管理し、又は占有する新築特別特定建築物を建築物移動等円滑化基準に適合

するように維持しなければならない。

３ 地方公共団体は、その地方の自然的社会的条件の特殊性により、前二項の規定のみによっては、高齢者

、障害者等が特定建築物を円滑に利用できるようにする目的を十分に達成することができないと認める場

合においては、特別特定建築物に条例で定める特定建築物を追加し、第一項の建築の規模を条例で同項の

政令で定める規模未満で別に定め、又は建築物移動等円滑化基準に条例で必要な事項を付加することがで

きる。

４ 前三項の規定は、建築基準法第六条第一項に規定する建築基準関係規定とみなす。

５ 建築主等（第一項から第三項までの規定が適用される者を除く。）は、その建築をしようとし、又は所

有し、管理し、若しくは占有する特別特定建築物（同項の条例で定める特定建築物を含む。以下同じ。）

を建築物移動等円滑化基準（同項の条例で付加した事項を含む。第十七条第三項第一号を除き、以下同じ

。）に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（特別特定建築物に係る基準適合命令等）

第十五条 所管行政庁は、前条第一項から第三項までの規定に違反している事実があると認めるときは、建

築主等に対し、当該違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

２ 国、都道府県又は建築主事を置く市町村の特別特定建築物については、前項の規定は、適用しない。こ

の場合において、所管行政庁は、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の特別特定建築物が前条第一項

から第三項までの規定に違反している事実があると認めるときは、直ちに、その旨を当該特別特定建築物

を管理する機関の長に通知し、前項に規定する措置をとるべきことを要請しなければならない。

３ 所管行政庁は、前条第五項に規定する措置の適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、建

築主等に対し、建築物移動等円滑化基準を勘案して、特別特定建築物の設計及び施工に係る事項その他の

移動等円滑化に係る事項について必要な指導及び助言をすることができる。

（特定建築物の建築主等の努力義務等）

第十六条 建築主等は、特定建築物（特別特定建築物を除く。以下この条において同じ。）の建築（用途の

変更をして特定建築物にすることを含む。次条第一項において同じ。）をしようとするときは、当該特定

建築物を建築物移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 建築主等は、特定建築物の建築物特定施設の修繕又は模様替をしようとするときは、当該建築物特定施

設を建築物移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

３ 所管行政庁は、特定建築物について前二項に規定する措置の適確な実施を確保するため必要があると認

めるときは、建築主等に対し、建築物移動等円滑化基準を勘案して、特定建築物又はその建築物特定施設

の設計及び施工に係る事項について必要な指導及び助言をすることができる。

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定）

第十七条 建築主等は、特定建築物の建築、修繕又は模様替（修繕又は模様替にあっては、建築物特定施設

に係るものに限る。以下「建築等」という。）をしようとするときは、主務省令で定めるところにより、

特定建築物の建築等及び維持保全の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 特定建築物の位置

二 特定建築物の延べ面積、構造方法及び用途並びに敷地面積

三 計画に係る建築物特定施設の構造及び配置並びに維持保全に関する事項

四 特定建築物の建築等の事業に関する資金計画

五 その他主務省令で定める事項

３ 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、当該申請に係る特定建築物の建築等及び維持保全

の計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、認定をすることができる。

一 前項第三号に掲げる事項が、建築物移動等円滑化基準を超え、かつ、高齢者、障害者等が円滑に利用
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できるようにするために誘導すべき主務省令で定める建築物特定施設の構造及び配置に関する基準に適

合すること。

二 前項第四号に掲げる資金計画が、特定建築物の建築等の事業を確実に遂行するため適切なものである

こと。

４ 前項の認定の申請をする者は、所管行政庁に対し、当該申請に併せて、建築基準法第六条第一項（同法

第八十七条第一項において準用する場合を含む。第七項において同じ。）の規定による確認の申請書を提

出して、当該申請に係る特定建築物の建築等の計画が同法第六条第一項の建築基準関係規定に適合する旨

の建築主事の通知（以下この条において「適合通知」という。）を受けるよう申し出ることができる。

５ 前項の申出を受けた所管行政庁は、速やかに当該申出に係る特定建築物の建築等の計画を建築主事に通

知しなければならない。

６ 建築基準法第十八条第三項及び第十二項の規定は、建築主事が前項の通知を受けた場合について準用す

る。この場合においては、建築主事は、申請に係る特定建築物の建築等の計画が第十四条第一項の規定に

適合するかどうかを審査することを要しないものとする。

７ 所管行政庁が、適合通知を受けて第三項の認定をしたときは、当該認定に係る特定建築物の建築等の計

画は、建築基準法第六条第一項の規定による確認済証の交付があったものとみなす。

８ 建築基準法第十二条第七項、第九十三条及び第九十三条の二の規定は、建築主事が適合通知をする場合

について準用する。

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の変更）

第十八条 前条第三項の認定を受けた者（以下「認定建築主等」という。）は、当該認定を受けた計画の変

更（主務省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、所管行政庁の認定を受けなければな

らない。

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。

（認定特定建築物の容積率の特例）

第十九条 建築基準法第五十二条第一項、第二項、第七項、第十二項及び第十四項、第五十七条の二第三項

第二号、第五十七条の三第二項、第五十九条第一項及び第三項、第五十九条の二第一項、第六十条第一項

、第六十条の二第一項及び第四項、第六十八条の三第一項、第六十八条の四、第六十八条の五（第一号イ

を除く。）、第六十八条の五の二第一項（第一号ロを除く。）、第六十八条の五の三（第一号ロを除く。

）、第六十八条の五の四第一項第一号ロ、第六十八条の八、第六十八条の九第一項、第八十六条第三項及

び第四項、第八十六条の二第二項及び第三項、第八十六条の五第三項並びに第八十六条の六第一項に規定

する建築物の容積率（同法第五十九条第一項、第六十条の二第一項及び第六十八条の九第一項に規定する

ものについては、これらの規定に規定する建築物の容積率の最高限度に係る場合に限る。）の算定の基礎

となる延べ面積には、同法第五十二条第三項及び第六項に定めるもののほか、第十七条第三項の認定を受

けた計画（前条第一項の規定による変更の認定があったときは、その変更後のもの。第二十一条において

同じ。）に係る特定建築物（以下「認定特定建築物」という。）の建築物特定施設の床面積のうち、移動

等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなる場合におけ

る政令で定める床面積は、算入しないものとする。

（認定特定建築物の表示等）

第二十条 認定建築主等は、認定特定建築物の建築等をしたときは、当該認定特定建築物、その敷地又はそ

の利用に関する広告その他の主務省令で定めるもの（次項において「広告等」という。）に、主務省令で

定めるところにより、当該認定特定建築物が第十七条第三項の認定を受けている旨の表示を付することが

できる。

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、建築物、その敷地又はその利用に関する広告等に、同項の

表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。

（認定建築主等に対する改善命令）

第二十一条 所管行政庁は、認定建築主等が第十七条第三項の認定を受けた計画に従って認定特定建築物の

建築等又は維持保全を行っていないと認めるときは、当該認定建築主等に対し、その改善に必要な措置を

とるべきことを命ずることができる。

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定の取消し）

第二十二条 所管行政庁は、認定建築主等が前条の規定による処分に違反したときは、第十七条第三項の認

定を取り消すことができる。
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（既存の特定建築物に設けるエレベーターについての建築基準法の特例）

第二十三条 この法律の施行の際現に存する特定建築物に専ら車いすを使用している者の利用に供するエレ

ベーターを設置する場合において、当該エレベーターが次に掲げる基準に適合し、所管行政庁が防火上及

び避難上支障がないと認めたときは、当該特定建築物に対する建築基準法第二十七条第一項、第六十一条

及び第六十二条第一項の規定の適用については、当該エレベーターの構造は耐火構造（同法第二条第七号

に規定する耐火構造をいう。）とみなす。

一 エレベーター及び当該エレベーターの設置に係る特定建築物の主要構造部の部分の構造が主務省令で

定める安全上及び防火上の基準に適合していること。

二 エレベーターの制御方法及びその作動状態の監視方法が主務省令で定める安全上の基準に適合してい

ること。

２ 建築基準法第九十三条第一項本文及び第二項の規定は、前項の規定により所管行政庁が防火上及び避難

上支障がないと認める場合について準用する。

（高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物の容積率の特例）

第二十四条 建築物特定施設（建築基準法第五十二条第六項に規定する共同住宅の共用の廊下及び階段を除

く。）の床面積が高齢者、障害者等の円滑な利用を確保するため通常の床面積よりも著しく大きい建築物

で、主務大臣が高齢者、障害者等の円滑な利用を確保する上で有効と認めて定める基準に適合するものに

ついては、当該建築物を同条第十四項第一号に規定する建築物とみなして、同項の規定を適用する。

第四章 重点整備地区における移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な実施

（移動等円滑化基本構想）

第二十五条 市町村は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の重点整備地区につ

いて、移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（第五項を除き、以下「

基本構想」という。）を作成することができる。

２ 基本構想には、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 重点整備地区における移動等円滑化に関する基本的な方針

二 重点整備地区の位置及び区域

三 生活関連施設及び生活関連経路並びにこれらにおける移動等円滑化に関する事項

四 生活関連施設、特定車両及び生活関連経路を構成する一般交通用施設について移動等円滑化のために

実施すべき特定事業その他の事業に関する事項（旅客施設の所在地を含まない重点整備地区にあっては

、当該重点整備地区と同一の市町村の区域内に所在する特定旅客施設との間の円滑な移動のために実施

すべき特定事業その他の事業に関する事項を含む。）

五 前号に掲げる事業と併せて実施する土地区画整理事業、市街地再開発事業その他の市街地開発事業に

関し移動等円滑化のために考慮すべき事項、自転車その他の車両の駐車のための施設の整備に関する事

項その他の重点整備地区における移動等円滑化に資する市街地の整備改善に関する事項その他重点整備

地区における移動等円滑化のために必要な事項

３ 市町村は、特定旅客施設の所在地を含む重点整備地区について基本構想を作成する場合には、当該基本

構想に当該特定旅客施設を前項第三号及び第四号の生活関連施設として定めなければならない。

４ 基本構想には、道路法第十二条ただし書及び第十五条並びに道路法の一部を改正する法律（昭和三十九

年法律第百六十三号。以下「昭和三十九年道路法改正法」という。）附則第三項の規定にかかわらず、国

道（道路法第三条第二号の一般国道をいう。以下同じ。）又は都道府県道（道路法第三条第三号の都道府

県道をいう。第三十二条第一項において同じ。）（道路法第十二条ただし書及び第十五条並びに昭和三十

九年道路法改正法附則第三項の規定により都道府県が新設又は改築を行うこととされているもの（道路法

第十七条第一項又は第二項の規定により同条第一項の指定市又は同条第二項の指定市以外の市が行うこと

とされているものを除く。）に限る。以下同じ。）に係る道路特定事業を実施する者として、市町村（他

の市町村又は道路管理者と共同して実施する場合にあっては、市町村及び他の市町村又は道路管理者。第

三十二条において同じ。）を定めることができる。

５ 第一項の基本的な構想は、都市計画及び都市計画法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な

方針との調和が保たれ、かつ、地方自治法第二条第四項の基本構想に即したものでなければならない。

６ 市町村は、基本構想を作成しようとするときは、あらかじめ、住民、生活関連施設を利用する高齢者、

障害者等その他利害関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

７ 市町村は、基本構想を作成しようとするときは、これに定めようとする特定事業に関する事項について
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、次条第一項の協議会が組織されている場合には協議会における協議を、同項の協議会が組織されていな

い場合には関係する施設設置管理者及び都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）と協議をし

なければならない。

８ 市町村は、次条第一項の協議会が組織されていない場合には、基本構想を作成するに当たり、あらかじ

め、関係する施設設置管理者及び公安委員会に対し、特定事業に関する事項について基本構想の案を作成

し、当該市町村に提出するよう求めることができる。

９ 前項の案の提出を受けた市町村は、基本構想を作成するに当たっては、当該案の内容が十分に反映され

るよう努めるものとする。

10 市町村は、基本構想を作成したときは、遅滞なく、これを公表するとともに、主務大臣、都道府県並び

に関係する施設設置管理者及び公安委員会に、基本構想を送付しなければならない。

11 主務大臣及び都道府県は、前項の規定により基本構想の送付を受けたときは、市町村に対し、必要な助

言をすることができる。

12 第六項から前項までの規定は、基本構想の変更について準用する。

（協議会）

第二十六条 基本構想を作成しようとする市町村は、基本構想の作成に関する協議及び基本構想の実施に係

る連絡調整を行うための協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。

一 基本構想を作成しようとする市町村

二 関係する施設設置管理者、公安委員会その他基本構想に定めようとする特定事業その他の事業を実施

すると見込まれる者

三 高齢者、障害者等、学識経験者その他の当該市町村が必要と認める者

３ 第一項の規定により協議会を組織する市町村は、同項に規定する協議を行う旨を前項第二号に掲げる者

に通知するものとする。

４ 前項の規定による通知を受けた者は、正当な理由がある場合を除き、当該通知に係る協議に応じなけれ

ばならない。

５ 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員はその協議の結果を尊重しなければなら

ない。

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（基本構想の作成等の提案）

第二十七条 次に掲げる者は、市町村に対して、基本構想の作成又は変更をすることを提案することができ

る。この場合においては、基本方針に即して、当該提案に係る基本構想の素案を作成して、これを提示し

なければならない。

一 施設設置管理者、公安委員会その他基本構想に定めようとする特定事業その他の事業を実施しようと

する者

二 高齢者、障害者等その他の生活関連施設又は生活関連経路を構成する一般交通用施設の利用に関し利

害関係を有する者

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき基本構想の作成又は変更をするか否かにつ

いて、遅滞なく、公表しなければならない。この場合において、基本構想の作成又は変更をしないことと

するときは、その理由を明らかにしなければならない。

（公共交通特定事業の実施）

第二十八条 第二十五条第一項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する公共交通事業者等は、

単独で又は共同して、当該基本構想に即して公共交通特定事業を実施するための計画（以下「公共交通特

定事業計画」という。）を作成し、これに基づき、当該公共交通特定事業を実施するものとする。

２ 公共交通特定事業計画においては、実施しようとする公共交通特定事業について次に掲げる事項を定め

るものとする。

一 公共交通特定事業を実施する特定旅客施設又は特定車両

二 公共交通特定事業の内容

三 公共交通特定事業の実施予定期間並びにその実施に必要な資金の額及びその調達方法

四 その他公共交通特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

３ 公共交通事業者等は、公共交通特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村及
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び施設設置管理者の意見を聴かなければならない。

４ 公共交通事業者等は、公共交通特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを関係する市町村及び施

設設置管理者に送付しなければならない。

５ 前二項の規定は、公共交通特定事業計画の変更について準用する。

（公共交通特定事業計画の認定）

第二十九条 公共交通事業者等は、主務省令で定めるところにより、主務大臣に対し、公共交通特定事業計

画が重点整備地区における移動等円滑化を適切かつ確実に推進するために適当なものである旨の認定を申

請することができる。

２ 主務大臣は、前項の規定による認定の申請があった場合において、前条第二項第二号に掲げる事項が基

本方針及び公共交通移動等円滑化基準に照らして適切なものであり、かつ、同号及び同項第三号に掲げる

事項が当該公共交通特定事業を確実に遂行するために技術上及び資金上適切なものであると認めるときは

、その認定をするものとする。

３ 前項の認定を受けた者は、当該認定に係る公共交通特定事業計画を変更しようとするときは、主務大臣

の認定を受けなければならない。

４ 第二項の規定は、前項の認定について準用する。

５ 主務大臣は、第二項の認定を受けた者が当該認定に係る公共交通特定事業計画（第三項の規定による変

更の認定があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）に従って公共交通特定事業を実施し

ていないと認めるときは、その認定を取り消すことができる。

（公共交通特定事業計画に係る地方債の特例）

第三十条 地方公共団体が、前条第二項の認定に係る公共交通特定事業計画に基づく公共交通特定事業で主

務省令で定めるものに関する助成を行おうとする場合においては、当該助成に要する経費であって地方財

政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条各号に規定する経費のいずれにも該当しないものは、同条第五

号に規定する経費とみなす。

（道路特定事業の実施）

第三十一条 第二十五条第一項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する道路管理者は、単独で

又は共同して、当該基本構想に即して道路特定事業を実施するための計画（以下「道路特定事業計画」と

いう。）を作成し、これに基づき、当該道路特定事業を実施するものとする。

２ 道路特定事業計画においては、基本構想において定められた道路特定事業について定めるほか、当該重

点整備地区内の道路において実施するその他の道路特定事業について定めることができる。

３ 道路特定事業計画においては、実施しようとする道路特定事業について次に掲げる事項を定めるものと

する。

一 道路特定事業を実施する道路の区間

二 前号の道路の区間ごとに実施すべき道路特定事業の内容及び実施予定期間

三 その他道路特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

４ 道路管理者は、道路特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村、施設設置管

理者及び公安委員会の意見を聴かなければならない。

５ 道路管理者は、道路特定事業計画において、道路法第二十条第一項に規定する他の工作物について実施

し、又は同法第二十三条第一項の規定に基づき実施する道路特定事業について定めるときは、あらかじめ

、当該道路特定事業を実施する工作物又は施設の管理者と協議しなければならない。この場合において、

当該道路特定事業の費用の負担を当該工作物又は施設の管理者に求めるときは、当該道路特定事業計画に

当該道路特定事業の実施に要する費用の概算及び道路管理者と当該工作物又は施設の管理者との分担割合

を定めるものとする。

６ 道路管理者は、道路特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、関係する市町

村、施設設置管理者及び公安委員会並びに前項に規定する工作物又は施設の管理者に送付しなければなら

ない。

７ 前三項の規定は、道路特定事業計画の変更について準用する。

（市町村による国道等に係る道路特定事業の実施）

第三十二条 第二十五条第四項の規定により基本構想において道路特定事業を実施する者として市町村（道

路法第十七条第一項の指定市を除く。以下この条及び第五十五条から第五十七条までにおいて同じ。）が

定められたときは、前条第一項、同法第十二条ただし書及び第十五条並びに昭和三十九年道路法改正法附
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則第三項の規定にかかわらず、市町村は、単独で又は他の市町村若しくは道路管理者と共同して、国道又

は都道府県道に係る道路特定事業計画を作成し、これに基づき、当該道路特定事業を実施するものとする。

２ 前条第二項から第七項までの規定は、前項の場合について準用する。この場合において、同条第四項か

ら第六項までの規定中「道路管理者」とあるのは、「次条第一項の規定により道路特定事業を実施する市

町村（他の市町村又は道路管理者と共同して実施する場合にあっては、市町村及び他の市町村又は道路管

理者）」と読み替えるものとする。

３ 市町村は、第一項の規定により国道に係る道路特定事業を実施しようとする場合においては、主務省令

で定めるところにより、主務大臣の認可を受けなければならない。ただし、主務省令で定める軽易なもの

については、この限りでない。

４ 市町村は、第一項の規定により道路特定事業に関する工事を行おうとするとき、及び当該道路特定事業

に関する工事の全部又は一部を完了したときは、主務省令で定めるところにより、その旨を公示しなけれ

ばならない。

５ 市町村は、第一項の規定により道路特定事業を実施する場合においては、政令で定めるところにより、

当該道路の道路管理者に代わってその権限を行うものとする。

６ 市町村が第一項の規定により道路特定事業を実施する場合には、その実施に要する費用の負担並びにそ

の費用に関する国の補助及び交付金の交付については、都道府県が自ら当該道路特定事業を実施するもの

とみなす。

７ 前項の規定により国が当該都道府県に対し交付すべき負担金、補助金及び交付金は、市町村に交付する

ものとする。

８ 前項の場合には、市町村は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七

十九号）の規定の適用については、同法第二条第三項に規定する補助事業者等とみなす。

（路外駐車場特定事業の実施）

第三十三条 第二十五条第一項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する路外駐車場管理者等は

、単独で又は共同して、当該基本構想に即して路外駐車場特定事業を実施するための計画（以下この条に

おいて「路外駐車場特定事業計画」という。）を作成し、これに基づき、当該路外駐車場特定事業を実施

するものとする。

２ 路外駐車場特定事業計画においては、実施しようとする路外駐車場特定事業について次に掲げる事項を

定めるものとする。

一 路外駐車場特定事業を実施する特定路外駐車場

二 路外駐車場特定事業の内容及び実施予定期間

三 その他路外駐車場特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

３ 路外駐車場管理者等は、路外駐車場特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町

村及び施設設置管理者の意見を聴かなければならない。

４ 路外駐車場管理者等は、路外駐車場特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを関係する市町村及

び施設設置管理者に送付しなければならない。

５ 前二項の規定は、路外駐車場特定事業計画の変更について準用する。

（都市公園特定事業の実施）

第三十四条 第二十五条第一項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する公園管理者等は、単独

で又は共同して、当該基本構想に即して都市公園特定事業を実施するための計画（以下この条において「

都市公園特定事業計画」という。）を作成し、これに基づき、当該都市公園特定事業を実施するものとす

る。ただし、都市公園法第五条第一項の規定による許可を受けて公園施設（特定公園施設に限る。）を設

け若しくは管理し、又は設け若しくは管理しようとする者が都市公園特定事業計画を作成する場合にあっ

ては、公園管理者と共同して作成するものとする。

２ 都市公園特定事業計画においては、実施しようとする都市公園特定事業について次に掲げる事項を定め

るものとする。

一 都市公園特定事業を実施する都市公園

二 都市公園特定事業の内容及び実施予定期間

三 その他都市公園特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

３ 公園管理者等は、都市公園特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村及び施

設設置管理者の意見を聴かなければならない。
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４ 公園管理者は、都市公園特定事業計画において、都市公園法第五条の二第一項に規定する他の工作物に

ついて実施する都市公園特定事業について定めるときは、あらかじめ、当該他の工作物の管理者と協議し

なければならない。この場合において、当該都市公園特定事業の費用の負担を当該他の工作物の管理者に

求めるときは、当該都市公園特定事業計画に当該都市公園特定事業の実施に要する費用の概算及び公園管

理者と当該他の工作物の管理者との分担割合を定めるものとする。

５ 公園管理者等は、都市公園特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、関係す

る市町村及び施設設置管理者並びに前項に規定する他の工作物の管理者に送付しなければならない。

６ 前三項の規定は、都市公園特定事業計画の変更について準用する。

（建築物特定事業の実施）

第三十五条 第二十五条第一項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する建築主等は、単独で又

は共同して、当該基本構想に即して建築物特定事業を実施するための計画（以下この条において「建築物

特定事業計画」という。）を作成し、これに基づき、当該建築物特定事業を実施するものとする。

２ 建築物特定事業計画においては、実施しようとする建築物特定事業について次に掲げる事項を定めるも

のとする。

一 建築物特定事業を実施する特定建築物

二 建築物特定事業の内容

三 建築物特定事業の実施予定期間並びにその実施に必要な資金の額及びその調達方法

四 その他建築物特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

３ 建築主等は、建築物特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村及び施設設置

管理者の意見を聴かなければならない。

４ 建築主等は、建築物特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを関係する市町村及び施設設置管理

者に送付しなければならない。

５ 建築主事を置かない市町村の市町村長は、前項の規定により送付された建築物特定事業計画を都道府県

知事に送付しなければならない。

６ 前三項の規定は、建築物特定事業計画の変更について準用する。

（交通安全特定事業の実施）

第三十六条 第二十五条第一項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する公安委員会は、単独で

又は共同して、当該基本構想に即して交通安全特定事業を実施するための計画（以下「交通安全特定事業

計画」という。）を作成し、これに基づき、当該交通安全特定事業を実施するものとする。

２ 前項の交通安全特定事業（第二条第二十八号イに掲げる事業に限る。）は、当該交通安全特定事業によ

り設置される信号機等が、重点整備地区における移動等円滑化のために必要な信号機等に関する主務省令

で定める基準に適合するよう実施されなければならない。

３ 交通安全特定事業計画においては、実施しようとする交通安全特定事業について次に掲げる事項を定め

るものとする。

一 交通安全特定事業を実施する道路の区間

二 前号の道路の区間ごとに実施すべき交通安全特定事業の内容及び実施予定期間

三 その他交通安全特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

４ 公安委員会は、交通安全特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村及び道路

管理者の意見を聴かなければならない。

５ 公安委員会は、交通安全特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、関係する

市町村及び道路管理者に送付しなければならない。

６ 前二項の規定は、交通安全特定事業計画の変更について準用する。

（生活関連施設又は一般交通用施設の整備等）

第三十七条 国及び地方公共団体は、基本構想において定められた生活関連施設又は一般交通用施設の整備

、土地区画整理事業、市街地再開発事業その他の市街地開発事業の施行その他の必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。

２ 基本構想において定められた生活関連施設又は一般交通用施設の管理者（国又は地方公共団体を除く。

）は、当該基本構想の達成に資するよう、その管理する施設について移動等円滑化のための事業の実施に

努めなければならない。

（基本構想に基づく事業の実施に係る命令等）
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第三十八条 市町村は、第二十八条第一項の公共交通特定事業、第三十三条第一項の路外駐車場特定事業、

第三十四条第一項の都市公園特定事業（公園管理者が実施すべきものを除く。）又は第三十五条第一項の

建築物特定事業（国又は地方公共団体が実施すべきものを除く。）（以下この条において「公共交通特定

事業等」と総称する。）が実施されていないと認めるときは、当該公共交通特定事業等を実施すべき者に

対し、その実施を要請することができる。

２ 市町村は、前項の規定による要請を受けた者が当該要請に応じないときは、その旨を主務大臣等（公共

交通特定事業にあっては主務大臣、路外駐車場特定事業にあっては知事等、都市公園特定事業にあっては

公園管理者、建築物特定事業にあっては所管行政庁。以下この条において同じ。）に通知することができ

る。

３ 主務大臣等は、前項の規定による通知があった場合において、第一項の規定による要請を受けた者が正

当な理由がなくて公共交通特定事業等を実施していないと認めるときは、当該要請を受けた者に対し、当

該公共交通特定事業等を実施すべきことを勧告することができる。

４ 主務大臣等は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置を講じない

場合において、当該勧告を受けた者の事業について移動等円滑化を阻害している事実があると認めるとき

は、第九条第三項、第十二条第三項及び第十五条第一項の規定により違反を是正するために必要な措置を

とるべきことを命ずることができる場合を除くほか、当該勧告を受けた者に対し、移動等円滑化のために

必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（土地区画整理事業の換地計画において定める保留地の特例）

第三十九条 基本構想において定められた土地区画整理事業であって土地区画整理法第三条第四項、第三条

の二又は第三条の三の規定により施行するものの換地計画（基本構想において定められた重点整備地区の

区域内の宅地について定められたものに限る。）においては、重点整備地区の区域内の住民その他の者の

共同の福祉又は利便のために必要な生活関連施設又は一般交通用施設で国、地方公共団体、公共交通事業

者等その他政令で定める者が設置するもの（同法第二条第五項に規定する公共施設を除き、基本構想にお

いて第二十五条第二項第五号に掲げる事項として土地区画整理事業の実施に関しその整備を考慮すべきも

のと定められたものに限る。）の用に供するため、一定の土地を換地として定めないで、その土地を保留

地として定めることができる。この場合においては、当該保留地の地積について、当該土地区画整理事業

を施行する土地の区域内の宅地について所有権、地上権、永小作権、賃借権その他の宅地を使用し、又は

収益することができる権利を有するすべての者の同意を得なければならない。

２ 土地区画整理法第百四条第十一項及び第百八条第一項の規定は、前項の規定により換地計画において定

められた保留地について準用する。この場合において、同条第一項中「第三条第四項若しくは第五項」と

あるのは、「第三条第四項」と読み替えるものとする。

３ 施行者は、第一項の規定により換地計画において定められた保留地を処分したときは、土地区画整理法

第百三条第四項の規定による公告があった日における従前の宅地について所有権、地上権、永小作権、賃

借権その他の宅地を使用し、又は収益することができる権利を有する者に対して、政令で定める基準に従

い、当該保留地の対価に相当する金額を交付しなければならない。同法第百九条第二項の規定は、この場

合について準用する。

４ 土地区画整理法第八十五条第五項の規定は、この条の規定による処分及び決定について準用する。

５ 第一項に規定する土地区画整理事業に関する土地区画整理法第百二十三条、第百二十六条、第百二十七

条の二及び第百二十九条の規定の適用については、同項から第三項までの規定は、同法の規定とみなす。

（地方債についての配慮）

第四十条 地方公共団体が、基本構想を達成するために行う事業に要する経費に充てるために起こす地方債

については、法令の範囲内において、資金事情及び当該地方公共団体の財政事情が許す限り、特別の配慮

をするものとする。

第五章 移動等円滑化経路協定

（移動等円滑化経路協定の締結等）

第四十一条 重点整備地区内の一団の土地の所有者及び建築物その他の工作物の所有を目的とする借地権そ

の他の当該土地を使用する権利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。

以下「借地権等」という。）を有する者（土地区画整理法第九十八条第一項（大都市地域における住宅及

び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和五十年法律第六十七号。第四十五条第二項において「大

都市住宅等供給法」という。）第八十三条において準用する場合を含む。以下この章において同じ。）の
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規定により仮換地として指定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地の所有者及び借地権

等を有する者。以下この章において「土地所有者等」と総称する。）は、その全員の合意により、当該土

地の区域における移動等円滑化のための経路の整備又は管理に関する協定（以下「移動等円滑化経路協定

」という。）を締結することができる。ただし、当該土地（土地区画整理法第九十八条第一項の規定によ

り仮換地として指定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地）の区域内に借地権等の目的

となっている土地がある場合（当該借地権等が地下又は空間について上下の範囲を定めて設定されたもの

で、当該土地の所有者が当該土地を使用している場合を除く。）においては、当該借地権等の目的となっ

ている土地の所有者の合意を要しない。

２ 移動等円滑化経路協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 移動等円滑化経路協定の目的となる土地の区域（以下「移動等円滑化経路協定区域」という。）及び

経路の位置

二 次に掲げる移動等円滑化のための経路の整備又は管理に関する事項のうち、必要なもの

イ 前号の経路における移動等円滑化に関する基準

ロ 前号の経路を構成する施設（エレベーター、エスカレーターその他の移動等円滑化のために必要な

設備を含む。）の整備又は管理に関する事項

ハ その他移動等円滑化のための経路の整備又は管理に関する事項

三 移動等円滑化経路協定の有効期間

四 移動等円滑化経路協定に違反した場合の措置

３ 移動等円滑化経路協定は、市町村長の認可を受けなければならない。

（認可の申請に係る移動等円滑化経路協定の縦覧等）

第四十二条 市町村長は、前条第三項の認可の申請があったときは、主務省令で定めるところにより、その

旨を公告し、当該移動等円滑化経路協定を公告の日から二週間関係人の縦覧に供さなければならない。

２ 前項の規定による公告があったときは、関係人は、同項の縦覧期間満了の日までに、当該移動等円滑化

経路協定について、市町村長に意見書を提出することができる。

（移動等円滑化経路協定の認可）

第四十三条 市町村長は、第四十一条第三項の認可の申請が次の各号のいずれにも該当するときは、同項の

認可をしなければならない。

一 申請手続が法令に違反しないこと。

二 土地又は建築物その他の工作物の利用を不当に制限するものでないこと。

三 第四十一条第二項各号に掲げる事項について主務省令で定める基準に適合するものであること。

２ 建築主事を置かない市町村の市町村長は、第四十一条第二項第二号に掲げる事項に建築物に関するもの

を定めた移動等円滑化経路協定について同条第三項の認可をしようとするときは、前条第二項の規定によ

り提出された意見書を添えて、都道府県知事に協議し、その同意を得なければならない。

３ 市町村長は、第四十一条第三項の認可をしたときは、主務省令で定めるところにより、その旨を公告し

、かつ、当該移動等円滑化経路協定を当該市町村の事務所に備えて公衆の縦覧に供するとともに、移動等

円滑化経路協定区域である旨を当該移動等円滑化経路協定区域内に明示しなければならない。

（移動等円滑化経路協定の変更）

第四十四条 移動等円滑化経路協定区域内における土地所有者等（当該移動等円滑化経路協定の効力が及ば

ない者を除く。）は、移動等円滑化経路協定において定めた事項を変更しようとする場合においては、そ

の全員の合意をもってその旨を定め、市町村長の認可を受けなければならない。

２ 前二条の規定は、前項の変更の認可について準用する。

（移動等円滑化経路協定区域からの除外）

第四十五条 移動等円滑化経路協定区域内の土地（土地区画整理法第九十八条第一項の規定により仮換地と

して指定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地）で当該移動等円滑化経路協定の効力が

及ばない者の所有するものの全部又は一部について借地権等が消滅した場合においては、当該借地権等の

目的となっていた土地（同項の規定により仮換地として指定された土地に対応する従前の土地にあっては

、当該土地についての仮換地として指定された土地）は、当該移動等円滑化経路協定区域から除外される

ものとする。

２ 移動等円滑化経路協定区域内の土地で土地区画整理法第九十八条第一項の規定により仮換地として指定

されたものが、同法第八十六条第一項の換地計画又は大都市住宅等供給法第七十二条第一項の換地計画に
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おいて当該土地に対応する従前の土地についての換地として定められず、かつ、土地区画整理法第九十一

条第三項（大都市住宅等供給法第八十二条第一項において準用する場合を含む。）の規定により当該土地

に対応する従前の土地の所有者に対してその共有持分を与えるように定められた土地としても定められな

かったときは、当該土地は、土地区画整理法第百三条第四項（大都市住宅等供給法第八十三条において準

用する場合を含む。）の公告があった日が終了した時において当該移動等円滑化経路協定区域から除外さ

れるものとする。

３ 前二項の規定により移動等円滑化経路協定区域内の土地が当該移動等円滑化経路協定区域から除外され

た場合においては、当該借地権等を有していた者又は当該仮換地として指定されていた土地に対応する従

前の土地に係る土地所有者等（当該移動等円滑化経路協定の効力が及ばない者を除く。）は、遅滞なく、

その旨を市町村長に届け出なければならない。

４ 第四十三条第三項の規定は、前項の規定による届出があった場合その他市町村長が第一項又は第二項の

規定により移動等円滑化経路協定区域内の土地が当該移動等円滑化経路協定区域から除外されたことを知

った場合について準用する。

（移動等円滑化経路協定の効力）

第四十六条 第四十三条第三項（第四十四条第二項において準用する場合を含む。）の規定による認可の公

告のあった移動等円滑化経路協定は、その公告のあった後において当該移動等円滑化経路協定区域内の土

地所有者等となった者（当該移動等円滑化経路協定について第四十一条第一項又は第四十四条第一項の規

定による合意をしなかった者の有する土地の所有権を承継した者を除く。）に対しても、その効力がある

ものとする。

（移動等円滑化経路協定の認可の公告のあった後移動等円滑化経路協定に加わる手続等）

第四十七条 移動等円滑化経路協定区域内の土地の所有者（土地区画整理法第九十八条第一項の規定により

仮換地として指定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地の所有者）で当該移動等円滑化

経路協定の効力が及ばないものは、第四十三条第三項（第四十四条第二項において準用する場合を含む。

）の規定による認可の公告があった後いつでも、市町村長に対して書面でその意思を表示することによっ

て、当該移動等円滑化経路協定に加わることができる。

２ 第四十三条第三項の規定は、前項の規定による意思の表示があった場合について準用する。

３ 移動等円滑化経路協定は、第一項の規定により当該移動等円滑化経路協定に加わった者がその時におい

て所有し、又は借地権等を有していた当該移動等円滑化経路協定区域内の土地（土地区画整理法第九十八

条第一項の規定により仮換地として指定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地）につい

て、前項において準用する第四十三条第三項の規定による公告のあった後において土地所有者等となった

者（前条の規定の適用がある者を除く。）に対しても、その効力があるものとする。

（移動等円滑化経路協定の廃止）

第四十八条 移動等円滑化経路協定区域内の土地所有者等（当該移動等円滑化経路協定の効力が及ばない者

を除く。）は、第四十一条第三項又は第四十四条第一項の認可を受けた移動等円滑化経路協定を廃止しよ

うとする場合においては、その過半数の合意をもってその旨を定め、市町村長の認可を受けなければなら

ない。

２ 市町村長は、前項の認可をしたときは、その旨を公告しなければならない。

（土地の共有者等の取扱い）

第四十九条 土地又は借地権等が数人の共有に属するときは、第四十一条第一項、第四十四条第一項、第四

十七条第一項及び前条第一項の規定の適用については、合わせて一の所有者又は借地権等を有する者とみ

なす。

（一の所有者による移動等円滑化経路協定の設定）

第五十条 重点整備地区内の一団の土地で、一の所有者以外に土地所有者等が存しないものの所有者は、移

動等円滑化のため必要があると認めるときは、市町村長の認可を受けて、当該土地の区域を移動等円滑化

経路協定区域とする移動等円滑化経路協定を定めることができる。

２ 市町村長は、前項の認可の申請が第四十三条第一項各号のいずれにも該当し、かつ、当該移動等円滑化

経路協定が移動等円滑化のため必要であると認める場合に限り、前項の認可をするものとする。

３ 第四十三条第二項及び第三項の規定は、第一項の認可について準用する。

４ 第一項の認可を受けた移動等円滑化経路協定は、認可の日から起算して三年以内において当該移動等円

滑化経路協定区域内の土地に二以上の土地所有者等が存することになった時から、第四十三条第三項の規
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定による認可の公告のあった移動等円滑化経路協定と同一の効力を有する移動等円滑化経路協定となる。

（借主の地位）

第五十一条 移動等円滑化経路協定に定める事項が建築物その他の工作物の借主の権限に係る場合において

は、その移動等円滑化経路協定については、当該建築物その他の工作物の借主を土地所有者等とみなして

、この章の規定を適用する。

第六章 雑則

（資金の確保等）

第五十二条 国は、移動等円滑化を促進するために必要な資金の確保その他の措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。

２ 国は、移動等円滑化に関する情報提供の確保並びに研究開発の推進及びその成果の普及に努めなければ

ならない。

（報告及び立入検査）

第五十三条 主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、主務省令で定めるところにより、公共交

通事業者等に対し、移動等円滑化のための事業に関し報告をさせ、又はその職員に、公共交通事業者等の

事務所その他の事業場若しくは車両等に立ち入り、旅客施設、車両等若しくは帳簿、書類その他の物件を

検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２ 知事等は、この法律の施行に必要な限度において、路外駐車場管理者等に対し、特定路外駐車場の路外

駐車場移動等円滑化基準への適合に関する事項に関し報告をさせ、又はその職員に、特定路外駐車場若し

くはその業務に関係のある場所に立ち入り、特定路外駐車場の施設若しくは業務に関し検査させ、若しく

は関係者に質問させることができる。

３ 所管行政庁は、この法律の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、建築主等に対し、

特定建築物の建築物移動等円滑化基準への適合に関する事項に関し報告をさせ、又はその職員に、特定建

築物若しくはその工事現場に立ち入り、特定建築物、建築設備、書類その他の物件を検査させ、若しくは

関係者に質問させることができる。

４ 所管行政庁は、認定建築主等に対し、認定特定建築物の建築等又は維持保全の状況について報告をさせ

ることができる。

５ 第一項から第三項までの規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があったときは、これを提示しなければならない。

６ 第一項から第三項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。

（主務大臣等）

第五十四条 第三条第一項、第三項及び第四項における主務大臣は、同条第二項第二号に掲げる事項につい

ては国土交通大臣とし、その他の事項については国土交通大臣、国家公安委員会及び総務大臣とする。

２ 第九条、第二十四条、第二十九条第一項、第二項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第三

項及び第五項、第三十二条第三項、第三十八条第二項、前条第一項並びに次条における主務大臣は国土交

通大臣とし、第二十五条第十項及び第十一項（これらの規定を同条第十二項において準用する場合を含む

。）における主務大臣は国土交通大臣、国家公安委員会及び総務大臣とする。

３ この法律における主務省令は、国土交通省令とする。ただし、第三十条における主務省令は、総務省令

とし、第三十六条第二項における主務省令は、国家公安委員会規則とする。

４ この法律による国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、地方支分部局の長に委任

することができる。

（不服申立て）

第五十五条 市町村が第三十二条第五項の規定により道路管理者に代わってした処分に不服がある者は、主

務大臣に対して行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）による審査請求をすることができる。こ

の場合においては、当該市町村に対して異議申立てをすることもできる。

（事務の区分）

第五十六条 第三十二条の規定により国道に関して市町村が処理することとされている事務（費用の負担及

び徴収に関するものを除く。）は、地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。

（道路法の適用）

第五十七条 第三十二条第五項の規定により道路管理者に代わってその権限を行う市町村は、道路法第八章
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の規定の適用については、道路管理者とみなす。

（経過措置）

第五十八条 この法律に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制定又は改

廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）

を定めることができる。

第七章 罰則

第五十九条 第九条第三項、第十二条第三項又は第十五条第一項の規定による命令に違反した者は、三百万

円以下の罰金に処する。

第六十条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。

一 第九条第二項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者

二 第三十八条第四項の規定による命令に違反した者

三 第五十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者

第六十一条 第十二条第一項又は第二項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、五十

万円以下の罰金に処する。

第六十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

一 第二十条第二項の規定に違反して、表示を付した者

二 第五十三条第三項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者

第六十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。

一 第五十三条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者

二 第五十三条第四項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者

第六十四条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務

に関し、第五十九条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し

ても各本条の刑を科する。

附 則

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律及び高齢者、身体障害

者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律の廃止）

第二条 次に掲げる法律は、廃止する。

一 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（平成六年法律第四

十四号）

二 高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（平成十二年法律

第六十八号）

（道路管理者、路外駐車場管理者等及び公園管理者等の基準適合義務に関する経過措置）

第三条 この法律の施行の際現に工事中の特定道路の新設又は改築、特定路外駐車場の設置及び特定公園施

設の新設、増設又は改築については、それぞれ第十条第一項、第十一条第一項及び第十三条第一項の規定

は、適用しない。

（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律の廃止に伴う経過措置）

第四条 附則第二条第一号の規定による廃止前の高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建

築の促進に関する法律（これに基づく命令を含む。）の規定によりした処分、手続その他の行為は、この

法律（これに基づく命令を含む。）中の相当規定によりしたものとみなす。

２ この法律の施行の際現に工事中の特別特定建築物の建築又は修繕若しくは模様替については、第十四条

第一項から第三項までの規定は適用せず、なお従前の例による。

３ この法律の施行の際現に存する特別特定建築物で、政令で指定する類似の用途相互間における用途の変

更をするものについては、第十四条第一項の規定は適用せず、なお従前の例による。

４ 第十五条の規定は、この法律の施行後（第二項に規定する特別特定建築物については、同項に規定する

工事が完了した後）に建築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下この項において同
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じ。）をした特別特定建築物について適用し、この法律の施行前に建築をした特別特定建築物については

、なお従前の例による。

（高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律の廃止に伴う経過措

置）

第五条 附則第二条第二号の規定による廃止前の高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円

滑化の促進に関する法律（以下この条において「旧移動円滑化法」という。）第六条第一項の規定により

作成された基本構想、旧移動円滑化法第七条第一項の規定により作成された公共交通特定事業計画、旧移

動円滑化法第十条第一項の規定により作成された道路特定事業計画及び旧移動円滑化法第十一条第一項の

規定により作成された交通安全特定事業計画は、それぞれ第二十五条第一項の規定により作成された基本

構想、第二十八条第一項の規定により作成された公共交通特定事業計画、第三十一条第一項の規定により

作成された道路特定事業計画及び第三十六条第一項の規定により作成された交通安全特定事業計画とみな

す。

２ 旧移動円滑化法（これに基づく命令を含む。）の規定によりした処分、手続その他の行為は、この法律

（これに基づく命令を含む。）中の相当規定によりしたものとみなす。

（罰則に関する経過措置）

第六条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（検討）

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

附 則（平成十八年法律第九十二号）抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（抄） 

平成十八年十二月八日 

政令第三百七十九号 

改正 平成十九年三月二十二日 

政令第五十五号 

改正 平成十九年八月三日 

政令第二百三十五号 

改正 平成十九年九月二十五日 

政令第三百四号 

   

（特定建築物）  

第四条 法第二条第十六号の政令で定める建築物は、次に掲げるもの（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一

号）第三条第一項に規定する建築物及び文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第百四十三条第一項

又は第二項の伝統的建造物群保存地区内における同法第二条第一項第六号の伝統的建造物群を構成している

建築物を除く。）とする。 

一 学校 

二 病院又は診療所 

三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

四 集会場又は公会堂 

五 展示場 

六 卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

七 ホテル又は旅館 

八 事務所 

九 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

十 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

十一 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 

十二 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場 

十三 博物館、美術館又は図書館 

十四 公衆浴場 

十五 飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの 

十六 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十七 自動車教習所又は学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 

十八 工場 

十九 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供す

るもの 

二十 自動車の停留又は駐車のための施設 

二十一 公衆便所 

二十二 公共用歩廊 

（特別特定建築物） 

第五条 法第二条第十七号の政令で定める特定建築物は、次に掲げるものとする。 

一 特別支援学校 

二 病院又は診療所 

三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

四 集会場又は公会堂 

五 展示場 

六 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

七 ホテル又は旅館 

八 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

九 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る。） 

十 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 
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十一 体育館（一般公共の用に供されるものに限る。）、水泳場（一般公共の用に供されるものに限る。）若し

くはボーリング場又は遊技場 

十二 博物館、美術館又は図書館 

十三 公衆浴場 

十四 飲食店 

十五 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十六 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供す

るもの 

十七 自動車の停留又は駐車のための施設（一般公共の用に供されるものに限る。） 

十八 公衆便所 

十九 公共用歩廊 

（建築物特定施設）  

第六条 法第二条第十八号 の政令で定める施設は、次に掲げるものとする。  

一 出入口  

二 廊下その他これに類するもの（以下「廊下等」という。）  

三 階段（その踊場を含む。以下同じ。）  

四 傾斜路（その踊場を含む。以下同じ。）  

五 エレベーターその他の昇降機  

六 便所  

七 ホテル又は旅館の客室  

八 敷地内の通路  

九 駐車場  

十 その他国土交通省令で定める施設  

（都道府県知事が所管行政庁となる建築物）  

第七条 法第二条第二十号ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の二第一項の規定によ

り建築主事を置く市町村の区域内のものは、同法第六条第一項第四号 に掲げる建築物（その新築、改築、増

築、移転又は用途の変更に関して、法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により都道府県知事の許可を

必要とするものを除く。）以外の建築物とする。  

２ 法第二条第二十号ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の三第一項の規定により建

築主事を置く特別区の区域内のものは、次に掲げる建築物（第二号に掲げる建築物にあっては、地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十七の二第一項の規定により同号に規定する処分に関する事務

を特別区が処理することとされた場合における当該建築物を除く。）とする。  

一 延べ面積（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第二条第一項第四号の延べ面積をい

う。第二十四条において同じ。）が一万平方メートルを超える建築物  

二 その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、建築基準法第五十一条（同法第八十七条第二項

及び第三項において準用する場合を含み、市町村都市計画審議会が置かれている特別区にあっては、卸売

市場に係る部分に限る。）の規定又は同法以外の法律若しくはこれに基づく命令若しくは条例の規定により

都知事の許可を必要とする建築物  

（基準適合義務の対象となる特別特定建築物の規模）  

第九条 法第十四条第一項の政令で定める規模は、床面積（増築若しくは改築又は用途の変更の場合にあっては、

当該増築若しくは改築又は用途の変更に係る部分の床面積）の合計二千平方メートル（第五条第十八号に掲げ

る公衆便所にあっては、五十平方メートル）とする。  

（建築物移動等円滑化基準）  

第十条 法第十四条第一項  の政令で定める建築物特定施設の構造及び配置に関する基準は、次条から第二十三

条までに定めるところによる。  

（廊下等）  

第十一条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する廊下等は、次に掲げるもの

でなければならない。  

一 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

二 階段又は傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）の上端に近接する廊下等の部分（不
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特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）には、視覚障害者に対し段

差又は傾斜の存在の警告を行うために、点状ブロック等（床面に敷設されるブロックその他これに類する

ものであって、点状の突起が設けられており、かつ、周囲の床面との色の明度、色相又は彩度の差が大き

いことにより容易に識別できるものをいう。以下同じ。）を敷設すること。ただし、視覚障害者の利用上支

障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。  

（階段）  

第十二条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階段は、次に掲げるもので

なければならない。  

一 踊場を除き、手すりを設けること。  

二 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

三 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別でき

るものとすること。  

四 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。  

五 段がある部分の上端に近接する踊場の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が

利用するものに限る。）には、視覚障害者に対し警告を行うために、点状ブロック等を敷設すること。ただ

し、視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。  

六 主たる階段は、回り階段でないこと。ただし、回り階段以外の階段を設ける空間を確保することが困難

であるときは、この限りでない。  

（階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路）  

第十三条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する傾斜路（階段に代わり、又

はこれに併設するものに限る。）は、次に掲げるものでなければならない。  

一 勾配が十二分の一を超え、又は高さが十六センチメートルを超える傾斜がある部分には、手すりを設け

ること。  

二 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

三 その前後の廊下等との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるも

のとすること。  

四 傾斜がある部分の上端に近接する踊場の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者

が利用するものに限る。）には、視覚障害者に対し警告を行うために、点状ブロック等を敷設すること。た

だし、視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。  

（便所）  

第十四条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合には、そ

のうち一以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）は、次に掲げるものでなければなら

ない。  

一 便所内に、車いすを使用している者（以下「車いす使用者」という。）が円滑に利用することができるも

のとして国土交通大臣が定める構造の便房（以下「車いす使用者用便房」という。）を一以上設けること。  

二 便所内に、高齢者、障害者等が円滑に利用することができる構造の水洗器具を設けた便房を一以上設け

ること。  

２ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する男子用小便器のある便所を設ける

場合には、そのうち一以上に、床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが三十五センチメートル以下

のものに限る。）その他これらに類する小便器を一以上設けなければならない。  

（ホテル又は旅館の客室）  

第十五条 ホテル又は旅館には、客室の総数が五十以上の場合は、車いす使用者が円滑に利用できる客室（以下

「車いす使用者用客室」という。）を一以上設けなければならない。  

２ 車いす使用者用客室は、次に掲げるものでなければならない。  

一 便所は、次に掲げるものであること。ただし、当該客室が設けられている階に不特定かつ多数の者が利

用する便所（車いす使用者用便房が設けられたものに限る。）が一以上（男子用及び女子用の区別があると

きは、それぞれ一以上）設けられている場合は、この限りでない。 

イ 便所内に車いす使用者用便房を設けること。 

ロ 車いす使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口は、次に掲げるものであること。 

（１）幅は、八十センチメートル以上とすること。 
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（２）戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構

造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。  

二 浴室又はシャワー室（以下この号において「浴室等」という。）は、次に掲げるものであること。ただし、

当該客室が設けられている建築物に不特定かつ多数の者が利用する浴室等（次に掲げるものに限る。）が一

以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）設けられている場合は、この限りでない。 

イ 車いす使用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める構造であること。 

ロ 出入口は、前号ロに掲げるものであること。  

（敷地内の通路）  

第十六条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する敷地内の通路は、次に掲げ

るものでなければならない。  

一 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

二 段がある部分は、次に掲げるものであること。 

イ 手すりを設けること。 

ロ 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別で

きるものとすること。 

ハ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。  

三 傾斜路は、次に掲げるものであること。 

イ 勾配が十二分の一を超え、又は高さが十六センチメートルを超え、かつ、勾配が二十分の一を超える

傾斜がある部分には、手すりを設けること。 

ロ その前後の通路との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるも

のとすること。  

（駐車場）  

第十七条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する駐車場を設ける場合には、

そのうち一以上に、車いす使用者が円滑に利用することができる駐車施設（以下「車いす使用者用駐車施設」

という。）を一以上設けなければならない。  

２ 車いす使用者用駐車施設は、次に掲げるものでなければならない。  

一 幅は、三百五十センチメートル以上とすること。  

二 次条第一項第三号に定める経路の長さができるだけ短くなる位置に設けること。  

（移動等円滑化経路）  

第十八条 次に掲げる場合には、それぞれ当該各号に定める経路のうち一以上（第四号に掲げる場合にあっては、

そのすべて）を、高齢者、障害者等が円滑に利用できる経路（以下この条において「移動等円滑化経路」とい

う。）にしなければならない。  

一 建築物に、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する居室（以下「利用

居室」という。）を設ける場合 道又は公園、広場その他の空地（以下「道等」という。）から当該利用居

室までの経路（直接地上へ通ずる出入口のある階（以下この条において「地上階」という。）又はその直上

階若しくは直下階のみに利用居室を設ける場合にあっては、当該地上階とその直上階又は直下階との間の

上下の移動に係る部分を除く。）  

二 建築物又はその敷地に車いす使用者用便房（車いす使用者用客室に設けられるものを除く。以下同じ。）

を設ける場合 利用居室（当該建築物に利用居室が設けられていないときは、道等。次号において同じ。）

から当該車いす使用者用便房までの経路  

三 建築物又はその敷地に車いす使用者用駐車施設を設ける場合 当該車いす使用者用駐車施設から利用居

室までの経路  

四 建築物が公共用歩廊である場合 その一方の側の道等から当該公共用歩廊を通過し、その他方の側の道

等までの経路（当該公共用歩廊又はその敷地にある部分に限る。）  

２ 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。  

一 当該移動等円滑化経路上に階段又は段を設けないこと。ただし、傾斜路又はエレベーターその他の昇降

機を併設する場合は、この限りでない。  

二 当該移動等円滑化経路を構成する出入口は、次に掲げるものであること。 

イ 幅は、八十センチメートル以上とすること。 

ロ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造
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とし、かつ、その前後に高低差がないこと。  

三 当該移動等円滑化経路を構成する廊下等は、第十一条の規定によるほか、次に掲げるものであること。 

イ 幅は、百二十センチメートル以上とすること。 

ロ 五十メートル以内ごとに車いすの転回に支障がない場所を設けること。 

ハ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造

とし、かつ、その前後に高低差がないこと。  

四 当該移動等円滑化経路を構成する傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）は、第十三

条の規定によるほか、次に掲げるものであること。 

イ 幅は、階段に代わるものにあっては百二十センチメートル以上、階段に併設するものにあっては九十

センチメートル以上とすること。 

ロ 勾配は、十二分の一を超えないこと。ただし、高さが十六センチメートル以下のものにあっては、八

分の一を超えないこと。 

ハ 高さが七十五センチメートルを超えるものにあっては、高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅が

百五十センチメートル以上の踊場を設けること。  

五 当該移動等円滑化経路を構成するエレベーター（次号に規定するものを除く。以下この号において同じ。）

及びその乗降ロビーは、次に掲げるものであること。 

イ かご（人を乗せ昇降する部分をいう。以下この号において同じ。）は、利用居室、車いす使用者用便房

又は車いす使用者用駐車施設がある階及び地上階に停止すること。 

ロ かご及び昇降路の出入口の幅は、八十センチメートル以上とすること。 

ハ かごの奥行きは、百三十五センチメートル以上とすること。 

ニ 乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行きは、百五十センチメートル以上とすること。 

ホ かご内及び乗降ロビーには、車いす使用者が利用しやすい位置に制御装置を設けること。 

ヘ かご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在位置を表示する装置を設けること。 

ト 乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けること。 

チ 不特定かつ多数の者が利用する建築物（床面積の合計が二千平方メートル以上の建築物に限る。）の移

動等円滑化経路を構成するエレベーターにあっては、イからハまで、ホ及びヘに定めるもののほか、次

に掲げるものであること。 

（１）かごの幅は、百四十センチメートル以上とすること。 

（２）かごは、車いすの転回に支障がない構造とすること。 

リ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するエレベーター及び乗降ロビーにあ

っては、イからチまでに定めるもののほか、次に掲げるものであること。ただし、視覚障害者の利用上

支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。 

（１）かご内に、かごが到着する階並びにかご及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる装

置を設けること。 

（２）かご内及び乗降ロビーに設ける制御装置（車いす使用者が利用しやすい位置及びその他の位置に

制御装置を設ける場合にあっては、当該その他の位置に設けるものに限る。）は、点字その他国土交通

大臣が定める方法により視覚障害者が円滑に操作することができる構造とすること。 

（３）かご内又は乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を音声により知らせる装置を設けること。  

六 当該移動等円滑化経路を構成する国土交通大臣が定める特殊な構造又は使用形態のエレベーターその他

の昇降機は、車いす使用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める構造とするこ

と。  

七 当該移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路は、第十六条の規定によるほか、次に掲げるものである

こと。 

イ 幅は、百二十センチメートル以上とすること。 

ロ 五十メートル以内ごとに車いすの転回に支障がない場所を設けること。 

ハ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造

とし、かつ、その前後に高低差がないこと。 

ニ 傾斜路は、次に掲げるものであること。 

（１）幅は、段に代わるものにあっては百二十センチメートル以上、段に併設するものにあっては九十

センチメートル以上とすること。 
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（２）勾配は、十二分の一を超えないこと。ただし、高さが十六センチメートル以下のものにあっては、

八分の一を超えないこと。 

（３）高さが七十五センチメートルを超えるもの（勾配が二十分の一を超えるものに限る。）にあっては、

高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅が百五十センチメートル以上の踊場を設けること。  

３ 第一項第一号に定める経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により前項第七号の規定によること

が困難である場合における前二項の規定の適用については、第一項第一号中「道又は公園、広場その他の

空地（以下「道等」という。）」とあるのは、「当該建築物の車寄せ」とする。  

（標識）  

第十九条 移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の付近には、国土交

通省令で定めるところにより、それぞれ、当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることを

表示する標識を設けなければならない。  

（案内設備）  

第二十条 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベーター

その他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板その他の設備を設けなければならない。ただし、

当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を容易に視認できる場合は、この限りでない。  

２ 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他

の昇降機又は便所の配置を点字その他国土交通大臣が定める方法により視覚障害者に示すための設備を設け

なければならない。  

３ 案内所を設ける場合には、前二項の規定は適用しない。  

（案内設備までの経路）  

第二十一条 道等から前条第二項の規定による設備又は同条第三項の規定による案内所までの経路（不特定かつ

多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）は、そのうち一以上を、視覚障害者が

円滑に利用できる経路（以下この条において「視覚障害者移動等円滑化経路」という。）にしなければならな

い。ただし、視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。  

２ 視覚障害者移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。  

一 当該視覚障害者移動等円滑化経路に、視覚障害者の誘導を行うために、線状ブロック等（床面に敷設さ

れるブロックその他これに類するものであって、線状の突起が設けられており、かつ、周囲の床面との色

の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより容易に識別できるものをいう。）及び点状ブロック等を適切

に組み合わせて敷設し、又は音声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備を設けること。ただし、

進行方向を変更する必要がない風除室内においては、この限りでない。  

二 当該視覚障害者移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路の次に掲げる部分には、視覚障害者に対し警

告を行うために、点状ブロック等を敷設すること。 

イ 車路に近接する部分 

ロ 段がある部分又は傾斜がある部分の上端に近接する部分（視覚障害者の利用上支障がないものとして

国土交通大臣が定める部分を除く。） 

（増築等に関する適用範囲）  

第二十二条 建築物の増築又は改築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。第一号において「増

築等」という。）をする場合には、第十一条から前条までの規定は、次に掲げる建築物の部分に限り、適用す

る。 

一 当該増築等に係る部分  

二 道等から前号に掲げる部分にある利用居室までの一以上の経路を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜

路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の通路  

三 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所  

四 第一号に掲げる部分にある利用居室（当該部分に利用居室が設けられていないときは、道等）から車い

す使用者用便房（前号に掲げる便所に設けられるものに限る。）までの一以上の経路を構成する出入口、廊

下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の通路  

五 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する駐車場  

六 車いす使用者用駐車施設（前号に掲げる駐車場に設けられるものに限る。）から第一号に掲げる部分にあ

る利用居室（当該部分に利用居室が設けられていないときは、道等）までの一以上の経路を構成する出入

口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の通路  
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（条例で定める特定建築物に関する読替え）  

第二十三条 法第十四条第三項の規定により特別特定建築物に条例で定める特定建築物を追加した場合におけ

る第十一条から第十四条まで、第十六条、第十七条第一項、第十八条第一項及び前条の規定の適用については、

これらの規定中「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する」とあるのは「多

数の者が利用する」と、同条中「特別特定建築物」とあるのは「法第十四条第三項 の条例で定める特定建築

物」とする。  

（認定特定建築物の容積率の特例）  

第二十四条 法第十九条 の政令で定める床面積は、認定特定建築物の延べ面積の十分の一を限度として、当該

認定特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとな

るものとして国土交通大臣が定めるものとする。  

（保留地において生活関連施設等を設置する者）  

第二十六条 法第三十九条第一項 の政令で定める者は、国（国の全額出資に係る法人を含む。）又は地方公共団

体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの二分の一以上を出資している法人とする。  

（生活関連施設等の用地として処分された保留地の対価に相当する金額の交付基準）  

第二十七条 法第三十九条第三項 の規定により交付すべき額は、処分された保留地の対価に相当する金額を土

地区画整理事業の施行前の宅地の価額の総額で除して得た数値を土地区画整理法  （昭和二十九年法律第百十

九号）第百三条第四項 の規定による公告があった日における従前の宅地又はその宅地について存した地上権、

永小作権、賃借権その他の宅地を使用し、若しくは収益することができる権利の土地区画整理事業の施行前の

価額に乗じて得た額とする。  

（報告及び立入検査）  

第二十八条 所管行政庁は、法第五十三条第三項の規定により、法第十四条第一項の政令で定める規模（同条第

三項の条例で別に定める規模があるときは、当該別に定める規模。以下この項において同じ。）以上の特別特

定建築物（同条第三項 の条例で定める特定建築物を含む。以下この項において同じ。）の建築（用途の変更を

して特別特定建築物にすることを含む。）若しくは維持保全をする建築主等に対し、当該特別特定建築物につ

き、当該特別特定建築物の建築物移動等円滑化基準（同条第三項の条例で付加した事項を含む。次項において

同じ。）への適合に関する事項に関し報告をさせ、又はその職員に、法第十四条第一項 の政令で定める規模以

上の特別特定建築物若しくはその工事現場に立ち入り、当該特別特定建築物の建築物特定施設及びこれに使用

する建築材料並びに設計図書その他の関係書類を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。  

２ 所管行政庁は、法第五十三条第三項の規定により、法第三十五条第一項の規定に基づき建築物特定事業を実

施すべき建築主等に対し、当該建築物特定事業が実施されるべき特定建築物につき、当該特定建築物の建築物

移動等円滑化基準への適合に関する事項に関し報告をさせ、又はその職員に、当該特定建築物若しくはその工

事現場に立ち入り、当該特定建築物の建築物特定施設及びこれに使用する建築材料並びに設計図書その他の関

係書類を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。  

  附 則 

（施行期日） 

第一条 この政令は、法の施行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。  

（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律施行令及び高齢者、身体 

障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律施行令の廃止） 

第二条 次に掲げる政令は、廃止する。 

一 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律施行令（平成六年政令

第三百十一号） 

二 高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律施行令（平成十二年

政令第四百四十三号） 

（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律施行令の廃止に伴う経 

過措置） 

第三条 この政令の施行の日から起算して六月を経過する日までの間は、第五条第十九号、第九条、第十四条、

第十五条、第十八条第一項第四号及び第十九条から第二十一条までの規定は適用せず、なお従前の例による。 

（類似の用途） 

第四条 法附則第四条第三項の政令で指定する類似の用途は、当該特別特定建築物が次の各号のいずれかに掲げ

る用途である場合において、それぞれ当該各号に掲げる他の用途とする。  
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一 病院又は診療所（患者の収容施設があるものに限る。）  

二 劇場、映画館又は演芸場  

三 集会場又は公会堂  

四 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗  

五 ホテル又は旅館  

六 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る。）  

七 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの  

八 博物館、美術館又は図書館  
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（抄） 

平成十八年十二月十五日 

国土交通省令第百十号 

改正 平成二十三年十一月三十日 

国土交通省令第八十五号 

 

（建築物特定施設） 

第三条 令第六条第十号の国土交通省令で定める施設は、浴室又はシャワー室（以下「浴室等」という。）とす

る。 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定の申請） 

第八条 法第十七条第一項の規定により認定の申請をしようとする者は、第三号様式による申請書の正本及び副

本に、それぞれ次の表に掲げる図書を添えて、これらを所管行政庁に提出するものとする。 

図 書 の 種 類 明 示 す べ き 事 項  

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 

配置図 縮尺、方位、敷地の境界線、土地の高低、敷地の接する道等の位

置、特定建築物及びその出入口の位置、特殊な構造又は使用形態

のエレベーターその他の昇降機の位置、敷地内の通路の位置及び

幅（当該通路が段又は傾斜路若しくはその踊場を有する場合にあ

っては、それらの位置及び幅を含む。）、敷地内の通路に設けられ

る手すり並びに令第十一条第二号に規定する点状ブロック等（以

下単に「点状ブロック等」という。）及び令第二十一条第二項第一

号に規定する線状ブロック等（以下単に「線状ブロック等」とい

う。）の位置、敷地内の車路及び車寄せの位置、駐車場の位置、車

いす使用者用駐車施設の位置及び幅並びに案内設備の位置 

各階平面図 縮尺、方位、間取、各室の用途、床の高低、特定建築物の出入口

及び各室の出入口の位置及び幅、出入口に設けられる戸の開閉の

方法、廊下等の位置及び幅、廊下等に設けられる点状ブロック等

及び線状ブロック等、高齢者、障害者等の休憩の用に供する設備

並びに突出物の位置、階段の位置、幅及び形状（当該階段が踊場

を有する場合にあっては、踊場の位置及び幅を含む。）、階段に設

けられる手すり及び点状ブロック等の位置、傾斜路の位置及び幅

（当該傾斜路が踊場を有する場合にあっては、踊場の位置及び幅

を含む。）、傾斜路に設けられる手すり及び点状ブロック等の位置、

エレベーターその他の昇降機の位置、車いす使用者用便房のある

便所、令第十四条第一項第二号に規定する便房のある便所、腰掛

便座及び手すりの設けられた便房（車いす使用者用便房を除く。

以下この条において同じ。）のある便所、床置式の小便器、壁掛式

の小便器（受け口の高さが三十五センチメートル以下のものに限

る。）その他これらに類する小便器のある便所並びにこれら以外の

便所の位置、車いす使用者用客室の位置、駐車場の位置、車いす

使用者用駐車施設の位置及び幅、車いす使用者用浴室等（高齢者、

障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物

特定施設の構造及び配置に関する基準を定める省令（平成十八年

国土交通省令第百十四号）第十三条第一号に規定するものをいう。

以下この条において同じ。）の位置並びに案内設備の位置 

縦断面図 階段又は段 縮尺並びにけあげ及び踏面の構造及び寸法 

傾斜路 縮尺、高さ、長さ及び踊場の踏幅 

構造詳細図 エレベーターそ

の他の昇降機 

縮尺並びにかご（人を乗せ昇降する部分をいう。以下同じ。）、昇

降路及び乗降ロビーの構造（かご内に設けられるかごの停止する
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予定の階を表示する装置、かごの現在位置を表示する装置及び乗

降ロビーに設けられる到着するかごの昇降方向を表示する装置の

位置並びにかご内及び乗降ロビーに設けられる制御装置の位置及

び構造を含む。） 

 便所 縮尺、車いす使用者用便房のある便所の構造、車いす使用者用便

房、令第十四条第一項第二号に規定する便房並びに腰掛便座及び

手すりの設けられた便房の構造並びに床置式の小便器、壁掛式の

小便器（受け口の高さが三十五センチメートル以下のものに限

る。）その他これらに類する小便器の構造 

浴室等 縮尺及び車いす使用者用浴室等の構造  

 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の記載事項） 

第九条 法第十七条第二項第五号の主務省令で定める事項は、特定建築物の建築等の事業の実施時期とする。 

（認定通知書の様式） 

第十条 所管行政庁は、法第十七条第三項の認定をしたときは、速やかに、その旨を申請者に通知するものとす

る。 

２ 前項の通知は、第四号様式による通知書に第八条の申請書の副本（法第十七条第七項の規定により適合通知

を受けて同条第三項の認定をした場合にあっては、第八条の申請書の副本及び当該適合通知に添えられた建築

基準法施行規則（昭和二十五年建設省令第四十号）第一条の三第一項の申請書の副本）及びその添付図書を添

えて行うものとする。 

（法第十八条第一項の主務省令で定める軽微な変更） 

第十一条 法第十八条第一項の主務省令で定める軽微な変更は、特定建築物の建築等の事業の実施時期の変更の

うち、事業の着手又は完了の予定年月日の三月以内の変更とする。 

（表示等） 

第十二条 法第二十条第一項の主務省令で定めるものは、次のとおりとする。 

一 広告 

二 契約に係る書類 

三 その他国土交通大臣が定めるもの 

２ 法第二十条第一項の規定による表示は、第五号様式により行うものとする。 

（法第二十三条第一項第一号の主務省令で定める安全上及び防火上の基準） 

第十三条 法第二十三条第一項第一号の主務省令で定める安全上及び防火上の基準は、次のとおりとする。 

一 専ら車いす使用者の利用に供するエレベーターの設置に係る特定建築物の壁、柱、床及びはりは、当該

エレベーターの設置後において構造耐力上安全な構造であること。 

二 当該エレベーターの昇降路は、出入口の戸が自動的に閉鎖する構造のものであり、かつ、壁、柱及びは

り（当該特定建築物の主要構造部に該当する部分に限る。）が不燃材料で造られたものであること。 

（法第二十三条第一項第二号の主務省令で定める安全上の基準） 

第十四条 法第二十三条第一項第二号の主務省令で定める安全上の基準は、次のとおりとする。 

一 エレベーターのかご内及び乗降ロビーには、それぞれ、車いす使用者が利用しやすい位置に制御装置を

設けること。この場合において、乗降ロビーに設ける制御装置は、施錠装置を有する覆いを設ける等当該

制御装置の利用を停止することができる構造とすること。 

二 エレベーターは、当該エレベーターのかご及び昇降路のすべての出入口の戸に網入ガラス入りのはめご

ろし戸を設ける等により乗降ロビーからかご内の車いす使用者を容易に覚知できる構造とし、かつ、かご

内と常時特定建築物を管理する者が勤務する場所との間を連絡することができる装置が設けられたものと

すること。 

（移動等円滑化経路協定の認可等の申請の公告） 

第二十条 法第四十二条第一項（法第四十四条第二項において準用する場合を含む。）の規定による公告は、次

に掲げる事項について、公報、掲示その他の方法で行うものとする。 

一 移動等円滑化経路協定の名称 

二 移動等円滑化経路協定区域 

三 移動等円滑化経路協定の縦覧場所 
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（移動等円滑化経路協定の認可の基準） 

第二十一条 法第四十三条第一項第三号（法第四十四条第二項において準用する場合を含む。）の主務省令で定

める基準は、次のとおりとする。 

一 移動等円滑化経路協定区域は、その境界が明確に定められていなければならない。 

二 法第四十一条第二項第二号の移動等円滑化のための経路の整備又は管理に関する事項は、法第二十五条

第三項の重点整備地区における移動等円滑化に関する基本的な方針が定められているときは、当該基本的

な方針に適合していなければならない。 

三 移動等円滑化経路協定に違反した場合の措置は、違反した者に対して不当に重い負担を課するものであ

ってはならない。 

（移動等円滑化経路協定の認可等の公告） 

第二十二条 第二十条の規定は、法第四十三条第二項（法第四十四条第二項、第四十五条第四項、第四十七条第

二項又は第五十条第三項において準用する場合を含む。）の規定による公告について準用する。 

（立入検査の証明書） 

第二十五条 法第五十三条第五項の立入検査をする職員の身分を示す証明書は、第十八号様式によるものとする。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この省令は、法の施行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。 

 

附則 （平成二三年八月三〇日国土交通省令第六七号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 

附則 （平成二三年一一月三〇日国土交通省令第八五号） 

 この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附

則第一条第一号に掲げる規定の施行の日（平成二十三年十一月三十日）から施行する。 
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第３号様式（第８条関係）（日本工業規格Ａ列４番）

（第一面）

認 定 申 請 書

年 月 日

所管行政庁 殿

申請者の住所又は

主たる事務所の所在地

申請者の氏名又は名称 印

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第１項の規定に基づき、

特定建築物の建築等及び維持保全の計画について認定を申請します。この申請書及び添付

図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

（本欄には記入しないでください。）

受付欄 認定番号欄 決 裁 欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

（注意）

申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合において

は、押印を省略することができます。
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（第二面）

１ 特定建築物及びその敷地に関する事項

〔地名地番〕

〔延べ面積〕 ㎡

〔敷地面積〕 ㎡

〔建築面積〕 ㎡

〔建築物の階数〕 階

〔構造方法〕 造 一部 造

〔主要用途〕

〔用途別床面積〕

用途（ ） 床面積（ ㎡ ） 階（ ）

（ ） （ ㎡ ） （ ）

（ ） （ ㎡ ） （ ）

（ ） （ ㎡ ） （ ）

（ ） （ ㎡ ） （ ）

〔建築物特定施設の床面積のうち、通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超える

部分〕

〔工事種別〕

〔確認の特例〕

法第17条第４項の規定による適合通知を受ける旨の申出の有無＜有・無＞

(注意)

１．〔主要用途〕及び〔用途別床面積〕の欄には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第４条及び第５条の用途の区分に従い用途をできるだけ具体的

に記入するとともに、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。また、

（階）の部分には、当概用途の部分がある階（複数の階に及ぶ場合はそのすべての階）

を記入してください。

２．〔建築物特定施設の床面積のうち、通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超える

部分〕の欄には、法第19条の規定により容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しな

い部分の床面積（認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度とする。）を記入してく

ださい。また、当該床面積の算定根拠がわかる資料を別に添付してください。

３．〔工事種別〕の欄には、「新築」、「増築」、「改築」、「用途変更」、「修繕」又は「模様

替」のうち該当するものを記入してください。

４．〔確認の特例〕の欄には、認定の申請に併せて、建築基準法第６条第１項（同法第87

条第１項において準用する場合を含む。）の確認申請書を提出して適合通知を受けるこ

とを申し出る場合においては「有」を○印で囲み、申し出ない場合においては、「無」

を○印で囲んでください。
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（第三面）

２ 建築物特定施設の構造及び配置に関する事項

① 出入口

平面図 段のある

番号等 出入口

多数の者が利用する出入口（直接地 幅90cm以上のもの

上へ通ずる出入口を除く。）

幅90cm未満のもの

直接地上へ通ずる出入口 幅120cm以上のも

の

幅90cm以上120cm

未満のもの

幅90cm未満のもの

(注意)

平面図番号等の欄には、各階平面図内の位置がわかるように、各階平面図の番号及び当

該平面図に記入した出入口の記号等を記入してください。

② 廊下等

平面図番号等

突出物

休憩用の設備

(注意)

１．平面図番号等の欄には、各階平面図内の位置が分かるように、各階平面図の番号及び

当該平面図内に記入したそれぞれの記号等を記入してください。

２．突出物を設けている場合においては、視覚障害者の通行の安全上支障が生じないよう

講じた措置がわかる資料を別に添付してください。

３．廊下等及び点状ブロック等の仕上げ材料、仕上げ方法及び色がわかる資料を別に添付

してください。なお、階段又は傾斜路の上端に近接する廊下等の部分については、点状

ブロック等に接する部分の仕上げ材料、仕上げ方法及び色が別にわかるように資料を作

成してください。
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（第四面）

③ 階段

平面図番号等 縦断面図番号

階段

(注意)

１．平面図番号等の欄には、各階平面図内の位置がわかるように、各階平面図の番号及び

当該平面図内に記入した階段の記号等を記入し、縦断面図番号の欄には、当該階段の構

造を示す縦断面図の番号を平面図番号等の欄に記入した記号等との対応関係がわかるよ

う記入してください。

２．階段及び点状ブロック等の仕上げ材料、仕上げ方法及び色がわかる資料を別に添付し

てください。なお、段がある部分の上端に近接する踊場の部分については、点状ブロッ

ク等に接する部分の仕上げ材料、仕上げ方法及び色が別にわかるように資料を作成して

ください。

④ 階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路

平面図番号等 縦断面図番号

階 段に 代わ り、 又は こ れに

併設する傾斜路

(注意)

１．平面図番号等の欄には、各階平面図内の位置がわかるように、各階平面図の番号及び

当該平面図内に記入した傾斜路の記号等を記入し、縦断面図番号の欄には、当該傾斜路

の構造を示す縦断面図の番号を平面図番号等の欄に記入した記号等との対応関係がわか

るよう記入してください。

２．傾斜路及び点状ブロック等の仕上げ材料、仕上げ方法及び色がわかる資料を別に添付

してください。なお、傾斜がある部分の上端に近接する踊場の部分については、点状ブ

ロック等に接する部分の仕上げ材料、仕上げ方法及び色が別にわかるように資料を作成

してください。
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（第五面）

⑤ エレベーターその他の昇降機

配置図・平面 構造詳細図番号

図番号等

エレベーター

特殊な構造又は使用形態のエレ

ベーターその他の昇降機

当該装置が設けられ 提供する情報の内容

るエレベーター か ご 内 乗降ロビー

音声により情報を提供する装置

（注意）

１．配置図・平面図番号等の欄には、配置図又は各階平面図内の位置がわかるように、配

置図に記入したエレベーターその他の昇降機の記号等又は各階平面図の番号及び当該平

面図内に記入したエレベーターその他の昇降機の記号等を記入するとともに、当該エレ

ベーターその他の昇降機の表示方法についてわかる資料を添付してください。、構造詳

細図番号の欄には、当該エレベーターその他の昇降機の構造詳細図の番号を配置図・平

面図番号等の欄に記入した記号等との対応関係がわかるよう記入してください。

２．当該装置が設けられているエレベーターの欄には、音声により情報を提供する装置が

設けられたエレベーターについて、各階平面図内の位置がわかるように、各階平面図の

番号及び当該平面図内に記入したエレベーターの記号等を記入し、提供する情報の内容

の欄には、当該装置の音声により提供される情報の内容を、当該装置の設けられる場所

に応じて、かご内及び乗降ロビーの欄に、それぞれ記入してください。
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（第六面）

⑥ 便所

階 便房の総数 車いす使用者用便房数

平面図番号等 構造詳細図番号

車いす使用者用便房のある便所

水洗器具を設けた便房がある便所

腰掛便座及び手すりの設けられた便房がある便

所（車いす使用者用便房のある便所を除く。）

床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高

さが35センチメートル以下のものに限る。）そ

の他これらに類する小便器がある便所

(注意)

１．便房の総数の欄には、多数の者が利用する全便所（特別特定建築物の場合は、不特定

かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する全便所）にある便房

（車いす使用者用便房を含む。）の総数を記入してください。

２．平面図番号等の欄には、各階平面図内の位置がわかるように、各階平面図の番号及び

当該平面図内に記入した便所の記号等を記入するとともに、車いす使用者用便房又は水

洗器具を設けた便房の表示方法についてわかる資料を別に添付してください。構造詳細

図番号の欄には、当該便所の構造詳細図の番号を平面図番号等の欄に記入した記号等と

の対応関係がわかるよう記入してください。

⑦ 車いす使用者用客室

客室の総数 車いす使用者用客室数

平面図番号等

車いす使用者用客室

(注意)

１．客室の総数の欄には、ホテル又は旅館の客室の総数を記入してください。

２．平面図番号等の欄には、各階平面図内の位置がわかるように、各階平面図の番号及び

当該平面図内に記入した車いす使用者用客室の記号等を記入してください。
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（第七面）

⑧ 敷地内の通路

配 置 図 縦断面図番号

段

傾斜路

（注意）

１．配置図の欄には、配置図内の位置が分かるように、配置図に記入したそれぞれの記号

等を記入し、縦断面図番号の欄には、段並びに傾斜路及びその踊場の構造を示す縦断面

図の番号を配置図の欄に記入した記号等との対応関係がわかるよう記入してください。

２．敷地内の通路の床材の仕上げ材料、仕上げ方法及び色がわかる資料を別に添付してく

ださい。

３．地形が著しく特殊な場合においては、当該地形の特殊性がわかる資料を別に添付して

ください。

⑨ 駐車場

全駐車台数 車いす使用者用駐車施設数

配置図・平面図番号等

車いす使用者用駐車施設

(注意)

１．全駐車台数の欄には、多数の者が利用する全駐車場（特別特定建築物の場合は、不特

定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する全駐車場）の駐車

台数（車いす使用者用駐車施設数を含む。）の合計を記入してください。

２．配置図・平面図番号等の欄には、配置図内又は各階平面図内の位置がわかるように、

配置図に記入した車いす使用者用駐車施設の記号等又は各階平面図の番号及び当該平面

図内に記入した車いす使用者用駐車施設の記号等を記入するとともに、車いす使用者用

駐車施設の表示方法についてわかる資料を別に添付してください。
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（第八面）

⑩ 浴室等

平面図番号等 構造詳細図番号

車いす使用者用浴室等

（注意）

平面図番号等の欄には、各階平面図内の位置がわかるように、各階平面図の番号及び

当該平面図内に記入した車いす使用者用浴室等の記号等を記入し、構造詳細図番号の欄

には、当該浴室等の構造詳細図の番号を平面図番号等の欄に記入した記号等との対応関

係がわかるよう記入してください。

⑪ 案内設備までの経路

配置図・平面図番号等

案内設備

音声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備 有 ・ 無

(注意)

１．配置図・平面図番号等の欄には、配置図又は各階平面図内の位置が分かるように、配

置図に記入した案内設備の記号等又は各階平面図の番号及び当該平面図内に記入した案

内設備の記号等を記入するとともに、案内設備の概要がわかる資料を別に添付してくだ

さい。

２．案内設備までの経路及び線状ブロック等又は点状ブロック等の仕上げ材料、仕上げ方

法及び色がわかる資料を別に添付してください。なお、案内設備までの経路の部分につ

いては、線状ブロック等又は点状ブロック等に接する部分の仕上げ材料、仕上げ方法及

び色が別にわかるように資料を作成してください。

３．音声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備の有無の欄で「有」を○印で囲ん

だ場合においては、当該装置の概要がわかる資料を別に添付してください。
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（第九面）

３． 建築物特定施設の維持保全に関する事項

（１） 維持保全に関する責任範囲及び実施体制

１ 所有者の氏名又は名称

２ 管理者の氏名又は名称

３ 維持保全責任者の氏名又は名称

４ 維持保全業務の委託 する ・ しない

（ ① 委託先の名称 ）

（ ② 委託業務内容 ）

５ 維持保全計画の作成予定等

(注意)

１．１欄から４欄までは、特定建築物の建築等の事業の完了後について記入し、未定のと

きは空欄にしておいてください。

２．４欄は、維持保全業務の委託について「する」又は「しない」のうち該当するものを

○印で囲んでください。「する」を○印で囲んだ場合にのみ①②について記入してくだ

さい。

３．５欄は、１欄から４欄までが未定の場合において、今後どのようにして維持保全計画

を作成するかについて、維持保全計画作成までの認定申請者の維持保全に関する責任範

囲を含めて記入してください。

（２） 維持保全業務の概要

建築物特定施設 維 持 保 全 業 務 の 内 容

（注意）

維持保全業務の内容の欄には、建築物特定施設ごとに、定期的な点検の実施計画、修繕

の実施計画等維持保全業務の内容として予定していることを記入してください。
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（第十面）

４． 特定建築物の建築等の事業に関する資金計画

内 訳 金 額 （百万円）

支 出 建築費

用途取得造成費

事務費

借入金利息

○ ○ ○

計

収 入 自己資金

借入金

（借入先） （ ）

○ ○ ○

計

５. 特定建築物の建築等の事業の実施時期

〔事業の着手の予定年月日〕 年 月 日

〔事業の完了の予定年月日〕 年 月 日
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第４号様式（第10条第２項関係）（日本工業規格Ａ列４番）

認 定 通 知 書

認定番号 第 号

認定年月日 年 月 日

(※) 確認番号 第 号

確認年月日 年 月 日

建築主事の氏名

殿

所管行政庁 印

下記による申請書の記載の計画について、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第17条第３項の規定に基づき認定しましたので通知します。

記

１． 申請年月日 年 月 日

２． 特定建築物の位置

３． 特定建築物の概要

① 主要用途

② 延べ面積

③ その他の事項

（※）は法第17条第４項の規定により適合通知を受けた場合に記入されます。
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第５号様式（第12条第２項関係）

（注意）

１．大きさは、表示を容易に識別することができるものであること。

２．増築等又は修繕等の場合は、建築物移動等誘導基準に適合するものとして認定を受け

た部分を記載すること。
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第18号様式（第25条関係）（日本工業規格Ａ列６番）

（表）

年 月 日発行第 号（ 年 月 日まで有効）

職 名 氏 名 生 年 月 日

刻

印 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律第53条第５項の規定による

立 入 検 査 証

（写真）

（発 行 権 者） 印
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（裏）

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律抜粋

第５３条 主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、主務

省令で定めるところにより、公共交通事業者等に対し、移動等円滑

化のための事業に関し報告をさせ、又はその職員に、公共交通事業

者等の事務所その他の事業場若しくは車両等に立ち入り、旅客施設、

車両等若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係

者に質問させることができる。

２ 知事等は、この法律の施行に必要な限度において、路外駐車場管

理者等に対し、特定路外駐車場の路外駐車場移動等円滑化基準への

適合に関する事項に関し報告をさせ、又はその職員に、特定路外駐

車場若しくはその業務に関係のある場所に立ち入り、特定路外駐車

場の施設若しくは業務に関し検査させ、若しくは関係者に質問させ

ることができる。

３ 所管行政庁は、この法律の施行に必要な限度において、政令で定

めるところにより、建築主等に対し、特定建築物の建築物移動等円

滑化基準への適合に関する事項に関し報告をさせ、又はその職員に、

特定建築物若しくはその工事現場に立ち入り、特定建築物、建築設

備、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させるこ

とができる。

４ 所管行政庁は、認定建築主等に対し、認定特定建築物の建築等又

は維持保全の状況について報告をさせることができる。

５ 第一項から第三項までの規定により立入検査をする職員は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを

提示しなければならない。

６ 第一項から第三項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査

のために認められたものと解釈してはならない。

第６０条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に

処する。

三 第五十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者

第６２条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金

に処する。

二 第五十三条第三項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者

第６３条 次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の罰金

に処する。
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一 第五十三条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者

第６４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第五十九条から前条ま

での違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対しても各本条の刑を科する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第十九条に規定する標識に関する省令

平成十八年十二月十五日

国土交通省令第百十三号

１ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第十九条に規定する標識は、高齢者、障害

者等の見やすい位置に設けなければならない。

２ 前項の標識は、当該標識に表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内容が日本工業規格Ｚ八二一○

に定められているときは、これに適合するもの）でなければならない。

附 則

この省令は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施行

の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令

平成十八年十二月十五日

国土交通省令第百十四号

（建築物移動等円滑化誘導基準）

第一条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「法」という。）第十七条第三項第一

号の主務省令で定める建築物特定施設の構造及び配置に関する基準は、この省令の定めるところによる。

（出入口）

第二条 多数の者が利用する出入口（次項に規定するもの並びにかご、昇降路、便所及び浴室等に設けられる

ものを除き、かつ、二以上の出入口を併設する場合には、そのうち一以上のものに限る。）は、次に掲げる

ものでなければならない。

一 幅は、九十センチメートル以上とすること。

二 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造と

し、かつ、その前後に高低差がないこと。

２ 多数の者が利用する直接地上へ通ずる出入口のうち一以上のものは、次に掲げるものでなければならない。

一 幅は、百二十センチメートル以上とすること。

二 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。

（廊下等）

第三条 多数の者が利用する廊下等は、次に掲げるものでなければならない。

一 幅は、百八十センチメートル以上とすること。ただし、五十メートル以内ごとに車いすのすれ違いに支

障がない場所を設ける場合にあっては、百四十センチメートル以上とすることができる。

二 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

三 階段又は傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）の上端に近接する廊下等の部分（

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）には、点状ブロック等

を敷設すること。ただし、視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この

限りでない。

四 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造と

し、かつ、その前後に高低差がないこと。

五 側面に廊下等に向かって開く戸を設ける場合には、当該戸の開閉により高齢者、障害者等の通行の安全

上支障がないよう必要な措置を講ずること。

六 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用する廊下等に突出物を設けないこと。た

だし、視覚障害者の通行の安全上支障が生じないよう必要な措置を講じた場合は、この限りでない。

七 高齢者、障害者等の休憩の用に供する設備を適切な位置に設けること。

２ 前項第一号及び第四号の規定は、車いす使用者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める廊下

等の部分には、適用しない。

（階段）

第四条 多数の者が利用する階段は、次に掲げるものとしなければならない。

一 幅は、百四十センチメートル以上とすること。ただし、手すりが設けられた場合にあっては、手すりの

幅が十センチメートルを限度として、ないものとみなして算定することができる。

二 けあげの寸法は、十六センチメートル以下とすること。

三 踏面の寸法は、三十センチメートル以上とすること。

四 踊場を除き、両側に手すりを設けること。

五 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

六 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別でき

るものとすること。

七 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。

八 段がある部分の上端に近接する踊場の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が

利用するものに限る。）には、点状ブロック等を敷設すること。ただし、視覚障害者の利用上支障がない

ものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。

九 主たる階段は、回り階段でないこと。
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（傾斜路又はエレベーターその他の昇降機の設置）

第五条 多数の者が利用する階段を設ける場合には、階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路又はエレベー

ターその他の昇降機（二以上の階にわたるときには、第七条に定めるものに限る。）を設けなければならな

い。ただし、車いす使用者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。

（階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路）

第六条 多数の者が利用する傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）は、次に掲げるもの

でなければならない。

一 幅は、階段に代わるものにあっては百五十センチメートル以上、階段に併設するものにあっては百二十

センチメートル以上とすること。

二 勾配は、十二分の一を超えないこと。
こう

三 高さが七十五センチメートルを超えるものにあっては、高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅が百

五十センチメートル以上の踊場を設けること。

四 高さが十六センチメートルを超える傾斜がある部分には、両側に手すりを設けること。

五 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

六 その前後の廊下等との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるも

のとすること。

七 傾斜がある部分の上端に近接する踊場の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者

が利用するものに限る。）には、点状ブロック等を敷設すること。ただし、視覚障害者の利用上支障がな

いものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。

２ 前項第一号から第三号までの規定は、車いす使用者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める

傾斜路の部分には、適用しない。この場合において、勾配が十二分の一を超える傾斜がある部分には、両側

に手すりを設けなければならない。

（エレベーター）

第七条 多数の者が利用するエレベーター（次条に規定するものを除く。以下この条において同じ。）を設け

る場合には、第一号及び第二号に規定する階に停止するかごを備えたエレベーターを、第一号に規定する階

ごとに一以上設けなければならない。

一 多数の者が利用する居室、車いす使用者用便房、車いす使用者用駐車施設、車いす使用者用客室又は第

十三条第一号に規定する車いす使用者用浴室等がある階

二 直接地上へ通ずる出入口のある階

２ 多数の者が利用するエレベーター及びその乗降ロビーは、次に掲げるものでなければならない。

一 かご及び昇降路の出入口の幅は、八十センチメートル以上とすること。

二 かごの奥行きは、百三十五センチメートル以上とすること。

三 乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行きは、百五十センチメートル以上とすること。

四 かご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在位置を表示する装置を設けること。

五 乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けること。

３ 第一項の規定により設けられた多数の者が利用するエレベーター及びその乗降ロビーは、前項に定めるも

ののほか、次に掲げるものでなければならない。

一 かごの幅は、百四十センチメートル以上とすること。

二 かごは、車いすの転回に支障がない構造とすること。

三 かご内及び乗降ロビーには、車いす使用者が利用しやすい位置に制御装置を設けること。

４ 不特定かつ多数の者が利用するエレベーターは、第二項第一号、第二号及び第四号並びに前項第一号及び

第二号に定めるものでなければならない。

５ 第一項の規定により設けられた不特定かつ多数の者が利用するエレベーター及びその乗降ロビーは、第二

項第二号、第四号及び第五号並びに第三項第二号及び第三号に定めるもののほか、次に掲げるものでなけれ

ばならない。

一 かごの幅は、百六十センチメートル以上とすること。

二 かご及び昇降路の出入口の幅は、九十センチメートル以上とすること。

三 乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行きは、百八十センチメートル以上とすること。

６ 第一項の規定により設けられた不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するエレベ

ーター及びその乗降ロビーは、第三項又は前項に定めるもののほか、次に掲げるものでなければならない。
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ただし、視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。

一 かご内に、かごが到着する階並びにかご及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設

けること。

二 かご内及び乗降ロビーに設ける制御装置（車いす使用者が利用しやすい位置及びその他の位置に制御装

置を設ける場合にあっては、当該その他の位置に設けるものに限る。）は、点字その他国土交通大臣が定

める方法により視覚障害者が円滑に操作することができる構造とすること。

三 かご内又は乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を音声により知らせる装置を設けること。

（特殊な構造又は使用形態のエレベーターその他の昇降機）

第八条 階段又は段に代わり、又はこれに併設する国土交通大臣が定める特殊な構造又は使用形態のエレベー

ターその他の昇降機は、車いす使用者が円滑に利用できるものとして国土交通大臣が定める構造としなけれ

ばならない。

（便所）

第九条 多数の者が利用する便所は、次に掲げるものでなければならない。

一 多数の者が利用する便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）が設けられている

階ごとに、当該便所のうち一以上に、車いす使用者用便房及び高齢者、障害者等が円滑に利用することが

できる構造の水洗器具を設けた便房を設けること。

二 多数の者が利用する便所が設けられている階の車いす使用者用便房の数は、当該階の便房（多数の者が

利用するものに限る。以下この号において同じ。）の総数が二百以下の場合は当該便房の総数に五十分の

一を乗じて得た数以上とし、当該階の便房の総数が二百を超える場合は当該便房の総数に百分の一を乗じ

て得た数に二を加えた数以上とすること。

三 車いす使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口は、次に掲げるものであること。

イ 幅は、八十センチメートル以上とすること。

ロ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造

とし、かつ、その前後に高低差がないこと。

四 多数の者が利用する便所に車いす使用者用便房が設けられておらず、かつ、当該便所に近接する位置に

車いす使用者用便房が設けられている便所が設けられていない場合には、当該便所内に腰掛便座及び手す

りの設けられた便房を一以上設けること。

２ 多数の者が利用する男子用小便器のある便所が設けられている階ごとに、当該便所のうち一以上に、床置

式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが三十五センチメートル以下のものに限る。）その他これらに

類する小便器を一以上設けなければならない。

（ホテル又は旅館の客室）

第十条 ホテル又は旅館には、客室の総数が二百以下の場合は当該客室の総数に五十分の一を乗じて得た数以

上、客室の総数が二百を超える場合は当該客室の総数に百分の一を乗じて得た数に二を加えた数以上の車い

す使用者用客室を設けなければならない。

２ 車いす使用者用客室は、次に掲げるものでなければならない。

一 出入口は、次に掲げるものであること。

イ 幅は、八十センチメートル以上とすること。

ロ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造

とし、かつ、その前後に高低差がないこと。

二 便所は、次に掲げるものであること。ただし、当該客室が設けられている階に不特定かつ多数の者が利

用する便所が一以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）設けられている場合は、

この限りでない。

イ 便所内に車いす使用者用便房を設けること。

ロ 車いす使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口は、前条第一項第三号イ及びロに掲

げるものであること。

三 浴室等は、次に掲げるものであること。ただし、当該客室が設けられている建築物に不特定かつ多数の

者が利用する浴室等が一以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）設けられている

場合は、この限りでない。

イ 車いす使用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める構造の浴室等（以下「

車いす使用者用浴室等」という。）であること。



- 付-49 -

ロ 出入口は、次に掲げるものであること。

幅は、八十センチメートル以上とすること。

(
1
)

戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構

(
2
)

造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。

（敷地内の通路）

第十一条 多数の者が利用する敷地内の通路は、次に掲げるものでなければならない。

一 段がある部分及び傾斜路を除き、幅は、百八十センチメートル以上とすること。

二 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

三 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造と

し、かつ、その前後に高低差がないこと。

四 段がある部分は、次に掲げるものであること。

イ 幅は、百四十センチメートル以上とすること。ただし、手すりが設けられた場合にあっては、手すり

の幅が十センチメートルを限度として、ないものとみなして算定することができる。

ロ けあげの寸法は、十六センチメートル以下とすること。

ハ 踏面の寸法は、三十センチメートル以上とすること。

ニ 両側に手すりを設けること。

ホ 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別で

きるものとすること。

ヘ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。

五 段を設ける場合には、段に代わり、又はこれに併設する傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を設け

なければならない。

六 傾斜路は、次に掲げるものであること。

イ 幅は、段に代わるものにあっては百五十センチメートル以上、段に併設するものにあっては百二十セ

ンチメートル以上とすること。

ロ 勾配は、十五分の一を超えないこと。

ハ 高さが七十五センチメートルを超えるもの（勾配が二十分の一を超えるものに限る。）にあっては、

高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅が百五十センチメートル以上の踊場を設けること。

ニ 高さが十六センチメートルを超え、かつ、勾配が二十分の一を超える傾斜がある部分には、両側に手

すりを設けること。

ホ その前後の通路との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるも

のとすること。

２ 多数の者が利用する敷地内の通路（道等から直接地上へ通ずる出入口までの経路を構成するものに限る

。）が地形の特殊性により前項の規定によることが困難である場合においては、同項第一号、第三号、第五

号及び第六号イからハまでの規定は、当該敷地内の通路が設けられた建築物の車寄せから直接地上へ通ずる

出入口までの敷地内の通路の部分に限り、適用する。

３ 第一項第一号、第三号、第五号及び第六号イからハまでの規定は、車いす使用者の利用上支障がないもの

として国土交通大臣が定める敷地内の通路の部分には、適用しない。この場合において、勾配が十二分の一

を超える傾斜がある部分には、両側に手すりを設けなければならない。

（駐車場）

第十二条 多数の者が利用する駐車場には、当該駐車場の全駐車台数が二百以下の場合は当該駐車台数に五十

分の一を乗じて得た数以上、全駐車台数が二百を超える場合は当該駐車台数に百分の一を乗じて得た数に二

を加えた数以上の車いす使用者用駐車施設を設けなければならない。

（浴室等）

第十三条 多数の者が利用する浴室等を設ける場合には、そのうち一以上（男子用及び女子用の区別があると

きは、それぞれ一以上）は、次に掲げるものでなければならない。

一 車いす使用者用浴室等であること。

二 出入口は、第十条第二項第三号ロに掲げるものであること。

（標識）

第十四条 移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の付近には、それ

ぞれ、当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることを表示する標識を、高齢者、障害者
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等の見やすい位置に設けなければならない。

２ 前項の標識は、当該標識に表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内容が日本工業規格Ｚ八二一○

に定められているときは、これに適合するもの）でなければならない。

（案内設備）

第十五条 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベータ

ーその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板その他の設備を設けなければならない。ただ

し、当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を容易に視認できる場合は、この限りでな

い。

２ 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその

他の昇降機又は便所の配置を点字その他国土交通大臣が定める方法により視覚障害者に示すための設備を設

けなければならない。

３ 案内所を設ける場合には、前二項の規定は適用しない。

（案内設備までの経路）

第十六条 道等から前条第二項の規定による設備又は同条第三項の規定による案内所までの主たる経路（不特

定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）は、視覚障害者移動等円滑化

経路にしなければならない。ただし、視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合

は、この限りでない。

（増築等又は修繕等に関する適用範囲）

第十七条 建築物の増築若しくは改築（用途の変更をして特定建築物にすることを含む。以下「増築等」とい

う。）又は建築物の修繕若しくは模様替（建築物特定施設に係るものに限る。以下「修繕等」という。）を

する場合には、第二条から前条までの規定は、次に掲げる建築物の部分に限り、適用する。

一 当該増築等又は修繕等に係る部分

二 道等から前号に掲げる部分までの一以上の経路を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベータ

ーその他の昇降機及び敷地内の通路

三 多数の者が利用する便所のうち一以上のもの

四 第一号に掲げる部分から車いす使用者用便房（前号に掲げる便所に設けられるものに限る。）までの一

以上の経路を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の通路

五 ホテル又は旅館の客室のうち一以上のもの

六 第一号に掲げる部分から前号に掲げる客室までの一以上の経路を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜

路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の通路

七 多数の者が利用する駐車場のうち一以上のもの

八 車いす使用者用駐車施設（前号に掲げる駐車場に設けられるものに限る。）から第一号に掲げる部分ま

での一以上の経路を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の

通路

九 多数の者が利用する浴室等

十 第一号に掲げる部分から車いす使用者用浴室等（前号に掲げるものに限る。）までの一以上の経路を構

成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の通路

２ 前項第三号に掲げる建築物の部分について第九条の規定を適用する場合には、同条第一項第一号中「便所

（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）が設けられている階ごとに、当該便所のうち一

以上に、」とあるのは「便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）に、」と、同項第

二号中「便所が設けられている階の」とあるのは「便所の」と、「当該階の」とあるのは「当該便所の」と

、同条第二項中「便所が設けられている階ごとに、当該便所のうち」とあるのは「便所を設ける場合には、

そのうち」とする。

３ 第一項第五号に掲げる建築物の部分について第十条の規定を適用する場合には、同条中「客室の総数が二

百以下の場合は当該客室の総数に五十分の一を乗じて得た数以上、客室の総数が二百を超える場合は当該客

室の総数に百分の一を乗じて得た数に二を加えた数以上」とあるのは「一以上」とする。

４ 第一項第七号に掲げる建築物の部分について第十二条の規定を適用する場合には、同条中「当該駐車場の

全駐車台数が二百以下の場合は当該駐車台数に五十分の一を乗じて得た数以上、全駐車台数が二百を超える

場合は当該駐車台数に百分の一を乗じて得た数に二を加えた数以上」とあるのは「一以上」とする。

（特別特定建築物に関する読替え）
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第十八条 特別特定建築物における第二条から前条まで（第三条第一項第三号及び第六号、第四条第八号、第

六条第一項第七号、第七条第四項から第六項まで、第十条第二項並びに第十六条を除く。）の規定の適用に

ついては、これらの規定（第二条第一項及び第七条第三項を除く。）中「多数の者が利用する」とあるのは

「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する」と、第二条第一項中「多数の

者が利用する出入口（次項に規定するもの並びにかご、昇降路、便所」とあるのは「不特定かつ多数の者が

利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する出入口（次項に規定するもの並びにかご、昇降路、便所

、車いす使用者用客室」と、第七条第三項中「多数の者が利用する」とあるのは「主として高齢者、障害者

等が利用する」と、前条中「特定建築物」とあるのは「特別特定建築物」とする。

附 則

この省令は、法の施行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により視覚障害者の利用上支障が

ない廊下等の部分等を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十七号

第一 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（以下「令」という。）第十一条第二号

ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、階段又は傾斜

路の上端に近接する廊下等の部分が次の各号のいずれかに該当するものである場合とする。

一 勾配が二十分の一を超えない傾斜がある部分の上端に近接するもの
こう

二 高さが十六センチメートルを超えず、かつ、勾配が十二分の一を超えない傾斜がある部分の上端に近接

するもの

三 主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるもの

第二 令第十二条第五号ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める

場合は、段がある部分の上端に近接する踊場の部分が第一第三号に定めるもの又は段がある部分と連続して

手すりを設けるものである場合とする。

第三 令第十三条第四号ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める

場合は、傾斜がある部分の上端に近接する踊場の部分が第一各号のいずれかに該当するもの又は傾斜がある

部分と連続して手すりを設けるものである場合とする。

第四 令第二十一条第一項ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定め

る場合は、道等から案内設備までの経路が第一第三号に定めるもの又は建築物の内にある当該建築物を管理

する者等が常時勤務する案内所から直接地上へ通ずる出入口を容易に視認でき、かつ、道等から当該出入口

までの経路が令第二十一条第二項に定める基準に適合するものである場合とする。

第五 令第二十一条第二項第二号ロに規定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定め

る部分は、第一第一号若しくは第二号に定めるもの又は段がある部分若しくは傾斜がある部分と連続して手

すりを設ける踊場等とする。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第百七十五号は、廃止する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により車いす使用者用便房の構造

を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十六号

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第十四条第一項第一号に規定する車いす使用

者が円滑に利用できるものとして国土交通大臣が定める構造は、次に掲げるものとする。

一 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。

二 車いす使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第百七十六号は、廃止する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により車いす使用者用浴室等の構

造を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十五号

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第十五条第二項第二号イに規定する車いす使

用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める構造は、次に掲げるものとする。

一 浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されていること。

二 車いす使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。

附 則

この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施行

の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により視覚障害者の利用上支障が

ないエレベーター及び乗降ロビーを定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十四号

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第十八条第二項第五号リただし書に規定する

視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、エレベーター及び乗降ロビーが主と

して自動車の駐車の用に供する施設に設けるものである場合とする。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第百七十七号は、廃止する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定によりエレベーターのかご内及び

乗降ロビーに設ける制御装置を視覚障害者が円滑に操作することができる構造とする方法を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十三号

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第十八条第二項第五号リ(2)に規定する国土

交通大臣が定める方法は、次に掲げるものとする。

一 文字等の浮き彫り

二 音による案内

三 点字及び前二号に類するもの

附 則

この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施行

の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により特殊な構造又は使用形態の

エレベーターその他の昇降機等を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十二号

第一 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（以下「令」という。）第十八条第二項

第六号に規定する国土交通大臣が定める特殊な構造又は使用形態のエレベーターその他の昇降機は、次に掲

げるものとする。

一 昇降行程が四メートル以下のエレベーター又は階段の部分、傾斜路の部分その他これらに類する部分に

沿って昇降するエレベーターで、かごの定格速度が十五メートル毎分以下で、かつ、その床面積が二・二

五平方メートル以下のもの

二 車いすに座ったまま車いす使用者を昇降させる場合に二枚以上の踏段を同一の面に保ちながら昇降を行

うエスカレーターで、当該運転時において、踏段の定格速度を三十メートル毎分以下とし、かつ、二枚以

上の踏段を同一の面とした部分の先端に車止めを設けたもの

第二 令第十八条第二項第六号に規定する車いす使用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大

臣が定める構造は、次に掲げるものとする。

一 第一第一号に掲げるエレベーターにあっては、次に掲げるものであること。

イ 平成十二年建設省告示第千四百十三号第一第七号に規定するものとすること。

ロ かごの幅は七十センチメートル以上とし、かつ、奥行きは百二十センチメートル以上とすること。

ハ 車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合にあっては、かごの幅及び奥行きが十分に確

保されていること。

二 第一第二号に掲げるエスカレーターにあっては、平成十二年建設省告示第千四百十七号第一ただし書に

規定するものであること。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第百七十八号は、廃止する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により移動等円滑化の措置がとら

れたエレベーターその他の昇降機又は便所の配置を視覚障害者に示す方法を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十一号

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第二十条第二項に規定する国土交通大臣が定

める方法は、次に掲げるものとする。

一 文字等の浮き彫り

二 音による案内

三 点字及び前二号に類するもの

附 則

この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施行

の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により、認定特定建築物の建築物

特定施設の床面積のうち、通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなるものを定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百九十号

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第二十四条に規定する認定特定建築物の建築

物特定施設の床面積のうち、通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通

大臣が定める床面積は、次の各号に掲げる建築物特定施設（特別特定建築物にあっては不特定かつ多数の者が

利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用するもの、特別特定建築物以外の特定建築物にあっては多数の

者が利用するものに限る。）ごとに、それぞれ当該各号に定める数値を超える床面積の合計とする。

一 廊下等

廊下の部分 両側に居室がある廊下（単 その他の廊下（単位 平方

廊下の用途 位 平方メートル） メートル）

小学校、中学校、高等学校又は中

(一) 等教育学校における児童用又は生 2.30L 1.80L

徒用のもの

病院における患者用のもの、共同

住宅の住戸若しくは住室の床面積

の合計が百平方メートルを超える

(二) 階における共用のもの又は三室以 1.60L 1.20L

下の専用のものを除き居室の床面

積の合計が二百平方メートル(地

階にあっては、百平方メートル)

を超える階におけるもの

(三) 及び に掲げる廊下以外のもの 1.20L
（
一
）

（
二
）

この表において、Ｌは、廊下等の長さ(単位 メートル)を表すものとする。

二 階段

階段の部分 段がある部分（単位 平方 踊場（単位 平方メートル

階段の用途 メートル） ）

(一) 小学校における児童用のもの 2.28H 一・六八

中学校、高等学校若しくは中等教

育学校における生徒用のもの又は

物品販売業(物品加工修理業を含

(二) む。以下同じ。)を営む店舗で床 2.03H 一・六八

面積の合計が千五百平方メートル

を超えるもの、劇場、映画館、演

芸場、観覧場、公会堂若しくは集

会場における客用のもの

直上階の居室の床面積の合計が二

百平方メートルを超える地上階又

(三) は居室の床面積の合計が百平方メ 1.44H 一・四四

ートルを超える地階若しくは地下

工作物内におけるもの

(四) (一)から(三)までに掲げる階段以 0.78H 〇・九〇

外のもの

この表において、Ｈは、階段の高さ（単位 メートル）を表すものとする。

三 傾斜路

傾斜路の部分 傾斜がある部分（単位 平 踊場（単位 平方メートル

傾斜路の用途 方メートル） ）

小学校、中学校、高等学校若しく

は中等教育学校における児童用若
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しくは生徒用のもの又は物品販売

(一) 業を営む店舗で床面積の合計が千 11.20H 一・六八

五百平方メートルを超えるもの、

劇場、映画館、演芸場、観覧場、

公会堂若しくは集会場における客

用のもの

直上階の居室の床面積の合計が二

百平方メートルを超える地上階又

(二) は居室の床面積の合計が百平方メ 9.60H 一・四四

ートルを超える地階若しくは地下

工作物内におけるもの

(三) (一)及び(二)に掲げる傾斜路以外 6.00H 〇・九〇

のもの

この表において、Ｈは、傾斜路の高さ（単位 メートル）を表すものとする。

四 エレベーター（かごに係る部分に限る。） 一・一〇（単位 平方メートル）

五 便所（車いす使用者用便房に係る部分に限る。） 一・〇〇（単位 平方メートル）

六 駐車場（車いす使用者用駐車施設に係る部分に限る。） 十五・〇〇（単位 平方メートル）

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百六十二号は、廃止する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令の規定により視覚障害者の利用上支障がない廊下等の部分等を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十九号

第一 高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令（以下「建築物移動等円滑化誘導基準」という。）第三条第一項第三号ただし書に規

定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、階段又は傾斜路の上端に近

接する廊下等の部分が次の各号のいずれかに該当するものである場合とする。

一 勾配が二十分の一を超えない傾斜がある部分の上端に近接するもの
こう

二 高さが十六センチメートルを超えず、かつ、勾配が十二分の一を超えない傾斜がある部分の上端に近接

するもの

三 主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるもの

第二 建築物移動等円滑化誘導基準第四条第八号ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないものとし

て国土交通大臣が定める場合は、段がある部分の上端に近接する踊場の部分が第一第三号に定めるもの又は

段がある部分と連続して手すりを設けるものである場合とする。

第三 建築物移動等円滑化誘導基準第六条第一項第七号ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないも

のとして国土交通大臣が定める場合は、傾斜がある部分の上端に近接する踊場の部分が第一各号のいずれか

に該当するもの又は傾斜がある部分と連続して手すりを設けるものである場合とする。

第四 建築物移動等円滑化誘導基準第十六条ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国

土交通大臣が定める場合は、道等から案内設備までの経路が第一第三号に定めるもの又は建築物の内にある

当該建築物を管理する者等が常時勤務する案内所から直接地上ヘ通ずる出入口を容易に視認でき、かつ、道

等から当該出入口までの経路が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第二十一条第

二項に定める基準に適合するものである場合とする。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百六十三号は、廃止する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令の規定により車いす使用者の利用上支障がない廊下等の部分等を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十八号

第一 高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令（以下「建築物移動等円滑化誘導基準」という。）第三条第二項に規定する車いす使

用者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める部分は、車いす使用者用駐車施設が設けられてい

ない駐車場、階段等のみに通ずる廊下等の部分とする。

第二 建築物移動等円滑化誘導基準第五条ただし書に規定する車いす使用者の利用上支障がないものとして国

土交通大臣が定める場合は、階段が車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場等のみに通ずるもの

である場合とする。

第三 建築物移動等円滑化誘導基準第六条第二項に規定する車いす使用者の利用上支障がないものとして国土

交通大臣が定める部分は、車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる傾斜路

の部分とする。

第四 建築物移動等円滑化誘導基準第十一条第三項に規定する車いす使用者の利用上支障がないものとして国

土交通大臣が定める部分は、車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、段等のみに通ずる敷地内

の通路の部分とする。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百六十四号は、廃止する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令の規定によりエレベーターのかご内及び乗降ロビーに設ける制御装置を視覚障害

者が円滑に操作することができる構造とする方法を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十七号

高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する

基準を定める省令（平成十八年国土交通省令第百十四号）第七条第六項第二号に規定する国土交通大臣が定め

る方法は、次に掲げるものとする。

一 文字等の浮き彫り

二 音による案内

三 点字及び前二号に類するもの

附 則

この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施行

の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令の規定により視覚障害者の利用上支障がないエレベーター及び乗降ロビーを定め

る件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十六号

高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する

基準を定める省令第七条第六項ただし書に規定する視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が

定める場合は、エレベーター及び乗降ロビーが主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるものである場

合とする。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百六十五号は、廃止する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令の規定により特殊な構造又は使用形態のエレベーターその他の昇降機等を定める

件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十五号

第一 高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令（以下「建築物移動等円滑化誘導基準」という。）第八条に規定する国土交通大臣が

定める特殊な構造又は使用形態のエレベーターその他の昇降機は、次に掲げるものとする。

一 昇降行程が四メートル以下のエレベーター又は階段の部分、傾斜路の部分その他これらに類する部分に

沿って昇降するエレベーターで、かごの定格速度が十五メートル毎分以下で、かつ、その床面積が二・二

五平方メートル以下のもの

二 車いすに座ったまま車いす使用者を昇降させる場合に二枚以上の踏段を同一の面に保ちながら昇降を行

うエスカレーターで、当該運転時において、踏段の定格速度を三十メートル毎分以下とし、かつ、二枚以

上の踏段を同一の面とした部分の先端に車止めを設けたもの

第二 建築物移動等円滑化誘導基準第八条に規定する車いす使用者が円滑に利用することができるものとして

国土交通大臣が定める構造は、次に掲げるものとする。

一 第一第一号に掲げるエレベーターにあっては、次に掲げるものであること。

イ 平成十二年建設省告示第千四百十三号第一第七号に規定するものとすること。

ロ かごの幅は七十センチメートル以上とし、かつ、奥行きは百二十センチメートル以上とすること。

ハ 車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合にあっては、かごの幅及び奥行きが十分に確

保されていること。

二 第一第二号に掲げるエスカレーターにあっては、平成十二年建設省告示第千四百十七号第一ただし書に

規定するものであること。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百六十六号は、廃止する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令の規定により車いす使用者用浴室等の構造を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十四号

高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する

基準を定める省令第十条第二項第三号イに規定する車いす使用者が円滑に利用することができるものとして国

土交通大臣が定める構造は、次に掲げるものとする。

一 浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されていること。

二 車いす使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百六十七号は、廃止する。
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高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関

する基準を定める省令の規定により移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機又は便

所の配置を視覚障害者に示す方法を定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十三号

高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する

基準を定める省令第十五条第二項に規定する国土交通大臣が定める方法は、次に掲げるものとする。

一 文字等の浮き彫り

二 音による案内

三 点字及び前二号に類するもの

附 則

この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施行

の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則の規定により認定特定建築物が特定建

築物の建築等及び維持保全の計画の認定を受けている旨の表示を付することができるものを定める件

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十二号

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第十二条第一項第三号に規定する国土交通

大臣が定めるものは、次に掲げるものとする。

一 宣伝用物品

二 情報を提供するために作成する電磁的記録

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百六十八号は、廃止する。
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第二十四条の規定に基づく国土交通大臣が高齢

者、障害者等の円滑な利用を確保する上で有効と認めて定める基準

平成十八年十二月十五日

国土交通省告示第千四百八十一号

第一 特定建築物にあっては、高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定

施設の構造及び配置に関する基準を定める省令（平成十八年国土交通省令第百十四号）（以下「建築物移動

等円滑化誘導基準」という。）に適合すること。

第二 特定建築物以外の建築物にあっては、建築物特定施設（高齢者、障害者等の利用上支障がない部分を除

く。）が次に掲げる基準に適合すること。

一 出入口は、次に掲げるものであること。

イ 幅は、八十センチメートル以上とすること。

ロ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他車いすを使用している者（以下「車いす使用者」

という。）が容易に開閉して通過できる構造とすること。

ハ 車いす使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。

二 廊下その他これに類するものは、次に掲げるものであること。

イ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

ロ 幅は、住宅の用途に供する部分に設けるものにあっては八十五センチメートル（柱等の箇所にあって

は八十センチメートル）以上、住宅の用途に供する部分以外の部分に設けるものにあっては九十センチ

メートル以上とすること。

ハ 段を設ける場合においては、当該段は、次号に定める構造に準じたものとすること。

ニ 第一号に定める構造の出入口に接する部分は、水平とすること。

三 階段は、次に掲げるものであること。

イ 手すりを設けること。

ロ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

四 便所を設ける場合においては、次に定める基準に適合する便所を一以上設けること。

イ 腰掛便座及び手すりの設けられた便房があること。

ロ イに掲げる便房の出入口又は当該便房のある便所の出入口の幅は、八十センチメートル以上とするこ

と。

ハ イに掲げる便房の出入口又は当該便房のある便所の出入口に戸を設ける場合には、自動的に開閉する

構造その他車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造とすること。

五 敷地内の通路は、次に掲げるものであること。

イ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

ロ 直接地上へ通ずる第一号に定める構造の出入口から道又は公園、広場その他の空地に至る敷地内の通

路のうち、一以上の敷地内の通路は、次に定める構造とすること。

(1) 幅は、九十センチメートル以上とすること。

(2) 段を設ける場合においては、当該段は、第三号に定める構造に準じたものとすること。

附 則

１ この告示は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）の施

行の日（平成十八年十二月二十日）から施行する。

２ 平成十五年国土交通省告示第二百七十五号は、廃止する。
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   移動等円滑化の促進に関する基本方針  

平成十八年十二月十五日  

改正 平成二十三年三月三十一日  

国家公安委員会 
総 務 省告示第一号  
国 土 交 通 省 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号。以下「法」という。）

第三条第一項の規定に基づき、高齢者、障害者等の移動又は施設の利用に係る身体の負担を軽減することにより、

その移動上又は施設の利用上の利便性及び安全性を向上すること（以下「移動等円滑化」という。）の促進に関

する基本方針について、国、地方公共団体、高齢者、障害者等、施設設置管理者その他の関係者が互いに連携協

力しつつ移動等円滑化を総合的かつ計画的に推進していくため、以下のとおり定める。 

一 移動等円滑化の意義及び目標に関する事項 

１ 移動等円滑化の意義 

我が国においては、世界のどの国もこれまで経験したことのない本格的な高齢社会を迎え、今後更なる

高齢化が進展すると見込まれており、高齢者の自立と社会参加による、健全で活力ある社会の実現が求め

られている。また、今日、障害者が障害のない者と同等に生活し活動する社会を目指す、ノーマライゼー

ションの理念の社会への浸透が進み、自立と共生の理念の下、障害の有無にかかわらず国民誰もが相互に

人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」の実現が求められている。 

このような社会の実現のためには、高齢者、障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことがで

きる社会を構築することが重要であり、そのための環境の整備を一刻も早く推進していくことが求められ

ている。移動及び施設の利用は、高齢者、障害者等が社会参加をするための重要な手段であることから、

移動等円滑化を促進することは、このような社会の実現のために大きな意義を持つものである。 

また、移動等円滑化の促進は、高齢者、障害者等の社会参加を促進するのみでなく、「どこでも、誰で

も、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方に基づき、全ての利用者に利用しやすい

施設及び車両等の整備を通じて、国民が生き生きと安全に暮らせる活力ある社会の維持に寄与するもので

ある。 

なお、法にいう障害者には、身体障害者のみならず、知的障害者、精神障害者及び発達障害者を含む全

ての障害者で身体の機能上の制限を受ける者は全て含まれること並びに身体の機能上の制限には、知的障

害者、精神障害者及び発達障害者等の知覚面又は心理面の働きが原因で発現する疲れやすさ、喉の渇き、

照明への反応、表示の分かりにくさ等の負担の原因となる様々な制約が含まれることから、法が促進する

こととしている移動等円滑化には、このような負担を軽減することによる移動上又は施設の利用上の利便

性及び安全性を向上することも含まれることに留意する必要がある。 

また、移動等円滑化を進めるに当たっては、高齢者、障害者等の意見を十分に聴き、それを反映させる

ことが重要である。 

２ 移動等円滑化の目標  

移動等円滑化を実現するためには、高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する施設に

ついて移動等円滑化のための措置が講じられることが重要である。 

したがって、法では、これらの施設を設置し、又は管理する者に対して移動等円滑化のために必要な措

置を講ずるよう努める一般的な責務を課すとともに、これらの施設の中で、特に日常生活及び社会生活に

おいて通常移動手段として用いられ、又は通常利用される旅客施設及び車両等、一定の道路、路外駐車場、

公園施設並びに建築物の各々について、新設等に際し各々に対応した移動等円滑化基準への適合を義務付

けることとしている。 

また、市町村が定める重点整備地区において、移動等円滑化に係る特定事業その他の事業が法第二十五

条第一項の移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（以下「基本構想」

という。）に即して重点的かつ一体的に実施されることとしている。 

移動等円滑化の促進に当たっては、国、地方公共団体、施設設置管理者、都道府県公安委員会等の関係

者が必要に応じて緊密に連携しながら、法に基づく枠組みの活用等により、次に掲げる事項を達成するこ

とを目標とする。 
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（１） 旅客施設 

① 鉄道駅及び軌道停留場 

一日当たりの平均的な利用者数が三千人以上である鉄道駅及び軌道停留場（以下「鉄軌道駅」とい

う。）については、平成三十二年度までに、原則として全てについて、エレベーター又はスロープを

設置することを始めとした段差の解消、ホームドア、可動式ホーム柵、点状ブロックその他の視覚障

害者の転落を防止するための設備の整備、視覚障害者誘導用ブロックの整備、便所がある場合には障

害者対応型便所の設置等の移動等円滑化を実施する。この場合、地域の要請及び支援の下、鉄軌道駅

の構造等の制約条件を踏まえ可能な限りの整備を行うこととする。また、これ以外の鉄軌道駅につい

ても、地域の実情に鑑み、利用者数のみならず、高齢者、障害者等の利用の実態等を踏まえて、移動

等円滑化を可能な限り実施する。 

ホームドア又は可動式ホーム柵については、視覚障害者の転落を防止するための設備として非常に

効果が高く、その整備を進めていくことが重要である。そのため、車両扉の統一等の技術的困難さ、

停車時分の増大等のサービス低下、膨大な投資費用等の課題について総合的に勘案した上で、優先的

に整備すべき駅を検討し、地域の支援の下、可能な限り設置を促進する。 

② バスターミナル  

一日当たりの平均的な利用者数が三千人以上であるバスターミナルについては、平成三十二年度ま

でに、原則として全てについて、段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの整備、便所がある場合に

は障害者対応型便所の設置等の移動等円滑化を実施する。また、これ以外のバスターミナルについて

も、地域の実情に鑑み、利用者数のみならず、高齢者、障害者等の利用の実態等を踏まえて、移動等

円滑化を可能な限り実施する。 

③ 旅客船ターミナル  

一日当たりの平均的な利用者数が三千人以上である旅客船ターミナルについては、平成三十二年度

までに、原則として全てについて、段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの整備、便所がある場合

には障害者対応型便所の設置等の移動等円滑化を実施する。また、高齢化の進む離島との間の航路等

に利用する公共旅客船ターミナルについては、地域の実情を踏まえて順次、移動等円滑化を実施する。

また、これ以外の旅客船ターミナルについても、地域の実情に鑑み、利用者数のみならず、高齢者、

障害者等の利用の実態等を踏まえて、移動等円滑化を可能な限り実施する。 

④ 航空旅客ターミナル施設  

一日当たりの平均的な利用者数が三千人以上である航空旅客ターミナル施設については、平成三十

二年度までに、原則として全てについて、段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの整備、便所があ

る場合には障害者対応型便所の設置等の移動等円滑化を実施する。また、これ以外の航空旅客ターミ

ナル施設についても、地域の実情に鑑み、利用者数のみならず、高齢者、障害者等の利用の実態等を

踏まえて、移動等円滑化を可能な限り実施する。 

（２） 車両等  

① 鉄道車両及び軌道車両  

総車両数約五万二千両のうち約七十パーセントに当たる約三万六千四百両について、平成三十二年

度までに、移動等円滑化を実施する。 

② バス車両  

総車両数約六万台からバス車両の構造及び設備に関する移動等円滑化基準の適用除外認定車両（以

下「適用除外認定車両」という。）約一万台を除いた約五万台のうち、約七十パーセントに当たる約

三万五千台について、平成三十二年度までに、ノンステップバスとする。適用除外認定車両について

は、平成三十二年度までに、その約二十五パーセントに当たる約二千五百台をリフト付きバス又はス

ロープ付きバスとする等、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえて、可能な限りの移動等円滑化を

実施する。 

③ タクシー車両  

平成三十二年度までに、約二万八千台の福祉タクシー（ユニバーサルデザインタクシー（流し営業

にも活用されることを想定し、身体障害者のほか、高齢者や妊産婦、子供連れの人等、様々な人が利

用できる構造となっている福祉タクシー車両をいう。）を含む。）を導入する。 

④ 船舶  

総隻数約八百隻のうち約五十パーセントに当たる約四百隻について、平成三十二年度までに、移動
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等円滑化を実施する。また、一日当たりの平均的な利用者数が五千人以上である旅客船ターミナルに

就航する船舶については、平成三十二年度までに、原則として全て移動等円滑化を実施する。 

さらに、これ以外の船舶についても、高齢者、障害者等の利用の実態等を踏まえて、可能な限りの

移動等円滑化を実施する。 

⑤ 航空機  

総機数約五百三十機のうち約九十パーセントに当たる約四百八十機について、平成三十二年度まで

に、移動等円滑化を実施する。 

（３）  道路  

原則として重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する全ての道路について、平成三十二年度

までに、移動等円滑化を実施する。 

（４） 都市公園  

① 園路及び広場  

園路及び広場（特定公園施設であるものに限る。以下同じ。）の設置された都市公園の約六十パー

セントについて、平成三十二年度までに、園路及び広場の移動等円滑化を実施する。 

② 駐車場  

駐車場の設置された都市公園の約六十パーセントについて、平成三十二年度までに、駐車場の移動

等円滑化を実施する。 

③ 便所  

便所の設置された都市公園の約四十五パーセントについて、平成三十二年度までに、便所の移動等

円滑化を実施する。 

（５） 路外駐車場  

特定路外駐車場の約七十パーセントについて、平成三十二年度までに、移動等円滑化を実施する。 

（６） 建築物  

二千平方メートル以上の特別特定建築物の総ストックの約六十パーセントについて、平成三十二年

度までに、移動等円滑化を実施する。 

（７） 信号機等  

重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信号機等については、平成

三十二年度までに、原則として全ての当該道路において、音響信号機、高齢者等感応信号機等の信号

機の設置、歩行者用道路であることを表示する道路標識の設置、横断歩道であることを表示する道路

標示の設置等の移動等円滑化を実施する。 

二 移動等円滑化のために施設設置管理者が講ずべき措置に関する基本的な事項  

施設設置管理者は、利用者の利便性及び安全性の向上を図る観点から、施設及び車両等の整備、適切な情

報の提供並びに職員等関係者に対する適切な教育訓練について関係者と連携しながら、１から３までに掲げ

る各々の措置を適切に講ずることにより、移動等円滑化を進めることが必要である。 

施設設置管理者がこれらの措置を実施するに当たっては、その措置が効果的に実施されるよう、地域の実

情を把握している市町村等の関係者と連携することにより、可能な限り利便性の高い動線の確保等他の施設

との連続性に配慮した措置を実施し、かつ、自らが設置し、又は管理する施設に設置される設備について、

施設の特性に応じて可能な限り時間的な制約がなく利用できる等移動等円滑化のために必要な措置を講ずる

よう努めるとともに、公共交通事業者等にあっては、複数の事業者間又は鉄道及びバス等複数の交通機関間

を乗り継ぐ際の旅客施設内の移動等円滑化にも十分配慮することが重要である。 

また、施設設置管理者は、施設及び車両等の整備に当たっては、移動等円滑化のために講ずる措置につい

て具体的な実施計画を策定すること等により順次計画的に移動等円滑化を進めていくこと、高齢者、障害者

等が障害のない者と共に利用できる形での施設整備を図るユニバーサルデザインの考え方に十分留意するこ

と、高齢者、障害者等の意見を反映させるために可能な限り計画策定等への参画を得ること等必要な措置を

講ずるよう努めることが重要である。 

１ 施設及び車両等の整備  

移動等円滑化を図るためには、まず、施設及び車両等についてのハード面の整備が必要である。したが

って、法では、施設設置管理者が、自らが設置し、又は管理する旅客施設及び車両等、一定の道路、路外

駐車場、公園施設並びに建築物を新設等するときは、当該施設及び車両等の移動等円滑化基準への適合が

義務付けられており、また、既存の施設及び車両等については、施設設置管理者は、当該施設及び車両等
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を移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めることとされている。 

施設設置管理者が、施設及び車両等について移動等円滑化のために必要な措置を講ずる際には、次に掲

げる観点が重要である。 

イ 高齢者、障害者等が施設内外の移動及び施設の利用を円滑に行うために必要な施設及び設備を整備し、

連続した移動経路を一以上確保すること。また、経路確保に当たっては、高齢者、障害者等の移動上の

利便性及び安全性の確保に配慮すること。 

ロ 便所等附属する設備を設置する場合は、一以上は障害者対応型にするなど、高齢者、障害者等の利用

に配慮したものにすること。 

ハ 車両等にあっては、高齢者、障害者等の乗降及び車内での移動が容易にできるように必要な措置を講

ずること。 

ニ 旅客施設及び車両等にあっては、運行情報等公共交通機関を利用する上で必要な情報を提供するため

に必要な設備を整備すること。 

なお、移動等円滑化基準に定められていない内容であっても、上記の観点等から移動等円滑化に資する

と考えられる措置については、施設設置管理者はこれを積極的に実施していくよう努力することが望まし

い。 

特に、建築物の移動等円滑化に関しては、移動等円滑化が義務化されていない特定建築物の移動等円滑

化にも積極的に取り組むことが望ましい。特定建築物の新築時等における移動等円滑化に当たっては、ユ

ニバーサルデザインの考え方に配慮した整備が求められているとともに、建築物ストックの長寿命化等そ

の有効活用が求められていることから、誘導的な建築物移動等円滑化基準に適合する特定建築物について

容積率の特例及び表示制度等を措置している認定特定建築物制度を積極的に活用することが望ましい。 

２ 適切な情報の提供  

移動等円滑化を図るためには、施設及び車両等についてのハード面の整備のみならず、施設設置管理者

が利用者に対して必要な情報を適切に提供することが必要である。 

その際には、利用する高齢者、障害者等のニーズ、施設及び設備の用途等に応じて、例えば、路線案内、

運賃案内及び運行情報等利用に当たって必要となる情報並びに緊急時の情報について、視覚情報として大

きな文字又は適切な色の組合せを用いて見やすく表示すること、また、聴覚情報としてはっきりした音声

により聞き取りやすく放送すること、その他図記号又は平仮名による表示の併記等を行うこと等、分かり

やすく提供することに留意する必要がある。さらに、必要な情報について事前に把握できるよう、施設及

び設備等に関する情報についてインターネットやパンフレット等により提供することが望ましい。 

３ 職員等関係者に対する適切な教育訓練  

移動等円滑化を図るためには、施設及び車両等についてのハード面の整備のみならず、職員等関係者に

よる適切な対応が必要であることに鑑み、施設設置管理者は、その職員等関係者が高齢者、障害者等の多

様なニーズ及び特性を理解した上で、正当な理由なくこれらの者による施設及び車両等の利用を拒むこと

なく、円滑なコミュニケーションを確保する等適切な対応を行うよう継続的な教育訓練を実施する必要が

ある。 

そのため、施設設置管理者は、高齢者、障害者等の意見を反映した対応マニュアルの整備及び計画的な

研修の実施等をＰＤＣＡサイクルとして実施することにより、職員等関係者の教育訓練を更に充実させる

よう努めるべきである。なお、その過程において、高齢者、障害者等の参画を得ることが望ましい。 

三 基本構想の指針となるべき事項 

市町村は、基本構想を作成する場合には、次に掲げる事項に基づいて作成する必要があり、施設設置管理

者、都道府県公安委員会等の関係者は、これらの事項に留意する必要がある。  

１ 重点整備地区における移動等円滑化の意義に関する事項  

（１） 重点整備地区における移動等円滑化の意義  

地域における高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保するためには、高齢者、障

害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、建築物等の生活関連施設及びこれらの間

の経路を構成する道路、駅前広場、通路その他の施設について、一体的に移動等円滑化が図られてい

ることが重要である。そのため、基本構想において、生活関連施設が集積し、その間の移動が通常徒

歩で行われる地区を重点整備地区として定め、生活関連施設及び生活関連経路の移動等円滑化に係る

各種事業を重点的かつ一体的に推進することが必要である。 

（２） 基本構想に即した各種事業の重点的かつ一体的な推進のための基本的視点  
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基本構想に即した各種事業の推進については、次に掲げる基本的視点が重要である。 

① 市町村の基本構想作成による事業の効果的な推進  

重点整備地区における移動等円滑化に対する取組は、当該地区に最も身近な行政主体でありその地

区における特性を十分に把握している市町村が、施設設置管理者、都道府県公安委員会等事業を実施

すべき主体はもとより、高齢者、障害者等の関係者と協議等を行いながら基本構想を作成することに

より、これらの事業の効果的な推進が図られることが重要である。 

② 基本構想作成への関係者の積極的な協力による事業の一体的な推進  

移動等円滑化に係る事業の実施主体となる施設設置管理者、都道府県公安委員会等及び高齢者、障

害者等の関係者は基本構想の作成に積極的に協力し、各種事業を一体的に推進していくことが必要で

ある。 

③ 地域住民等の理解及び協力  

重点整備地区における移動等円滑化を図るに当たり、基本構想に位置付けられた各種事業が円滑に

実施されるためには、地域住民等の理解及び協力が重要である。 

（３） 基本構想作成に当たっての留意事項  

市町村は、効果的に移動等円滑化を推進するため、次に掲げる事項に留意して基本構想を作成する

必要がある。 

① 目標の明確化  

各種事業の実施に当たっては、当該重点整備地区における移動等円滑化について、市町村を始め、

施設設置管理者、都道府県公安委員会等の関係者の施策を総合的に講ずる必要があることから、各者

間で共通認識が醸成されることが重要である。したがって、基本構想には、地域の実情に応じ、可能

な限り具体的かつ明確な目標を設定する。 

② 都市計画との調和  

基本構想の作成に当たっては、都市計画及び都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第十八条の二

第一項に規定する市町村の都市計画に関する基本的な方針（以下「市町村マスタープラン」という。）

との調和が保たれている必要がある。 

③ 地方自治法に規定する基本構想との整合性  

市町村は、その事務を処理するに当たっては、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条

第四項に規定する基本構想に即して行う必要があるため、基本構想もこの基本構想に即していなけれ

ばならない。 

④ 地方公共団体の移動等円滑化に関する条例、計画、構想等との調和  

地方公共団体において、移動等円滑化に関する条例、計画、構想等を有している場合は、基本構想

はこれらとの調和が保たれている必要がある。特に、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）

第九条第三項に規定する市町村障害者計画、障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号）第八

十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画、老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十

条の八第一項に規定する市町村老人福祉計画等の市町村が定める高齢者、障害者等の福祉に関する計

画及び中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第九条に規定する基本計画等都

市機能の増進に関する計画との調和が保たれていることに留意する必要がある。 

⑤ 各種事業の連携と集中実施  

移動等円滑化に係る各種の事業が相互に連携して相乗効果を生み、連続的な移動経路の確保が行わ

れるように、施設設置管理者、都道府県公安委員会等の関係者間で必要に応じて十分な調整を図って

整合性を確保するとともに、事業の集中的かつ効果的な実施を確保する。 

また、複数の事業者間又は鉄道及びバス等複数の交通機関間を乗り継ぐ際の旅客施設内の移動等円

滑化並びに当該市町村においてタクシー事業者、自家用有償旅客運送者等が行っているスペシャル・

トランスポート・サービス（要介護者等であって単独では公共交通機関を利用することが困難な移動

制約者を対象に、必要な介護などと連続して、又は一体として行われる個別的な輸送サービスをいう。）

の在り方にも十分配慮する。 

さらに、特定事業に係る費用の負担については、当該事業の性格を踏まえた適切な役割分担に応じ

た関係者間の負担の在り方について十分な調整を図って関係者間の共通認識を確保する。 

⑥ 高齢者、障害者等の提案及び意見の反映  

施設及び車両等の利用者である高齢者、障害者等を始め関係者の参画により、関係者の意見が基本



 

－ 付－75 － 
 

構想に十分に反映されるよう努める。このため、基本構想の作成に当たっては、法第二十六条に規定

する協議会（以下「協議会」という。）を積極的に活用し、高齢者、障害者等の参画を得ることが求

められる。この際、既に同条第二項各号に掲げる構成員からなる協議体制度を運用している場合、又

は、他の法令に基づいて同項各号に掲げる構成員からなる協議体制度を運用しようとする場合は、当

該協議体制度を協議会と位置付けることも可能である。なお、意見を求めるべき障害者には、視覚、

聴覚、内部障害等の身体障害者のみならず、知的障害者、精神障害者及び発達障害者も含まれること

に留意する必要がある。 

また、法第二十七条に規定する基本構想の作成等に係る提案制度が積極的に活用されるよう環境の

整備に努めるとともに、当該提案を受けた際には、その内容について十分な検討を加えることが求め

られる。 

⑦ 段階的かつ継続的な発展（スパイラルアップ）  

移動等円滑化の内容については、基本構想作成に係る事前の検討段階から事後の評価の段階に至る

まで、高齢者、障害者等の利用者及び住民が積極的に参加し、この参加プロセスを経て得られた知見

を共有化し、スパイラルアップを図ることが望まれる。 

そのため、市町村は、基本構想が作成された後も、施設を利用する高齢者、障害者等の利用の状況

並びに重点整備地区における移動等円滑化のための施設及び車両等の整備状況等を把握するとともに、

協議会の活用等により基本構想に基づき実施された事業の成果について評価を行い、それに基づき、

必要に応じ、基本構想の見直し及び新たな基本構想の作成を行うことが望ましい。 

また、法附則第二条第二号の規定による廃止前の高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した

移動の円滑化の促進に関する法律（平成十二年法律第六十八号）第六条第一項の規定により作成され

た基本構想については、法の趣旨を踏まえ、見直しを行うことが重要であることに留意する必要があ

る。 

２ 重点整備地区の位置及び区域に関する基本的な事項  

（１） 重点整備地区の要件  

法では、市町村は、法第二条第二十一号イからハまでに掲げる要件に該当するものを、移動等円滑

化に係る事業を重点的かつ一体的に推進すべき重点整備地区として設定することができることとされ

ている。また、重点整備地区の区域を定めるに当たっては、次に掲げる要件に照らし、市町村がそれ

ぞれの地域の実情に応じて行うことが必要である。 

① 「生活関連施設（高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、官公庁施

設、福祉施設その他の施設をいう。以下同じ。）の所在地を含み、かつ、生活関連施設相互間の移

動が通常徒歩で行われる地区であること。」（法第二条第二十一号イ）  

生活関連施設に該当する施設としては、相当数の高齢者、障害者等が利用する旅客施設、官公庁施

設、福祉施設、病院、文化施設、商業施設、学校等多岐にわたる施設が想定されるが、具体的にどの

施設を含めるかは施設の利用の状況等地域の実情を勘案して選定することが必要である。 

また、生活関連施設相互間の移動が通常徒歩で行われる地区とは、生活関連施設が徒歩圏内に集積

している地区をいい、地区全体の面積がおおむね四百ヘクタール未満の地区であって、原則として、

生活関連施設のうち特定旅客施設又は官公庁施設、福祉施設等の特別特定建築物に該当するものがお

おむね三以上所在し、かつ、当該施設を利用する相当数の高齢者、障害者等により、当該施設相互間

の移動が徒歩で行われる地区であると見込まれることが必要である。 

なお、重点整備地区を設定する際の要件として、特定旅客施設が所在することは必ずしも必須とは

ならないが、連続的な移動に係る移動等円滑化の確保の重要性に鑑み、特定旅客施設を含む重点整備

地区を設定することが引き続き特に求められること、及び特定旅客施設の所在地を含む重点整備地区

を設定する場合には、法第二十五条第三項の規定に基づき当該特定旅客施設を生活関連施設として定

めなければならないとされていることに留意する必要がある。 

② 「生活関連施設及び生活関連経路（生活関連施設相互間の経路をいう。以下同じ。）を構成する一

般交通用施設（道路、駅前広場、通路その他の一般交通の用に供する施設をいう。以下同じ。）に

ついて移動等円滑化のための事業が実施されることが特に必要であると認められる地区であるこ

と。」（法第二条第二十一号ロ）  

重点整備地区は、重点的かつ一体的に移動等円滑化のための事業を実施する必要がある地区である

ことが必要である。 
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このため、高齢者、障害者等の徒歩若しくは車椅子による移動又は施設の利用の状況、土地利用及

び諸機能の集積の実態並びに将来の方向性、想定される事業の実施範囲、実現可能性等の観点から総

合的に判断して、当該地区における移動等円滑化のための事業に一体性があり、当該事業の実施が特

に必要であると認められることが必要である。 

③ 「当該地区において移動等円滑化のための事業を重点的かつ一体的に実施することが、総合的な都

市機能の増進を図る上で有効かつ適切であると認められる地区であること。」（法第二条第二十一

号ハ）  

高齢者、障害者等に交流と社会参加の機会を提供する機能、消費生活の場を提供する機能、勤労の

場を提供する機能など都市が有する様々な機能の増進を図る上で、移動等円滑化のための事業が重点

的に、かつ、各事業の整合性を確保して実施されることについて、実現可能性及び集中的かつ効果的

な事業実施の可能性等の観点から判断して、有効かつ適切であると認められることが必要である。 

（２） 留意事項  

市町村は、重点整備地区を定めるに当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

① 重点整備地区の数  

市町村内に特定旅客施設が複数ある場合等、生活関連施設の集積の在り方によっては、複数の重点

整備地区を設定することも可能であるが、当該生活関連施設相互間の距離、移動の状況等地域の実情

から適当と判断される場合には、一つの重点整備地区として設定することも可能である。 

② 複数の市町村及び都道府県の協力  

生活関連施設の利用者が複数の市町村にまたがって移動しており、重点整備地区の範囲が複数の市

町村にまたがる場合など、当該市町村が利用者の移動の実態に鑑み適当であると認めるときは、共同

して基本構想を作成し、一体的に推進していくことが重要である。 

また、これらの施設が大規模であり、利用者が広域にわたり、かつ、関係者間の調整が複雑となる

ような場合には、協議会への参加を求める等により都道府県の適切な助言及び協力を求めることが重

要である。 

③ 重点整備地区の境界  

重点整備地区の境界は、可能な限り市町村の区域内の町境・字境、道路、河川、鉄道等の施設、都

市計画道路等によって、明確に表示して定めることが必要である。 

３ 生活関連施設及び生活関連経路並びにこれらにおける移動等円滑化に関する事項  

重点整備地区において長期的に実現されるべき移動等円滑化の姿を明らかとする観点から、生活関連施

設、生活関連経路等については次に掲げるとおり記載することが望ましい。 

（１） 生活関連施設  

生活関連施設を選定するに当たっては、２（１）に留意するほか、既に移動等円滑化されている施

設については、当該施設内の経路について、生活関連経路として移動等円滑化を図る場合等、一体的

な移動等円滑化を図る上で対象と位置付けることが必要な施設につき記載するものとする。また、当

面移動等円滑化のための事業を実施する見込みがない施設については、当該施設相互間の経路につい

て、生活関連経路として移動等円滑化を図る場合等、一体的な移動等円滑化を図る上で対象と位置付

けることが必要な施設につき、生活関連施設として、長期的展望を示す上で必要な範囲で記載するこ

とにも配慮する。 

（２） 生活関連経路  

生活関連経路についても（１）同様、既に移動等円滑化されている経路については、一体的な移動

等円滑化を図る上で対象として位置付けることが必要な経路につき記載するものとする。また、当面

移動等円滑化のための事業実施の見込みがない経路については、長期的展望を示す上で必要な範囲で

記載することにも配慮する。 

（３） 移動等円滑化に関する事項  

基本構想の対象となる施設及び車両等において実施される移動等円滑化の内容について記載するも

のとする。当面具体的な事業実施に見込みがないものについては、事業実施の見込みが明らかになっ

た段階で記載内容を追加又は変更する等基本構想を見直し、移動等円滑化の促進を図るものとする。 

４ 生活関連施設、特定車両及び生活関連経路を構成する一般交通用施設について移動等円滑化のために実

施すべき特定事業その他の事業に関する基本的な事項  

（１） 特定事業  
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特定事業としては、公共交通特定事業、道路特定事業に加え、路外駐車場特定事業、都市公園特定

事業、建築物特定事業、交通安全特定事業があり、各々の事業の特性を踏まえ、必要となる事業につ

いて基本構想に記載するものとする。 

なお、法第二十五条第二項第四号括弧書に規定されているとおり、旅客施設の所在地を含まない重

点整備地区にあっては、当該重点整備地区と同一の市町村の区域内に所在する特定旅客施設との間の

円滑な移動を確保するために、当該特定旅客施設の移動等円滑化を図る事業及び当該重点整備地区と

当該特定旅客施設を結ぶ特定車両の移動等円滑化を図る事業についても、公共交通特定事業として記

載することが可能である。 

一般的には、建築物特定事業の対象となり得る生活関連施設である建築物が多数存在することから、

基本構想作成時の協議及び事業実施を確実かつ円滑に行うためには、対象となる生活関連施設の規模

及び利用状況等、他の特定事業との関連等について、当該地域の実情に照らして判断し、必要性等の

高いものから基本構想に順次位置付けていくことが望ましい。 

また、事業の着手予定時期、実施予定期間について可能な限り具体的かつ明確に記載することとし、

当面事業の実施の見込みがない場合にあっては、事業の具体化に向けた検討の方向性等について記載

し、事業が具体化した段階で、基本構想を適宜変更して事業の内容について記載を追加するものとす

る。 

（２） その他の事業  

その他の事業としては、特定旅客施設以外の旅客施設、生活関連経路を構成する駅前広場、通路等

（河川施設、港湾施設、下水道施設等が生活関連経路を構成する場合にあっては、これらの施設を含

む。）の整備があり、おおむねの事業内容を基本構想に記載するものとする。 

（３） 留意事項  

市町村は、基本構想を作成しようとするときは、これに定めようとする特定事業その他の事業に関

する事項について、関係する施設設置管理者、都道府県公安委員会等と十分に協議することが必要で

あり、事業の記載に当たっては、高齢者、障害者等の移動又は施設の利用の状況、都市計画及び市町

村マスタープランの位置付け、事業を実施することとなる者の意向等を踏まえることが重要である。 

また、特定事業を記載するに当たっては、事業を実施することとなる者の意向等を踏まえること並

びに関連する特定事業間の連携及び調整を図ることが必要不可欠であることから、協議会制度を有効

に活用し、基本構想の作成及び事業実施の円滑化を図ることが求められる。なお、協議会において協

議が調った事項については、協議会の構成員はその協議の結果を尊重しなければならないこととされ

ていることに留意する必要がある。 

特定事業その他の事業については、合理的かつ効率的な施設及び車両等の整備及び管理を行うこと

を念頭に、生活関連施設及び生活関連経路の利用者、利用状況及び移動手段並びに生活関連経路周辺

の道路交通環境及び居住環境を勘案して記載することが必要である。この際、特定事業その他の事業

の実施に当たっては、交通の安全及び円滑の確保並びに生活環境の保全についても配慮する必要があ

ることに留意する必要がある。また、交通安全特定事業のうち違法駐車行為の防止のための事業に関

しては、歩道及び視覚障害者誘導用ブロック上等の自動二輪車等の違法駐車、横断歩道及びバス停留

所付近の違法駐車等、移動等円滑化を特に阻害する違法駐車行為の防止に資する事業が重点的に推進

されるとの内容が基本構想に反映されるよう留意する必要がある。 

５ ４に規定する事業と併せて実施する土地区画整理事業、市街地再開発事業その他の市街地開発事業に関

し移動等円滑化のために考慮すべき基本的な事項、自転車その他の車両の駐車のための施設の整備に関

する事項その他の重点整備地区における移動等円滑化に資する市街地の整備改善に関する基本的な事項

その他重点整備地区における移動等円滑化のために必要な事項  

（１） 土地区画整理事業、市街地再開発事業その他の市街地開発事業に関する基本的な事項  

重点整備地区における重点的かつ一体的な移動等円滑化を図るために実施される４に規定する事業

を実施する場合、重点整備地区における市街地の状況並びに生活関連施設及び生活関連経路の配置の

状況によっては、これらの事業を単独で行うのではなく、土地区画整理事業、市街地再開発事業その

他の市街地開発事業と併せて行うことが効果的な場合がある。 

① 具体的事業の内容  

４に規定する事業と併せて行う事業の選択に当たっては、高齢者、障害者等の移動又は施設の利用

の状況、都市計画及び市町村マスタープランの位置付け等を踏まえて判断することが重要である。 
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② 記載事項  

基本構想には、事業の種類、おおむねの位置又は区域等をそれぞれ記載するものとする。 

なお、土地区画整理事業の換地計画において定める保留地の特例を活用し、土地区画整理事業と併

せて生活関連施設又は一般交通用施設（土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第二条第五

項に規定する公共施設を除く。）であって基本構想において定められた施設を整備しようとする場合

には、それぞれの施設の主な用途、おおむねの位置等についても記載する必要がある。 

（２） 自転車その他の車両の駐車のための施設の整備に関する事項その他の重点整備地区における移動

等円滑化に資する市街地の整備改善に関する基本的な事項  

移動等円滑化の妨げとなっている自転車その他の車両の放置及び違法駐車を防止するための抜本的

な施策として、駐輪場等自転車その他の車両の駐車のための施設を特定事業その他の事業と一体的に

整備することは極めて有効であることから、具体的な位置等これらの整備に関するおおむねの内容を

記載するほか、その他の重点整備地区における移動等円滑化に資する市街地の整備改善に関する事項

について記載することとする。 

（３） その他重点整備地区における移動等円滑化のために必要な事項  

① 推進体制の整備  

基本構想に位置付けられた各種の事業を円滑かつ効果的に実施していくためには、基本構想の作成

段階又は基本構想に基づく各種の事業の準備段階から、関係者が十分な情報交換を行いつつ連携を図

ることが必要であり、協議会を有効に活用することが求められる。 

② 事業推進上の留意点  

イ 地域特性等の尊重及び創意工夫 

各種の事業の実施に当たっては、事業効果を高めるため、地域特性等を尊重して、様々な創意工

夫に努めることが重要である。 

ロ  積雪及び凍結に対する配慮  

積雪及び凍結により移動の利便性及び安全性が損なわれる可能性がある場合は、積雪時及び路面

凍結時の安全かつ円滑な移動のための措置を講ずるよう努めることが必要である。  

ハ 特定事業に関する公的な支援措置の内容  

基本構想に即して特定事業を円滑に実施するため公的な支援措置が講じられる場合には、その内

容を明確にすることが重要である。  

ニ 基本構想に即した特定事業計画の作成上の留意事項  

施設設置管理者及び都道府県公安委員会が基本構想に即して特定事業計画を作成するに当たっ

ては、早期作成の重要性を十分認識するとともに、協議会を活用することによって当事者である高

齢者、障害者等を始め関係者の参画を図ること等により、関係者の意見が特定事業計画に十分に反

映されるよう努めることが重要である。  

ホ  基本構想作成後の特定事業その他の事業の実施状況の把握等  

基本構想作成後、特定事業その他の事業が早期に、かつ、当該基本構想で明記された目標に沿っ

て順調に進展するよう、市町村は、事業の実施状況の把握、これに係る情報提供、協議会の活用等

による事業を実施すべき者との連絡調整の適切な実施等事業の進展に努めることが必要である。  

ヘ 高齢者、障害者等への適切な情報提供  

施設設置管理者及び都道府県公安委員会は、高齢者、障害者等に対して、重点整備地区における

移動等円滑化のために必要な情報を適切に提供するよう努めることが重要である。  

③ その他基本構想の作成及び事業の実施に当たっての留意事項  

基本構想は、市町村の発意及び主体性に基づき自由な発想で作成されるものであるので、この基本

方針の三に定めのない事項についても基本構想に記載することが望ましい。 

四 移動等円滑化の促進のための施策に関する基本的な事項その他移動等円滑化の促進に関する事項 

１ 国の責務及び講ずべき措置  

（１） 国の責務（スパイラルアップ及び心のバリアフリー）  

国は、高齢者、障害者等、地方公共団体、施設設置管理者その他の者と協力して、基本方針及びこ

れに基づく施設設置管理者の講ずべき措置の内容その他の移動等円滑化の促進のための施策の内容に

ついて、移動等円滑化の進展の状況等を勘案しつつ、これらの者の意見を反映させるために必要な措

置を講じた上で、適時に、かつ、適切な方法により検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講
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ずるよう努めることにより、スパイラルアップを図るものとする。 

また、移動等円滑化を進めるためには、施設及び車両等の整備のみならず、国民の高齢者、障害者

等に対する理解及び協力、すなわち国民の「心のバリアフリー」が不可欠であることを踏まえ、国は

広報活動、啓発活動、教育活動等を通じて、移動等円滑化の促進に関する関係者の連携及び国民の理

解を深めるとともに、その実施に関する国民の協力を求めるよう努める。 

（２） 設備投資等に対する支援、情報提供の確保及び研究開発等  

施設設置管理者等による移動等円滑化のための措置を促進するため、設備投資等に対する必要な支

援措置を講ずる。 

また、高齢者、障害者等の円滑な移動及び施設の利用を確保するためには、施設設置管理者等によ

る移動等円滑化のための事業の実施状況に関する情報が利用しやすい形で提供される必要があること

から、国は、施設設置管理者等による移動等円滑化のための事業の実施状況に関する情報が確実に収

集され、利用しやすいよう加工された上で、利用者に提供されるような環境の確保に努めることとす

る。 

さらに、国は、移動等円滑化を目的とした施設及び車両等に係る新たな設備等（情報を提供する手

法に係るものを含む。以下同じ。）の実用化及び標準化、既存の設備等の利便性及び安全性の向上、

新たな設備等の導入に係るコストの低減化等のための調査及び情報通信技術等の研究開発の促進を図

るとともに、それらの成果が幅広く活用されるよう、施設設置管理者等に提供するほか、地方公共団

体による移動等円滑化のための施設の整備に対する主体的な取組を尊重しつつ、地方公共団体が選択

可能な各種支援措置の整備を行う。 

２ 地方公共団体の責務及び講ずべき措置  

地方公共団体は、地域住民の福祉の増進を図る観点から、国の施策に準じ、１に掲げる責務を果たすと

ともに、措置を講ずることが必要である。特に、地域の実情に即して、移動等円滑化のための事業に対す

る支援措置、移動等円滑化に関する地域住民の理解を深めるための広報活動等移動等円滑化を促進するた

めに必要な措置を総合的かつ計画的に講ずるよう努めることが必要である。 

なお、建築物の移動等円滑化に関しては、地方公共団体が所要の事項を条例に定めることにより、地域

の実情に応じた建築物の移動等円滑化を図ることが可能な仕組みとなっているので、積極的な活用に努め

ることが必要である。また、建築物の部分のうち駅等に設けられる一定の要件を満たす通路等については、

建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第五十二条第十四項第一号の規定による容積率制限の特例を

受けることが可能であるので、同法に規定する特定行政庁は、当該規定の適切な運用に努めることが重要

である。 

３ 施設設置管理者以外の高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する施設を設置又は管理

する者の責務  

高齢者、障害者等の円滑な移動及び施設の利用を実現するために、地下街、自由通路、駅前広場その他

の高齢者、障害者等が日常生活及び社会生活において移動手段として利用し得る施設を設置し、又は管理

する者においても、移動等円滑化のために必要な措置を講ずるよう努めることが必要である。 

４ 国民の責務（心のバリアフリー）  

国民は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性並びにそのために

高齢者、障害者等の円滑な移動及び施設の利用を実現することの必要性について理解を深めるよう努めな

ければならない。その際、外見上分かりづらい聴覚障害、内部障害、精神障害、発達障害など、障害には

多様な特性があることに留意する必要がある。  

また、視覚障害者誘導用ブロック上への駐輪、車椅子使用者用駐車施設への駐車等による高齢者、障害

者等の施設の利用等を妨げないことのみならず、必要に応じ高齢者、障害者等の移動及び施設の利用を手

助けすること等、高齢者、障害者等の円滑な移動及び施設の利用を確保することに積極的に協力すること

が求められる。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 付-   - 81

２． 高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計のあり方に係る 

検討委員会について 
（１）委員会名簿 

（平成 24 年 2 月 20 日時点） 

【学識経験者】 

高橋 儀平 東洋大学ライフデザイン学部 学部長 

大原 一興 横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院 教授 

佐藤 克志 日本女子大学家政学部住居学科 准教授 

布田 健 独立行政法人 建築研究所建築生産研究グループ 上席研究員 

 

【高齢者・障害者団体】 

宮武 秀信 

(前任)矢吹了一 

社会福祉法人 全日本手をつなぐ育成会 事務局長 

良田 かおり 公益社団法人 全国精神保健福祉会連合会 事務局長 

小西 慶一 社会福祉法人 日本身体障害者団体連合会 評議員 

齊藤 秀樹 財団法人 全国老人クラブ連合会 理事 

笹川 吉彦 社会福祉法人 日本盲人会連合 会長 

加藤 永歳 一般社団法人 日本発達障害ネットワーク 事務局長 

妻屋 明 社団法人 全国脊髄損傷者連合会 理事長 

長谷川 芳弘 財団法人 全日本聾唖連盟 理事 

三澤 了 特定非営利活動法人 ＤＰＩ日本会議 議長 

 

【施設管理者・設計施工関係団体等】 

青木 宏一郎 社団法人 日本ホテル協会福祉・環境問題等 

専門委員会 

委員長 

 

伊藤 進 社団法人 全日本駐車協会 専務理事 

梶原 優 社団法人 日本病院会 副会長 

丸山 裕弘 社団法人 日本ビルヂング協会連合会 

管理委員会 

副委員長 

篠原 一博 社団法人 日本ショッピングセンター協会 専務理事 

山中 保教 社団法人 日本建築士会連合会 参与 

荻原 幸雄 社団法人 日本建築士事務所協会連合会 理事 

須永 信一 社団法人 日本建築家協会 建築相談連絡会議 副代表幹事 

大久保 和夫 社団法人 日本建設業連合会 専務理事 

 

【審査側団体】（日本建築行政会議推薦） 

小久保 剛亨 東京都都市整備局市街地建築部建築企画課 係長 

潮田 智恵子 神奈川県県土整備局建築住宅部建築指導課 主任技師 

根岸 久司 横浜市建築局指導部建築企画課企画担当 非常勤嘱託員 

（委員長） 
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【オブザーバー】 

野口 健 文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課 企画調整官 

倉岡 孝一 厚生労働省大臣官房会計課施設整備室 営繕専門官 

加藤 晴喜 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

自立支援振興室 

福祉用具専門官 

家田 康典 厚生労働省老健局高齢者支援課 課長補佐 

山田 和也 国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課 課長補佐 

小野田 吉純 国土交通省総合政策局安心生活政策課 課長補佐 

森 正志 国土技術政策総合研究所住宅研究部住宅計画研究室 室長 

深井 敦夫 

 

国土技術政策総合研究所建築研究部 

基準認証システム研究室 

室長 

 

井上 勝徳 国土交通省住宅局建築指導課 課長 

淡野 博久 国土交通省住宅局建築指導課 企画専門官 

粟津 貴史 国土交通省住宅局建築指導課 課長補佐 

 

【事務局】       株式会社 市浦ハウジング＆プランニング 

【作業協力】 財団法人 国土技術研究センター 

 合同会社 コミュニティ・グロウス・カンパニー 
 

（２）委員会の開催経緯 

 

第１回：2011 年 11 月 11 日（金）青山ダイヤモンドホールにて 

 

第２回：2012 年 2 月 20 日（月）都市センターホテルにて 

 

※国土交通省所管補助事業「建築確認手続き円滑化等推進事業（平成 23 年度）」（補助事業者：株

式会社 市浦ハウジング＆プランニング）により、上記委員会の運営及びその結果を踏まえた「高

齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」の改訂に資する参考資料の作成等を実施。 
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参考文献 

・国土交通省「知的障害、発達障害、精神障害のある人のための施設整備のポイント集」（http://www.

mlit.go.jp/common/000045596.pdf） 

・神奈川県「カラーバリアフリー サインマニュアル（平成21年3月）」 

・日本建築学会「ハンディキャップ者配慮の設計手引き／日本建築学会設計計画パンフレット26（昭和

59年）」（発行：彰国社） 

・「床の性能評価方法の概要と性能の推奨値（案）（2008年6月）」（（社）日本建築学会材料施工委

員会内外装工事運営委員会 床工事WG） 

・JIS T 9201:2006「手動車いす」 

・JIS T 9251:2001「視覚障害者誘導用ブロック等の突起の形状・寸法及びその配列」 

・JIS S 0026:2007「公共トイレにおける便房内操作部の形状、色、配置及び器具の配置」  

・JIS Z 8210:2002「案内用図記号」 

・JIS A 1454:2010「高分子系張り床材試験方法」 

・国土交通省総合政策局「障害者等用駐車スペースの適正利用等の促進に関する調査研究（平成 22 年

度）」（http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo09_hh_000030.html） 

・国土交通省総合政策局「公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑化整備ガイドライン（バリアフ

リー整備ガイドライン（旅客施設編））（平成 19 年度）」（http://www.mlit.go.jp/barrierfree/publ 

ic-transport-bf/public-transport-bf.html） 

・国土交通省総合政策局「安心して子育てができる環境整備のあり方に関する調査研究（平成 21 年度）」

（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/barrierfree/sosei_barrierfree_fr_000006.html） 

・ 

 

メーカー等 

・ TOTO 株式会社「バリアフリーブック（パブリックトイレ編）」 

・ 株式会社 LIXIL「住宅設備機器総合カタログ」 

・ 三菱電気株式会社のエレベーターカタログ 

・ 東芝エレベータ株式会社のエスカレーターカタログ 

・ 社団法人日本オストミー協会資料 

・ 社団法人日本エレベーター協会資料 




